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１．バックホウ遠隔操作性向の定量的評価指標に関する研究 
 

（株）熊谷組  ○北原 成郎 
（独）土木研究所 藤野 健一 

（株）キック   西垣 重臣 
 
１．はじめに 

バックホウの遠隔操作性に関して，建設機械

の遠隔操作容易性とオペレータの遠隔操作性向

という２つの視点から評価できる。本論文では，

オペレータの遠隔操作性向を定量的に表現する

評価指標とその活用例について報告する。ここ

で，遠隔操作性向とは，遠隔操作の振る舞いで

あり，オペレータの操作態度やスキルを示す。 
 

２．定量的評価指標 

本研究を進めるうえでの基本的な考え方，定量

的評価指標の定義とその意義ついて述べる。 

2.1 基本的な考え方 

本研究では，つぎに示す条件を満足するとき，

オペレータの遠隔操作性向は優れていると仮定

する。 
①バックホウの振る舞い 

1) 加減速回数が少ない。  
2) 等速性が高い。 
3) エネルギ効率が良い。  
4) 衝撃が少ない。 

②安定した意図形成 
1) 高い学習能力 
2) 作業環境の変化への素早い対応 

この仮定に基づいて，遠隔操作性向の定量的評

価指標とその活用方法を研究する。 
2.2 定量的評価指標の定義 

(1) 等速性評価指標 
安定した動作においては，加速度計測データ

がその平均値を跨ぐ回数は少ないであろう。平

均値交叉回数のサンプル数に対する比率を等速

性評価指標とする。平均値交叉率を次式で求め

る。 
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ここで，mcr：平均値交叉率， ix ：速度の i番目

の観測値，n：サンプル数，d :方向(左右 1， 前

後 2，上下 3）， x：平均値，sgn ：符号関数であ

る。 

平均値交叉率が小さい場合はその動作は安定

していることを示す。反対に，その値が大きい

場合は，加速と減速の動作が交互に繰り返され

ることが多く，動作の不安定性を示す。 

(2) エネルギー性評価指標 
計測した加速度応答からから速度ベクトルを

算出し，次式より最大速度応答値の平均を計算

する。 
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ここでK：速度応答，d：方向(左右 1， 前後 2，

上下 3）， dV ： d軸の速度集合である。 

この速度応答の値が小さいとき，エネルギー効

率がよい，とする。 

(3) 衝撃性評価指標 

躍度自乗和の平均値により衝撃性を評価する。

躍度自乗和平均値を次式より求める。 
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こ こ で ， 2AveJ : 躍 度 自 乗 和 平 均 値 ，

1 tttdJ  ， d :方向(左右 1， 前後 2，上下

3）， t：サンプル時刻である。 

躍度自乗和平均値が小さいとき，その動作は衝

撃が少ないと評価する。 

(4) 加減速性評価指標 

①加速度応答分布の歪度 

歪度を次式から求める。 

3
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i
in xxSkewness  (4) 

ここで， Skewness：歪度， ix ：速度の i 番

目の観測値， n：サンプル数， x ：平均値，

̂ ：標本標準偏差である。 

②尖度 
尖度はデータが平均の周辺に集中してい

る度合いを表す尺度である。尖度を次式より

求める。正規分布の尖度は 3である。 

3/)(1

1
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ここで，Kurtosis：尖度， ix ：速度の i番目

の観測値，n：サンプル数，x：平均値，̂ ：

標本標準偏差である。 

歪度や尖り度は，分布の歪み（偏り）や尖りを

示す尺度である。歪度や尖り度から，加減速発

生の傾向が読みとれる。 

(5) 走行方位制御と車体姿勢制動に関する能力

評価指標 
加速度応答ベクトルと速度応答ベクトルに基

づいて曲率と捩率を計算する。曲率を走行方位

制御能力の，捩率を車体姿勢制動能力の評価尺

度として活用する。それぞれの第 1・第 3四分位

数の差である四分位数範囲 (IQR: interquartile 
range)をバックホウの車体姿勢制動の評価尺度

として採用する。四分位数範囲を採用する理由

は異常値の影響を避けるためである。 

四分位数範囲の値が小さい場合は，走行方位制

御や車体姿勢制動に優れ，その値が大きい場合

はそれが劣っていると評価する。 

(6) 学習能力 
オペレータは，作業回数が増えるにつれて，作

業環境に慣れる。そこで，作業所要時間と試行

回数の関係を次式で表現する。 

TrialMT 10      (6) 

ここで，MT：作業所要時間，Trial :作業回数

である。 

回帰分析では，必要に応じて，目的変数と説明

変数を対数化する。回帰係数の推定値は学習能

力を示す。 
(7) 対処能力  
遠隔操作は，システムの利用者が，マウスを

使用して，メニュやボタンを指示し押下する操

作に類似している。そこで，システムのユーザ・

インタフェース操作の困難性評価方法 2)を参考

にして，つぎに示す評価尺度により遠隔操作の

困難性を表現する。 
目標物が大きいほど，移動距離が長くなるほど

難しくなると仮定し，次式のように，困難性指

標(ID: Index of Difficulty)を，目的物の大きさと作

業回数，そして目的物までの距離により表現す

る。 

trialHLW
DID

***
    (7) 

ここで，W :目標物の幅，L :目標物の奥行き，H :

目標物の高さ， trial :作業回数，D :移動開始地

点から目標物の中心までの距離を示す。 

作業所要時間と困難性指標の関係を次式で表

現する。 
IDMT 10       (8) 

ここで，MT は作業所要時間を示す。 

回帰分析では，必要に応じて，目的変数と説明

変数を対数化する。回帰係数の推定値はオペレ

ータの困難性に対する対処能力を示す。 
 
３．学習データの取得 

（独）土木研究所で実施された「遠隔操作時に

おける操作性検証実験」において，バックホウ

の振る舞いに伴う加速度応答を計測した。この

検証実験では，障害物を乗り越え，目標堆積土

砂まで走行して，その土砂を掘削盛替えすると

いう実験を複数回実施した。その実施状況を写

真 1 に，検証実験実施概要を以下にそれぞれ示

す。 

① 計測場所：（独）土木研究所実験場 

② 実施日：2010 年 11 月 16 日～2010 年 11 月

18 日 

③ 被験者：熟練オペレータ 2 名（高年齢者と

中年齢者），便宜上，中年齢者を A と高年齢

者を B で表記する。 

④ 走行距離：36m 

⑤ 走行障害物の大きさ：2m*3m*1 

⑥ 掘削盛替対象物の大きさ：2m*3m*1.5m 土量

9m3 

⑦ 実験順序と回数：A，B の順に繰り返し実

施。A：9 回，B：8回。 

⑧ 計測機器類の取り付け位置を図 1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．定量的評価指標の学習データへの適用 

4.1 走行障害物乗り越え実験 

(1) 走行障害物乗り越え状況 
走行障害物乗り越え実験 1 回目において，A は，

走行障害物

掘削盛替え作業

走行・障害乗り越え

走行障害物

掘削盛替え作業掘削盛替え作業

走行・障害乗り越え

 
写真-1 検証実験実施状況 

小型PC

３軸加速度計
データロガ

USBデバイスサーバ

Z上下方向

Y前後方向

X左右方向

Z上下方向

Y前後方向

X左右方向

 
図-1 計測機器類の取り付け位置 



 
作業環境を把握できていないため，バックホウ

の走行方位を定めることが難しかったようであ

る。そのため，切り替えしや前進・後退を繰り

返しながら，登坂を繰り返した。一方，B は，A
の遠隔操作状況をみていたため，大きな戸惑い

はみられなかった。 
いずれのオペレータも実験回数を重ねると，作

業環境を把握でき，且つバックホウ履帯跡をモ

ニタ上ではっきりと識別できようになったため，

バックホウの走行方位制御が容易になったよう

である。さらに，走行障害物は，バックホウ履

帯によりかなり締め固められるとともに，法肩

は崩れきた(写真 2)。そのため，登降坂は容易に

なったが，降坂時に，つぎの事象が発生した。 
①左方向にジョルティング。 
②車体が落ち込む。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(2) 相関関係 
走行障害物乗り越え実験の初回と最終回，それ

ぞれの加速度応答の相関行列図とヒストグラム

を図 2 と図 3 にそれぞれ示す。 
A と B ともに，Y軸（前後方向）と Z軸（上下

方向）の加速度応答間には弱い相関関係(R≒

0.64)がみられる。 

(3) 走行障害物乗り越え実験の定量的評価指標

値 
走行障害物乗り越え実験の初回と最終回の定

量的評価指標の値を表 1に示す。 

表 1 の初回と最終回のそれぞれの値を比較す

ると，つぎのことが分かる。 

① エネルギ性評価指標値 
A の値は小さくなったが，B の値は大きく

なっている。 
② 等速性評価指標値 

A の値は大きくなったが，B の値は小さく

なっている。 
③ 衝撃性評価指標値 

AとBのいずれの値も小さくなっている。 
④ 走行方位制御能力の評価指標値である曲率

の値 

A の値が変化したとはいえない。B の値は

小さくなっている。 

⑤ 車体姿勢制動能力の評価指標値である捩率

の値 

A と Bのいずれの値も大きくなっている。 
⑥ 歪度の値 

A と B のｘ軸（左右方向）の加速度応答

分布は，ほぼ左右対称の釣鐘形から右へ偏

った形に変化している。 
A の y 軸（前後方向）のいずれの加速度

応答分布もほぼ左右対称である。加減速の

傾向に大きな変化はみられない。 

一方，B の y 軸（前後方向）の加速度応答

分布は，右から左への偏りに変化している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1 走行障害物乗り越え実験 

定量的 

評価指標 

オペレータ A オペレータ B 

第 1回 第 9回 第 1回 第 8回 

エネルギ性 6.226 5.097 6.295 7.181 

等速性 0.114 0.125 0.207 0.118 

衝撃性 0.226 0.147 0.423 0.158 

曲率 0.802 0.81 1.092 0.973 

捩率 0.018 0.158 0.06 0.085 

加速度歪度 第 1回 第 9回 第 1回 第 8回 

Xaxis   0.295 1.202 0.009 0.965 

Yaxis 0.197 0.059 0.678 -0.538 

Zaxis  -0.094 -0.02 0.144 -0.949 

加速度尖り度 第 1回 第 9回 第 1回 第 8回 

Xaxis   -0.39 2.243 -0.405 2.589 

Yaxis 3.323 -0.25 3.124 2.382 

Zaxis  0.875 -1.059 0.472 2.084 

 

オペレータA実験1回目 オペレータA実験9回目

R=0.63R=0.68

 
図-2 A の相関行列図とヒストグラム 

 
写真-2 複数回実験後の走行障害物 

オペレータB実験1回目 オペレータB実験8回目

R=0.61

R=0.63

 
図-3 B の相関行列図とヒストグラム 



 
A の z 軸（上下方向）の初回の加速度応答

分布には二峰性がみられる。しかし，A と B
の最終回の加速度応答分布は，いずれも左

への偏った形に変化している。 

⑦ 尖り度の値 
A と B のｘ軸（左右方向）の初回の加速

度応答分布は正規分布に比べてやや扁平な

のに対し，最終回では非常に尖っている。 
A の y 軸（前後方向）の加速度応答分布

は，初回では非常に尖っていたが，最終回

では正規分布に比べてやや扁平になってい

る。一方，B の場合は，いずれ分布も非常

に尖っている。 

A の z 軸（上下方向）の初回の加速度応答

分布は，初回ではやや尖っていたが，最終

回では非常に扁平になっている。一方，オ

ペレータ B の場合は，やや尖りのある形が

非常に尖った形に変化している。 

(4) 学習能力 
作業所要時間と実験回数の散布図，並びに両変

数を対数化した散布図と(6)式の両辺を対数化し

た式を用いて求めた回帰直線を図 4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

A と B の回帰係数の推定値は有意であったが，

両者には差が認められなかった。言い換えれば，

A と B について学習効果はみられたが，両者の

学習能力には差がみられなかった。 
(5) 対処能力 
作業所要時間の対数値を目的変数に，困難性指

標を説明変数にした回帰分析を行った結果を図

5 に示す。 
実験回数に比例して，走行障害物の大きさが小

さくなるとともに，締め固め度も増し，登降坂

が容易になる。 
B の回帰直線の傾きは A のそれより大きい。

これは，作業の困難性が増すにつれて，B は A
より作業時間が長くなる傾向がある，ことを示

す。言い換えれば，A の作業の対処能力は B の

それより優れている，といえる。 
4.2 掘削盛替実験 

(1) 掘削盛替実験の実施状況 
掘削盛替実験の実施状況を写真 3 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
前述したように，掘削盛替対象物の大きさは

2m*3m*1.5m，土量は 9m3 である。 

掘削盛替実験の初回において，A は無理なく作

業に着手したが，Bは，車体とバケットの位置決

め，そして旋回角度に戸惑いがみられた。 

(2) 相関関係 
掘削盛替実験の初回と最終回，それぞれの加速

度応答の相関行列図とヒストグラムを図6と図7
にそれぞれ示す。 
掘削盛替実験の初回においては，A と B とも

に，Y 軸（前後方向）と Z 軸（上下方向）の加

速度応答間には弱い相関関係(R≒0.55)がみられ

るが，最終回の実験において相関関係はみられ

ない。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-4 学習能力 

 
図-5 対処能力 

 
写真-3 掘削盛替実験実施状況 

オペレータA実験1回目 オペレータA実験9回目

R=.56

 
図-6 A の相関行列図とヒストグラム 

オペレータB実験1回目 オペレータB実験8回目

R=0.54

 
図-7 B の相関行列図とヒストグラム 



 
(3) 掘削盛替実験の定量的評価指標値 
掘削盛替実験の初回と最終回の定量的評価指

標の値を表 2に示す。 
 

表-2 掘削盛替実験 

定量的 

評価指標 

オペレータ A オペレータ B 

第 1回 第 9回 第 1回 第 8回 

エネルギ性 7.108 12,152 49,748 7.541 

等速性 0.086 0.045 0.073 0.04 

衝撃性 0.171 0.063 0.091 0.041 

曲率 0.91 0.983 1.075 0.945 

捩率 0.043 0.043 0.008 0.056 

加速度歪度 第 1回 第 9回 第 1回 第 8回 

Xaxis   0.494 1.379 -1.241 0.965 

Yaxis 0.65 -0.321 0.962 -0.538 

Zaxis  -0.724 -1.621 -0.857 -0.949 

加速度尖り度 第 1回 第 9回 第 1回 第 8回 

Xaxis   0.503 3.252 1.628 2.589 

Yaxis 1.568 6.503 1.863 2.382 

Zaxis  -0.164 4.661 0.419 2.084 

 

表 2の初回と最終回のそれぞれの値を比較す 
ると，つぎのことが分かる。 

① エネルギ性評価指標値 
いずれの値も走行障害物乗り越えのとき

の値より大きい。特に B の初回の値が非常

に大きい。A の値は大きくなったが，B の

値は小さくなっている。 
② 等速性評価指標値 

AとBのいずれの値も小さくなっている。 
③ 衝撃性評価指標値 

AとBのいずれの値も小さくなっている。 
④ 車体制動評価指標値である曲率の値 

A と B のいずれの値も大きな変化はみら

れない。 

⑤ 車体制動評価指標値である捩率の値 

A の値に変化はみられない。B の値は大き

くなっている。 

⑥ 歪度の値 
A のｘ軸（左右方向）の加速度応答分布

は，ほぼ左右対称の釣鐘形から右へ偏った

形に変化している。一方，B のそれは，二

峰性の左に偏って形から右に偏った形に変

化している。 
A と B の y 軸（前後方向）のいずれの加

速度応答分布もやや右に偏った形からやや

左に偏った形に変化している。 

A と B の z 軸（上下方向）においては，

いずれも左に偏っている。オペレータ A の

それは，初回に比べて最終回では左への偏

りが大きくなっている。 

⑦ 尖り度の値 
A の z 軸（上下方向）の加速度分布は，や

や扁平であった形から大きく尖った形に変

化している。最終回では，A と B のいずれ

の方向の加速度分布も大きく尖っている。

さらに，初回に比べ最終回の分布の尖りは

大きくなっている。 

(4) 学習能力 
作業所要時間と試行回数の散布図と回帰直線

を図 8 に示す。 
A と B の回帰係数の推定値は有意であったが，

両者には差が認められなかった。言い換えれば，

A と B について学習効果はみられたが，両者の

学習能力には差がみられなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(5) 対処能力 
作業所要時間の対数値を目的変数に，困難性指

標を説明変数にした回帰分析を行った結果を図

9 に示す。 
実験回数に比例して，掘削盛替対象物の土量は

減少し，作業が容易になる。 
オペレータ A の回帰直線は有意であったがオ

ペレータ B のそれは有意にならなかった。図 9
の散布状況をみると，困難性指標と作業所要時

間の対数値に相関関係がみられる，とはいえな

い。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3 遠隔操作性向変化の要約 

これまでに述べた定量的評価値に基づいて，

「A と B の遠隔操作性向が実験を通じてどのよ

 
図-8 掘削盛替実験学習能力 

 
図-9 掘削盛替実験対処能力 



 
うに変化したか」に関する要約を以下に示す。 

①A（中年齢者）と B（高年齢者）には学習能

力の差は無かった。 
② A は B より対処能力が優れている。 

③ 実験を重ねると，A と B の遠隔操作は，衝

撃性は低くなった。 
④ 左右方向の加速度に関して，実験を重ねる

と，A と B の操作には，小刻みな減速が多

くなり，時に急加速する傾向がみられる。 
掘削盛替え実験において，B の操作には，

初回に二峰性がみられた。これは，車体の

位置決め，旋回角度に対する戸惑いの影響

を推察される。しかし，最終回では無くな

っている。実験を重ねることで，旋回に慣

れたものと推定される。 
⑤ 前後方向の加速度に関して，実験を重ねる

と，A と B の操作には，小刻みな減速が多

く，時に急加速する傾向から，小刻みな加

速が多くなり，時に急減速する傾向に変化

した。 
⑥ 上下方向加速度に関して，実験を重ねると，

A と B の操作には，小刻みな加速が多くな

り，時に急減速する傾向がみられる。 
走行障害物乗り越え実験において，A の

操作には，初回に二峰性がみられた。これ

は，作業環境不慣れのため，バックホウの

走行方位を定めることが難しかったことが

影響している，と推察される。しかし，最

終回では無くなっている。実験を重ねるこ

とで，作業環境に慣れ，登坂が容易になっ

たものと推定される。 
⑦ A の特徴 

1) エネルギー性は，走行障害物乗り越え実

験においては良くなったが，掘削盛替え

実験においては悪くなった。 
2) 走行障害物乗り越え実験においては，急

加減速が多くなり，等速性が悪くなった。

一方，掘削盛替え実験においては，急加

減速はやや多くなったが，等速性は良く

なった。 
3) 走行障害物乗り越え実験においては，車

体姿勢制動能力が低下した。掘削盛替え

実験においては変化がみられなかった。 
⑧ B の特徴 

1) エネルギー性は，走行障害物乗り越え実

験では悪くなったが，掘削盛替え実験で

は良くなった。 
2) 両実験において等速性は良くなった。 
3) 走行障害物乗り越え実験では，実験を重

ねると走行方位能力は向上した。ここで

は，A の後に B という実験順序の影響を

無視できない。 
2) 掘削盛替実験では，実験を重ねると，走

行方位制御能力と車体姿勢制動能力が低

下した。ここでは，B は高年齢者である

ことを考慮すると，疲労の影響を無視で

きない。 

 
５．まとめ 
本論文で提案したオペレータ遠隔操作性向の

定量的評価指標は，オペレータの遠隔操作性向

を理解するうえで，貴重な情報を提供する。 
今後の課題をつぎに示す。 
① 登坂路・作業床形成，除石，転石小割，排

土などの作業を対象とし，遠隔操作の熟練者

と未経験者，並びに高年齢者，中年齢者，若

年齢者などを被験者とした操作性検証実験

の実施 
② 遠隔操作性向定量的評価指標と評価者の主

観的な重みを取り入れた総合評価方法の構

築 
③ オペレータの遠隔操作技能評価，遠隔操作

システムのユーザ・インタフェースの有効性

評価などへの遠隔操作性向定量的評価指標

の活用 
本研究は，土木学会建設用ロボット委員会土木

技術小委員会の活動の一つとして行ったもので

ある。 
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２．バックホウを母機としたフリート・マネジメントに関する研究 
 
 

（株）キック ○ 西垣 重臣 

（株）キック  才原 勝敏 
 
 
１．問題意識 

災害応急復旧工事の作業環境は，作業の進捗に

応じて変化する。さらに，作業箇所は広域に分散

している。今まで行ってきた，現在行っている，

またはこれから行う作業の内容と作業全体の位置

づけを理解することは非常に重要である。 
災害応急復旧工事において，多種多様な建設機

械，ダンプトラック，作業員，その他の機器類な

どが活用される。それぞれの役割と稼動状況，並

びに作業箇所ごとの作業状況と進捗度を把握する

ために，データ収集と管理情報生成に係る編集加

工・解析作業には多くの工数を必要とする。これ

らの工数削減と臨場感を持った実時間性の高い作

業状況把握のために情報通信技術の活用が期待さ

れる。 
災害応急復旧工事の作業箇所において，移動体

はバックホウに接近してくる，またはその周辺で

稼動/作業することが多い。作業箇所におけるフリ

ートの中心はバックホウである。ここで，フリー

トとは，日々の施工のために協働する建設機械，

ダンプトラック，作業員などの移動体の編隊をい

う。一方，風雨に晒されること，電源確保が難し

いことなどから，作業箇所における情報技術の活

用が難しい。そこで，情報機器類の維持管理と電

源確保が容易なバックホウのキャビン室内に作業

現場ネットワークの基地局を設置する 

バックホウが車載する基地局は，作業箇所にお

いて発生・収集されたデータの収集と一次保存，

他の端末機器や施工情報管理システムとのデータ

交換などの役割を担う。バックホウは，作業箇所

においてフリートの母機としての役割を担い，情

報の収集と配信の効率化を図る。バックホウを母

機としたフリート・マネジメントの河川土工への

適用イメージを図 1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<<実現>>
エコ・ファースト、トレーサビリティ確保

働き手支援
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図-1 バックホウを母機としたフリート・マネジメントの河川土工への適用イメージ 



 
２．作業時点情報管理 

作業時点情報管理(POC: Points On Construction)
とは， 
①作業時点で移動体に係る事象生起を検知する， 
②動態計測データを収集し，施工情報管理シス

テムに自動送信する，あるいは， 
③施工情報管理システムからマスタデータや作

業指示データなどを自動受信する 
仕組みである 1)，2)。 

POC の概念データモデルを図 1 に示す。概念デ

ータモデルは，対象とする領域で使用される語彙

と語彙の構造を示し，それらの名称と意味を規定

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要素作業に係る事象，例えば，アクティブ・タ

グ id，作業位置（タグ検知位置，GPS データなど），

時刻（検知時刻，受信時刻など）などをキー要素

として，作業実績情報が自動生成される。 
2.1 移動体の振る舞い検知方法 

POC は，図 2 に示す事象に注目して，作業現場

で発生するその生起を検知することで，移動体の

振る舞いを検知する。移動体の振る舞い検知方法

は，センサー方式と人間介入方式，そしてストア

＆フォワード方式の 3 つ方式で構成される。移動

体の振る舞い検知方法のイメージを図 3に示す。 

(1) センサー方式 

事象の開始と終了を可能な限り自動的に検知・

収集したい。そこで，アクティブ・タグ検知器が，

通信可能領域内に存在する移動体が保持するアク

ティブ・タグを自動検知する方法を取る。アクテ

ィブ・タグの検知データ状態監視機能の振る舞い

を図 4に示す。 

ここでのアクティビティ・シーケンスをつぎに

示す。 

① 移動体はアクティブ・タグを保持する。この

アクティブ・タグは 1回/1 秒の頻度で電波を発

信する。 

② 基地局をバックホウに設置する。 

③ 基地局が通信可能領域（約 100m 半径内）に存

在するアクティブ・タグの電波を連続的に受信

する。 

④ アクティブ・タグからの電波の初回受信を事

象の開始とし，最終受信を終了とする。 

⑤ アクティブ・タグの ID，初回受信時刻，最終

受信時刻などのデータを基地局が一時保存す

る。 

⑥ 基地局は，データ交換機能を利用して，これ

らのデータを施工情報管理システムに自動送

信する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
移動体は，アクティブ・タグ信号の初回検知器

時刻に検知器通信可能領域に進入し，最終検知時

刻にその領域から退場した，と判断される。移動

体の検知器通信可能領域入退場（初回検知と最終

検知）時刻の同定方法を図 5に示す。 

図 6 に示すように，この同定方法によって，つ

ぎに示す指標値が算出される。 
① 作業（積込/荷下ろし）箇所内滞留時間 
② 積込/荷下ろしにおける待機台数 
③ 管理区画内走行時間 

行為の種
別

対象物の
種別
品質
性状

◇行為の位置と開
始と終了に注目！

移動体ID
発生時刻
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角速度
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終了

行為

事象データ収集>>>
(1)センサー方式
(2)人間介入方式

(3)ストア＆フォワード方式

事象データ収集>>>
(1)センサー方式
(2)人間介入方式

(3)ストア＆フォワード方式

動
態
変
遷
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図-3 移動体の振る舞い検知方法のイメージ 
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図-2 POC の概念データモデル 

アクティブ・タグ検知データ取込機能

アクティブ・タグ制御API

アクティブ・タグ

アクティブ・タグ検知器

アクティブ・タグ検知データ状態監視機能

データベース

施工情報管理システム

初回検知データと最終検知データを取り込む。

データ交換機能

 
図-4 アクティブ・タグの検知データ状態監視機能の

振る舞い 



 
④ 往路走行台数 
⑤ 復路走行台数 
⑥ 荷積み（往路）運行時間 
⑦ 空荷（復路）運行時間 
⑧ 積込/荷下ろし延べ台数 
⑨ 運搬回数 
⑩ 積込/荷下ろし間隔（到着時間間隔） 
⑪ 運行サイクルタイム 
⑫ バックホウ稼動時間 
⑬ バックホウ時間当たり積込量 
⑭ 積込/荷下ろし量の合計 
⑮ 積込，荷下ろし，運搬などに関するピッチタ

イム 
⑯ 積込，荷下ろし，運搬などに関する作業速度 
⑰ 作業経過時間と作業許容残時間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)人間介入方式 
つぎに示すように場面では，人間介入方式を採用

する。 
① アクティブ・タグ検知器の設置が困難ため自

動検知ができない。 
② 事象の識別に人間の判断が必要である。 

人間介入方式には，つぎに示す２つの方式がある。 
① 事象生起の開始と終了を，人間が PC の該当

するファンクション・キーを押下することで

検知する。 
② 事象種別を該当するボタンを押下すること

で，その識別を把握する。 
(3)ストア＆フォワード方式 

作業箇所において，つぎの場面にしばしば直面

する。 

① インタネットに接続できない。 

② 通信遅延または途絶が時々発生する。 

このようなときストア＆フォワード方式を採用

する。ここでは，つぎに示す２つの方式を採用す

る。 

①アクティブ・タグによるデータ運搬 

アクティブ・タグによるデータ運搬のイメー

ジを図 7に示す。インタネットに直接接続でき

ないとき，アクティブ・タグが，基地局から基

地局 ID を受信し，受信時刻とともに一時保存

する。そして，このアクティブ・タグがインタ

ネット接続可能エリアに設置してある基地局

に接近したときに，この基地局とデータの送受

信を行う。この基地局はアクティブ・タグから

受信したデータを一時保存し，施工情報管理シ

ステムに自動送信する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 小型 PCによるデータ運搬 

つぎに示す２つのデータ運搬が可能である。 

a) 管理者は携帯する小型 PC を使って，バッ

クホウ基地局の小型PCに無線LAN接続する

ことにより，バックホウの作業実績を取得

する。そして，その小型 PC を現場事務所ま

で持ち帰る。 

b) オペレータが基地局のコンポーネントで

ある小型PCを作業終了後に現場事務所まで

持ち帰る。 

③データの一時保存と再送信方式 

3G データ通信端末，衛星通信，長距離無線

LAN などを使用するとき，しばしば遅延または

途絶する。そこで，つぎの対策をとる。 

・
・
・

1sec

1sec

1sec

信号無し

アクティブ･タグ信号

ルール 2
もし更なる継続的なアクティブ・タグ信号を既定の経過
時間を超えて検知しなければ、つぎの事象を真とする。

ルール 1
アクティブ・タグ信号を始めて検知したとき、下記の事象を
真とする。

継続的検知信号の最終検知
時刻に、当該タグが検知器通
信可能領域から退場した。

継続検知

当該タグが初回検知時刻に検
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図-5 移動体の検知器通信可能領域入退場（初回検知と

最終検知）時刻の同定方法 
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図-6 タグ検知時刻から算出される指標値 
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図-7 アクティブ・タグによるデータ運搬のイメージ 



 
a) 基地局は検知データを一時保存する。そし

て再接続時に検知データを自動送信する。 

b) 施工情報管理システムは多方面に分散して

いる基地局から検知データを受信する。そ

して，施工管理に必要な管理情報を自動生

成される。 

c) 基地局は，情報処理に必要なマスタ・デー

タ，作業指示データなどを，施工情報管理

システムとの通信が確立した時に，当該デ

ータを自動取得する。 

2.2 情報装備と主要な情報 

作業時点情報管理の情報装備のイメージを図 8
に示す。作業時点情報管理では市販されているハ

ードウエアとソフトウエア，そして自主開発した

作 業 現 場 ノ ー ト （ NeCo Note: Network 
Communication Note）を使用している。NeCo Note
はオペレータ支援を目的としたソフトウエアであ

る。 
図 8 に示した情報通信機器類を使用して取り扱

う主要な情報をつぎに示す。 
① 主要な配信情報 

a) マスタ・データ 
b) 作業計画指示情報 
・重機作業能力，重機作業計画 
c) 施工図，豆図 

② 主要な収集情報 
a) 機械稼動情報 

時刻，3軸加速度，3軸角速度 

b) 作業位置データ 

c) 始業点検結果 

d) オペレータ作業日報 

e) 運行 GPS データ 

f) アクティブ・タグデータ 

検知時刻，タグ ID，検知器 ID 

g) 運転日報 

h) 作業状況写真 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの情報はデータ交換機能を使用して施工

情報管理システムに自動送受信される。施工情報

管理システムは，受信したこれらの情報を一元管

理するとともに，施工プロファイル情報を自動生

成して利用者に提供する。 

 
３．バックホウの母機としての役割  

3.1 バックホウに車載する基地局 

前述したように，バックホウは，作業箇所にお

いてフリートの母機としての役割を担い，情報の

収集と配信の効率化を図る。母機となるバックホ

ウが車載する基地局は，作業箇所において発生・

収集されたデータの収集と一次保存，他の端末機

器や施工情報管理システムとのデータ交換などの

役割を担う。基地局の構成，並びにバックホウと

ダンプトラック間のデータ交換のイメージを図 9

に示す。 
この基地局はつぎに示す情報通信機器で構成さ

れる。 
①Web カメラ 
掘削・積込対象物監視用 

②GPS レシーバ 
作業位置(GPS データ)の取得 

③アクティブ・タグ検知器 
アクティブ・タグ電波の検知，タグ ID と受信

時刻の取得 
④通信端末 

無線 LAN アクセス・ポイント，無指向性ア

ンテナ，3G 通信など 
⑤作業現場ノート（NeCo Note） 

タグ検知データや録画データの一時保存，通

信遅延/途絶耐性，周辺で作業する，または接

近してくる移動体の存在通知，作業状況モニタ

リングなどの諸機能を持つソフトウエア・シス

テム 
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c) 施工図、豆図
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b) 作業位置データ
c) 始業点検結果
d) オペレータ作業日報
e) 運行GPSデータ
f) アクティブ・タグデータ
検知時刻、タグID、検知器ID
g) 運転日報
h) 作業状況写真
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図-8 作業時点情報管理の情報装備のイメージ 
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図-9 基地局の構成，並びにバックホウとダンプトラック

間のデータ交換のイメージ 



 
アクティブ・タグは 1回/1sec の頻度で電波を発

信する。アクティブ・タグ検知器は半径 100m 以内

に存在するアクティブ・タグの電波を受信する。

移動体がこの通信可能領域に進入すると，検知器

は移動体が保持するアクティブ・タグの ID と検知

時刻を自動取得する。これらの検知データは NeCo 
Note に一時保存され，通信可能時に施工情報管理

システムに自動送信される。このように，建設機

械に設置した基地局は，POC と施工情報管理システ

ム間のデータ交換を促進するために，作業現場ネ

ットワークのゲートウエイの役割を担う。 
 
3.2 作業現場ノート(NeCo Note) 

NeCo Note は，データ収集と作業実績情報成生な

どの作業負荷を低減し，作業実績状況の理解を容

易にすることで，働き手を支援する。以下に，NeCo 
Note の状態遷移と情報の流れ，そして作業状況モ

ニタリングの概要を示す。 
(1) NeCo Note の状態遷移と情報の流れ 

バックホウに車載する NeCo Note の状態遷移図

を図 10 に，NeCo Note に関わるアクティビティ・

シーケンスを図 11 に，それぞれ示す。 
利用者に求める手操作は，つぎの 3つである。 

① 管理者は，施工情報管理システムにアクセス

して，ダンプトラックの配車情報を入力する。 

② オペレータは，バックホウを稼動させた後に，

NeCo Note を起動し，配車情報確認要求ボタ

ンを押下する。 
③積込材料画像は作業状況モニタリング画面に

常時表示されている。オペレータは，その静

止画像を保存したいときは該当するボタンを

押下する。 

つぎに示す動作はすべて自動的に行われる。 

④ NeCo Note は施工情報管理システムに配車情

報の送信要求を発信する。 

⑤ 施工情報管理システムは該当する配車情報

を NeCo Note に送信する。 

⑥ NeCo Note は受信した配車情報をデータベー

スに保存する。 

⑦ ダンプトラックがバックホウに接近すると，

車載しているアクティブ・タグを検知して，そ

の ID と検知開始時刻を NeCo Note のデータベ

ースに保存する。 
⑧ NeCo Note は，検知した ID とその検知開始時

刻を保存する。 

⑨ NeCo Note は，検知 ID と配車情報を突合する。

もし検知 ID が配車情報に含まれていないとき，

不許可車両として作業状況モニタリング画面

に警告を表示する。 

⑩ 静止画像を撮影時点の位置（GPS データ）と

ともに POI (Point Of Interest)として保存する。 

⑪検知 ID，作業位置，検知時刻などに基づいて，

作業実績情報を生成する。 

⑫ 指定した時間間隔で，作業状況モニタリング

画面表示データを更新する。 

⑬ 一定の時間間隔ごとに，作業実績情報を施工

情報管理システムに送信する。 

図 11では，荷下ろし場ゲートに基地局を設置す

るとしている。積込場と同様に，荷下ろし場にお

いて稼動するバックホウに基地局を車載すること

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(2) 作業状況モニタリング 
バックホウのオペレータ向け作業状況モニタリ

ングの画面例を図 12 に示す。 
本機能はつぎに示す事項を可能にする。 
①積荷種別情報管理 

除石作業や排土作業に伴う建設発生土，災害

廃棄物，築堤用土などの種類ごとに，その作業

実績を管理することができる。 
② オペレータは自らの作業状況とその実績情

報をキャビン室内で確認することができる。こ

待機

次の積込準備

作業状況
モニタリング
データ更新

作業
指示
情報

作業
指示
情報

施工情報管理システム

アクティブ
タグid検知開始
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要求
送信
要求確認

要求
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要求
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警告
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不許可
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情報成生

アクティブ
タグid検知終了

データ
保存
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管理者管理者

データ自動送信

指定
時間
経過

配車
情報
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図-10 バックホウに車載する NeCo Note の状態遷移図 
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図-11  NeCo Note のアクティビティ・シーケンス 



 
れらの具体例を以下に示す。 
a) 検知トラック情報は，タグを検知している

間，検知トラックの情報が表示される。 

b) 運行状況と作業状況に関する項目は，一定

時間間隔ごとに自動更新表示される。この

時間間隔は事前に設定できる。 

c) 接近して来たダンプトラックのタグ ID と

車両番号がモニタリング画面に表示される。

このダンプトラックに対する積込可否を警

告情報により容易に確認できる。さらに，

画面に表示された車両番号とダンプトラッ

クのプレート上の車両番号を目視確認する

ことで，積込可否を判断できる。 

d) 自らの作業位置（GPS データ）をいつも確

認できる。NeCo Note がインタネットに接続

できるとき，この作業位置を GIS 上で確認

できる。 

e) 積込材のカメラ映像を画面上に表示し，必

要に応じて静止画をその撮影位置（GPS デ

ータ）とともに取得し，POI として保存で

きる。 
f) モニタリング画面に表示される作業実績

情報 
・開始時間 
・経過時間 
・積込台数（累計） 
・積込間隔（平均到着間隔時間） 
・積込量（累計） 
・時間量（時間当たり積込量） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
４．まとめ 
除石作業，排土作業，災害廃棄物の分別処理作

業などでは，多くの作業箇所が広域に分散すると

ともに，多くの建設機械が稼動し，ダンプトラッ

クが作業箇所間を行き交いする。ここでは，ダン

プトラックは，積み込むまたは荷下ろしするため

に，建設機械に接近してくる。 

これらの作業において，バックホウを母機とし

たフリート・マネジメントを活用することにより，

つぎに示す効果が期待される。 

① 作業現場ネットワーク構築の容易化 

② 通信遅延/途絶が発生しても耐えうるデータ

交換機能の提供 

③ データの収集と配信の容易化 

④ 作業状況実時間遠隔モニタリングの実現と

作業状況/実績の把握の容易化 

管理者は，手元の PC また携帯電話を使用し

て施工情報管理システムにアクセスすること

で，前述した指標値を作業状況実時間遠隔モニ

タリング画面にて確認できる。 

そして，これらの情報を利用して，つぎに示

すことが可能になる。 
a) 初期状態から目標状態に到達するまでの作

業遂行状況の定量的評価尺度による表現と

作業進捗度の把握 

b) 作業間の生産性ラインバランス不均衡の把

握と早期アラームによる初動対策のタイム

リーな喚起 

⑤ トレーサビリティ確保と不法行為抑止効果

の向上 

除石作業や排土作業に伴う建設発生土，築堤

用土，災害廃棄物などの種類ごとの積込/荷下

ろし位置と時刻の把握が容易になる。そのため，

不法投棄のような不法行為を抑止する効果が

向上する。 
⑥ 成り行き管理から目標管理へ 

NeCo Noteは，働き手（オペレータ，運転手）

に，自らの作業状況・実績を適時確認し，今後

の作業の見込を立てる機会を与える。そのため，

働き手に，成り行き任せの作業ではなく，目標

を持った作業を促す。 
⑦ ソリューションのイージ・オーダ方式組み立

てとクラウド型サービスによりTCOを縮減す

る。 
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図-12 作業状況実時間監視画面例 



 

 

３．災害応急復旧工事を支援する施工プロファイル 
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１．はじめに 

本論文では，災害応急復旧工事を支援するため

の，協働的な，情報可用性の高い施工と施工プロ

ファイルのマネジメントの枠組みについて論述す

る。ここで，この枠組みを C4IM (Collaboratively, 
Communicative Construction and Collective 
Intelligence Management)と呼ぶ。施工プロファイル

は，施工に伴って発生する事象の特徴，その特徴

のパターンを示す指標などに関するデータ項目の

集合であり，施工情報の集約を示す 1)。 

先ず，本研究の問題意識と C4IM の枠組みにつ

いて述べる。つぎに，本研究に関連する研究開発

活動について報告する。そして，施工プロファイ

ルの提供方法と考察視点について述べる。さらに，

施工プロファイルの活用方法として，作業状況実

間遠隔モニタリング，作業速度の現状把握，作業

間の生産ラインバランスの把握，施工資源配置の

評価，管理状態の把握などについて説明する。最

後に，本論文のまとめを示す。 
 

２．問題意識 

災害応急・復旧工事の作業環境は作業に応じて

変化し，作業箇所は屋外に分散している。今まで

行ってきた，現在行っている，またはこれから行

う作業の内容と作業全体の位置づけを理解するこ

とは非常に重要である。ここでの主なキーポイン

トはつぎのようである 1)，2)。 
①目標管理 
②指揮命令系統の確立 
③優先順位，目的，戦略，戦術などが明確な作

業命令 
④コントロールの範囲と報告体系の明確化 
⑤資源の総合管理と適時・的確な資源供給 
⑥情報処理管理 
⑦災害対応施設とその配備 
⑧説明責任 
しかし，災害応急･復旧工事の従事者たちは，被

害拡大を防ぐための昼夜を問わない迅速な対応に

追われ，情報が錯綜し，混乱状態にしばしば陥る。

そのため，彼らが前述したキーポイントを満足す

る活動を行うことは難しい。ここで直面する主要

な問題は，つぎのようである 3)，4)。 
(1) トレーサビリティ確保の難しさ 

土石，流/倒木，廃棄物などの仮置き場と処分

場を確保し，これらの処分状況を追跡し確認す

ることが難しい。 

(2) 施工状況の把握と問題追跡調査の難しさ 

1) 作業土工量を把握し，清算業務への反映させ

ることが難しい。 

2) 工程進捗状況を把握し，工程を調整すること

が難しい。 

3) 情報の多様性と分散により，関係者間の連絡

調整と情報共有が難しい。 

4) 情報の信頼性と新鮮度を確保することが難

しい。 

5) 建設機械の作業能力の把握，並びに生産ライ

ンの構成と建設機械とダンプトラックの配置

数量を決定することが難しい。 

そこで，施工プロファイルの活用を図り，協働

的な，情報可用性の高い施工を実現する仕組みの

構築を目指す。そして，上記の問題を少しでも多

く解決することで，働き手（管理者，オペレータ，

運転手，作業員など）を支援したい。 
 

３．C4IM の枠組み  

3.1 働き手行動の 3 次元的考察 

本研究において，図 1 に示すように，働き手の

行動を主体特性と空間特性，そして時間的特性の 3

次元に分類して考察する。 

それぞれの特性において注目するカテゴリをつ

ぎに示す。 
①主体特性：行動経験や知識，認知処理能力，

自己調整能力などの処理能力 
②空間特性：位置情報（重要管理区域，作業箇

所，積込位置，荷下ろし位置，走行ルート，現

在位置など） 
③時間的特性：行動情報（デバイス，センサー

の情報，事象生起検知データ，積荷運搬情報な

ど） 
本研究において，つぎに示す関係を仮定する。 
① 主体は位置情報に空間的な見越しや先行手

がかりを求め，フィードフォワード的行動をと

る。 



 
② 主体は，センサーの情報，事象生起検知デー

タ，積荷運搬情報などの行動情報から，目的値

と現状値の差を認識し，時間的な見越しによる

フィードバック的行動をとる。 
③ 位置情報と行動情報を組み合わせることで

施工プロファイルを生成できる。前述したよう

に，施工プロファイルは，施工に伴って発生す

る事象の特徴，その特徴のパターンを示す指標

などに関するデータ項目の集合であり，施工情

報の集約を示す。 
④ 情報処理能力と情報の組み合わせ 
主体は，施工プロファイルを活用して課題の検

索と意図形成，そして仮想リハーサルを行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
作業現場では，天候，地震，土砂崩壊，土石流，

津波，想定外の作業変更などの外部撹乱要因の影

響を受ける。そのため，フィードフォワード的行

動，フィードバック的行動，課題の検索と意図形

成，そして仮想リハーサルなどの過程において，

つぎのような人的過誤が起きるかもしれない。 
①知覚：情報不足，複雑さなどによる見落とし，

聞き落とし，聞き間違い 
②記憶：混同，忘却（ラプス） 
③思考・判断：ミステイク 
④行動：スリップ，省略，初動対策の遅れ 

C4IM は，行動情報と位置情報，そして施工プロ

ファイルなどの提供により，人的過誤発生の低減

と初動対策のタイムリーな喚起などを図る。そし

て，前述した「直面する具体的な問題」を一つで

も多く解決することを狙う。 
 
3.2 C4IM が想定する施工プロセスのデータモデ

ル 

C4IM が想定する施工プロセスのデータモデル

を図 2 に示す。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この施工プロセス・モデルは，施工目標，作業

管 理 ， 作 業 時 点 情 報 管 理 (POC: Points On 
Construction)，施工プロファイルなどのクラスで構

成される。POC とは， 
①作業時点で移動体に係る事象生起を検知する，

または 
②動態計測データを収集し，施工情報管理シス

テムに自動送信する， 
③あるいは施工情報管理システムからマスタデ

ータや作業指示データなどを自動受信する仕

組みである 8)，9)。 
この施工プロセスの PDCA サイクル・イメージ

を図 3 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．関連する研究開発 
行動情報と位置情報を，可能な限り実時間で提

供し，働き手のフィードバック的及びフィードフ

ォワード的行動を支援するために，つぎの研究を

行っている。 
(1) バックホウを母機としたフリート・マネジメン

トに関する研究 5) 
災害応急・復旧工事の作業箇所において，移動

体はバックホウに接近してくる，またはその周辺

(3) 施工プロファイル
・作業状況/実績情報
・運転/操作性向定量的評価指標
・施工速度
・作業ラインバランス

主体特性
（オペレータ，運転手，作業員，管理者）

時間的特性

空間的特性

情報処理能力>>>
行動経験・知識
認知処理能力
自己調整能力 a) フィードバック的行動

・目的値と現状値の差
・時間的な見越し

b) フィードフォワード的行動
・空間的な見越し
・先行手がかり

(2) 位置情報>>>
・重要管理区域
・作業箇所
・積込位置
・荷下ろし位置
・走行ルート
・現在位置

(1) 行動情報>>>
・デバイス，センサーの情報
・事象生起検知データ
・積荷運搬情報

c) 情報の組み合わせと推論>>>
課題検索と意図形成，そして仮想リハーサル

 
図-1 働き手行動の 3次元的分類 
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図-2 C4IM が想定する施工プロセスの 
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図-3 施工プロセスの PDCA サイクル・イメージ 



 
で稼動/作業することが多い。作業箇所におけるフ

リートの中心はバックホウである。ここで，フリ

ートとは，日々の施工のために協働する建設機械，

ダンプトラック，作業員などの移動体の編隊をい

う。一方，風雨に晒されること，電源確保が難し

いことなどから，作業箇所における情報技術の活

用は難しい。そこで，情報機器類の養生と電源確

保が容易なバックホウのキャビン室内に作業現場

ネットワークの基地局を設置する。そして，バッ

クホウが作業箇所において発生・収集されたデー

タの収集と一次保存，他の端末機器や施工情報管

理システムとのデータ交換などの役割を担う研究

を行っている。ここでは，バックホウは，作業箇

所においてフリートの母機としての役割を担い，

情報の収集と配信の効率化を図る。 
(2) ECO 安全運転指導を支援するダンプトラック

運行管理システム 6) 
ダンプトラックの ECO 運転を励行するために，

急発進と急加速の回避，一定速度の走行，点検整

備の充実などの定性的な指導が運転手に対して行

われる。しかし，運転手の運転性向を定量的に把

握して，ECO 安全運転の励行を指導する事例は希薄

である。運転性向とは運転の振る舞いであり，運

転手の運転態度やスキルを示す。そこで，ダンプ

トラック運転手の運転性向に関する定量的な指標

とその評価方法を提供し，ECO 安全運転指導を支

援するための，ダンプトラック運行管理システム

の研究を行っている。 

(3) バックホウ遠隔操作性向の定量的評価指標に

関する研究 7) 
バックホウの遠隔操作性向を定量的に表現する

評価指標の研究を行っている。ここで，遠隔操作

性向とは，遠隔操作によるバックホウの振る舞い

と，オペレータの操作態度やスキルを示す。これ

らの定量的評価指標は，オペレータの遠隔操作技

能評価や遠隔操作システムのユーザ・インタフェ

ースの有効性評価に活用できる，と期待される。 

 
５．施工プロファイルの提供方法 
施工プロファイルの提供方法は，つぎの２つに

大きく分かれる。 
(1) 作業状況情報を実時間で提供する。 
利用者は，手元の PC または携帯電話を利用して，

施工情報管理システムにアクセスすることで，実

時間ベースの作業状況情報を，いつでも，どこか

らでもモニタリングすることができる。 
(2) 作業実績に関する指標を管理表に整理して提

供する。 
作業実績に関する指標値は，POC により収集さ

れたデータに基づいて，自動生成されるとともに，

管理表（Excel ファイル）として保存される。ここ

で想定している指標値を以下に示す。 
① 作業（積込/荷下ろし）箇所内滞留時間 
② 積込/荷下ろしにおける待機台数 
③ 管理区画内走行時間 
④ 往路走行台数 
⑤ 復路走行台数 
⑥ 荷積み（往路）運行時間 
⑦ 空荷（復路）運行時間 
⑧ 積込/荷下ろし延べ台数 
⑨ 運搬回数 
⑩ 積込/荷下ろし間隔（到着時間間隔） 
⑪ 運行サイクルタイム 
⑫ バックホウ稼動時間 
⑬ バックホウ時間当たり積込量 
⑭ 積込/荷下ろし量の合計 
⑮ 積込，荷下ろし，運搬などに関するピッチタ

イム 
⑯ 積込，荷下ろし，運搬などに関する作業速度 
⑰ 作業経過時間と作業許容残時間 
利用者は，手元 PC を利用して施工情報管理シス

テムにアクセスすることで，管理表を閲覧する，

または手元 PC にダウンロードすることができる。 
施工プロファイルの提供は，トレーサビリティ

の確保と問題追跡調査能力の向上を図る．そして

施工状況の把握を容易にする． 
 

６．施工プロファイルの考察視点 

施工プロファイルの考察視点を図 4 に示す。施

工プロファイルを空間，時間，生産性，価値，環

境・法律などの軸で分類・整理する。そして，図 5

に示すように，横断的に，または時系列的に考察

することで，利用者は前述した諸問題の解決に役

立つ不具合事象や問題の原因に関する情報を得る，

と期待される。 

ここで想定される考察視点をつぎに示す。 

考察視点 1：作業状況をみる。 

例えば，移動体（建設機械，ダンプトラックや

生コン車，作業員，建設資材など）の動向をみる

とともに，早期アラーム表示有無を確認する。 

考察視点 2：作業速度をみる。 

作業細別（積込，運搬，荷下ろしなど）ごとの

作業速度ベースラインを設定する。そして，作業

速度ベースラインと現実の作業速度を比較し，両

者の乖離をみて，現状を把握する。 

考察視点 3：生産ラインバランス 

例えば，作業細別（積込，運搬，荷下ろしなど）

ごとの作業実績を把握し，これらの作業能力不均

衡をみる。そして，施工資源配置の適正性を評価

する。 

考察視点 4：施工資源配置状況をみる。 

施工資源（建設機械，ダンプトラック，作業員



 
など）の配置数量と配置位置を生産性の視点から

みる。 

考察視点 5：管理状態をみる。 

例えば，指標値の中にアウトライヤ（異常値）

はないか，また，指標値のバラツキが拡大傾向に

あるか，それとも縮小傾向にあるかをみる。さら

に，各作業の作業速度や作業位置に関して，それ

ぞれの先行後行関係とその干渉性をみる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．施工プロファイルの活用方法 

以下に施工プロファイルの活用方法を示す。 

7.1 作業状況実時間遠隔モニタリング 

作業状況実時間遠隔モニタリングのPC画面例を

図 6 に，携帯電話画面例を図 7 に，コンクリート

打設速度管理 PC 画面例を図 8にそれぞれ示す。 

コンクリート打設速度管理例では，各打設エリ

アの打設所要時間と色別早期警告現示情報を表示

する。打設が完了した区画の行を青色表示する。

打設残時間が１時間以上あれば無着色，60 分を切

ると黄色，30 分を切ると赤色で表示する。色別早

期警告現示情報は，タイムリーな初動対策のタイ

ムリーを促す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

それぞれのモニタリング画面情報は，POC で収集

されたフィールドデータに基づいて１分間隔で自

動更新され，作業状況情報の信頼性と新鮮度は確

保される。 
作業状況実時間遠隔モニタリングの目的をつぎ

に示す。 
① 初期状態から目標状態に到達するまでの作

業遂行状況の定量的評価尺度による表現と作

 
図-6 作業状況実時間遠隔モニタリングの PC 画面例 

 
図-7 作業状況実時間遠隔モニタリングの携

帯電話画面例 

 
図-8 作業状況実時間遠隔モニタリングの 

コンクリート打設速度管理 PC 画面例 
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図-4 施工プロファイルの評価軸 
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図-5 施工プロファイルの横断的・時系列的考察 



 
業進捗度の把握 

② 早期アラームによる初動対策のタイムリー

な喚起 
利用者は，手元の PC また携帯電話を使用して施

工情報管理システムにアクセスすることで，作業

状況に関する情報を確認できる。そして作業状況

の情報を関係者間で共有することで，お互いに連

絡調整が容易になる。 

7.2 作業速度の現状把握 

積込，運搬，荷下ろしなどの作業速度の実績値

とベースラインとを比較し，その乖離をみて現状

を把握する。作業速度とは作業量を作業時間で除

して得られる生産性指標である。 
45 度線（黒破線）とベースライン（赤破線），そ

して作業実績（青破線）の比較イメージを図 9 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここでは，目標数量の 25%と 75%のポイント，並

びに所定工期に対する作業経過時間比率33%と66%

のポイントを評価のマイルストーンとしている。

作業開始から作業経過時間比率 33%までを学習期，

33%のポイントから 66%のポイントまでを習熟期，

66%のポイントから作業終了までを調整期とする。

図 9 では，学習期で目標作業速度以上の実績を示

し，習熟期に伸び悩み，調整期に突貫状態に陥っ

た作業の例を示している。 

このベースラインを次式で求める。 

))(())(( bxaxxy    (1) 

ここで， 1000  x かつ

),100/(25),/(50,/25 baba    

但し， ax  のとき(1)式を 

xy      (2) 

とおく。 bxa  のとき   ，このとき(1)式を， 

)( axxy      (3) 

とおく。 xb  のとき(1)を適用する。 

前述したように，作業速度は，作業箇所，作業

細別ごとに自動計算される。そのため，作業速度

の現状とベースラインの比較を作業箇所，作業細

別ごとに容易に行える。 

さらに，所定工期の暦日スケジュールに対して，

各作業の作業速度グラフを描くと，各作業間の先

行後行関係の同調性や干渉性，並びに作業の残余

裕時間などを確認することができる 10)。 

作業速度現状把握の容易化は，作業土工量の把

握，清算業務への反映，工程進捗状況の把握，工

程調整などの難しさを低減する。 

7.3 作業間の生産ラインバランスの把握 

(1) 作業間の生産性ラインバランスの把握 

作業生産性指標としてピッチタイムを用いる。

ピッチタイムは作業所要時間を作業実績量で除し

て得られる生産性指標であり，作業速度の逆数で

ある。 

目標とするピッチタイムを(4)式より求める。 

wrkVolume
wrkTimePT     (4) 

ここで，PT: ピッチタイム，wrkTime:作業所要時

間，wrkVolume：作業実績量である。 

ピッチタイムが大きいほど作業速度は遅い。最

大ピッチタイムを持つ作業をボトルネック作業と

呼ぶ。ライン全体の作業速度はボトルネック作業

のピッチタイムに制約される。他の作業はボトル

ネック作業のピッチタイムとの差に相当するロス

が発生している。 

生産性ラインバランスの不均衡は，ライン編成

効率とバランスロス率をみることで把握できる。 

ライン編成効率を次式より求める。 

PTnbrWrkcl
metotalWrkTiyLFEfficiec

max
   (5) 

こ こ で ， LFEfficieny ： ラ イ ン 編 成 効 率 ，

totalWrkTime：各工程の総作業時間，nbrWrkcl：作

業数，maxPT：ボトルネック作業のピッチタイム

である。 

バランスロス率は次式より求まる。 

PTnbrWrkcl
sumPTPTnbrWrkclbalanceLss

max
max




  (6) 

ここで，balanceLss：バランスロス率，nbrWrkcl：
作業数，maxPT：ボトルネック作業のピッチタイ

ム，sumPT：各作業の総ピッチタイムである。 

生産ラインバランスに関するこれらの指標値か

ら，不均衡の程度，ボトルネックであるワークセ

ル（作業箇所，建設機械など）などを把握するこ

 
図-9 ベースラインと作業実績の比較イメージ 



 
とで，生産ライン構成の問題点と改善策に関する

知見が得られる。 

7.4 施工資源（バックホウ，ダンプトラック）の

配置評価 

平均運行サイクルタイムを平均積込時間で除す

と，最大積込量または最大運搬量を得るダンプト

ラック台数が求まる。 
作業（積込）箇所内平均滞留時間の逆数を平均

サービス率，平均積込間隔（平均到着時間間隔）

の逆数を平均到着率，積込における平均待機台数

を平均待ち行列の長さとする。これらの指標値を

待ち行列モデルに適用すると，待ち行列にダンプ

トラックが存在しない定常確率，バックホウの積

込能率，バックホウの 1 時間当たり期待積込量，

ダンプトラック k 台数のときの 1 時間当たり期待

積込量などの指標値が求まる 11)，12)。 
これらの指標値から，施工資源（バックホウ，

ダンプトラック）の配置問題点とその改善策に関

する知見が得られる。 

7.5 管理状態の把握 

指標値の経時的変化や横断的変化をみることで，

アウトライヤ（異常値）の有無，その日次，週間，

月間などの変動（周期性），趨勢定常（トレンド），

自己相関，エルドード性などの作業特質を把握す

ることができる。 
 
８．まとめ 

収集されたデータの編集加工と指標値算出は，

退屈な，時間を浪費する作業である。C4IM は，指

標値算出業務を自動化し，これらの指標値を実時

間で提示する。さらに，空間，時間，生産性，価

値，環境・法律などの軸で分類・整理した管理諸

表を提供する。 

施工プロファイルをみることで，作業速度，作

業余裕時間，先行後行関係の同調性や干渉性，作

業間の生産ラインバランス，施工資源配置の評価，

周期性とトレンドなどの作業特質を容易に把握で

きる。これらの作業特質を作業箇所の現状や施工

資源の配置状況と照らし合わせることで，作業の

不具合事象の把握やその原因に関する知見が得ら

れる。そして，フィードフォワード的行動，フィ

ードバック的行動，課題の検索と意図形成，そし

て仮想リハーサルなどの過程における人的過誤発

生の低減と初動対策のタイムリーな喚起などを図

られる。 

結果として，C4IM は，災害応急復旧工事にお

いて直面する作業状況と作業速度の把握，情報共

有，施工資源配置，情報機器類活用などに関わる

難しさを低減する，と期待される。 
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４．災害対策機械の被災地派遣について 

国土交通省関東地方整備局 稲垣 孝 

 

１．はじめに 

 平成 23年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋

沖地震の対応で，関東地方整備局は被災地整であ

りながらも津波被災地へ排水ポンプ車を始めとす

る災害対策用機械の派遣を行い，現地で活動を行

った。 

 本報告は，現地における TEC-FORCE の活動状況

及び派遣にあたっての課題や今後の取り組みにつ

いて報告する。 

 

２．派遣状況について 

 今回の震災における災害対策用機械の派遣は，

発災翌日の平成 23 年 3 月 12 日から平成 23 年 5

月 28 日までの 78 日間で延べ人員で職員 305 人，

作業員 787 人の計 1,092 人となった。 

2.1 東北地方への派遣 

 東北地整管内への派遣は，排水ポンプ車 8台，

散水車 9台，待機支援車 1台，作業車 3台，パト

ロールカー1台の計 25台を派遣した。 

2.2 関東地整管内への派遣 

 関東地整管内への派遣は，照明車 7台，対策本

部車 2台，待機支援車 3台，排水ポンプ車 1台，

橋梁点検車1台の計14台を直轄での使用及び自治

体への派遣を行った。 

 

 

写真－１ 排水作業状況（宮城県名取市） 

 

 

 

写真－２ 排水作業状況（宮城県仙台市若林区） 

 

３．震災当初の対応と現地の概要 

 震災当日の 3月 11 日，本省より被災地への災害

対策機械の派遣が指示され，給水のための散水車，

待機支援車，パトロールカー，津波による浸水除

去のために排水ポンプ車の派遣を実施した。 

 被災地の状況は悲惨なものであり，水，食料，

宿泊先が確保できず，すべてこちらで準備して向

かった。 

 最も問題があったのが燃料の確保であり，東北

では燃料が調達できない状況であり，関東におい

ても燃料の調達が出来ない状態が続いた。 

 

４．震災から解った課題 

(1) 燃料備蓄基地の必要性 

 近畿や中部からの支援として，燃料を 20t ロ

ーリー車で輸送するとの申し出があったが，受

け取る施設の安全性等の確認ができず，燃料を

確保することが大きな課題となった。 

 ガソリンスタンドを借りる案も浮上したが，

一般の方々との棲み分けが出来ずスタンド自

体の協力が得られない事とスタンドのタンク

では，ローリー車 1台分程度の受け入れしか出

来ない状況であった。 

 特に被災地の東北ではガソリンスタンド自



体も被災しており，受け取る事が出来ない状況

であった。 

 関東地整では，備蓄基地を探していたところ

に，群馬県にある「山田重機リース㈱」から，

自社の 230kL のタンクを提供するとの申し出を

頂き，関東地整備蓄基地として活用させて貰え

ることができた。 

 これで西日本からの燃料の受け入れも可能

となり，政府調達の燃料を確保することができ

た。 

(2) 災害対策機械への燃料供給 

 次に，各災害対策機械への分配をどうするか

が課題となった。 

 各車両に燃料を供給するために，4kL ローリ

ー車から直接給油できる車両の確保に苦慮し

たが，建設会社等の協力により数台確保できた

ので燃料分配車として活用した。 

 東北地整への燃料供給として，関東地整備蓄

基地から 140kL の軽油を 4kL ローリー車にて各

地に分配した。 

写真－３ 分配状況（４ｔローリー車にて） 

 

(3) ガソリン車からディーゼル車への移行 

 今回の災害対応で燃料の重要性を身に染み

て感じた。 

 ガソリンは輸送が困難であること，輸送量が

では 200リットル以下と少量であり保管量も少

なく取り扱いがとても難しいこと。 

 それに対して軽油は，ドラム缶で輸送可能で

ありトラックに 5本分約 1,000 リットル輸送で

き取り扱いもガソリンに比べ簡単であった。 

 現地での燃料調達が不可能であったので，こ

ちらからドラム缶持参で行くことで被災地の

東北地整の面倒を無くした。 

 関東地整で保有しているほとんどのパトロ

ールカーがガソリン車でディーゼル車は 8 台と

少なかったため、支援できる車両も限られてし

まった。 

 これは，排ガス規制の影響でディーゼル車自

体が少なくなってきているものである。 

 関東地整保有の 1台を東北地整に支援として

派遣した。 

 

５．現地での対応と本部の役割 

(1) 職員の役割 

 浸水地域の排水作業は，行方不明者の捜索に

必要不可欠な作業であり一刻一秒を争う業務

である。 

 派遣した職員としては，自らも作業員として

手伝いたいとの思いはあるが，本当に必要な業

務は現地状況の把握，排水が可能かどうかの位

置の確認，排水計画の見通しである。 

 また，現地には各地整からの応援も来ており

排水計画を含め，現地での役割分担を考えなけ

ればならない。 

 関東地整では，現地応援班 5名の内，班長と

して本局課長補佐，専門官クラスを派遣し，現

地リエゾン（自治体との情報連絡員）との対応，

本部への報告，各地整との連絡調整を行わせ

た。 

(2) 本部の役割 

 現地においては，派遣員が作業だけに集中で

きるように水，食事，宿泊先の確保などロジス

ティックス（戦略的物流）はすべて本部で実施

した。 

 また，余震による津波の危険性もあるので，

安否確保，連絡先の準備，パソコン，防臭マス

ク，ゴーグルなどの手配も行った。 

 特に宿泊先の確保が難しく，当初は待機支援

車での寝泊まりだったが長期化している状況

では，車両の中での宿泊では疲れが取れないた

め，宿泊先の確保が重要である。 

(3) 被災地本部と現地との情報が錯綜 

 被災地本部の混乱は十分理解をしているが，

浸水現場と本部との情報に大きな差異が見ら

れ，また各地整の車両をバラバラに配置するな

ど非効率な運営を行っている。 

 

      図－１ 今回の派遣体制 
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６．今回の教訓を踏まえた今後の対応 

 関東地整では，首都圏直下型地震を想定して以

下の対応について検討する。 

(1) 燃料の確保 

 首都圏直下型地震の想定範囲を外れた地域に備

蓄基地を確保する。 

 具体的には、群馬県にある民間の施設と災害

協定を結び，政府調達の燃料や西日本からの調

達に対応出来る燃料タンクを確保する。 

(2) 災害対策機械の高度化 

 今回の経験を踏まえ、軽油での車両、長期宿

泊が可能となる待機支援車の改良、７人乗りダ

ブルキャブトラックの導入など震災における課

題をクリアする、より使いやすく故障等の起き

にくい災害対策機械を保有する。 

 例えば 

ⅰ）車両燃料とその他機械を稼働させる発動発

電機の燃料を軽油に統一する。 

 排水ポンプ車には，軽量型ポンプを用いるこ

とで現地での重機等が不要となる。 

(3)現地対策本部の設置 

 他地整へ派遣する場合、現地作業を行う要員

の他に対外的な調整やロジスティックス（戦略

的物流）を実施する部隊を現地対策本部に置き、

作業負担の軽減、情報伝達及び連絡調整の効率

化、危機管理等が図られる。 

 また、各地整の代表が一同に介して、現地対 

策本部会議を開催し、各地整の実情（交替要員 

や作業員の確保）派遣先（自治体）リエゾンと 

の連携、災害対策機械のメンテナンスや交換用 

品の発注など、支援活動を効率的に実施するた 

めの組織が必要である。 

 

 

     図－２ 今後の派遣体制（案） 

 

(4) 応援地整からの TEC-FORCE 受け入れ体制 

 の整備 

 今回の震災では東北地整災害対策本部の混

乱ぶりから，命令系統の統一化，情報収集の重

要性，自治体との連携が重要な業務であり，国

土交通省の業務として，①道路啓開，②河川堤

防，津波への対応，③自治体への支援，と業務

が多岐に災害対策本部だけでは対応仕切れな

いので，応援調整の体制を整備する。 

  首都圏直下型地震を想定すると、全国からの

アクセス、地震の影響を受けず、ライフライン

が確保でき、宿泊施設も準備してある東松山の

武蔵丘陵森林公園を拠点にすべての災害対策

機械を集結させ、また、メンテナンスチームも

設置し、応援チームの現地本部を設置する。 

 各現地本部では、地整の代表を決定し情報の 

共有化、一本化を図り関東地整災害対策本部へ 

の支援、判断、対応を各現地本部が判断し実施 

できるような体制を構築しておくべきである。 

  災害対策機械現地本部は独立で動けるように 

しておくことで、東日本大震災の時のような指 

示待ちによる非効率な対応を削減することが

できる。 

(5) 技術事務所の役割 

 関東技術事務所は大規模災害が発生した際

に応急復旧活動に使用する資機材が配備され

ており，大規模災害が発生した際には所管事務

所等と協力し，災害復旧活動を行うとともに，

関東地整の資機材の運用拠点として活動する。 

 また，関東技術事務所は，関東地整（さいた

ま市）の災害対策本部の機能が麻痺してしまう

ような被害を受けた場合には、バックアップ本

部として位置づけられており，非常時には災害

対応の中核施設としての役割を担うことにな

っている。 

 今回の震災では，技術事務所の活躍は大きか

ったが，その分の負担も大きく技術事務所自体

への人的バックアップの無かったことが残念

であった。 

 首都圏直下型地震を想定した場合、技術事務

所の重要性が高まる上、活動範囲も広がるの

で、応援地整からの人的なバックアップ、作業

内容のマニュアル化を早急に検討しておかな

ければならない。 

  現在、技術事務所では、全職員を対象に月毎 

に訓練内容を変更して災害に備えて訓練を実施 

している。 

 ７月下旬にあった７月２９日新潟・福島豪雨 

では、土・日であったにも係わらず北陸地整に 

対して迅速な災害支援が行われた。 

 これも職員の日頃の訓練の成果であると思わ 

れる。 
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７．おわりに 

 今回の震災では、大規模災害発生時における 

教訓を得ると共に、様々な課題が浮き彫りにな 

った。  

 関東地整では、首都直下地震の発生が懸念さ 

れている中で、今回の教訓の反映と課題について

は出来る限り早く解決し、来るべき災害に備え 

ることが重要である。 

 また、現在，地方整備局として何が出来るの 

か，どのように支援していくことが，被災地の皆

様にとって有意義であり、本当に困っておられる

ことを理解することが，今後の復興支援に活かせ

ることだと考えています。 

 国，地方，市町村としての支援のあり方，また

縦割りと言われるが、国土交通省として，厚生労

働省として，経済産業省として，環境省として所

掌の範囲の中で最大限できることは何か，どうす

れば他省庁の出先機関と連携して支援することが

出来るのかを早急に検討すべきであると考える。 

  今、この時にこそできることを実施すること 

が、将来の災害への対応策であると考える。 



 

５．無人化施工における自動平板載荷試験機の開発 

雲仙普賢岳火山砂防事業・無人化施工工事における技術開発 

 
 
 

(株)熊谷組機材部 ○ 坂西 孝仁 

(株)熊谷組機材部  北原 成郎 

 

 

１．はじめに 

雲仙普賢岳における砂防事業においては、立ち

入り禁止区域での砂防施設（砂防堰堤・床固工）

の施工に無人化施工によるＲＣＣコンクリートの

打設を実施している。その打設前の地盤支持力判

定には簡易支持力測定器を使用してきたが衝撃加

速度の最大地盤反力係数の相関より地盤支持力を

算定することから、ばらつきが大きく全ての地盤

において使用が出来るものではなく信頼性が低か

った。また重機一体載荷型も見受けられるが一体

型の扱い易さがある一方、重機の振動や油圧の影

響を受けることがあった。こうしたことから遠隔

操作で確実に地盤の平板載荷試験する本格的な試

験機の開発が望まれていたが当社の無人化施工現

場の赤松谷川６号床固工工事、おしが谷床固工工

事（いずれも九州地方整備局雲仙復興事務所発注）

の現場に合わせて実験機を開発し使用したのでそ

の概要と実験状況等について報告する。 
 

２．工事概要 

工 事 名 赤松谷川６号床固工工事 

工事場所 長崎県南島原市深江町上大野木場地先 

工  期 平成 22年 6 月 22 日 

      ～平成 23年 3月 15 日 

工事内容 掘削工       12,300ｍ3 

床固工 本堤     5,199ｍ3 

        垂直壁工  1,377ｍ3 

         側壁水叩工  875ｍ3 

無人化施工設備     1 式 

写真-1 赤松谷川 6号床固工ｺﾝｸﾘｰﾄ打設状況 

 

工 事 名  おしが谷床固工工事 

工事場所  長崎県島原市北上木場地先 

工 期  平成 22 年 10 月 8日 

      ～平成 23年 3月 30 日 

工事内容  掘削工       7,148ｍ3 

床固工 １号     1,458ｍ3 

        ２号    2,428ｍ3 

          ３号    2,057ｍ3 

            無人化施工設備     1 式 

写真-2 おしが谷床固工全景 
 

３．試験機の仕様 

3.1 試験機開発目標 

これまでの測定器に対しての課題から以下の開

発目標を決めた 

(1) 実験の完全自動化 

試験中は操作室で試験担当者は載荷、除荷の操

作をするが、手動であると油圧の調整が難しくバ

ラツキが生じ精度が落ちるので、パソコンにより

試験実行プログラムで実験をして負担軽減と精度

の向上を図りたい。 

(2) 地盤工学会仕様に準拠 

無人化施工に合わせて遠隔操作で地盤工学会基

準「地盤の平板載荷試験（JGS1521）」による試験

方法に準拠する試験機を製作したい。 

 (3) 独立型の採用 

油圧ショベルのアタッチメントタイプにすれば

油圧や電源の確保が容易であるが、試験中も振動

 

 



 
の影響を受け試験に影響があるので試験機を独立

型にして信頼性が高いシステムにしたい。 

(4)安定した無線システム 

実験状況の確認のためＷｅｂカメラ等を装備し

て安定した無線システムを使用したい。 

3.2 試験機開発の課題 

次に開発目標から推定される課題について検討

をした。 

(1)自動化の課題 

簡単な設定と操作で確実に動作する試験機には

どの様なインターフェィスにするかが重要なので 

①使用するソフトの決定、安定的に自動化で試

験実行するしくみ 

②容易な設定で試験の自動化、地盤工学会仕様

の帳票が可能である仕様 

の検討をすることにした。 

(2) 地盤工学会仕様の試験機製作の課題 

地盤工学会平板載荷試験の仕様に合わせて遠隔

操作による試験機を製作するには 

①反力にする物体 

②２ｍ以上になる変位計を固定する基準ばりの

構造 

③変位計の仕様 

等の検討が必要になった。 

(3)独立型の課題 

試験機を独立型にすると電源、油圧の確保の方

式が問題になる。その対応としてバッテリーの採

用が考えられるが、バッテリーで駆動できるか慎

重に検討する必要がある。また運搬して分離回収

を遠隔操作で実施する必要があるので 

①バッテリー容量と機器のバランス 

②確実な試験機の運搬回収方法 

等の検討が必要になった。 

(4)通信の課題 

Ｗｅｂカメラ搭載を考えると無線ＬＡＮ方式が

適切である。無線ＬＡＮ方式には一般市販されて

いる IEEE802.11a や 11n 等が有るが、距離が 200

ｍ以上や起伏のある地形では通信が安定しない場

合が考えられる。特に平板載荷試験箇所はＲＣＣ

コンクリートの底部となるので位置的にも市販の

無線ＬＡＮでは届かない。 

この対策として普賢岳の現場で重機の制御、操

作、画像伝送に実績のある IEEE802.11j メッシュ

ＬＡＮの導入があるが、使用頻度を考慮するとコ

ストパフォーマンスが悪い等の問題があり 

①どの様にすれば距離があっても安定した無線

システムに出来るのか 

②コストパフォーマンスの良いシステムの構築 

の検討が必要になった。 

3.3 試験機基本仕様の決定 

問題点を考慮して以下の仕様とすることにした。 

表-1 試験機仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 試験機全体図 
(1) 試験機独立型 
重機の影響を無くすため独立型とし、油圧ショ

ベルのバケットに専用運搬治具を取付けて試験箇

所まで運搬設置回収する。設置した後油圧ショベ

ルを 180 度旋回させて反力ウエイト代わりに試験

で利用するので１m3 クラス以上の油圧ショベルが

必要となる。 

基準ばりの門型形状は試験機を箱形フレーム構

造にすることにより載荷板を含めた横幅2300mmを

確保し上部は機器類を搭載する設計とした。たわ

みが生じないように□60mm 肉厚 6mm 角パイプを使

用している。変位計は有効長 1000mm、精度 0.01mm

リニアエンコーダを使用することにした。これに

より遠隔操作で地盤工学会基準「地盤の平板載荷

試験（JGS1521）」の仕様に合わせた試験機の製作

が可能になった。 

 

図-2 試験機試験イメージ図 

 

機器 規格 

タイプ 試験機独立型 

反力  １m３以上のバックホウ 

ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ 常時圧力 72MPa 電磁バルブ付 

油圧ｼﾞｬｯｷ 200ｋＮ ｽﾄﾛｰｸ 500mm 

変位計 ﾘﾆｱｴﾝｺｰﾀﾞ有効長 1000mm 精度 0.01mm 

通信方法 重機中継式 11ｎ⇔11ｊ無線 LAN 使用 

電源 蓄電池(12V)×４ｹ 

油圧ポンプ  
測長器(4 ｹ)  

ロードセル 

制御盤 

下部確認カメラ 

200kN 油圧ｼﾞｬｯｷ 上部確認カメラ 

バッテリー(右 3 ｹ搭載) 

バッテリー(左 2 ｹ搭載) 



 
(2) バッテリー駆動 
振動の問題などからバッテリー方式を採用して

油圧ポンプも搭載した。バッテリーで稼動のため

油圧ジャッキ、油圧ポンプの仕様を必要十分で極

力低出力の機器を選択し、制御プログラムにより

綿密にインバータ制御して電力消費を抑え、稼動

推定時間の倍程度を考慮した容量のバッテリーを

搭載した。 

(3)重機の中継式無線ＬＡＮの採用 

 

図-3 無線ＬＡＮ中継イメージ図 

バックホウ重機と操作室には出力が高くメッシ

ュＬＡＮタイプの IEEE802.11jＬＡＮ無線機

(4.9GHz 帯)を使用して安定したデータの送受信を

可能にした。 

試験機と油圧ショベル間を市販されている低コ

ストな IEEE802.11nＬＡＮを使用してコストを抑

えると共に安定した送受信が可能になりＷｅｂカ

メラを使用しても遅延の少ない画像や、ズーム機

能、首振り操作がスムーズにできるようになる。

試験機の運搬分離設置、試験状況を把握でき遠隔

操作での試験が確実なものになる。 

(4)試験機にシーケンサ内臓 
試験を自動で操作するには操作室側のパソコン

のプログラムにより無線を介して制御するのが通

常であるが、前述した無線システムでも試験箇所

によっては無線が安定しない場合も想定される。

自動での試験中はこれにより、試験が止まってし

まうことが想定される。そこで試験機側にシーケ

ンサを内蔵して、操作室側からプログラムデータ

を送信、メモリしてから試験が始まるようにした。

これにより通信が途絶えても試験は継続されると

共に、データはメモリに蓄積されるのでデータの

復旧も容易になる。 

(5)Excel を使用した入出力 

図-4 パソコン入力シート 
試験プログラムの入力データは Excel シートで

入力し出力データはこの上に上書きされる。提出

用の出力帳票は、市販の平板載荷ソフトにこの

EXCEL ファイルを読み込むだけで帳票が完成する

仕様とした。これにより試験結果のまとめと沈下

量曲線なども素早く終了し、作業時間低減が図れ

る。試験中の画面出力は、荷重と変位量の試験デ

ータを秒単位でパソコン画面に表示するし、グラ

フ表示し、試験の経過の観察も容易にする。 

 

４．試験機の詳細 

4.1 機械構成 

 (1)油圧ジャッキ、測長器、ロードセル 

 
図-5 試験機油圧ジャッキ部詳細図 

油圧ジャッキは 200kN の揚力、ストロークは

500mm である。収納時、試験機フレームに取り付け

てあるモーターシリンダのロッドから油圧ジャッ

キ懸架部を介して吊り下げられている。この状態

で試験機のフレームの中に収まり固定されて運搬

が可能である。試験時にはモーターシリンダが伸

びて（点線矢印）油圧ジャッキ懸架部が下がり載

荷板が地面に着地する。この状態から油圧ジャッ

キを伸ばす。載荷板と油圧ジャッキはロードセル

を介してダイレクトに接続されており、荷重時の

測定が直接に可能である。載荷板取付部は球状の

受け皿で載荷板下が水平でない場合でも角度調整

が効く。 

試験中油圧ジャッキは地盤と重機に挟まり独立

している形になる。そして載荷板と基準ばりの代

役となっている試験機フレームと測長器で４か所

繋がっている状態である。従って油圧ジャッキに

荷重をかけると沈下量が測れることになる。 
ロードセルは油圧ジャッキに対応した定格容量

200kN であり、デジタル指示計と組み合わせで制御

される。 
(2)試験機運搬治具 

油圧ショベルにて運搬する際にバケットに取り

付けた運搬治具はあらかじめバケットにねじ穴の

切ったプレート溶接し、ねじ止めするので容易に

取り外しが可能である。 
運搬治具は上部のＬ字懸架部で試験機上部フレ

ームを持上げる。試験機縦方向フレーム部の内側

に差し込む構造でありクリアランスは５mm 程度で

 

試験機 ﾊﾞｯｸﾎｳ 操作室 

11n2,4GHz 11j4.9GHz 11j4.9GHz 11n2,4GHz 

20t 油圧ジャッキ 

反力側押当てｷｬｯﾌﾟ 

ﾓｰﾀｰｼﾘﾝﾀﾞ 

測長器(4 個) 

20t ロードセル 

載荷板 

油圧ジャッキ懸架部 



 
あるが、運搬時の振動の影響を抑えるために少な

くした。そして治具の下部にはロックピンガイド

があり、試験機側にある油圧制御のロックピンで

固定される。一連の操作は操作室からＷｅｂカメ

ラを確認しながら行う。 

図-6 試験機運搬治具 

図-7 平板載荷試験機制御システム図 
   

4.2 試験機側システム制御フロー 
試験機側のシステムの中心であるシーケンサに

はジャッキ操作系列、加圧データ系列、測長デー

タ系列とその他から構成されていて最終的にはハ

ブに集約されて無線ＬＡＮにより操作室のパソコ

ンとデータの送受信を行う。シーケンサにはメモ

リーカードが内蔵され操作室側から送られた制御

プログラムを記憶して通信が途絶えても試験を継

続し、測定データを蓄積する機能を有している。 

画像データはＷｅｂカメラの画像データと制御

データがハブを介してＬＡＮにて操作室と送受信

される。 
4.3 操作室側パソコン操作フロー 
操作室側は試験機への操作プログラムの送信と

試験機からのデータの受信、Ｗｅｂカメラの画像

受信とカメラの首振り、ズーミングの操作の送信

などをパソコンにより行う。その設定内容と操作

順序について述べる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 操作室側パソコン指示フロー図 

 

図-9 試験状況画面 
 

５．試験機の使用 

実際の試験機使用を赤松谷川６号床固工とおし

が谷床固工にて使用したので試験内容と結果につ

いて述べる。 
5.1 試験内容 
(1)施工箇所 

 平板載荷試験の実施箇所については本堤部支川

センター、と本川センター2 箇所で行う。 

 

 

 

自動制御 

① 試験操作プログラム設定 

②試験機間の通信の確認 

④Ｗｅｂカメラの状態の確認 

⑤運搬時のロック操作 

③試験機へのプログラム送信 

⑥油圧ジャッキのセット 

⑦試験開始 

⑧試験データの受信 

⑨油圧ジャッキの収納 

⑩搬出時のロック操作 

⑪提出用帳票へのデータ作成 

Excel 入力シートの設定、読込 

試験機間の無線ＬＡＮの確立 

試験機シーケンサへのデータ送信 

パソコンからのズーム、首振りの確認 

⑫終了 

運搬治具にロック、油圧ショベルで運搬 

油圧ショベルでセット、油圧ジャッキ張出 

試験機シーケンサに実行指示、 

秒単位により試験データの送信、 

運搬治具にロック、油圧ショベルで運搬 

油圧ジャッキ収納 

出力帳票作成、受渡帳票作成 



 
(2)試験実施日時 

①赤松谷川６号床固工工事 

2010 年 10 月 22 日 10：00(左岸) 

2010 年 12 月 2 日 10：00(右岸) 

②おしが谷床固工工事 

2010 年 12 月 9 日 10：00(１号堤) 

2010 年 12 月 17 日 10：00(３号堤) 

2011 年 1 月 12 日 10：00(２号堤) 

(3)使用機械 
表-2 使用機械一覧表 

名称 用途 数量 

バックホウ（ 1.2ｍ3 ） 装置の移動および反力 1 台 

平板載荷試験装置 油圧ジャッキ制御、計測データ収集 1 式 

カメラ車 走路などの確認用映像 4 台 

中継車 重機操作、計測データの中継 1 台 

(4)試験方法 

地 盤 工 学 会 基 準 「 地 盤 の 平 板 載 荷 試 験

（JGS1521）」による試験方法に準拠する。   

(5)計画最大荷重 

設計地盤反力の３倍とする。 

設計地盤反力は 234.7kN/m２（特記仕様書より） 

計画最大荷重 234.7 kN/m２×3倍＝704.1kN/m２ 

載荷板は、φ300ｍｍ（面積 0.07069m２）である

ので、必要ジャッキ荷重は 

704.1 kN/m２×0.07069 m２＝49.772kN となる。 

 (6)荷重段階 

JGS1521 の規定から計画最大荷重を５～８段階

以上に等分割する。今回の平板載荷試験では 6 段

階に分けて載荷を行う。 
1 段階の計測時間は 30 分であるので、30 分×6

段階＝180 分、準備 30 分、撤収 30 分として、トー

タル４時間程度を計画している。   
計画最大荷重 704.1kN/m２を 6 段階に等分割す

ると荷重ステップは 704.1÷６＝117.6≒120 kN/m２ 
ジャッキ荷重ステップは 
120kN/m２×0.07069 m２ ≒ ９kN 

(7)平板載荷試験のスケジュール 

表-3 試験スケジュール表 
作業 ジャッキ荷重（地盤反力） 時間 

セッティング  30 分 

予備載荷  5 分 

1 段階 9kN（127kN/ｍ２） 30 分 

2 段階 18kN（254kN/ｍ２） 30 分 

3 段階 27kN（381kN/ｍ２）  30 分 

4 段階 36kN（508kN/ｍ２） 30 分 

5 段階 45kN（635kN/ｍ２） 30 分 

6 段階 54kN（762kN/ｍ２） 30 分 

除  荷  5 分 

撤  収  30 分 

合計   

5.2 事前試験結果 
2010 年 10 月 15 日 13：00 から事前試験を開始

したが以下の問題点があった。 
(1)通信の確立 
当初試験機と油圧ショベル間は 11nＬＡＮ無線

の 2.4GHz 帯を採用したが、周囲で 2.4GHz 帯を使

用して混信しているため通信が確立しなかったの

で、急遽 5GHz 帯に変更した。また重機の陰にな

るように無線ＬＡＮを設置すると通信が安定しな

かったので可視範囲に親機、子機を設置した。但

しこれでもＷｅｂカメラ画像が途切れることが数

回あった。 
 (2)運搬治具 

油圧ショベルに取り付けた運搬治具にて試験機

を遠隔操作で吊り下げなければならないが、最初

はなかなかピックアップ出来なかった。クリアラ

ンスが５mm 程度と少ないことや油圧ショベルの車

載カメラでは位置が分かり辛くかったことが原因

である。試験機に目印のマーキングを実施すると

共に、懸架部フックにはグリスを塗布して滑りを

良くした。これによりほぼ解決した。 
(3)油圧ジャッキと電磁バルブ 

油圧ジャッキの載荷には問題なかったが、油圧

ポンプと電磁バルブのタイミングが悪く、加圧の

際、電磁バルブが開くのが早いため一時的に油圧

が逃げて試験荷重値から乱高下してしまったこと

である。各段階の調整が必要でなかなか難しい調

整であった。そこで逆支弁を取付け、電磁バルブ

が開閉したときの油量の逃げを抑えたところ変動

が落ち着き、制御が問題なくいくようになった。 
(4)その他 

試験機が三点支持になる恐れがあったので当初

は数種類の方法を検討したが、実際は隅四点に

10cm の円錐の突起物を取付け様子を見た。しかし

地盤が適度に沈み込み隅四点はしっかりと設置し

たので試験には全く問題はなかった。 
5.3 本試験 
５回本試験を実施したが、以下の通りであった 

(1)赤松谷川６号床固工(2 回試験) 
①回収の際油圧制御のロックピンが片側入らな

かったがピンのクリアランスの問題であった。 

②試験の 1段階の 9kN（127kN/ｍ２）、5段階 45

ＫＮ（635kN/ｍ２）で油圧の調整の変動が大き

くなり、遠隔操作でプログラムの修正をした。 

(2)おしが谷床固工(3 回試験) 
①１号堤で通信の途切れが発生した。通信状況

が悪い場所なので1m程度場所をずらして試験

をした。 

②Ｗｅｂカメラ画像が地形の関係で途切れるこ

とがあった。 

全体として試験機の回収に手間取ることや無線



 
が不安定になることはあったが、試験自体は大き

な問題もなく終了した。当初あった試験荷重の変

動も逆支弁の取付により次第に収まり、バッテリ

ーの容量も当初予想した消費量が少なかったため、

十分容量があり支障なく試験が完了出来た。 
今後の試験においては自動化で実用に入るもの

と確信した。 
 

６．まとめ 

(1)完全自動で平板載荷試験が可能 

事前に予備試験を実施してその地質に合わせた

調整を実施しなければならないが、試験機を設置

すれば基本的にパソコンのボタンを押すだけで試

験が可能になった。操作室のパソコン操作者の負

担は大幅に軽減され精度良く工程通りに完了した。

またシーケンサに実験プログラムを送信し動作す

る方式であったので、通信状態が悪くても確実に

試験を終了することができた。油圧電磁バルブの

動作レスポンスが若干遅かったため調整に手間取

ったが逆支弁を取付け調整し試験荷重の変動も

５%以内に収まりまずまずの結果だと思う。 
(2)安定した無線システムの構築 

無線システムも活用して安価に必要十分な通信

システムの構築が出来た。5GHz 帯に変更後はおし

が谷で一度通信が不安定になるケースがあったが

その他は問題なく送受信ができ、試験の自動化に

貢献した。 
(3)バッテリー駆動で機器動作 

油圧ジャッキと油圧モータのバランスを考慮し

ながら低出力の機器を選択したことやインバータ

と細密な制御パターンで省エネに努めた結果、搭

載バッテリーで二回以上の試験ができることがわ

かった。次回からはバッテリーの数量を減らして

試験する予定である。 
(4) 地盤工学会仕様に準拠 

試験機を独立させ箱型にして基準ばりの代わり

にさせたので端点の距離が十分確保でき、省スペ

ースで無理なく機器の搭載が可能になった。また

リニアエンコーダを使用して精度よく計測が可能

になり地盤工学会仕様に準拠した試験機の製作が

出来た。入力を一般的な Excel シートで入力しこ

れに上書きするシステムであったのでその後の出

力帳票も市販平板載荷ソフトで容易に作成出来る

ので書類作成時間は半減した。 
以上より当初の開発目標はクリア出来た。 
 

７．おわりに 

今回の開発には発注者、現場職員、協力業者の

方々に多大な協力して頂いた。特に開発製作した

イーメック谷口氏には詳細部に渡って指導受け、

最終的に試験日までに完成することが出来た。今

後もこの開発で得たノウハウを活用して無人化機

器の開発をしていきたいと思う。 
 

写真-4 試験機運搬状況 

写真-5 パソコン試験画面 

写真-6 試験状況 
 

 

 

 



６． 4脚クローラ式不整地移動機構の開発 

 

○日立建機 石井 啓範   

 

 
１． はじめに 

掘削機械として開発されてきた油圧ショベルをベー

スとして，ビル等の各種解体や，産業廃棄物処理な

どの様々な作業に対応した特殊な作業機械が開発さ

れてきている。さらに近年，林業分野において，倒

木・造材・集材作業用に専用アタッチメント搭載した

“高性能林業機械”の普及が進んでいる（写真-1）。図

-1 は高性能林業機械の稼働台数を表すグラフであり，

1990 年代からその稼働台数が着実に増加しているこ

とがわかる。これらの林業機械は山岳部での作業とな

るため，今後，林業機械の活動範囲をさらに広げるこ

とを想定した場合，凹凸がある不整地路面への対応

が求められると考えられる。しかし，既存の油圧ショベ

ルの足回り（固定 2 クローラ）では不整地への対応に

限界がある。また林業以外で，例えば，地震等の災

害復旧作業においても，不整地路面への対応能力

が求められている。そこで作業機械の適用範囲のさ

らなる拡大を目指し，不整地対応をターゲットとした

新しい移動機構を開発することした。 
 

２． ４脚クローラ式不整地移動機構 

不整地に対応した移動機構として，様々な方式が

考えられた。そこで，各種方式に対し，不整地移動に

要求される項目を用いて，比較評価を実施した。そ

の結果，移動機構として 4 脚クローラ方式を採用した。

開発した 4 脚クローラ式不整地移動機構の外観写真

を写真-2 に，外形寸法図を図-2 に，作業範囲図を図

-3 に，移動機構部の構造図を図-4 にそれぞれ示す。

以下，移動機構の詳細について述べる。 
2.1 脚クローラ機構 

移動機構のセンタフレームには，前後左右端部に

それぞれ脚ユニットが設けてある。脚ユニットとは，脚

根元ブラケットから先端のクローラユニットまでの部位

の総称であり，大別して，脚根元ブラケット，脚フレー

ム，クローラユニットから構成されている。脚ユニットは，

センタフレームに対し上下揺動自在に設けられてお

り，脚ユニットとセンタフレームを繋ぐ脚上下シリンダ

によって駆動する。各脚ユニットを上下に揺動するこ

とにより，上部旋回体の姿勢を変化させることが可能

となる。脚上下ユニットの可動角は 60[deg]であり，最

大脚上げ高さは 750[ｍｍ]である。その結果，前後左

右約 20[deg]の傾斜地においても上部旋回体の姿勢

を水平に保つことができる。 
脚フレームは脚根元ブラケットを中心に左右揺動

自在に設けられており，脚根元ブラケットと脚フレー

ムを繋ぐ脚左右シリンダによって駆動する。ここで，前

左右脚を左（右）側に，後左右脚を同じく左（右）側に

駆動することによって，本移動機構を中折れ型のステ

アリング姿勢とし，旋回動作を行うことができる（図

-5a）。本姿勢による旋回動作では，通常の 2 クローラ

が行う左右クローラの速度差による（超）信地旋回の

ようにクローラを横方向に滑らせることが無いため，路

 

        
写真-１ 高性能林業機械                                 図-1 高性能林業機械の稼動数 

(プロセッサ) 



面に与えるダメージを軽減することが可能となる。ま

た，前後右脚を右側に，前後左脚を左側に駆動する

ことによって，作業姿勢とすることができる（図-5b）。

本姿勢では，クローラを左右外側に張り出すことによ

って，特に横方向の支持多角形を拡大することが可

能となり，作業時の安定性の向上を図ることができ

る。 
脚フレームの先端には，クローラユニットが設けて

ある。クローラユニットは脚フレームに対し受動的に

揺動する構造となっており，クローラユニットの揺動に

より不整地への倣い動作を実現している。 
最後に自由度について述べる（図-6）。本移動機構

は各脚ユニットが上下左右の能動 2 自由度脚（J1， 
J2）を有し，各クローラユニットが脚フレームに対する

受動１自由度（J3）と，走行用の自由度（J4）を有して

いる。したがって，1 脚当り能動 3 自由度，受動 1 自

由度となり，移動機構全体で能動 12 自由度，受動 4
自由度の構成となっている。 

 
 

正面 側面

脚

クローラ

 
 

写真-2 4 脚クローラ移動機構外観写真 

 
 

 
図-2 外形寸法図                                    図-3 作業範囲図 



2.2 全体システム 

次に本機のシステム関係について説明する。図-7
に本機システムの概略図を示す。 

まず，本実験機のシステム全体について述べる。

本機の油圧システムはロードセンシングシステムを採

用している。原動機（ディーゼルエンジン）によって駆

動される油圧ポンプは上部旋回体用コントロールバ

ルブに接続され，上部旋回体用コントロールバルブ

には上部旋回体用のアクチュエータが接続されてい

る。さらに，上部旋回体用コントロールバルブの出力

ポートの一部が，センタジョイントを経由して移動機構

用コントロールバルブに接続されている。さらに，移

動機構用コントロールバルブの各セクションが移動機

構用の各アクチュエータに接続されている。 
また，移動機構用コントロールバルブはソレノイドに

よる電磁駆動方式を採用しており，この電磁弁を駆

動するためのバルブ用コントローラもまた，移動機構

に設けてある。本コントローラは上部旋回体からスリッ

プリングを経由して給電されている。また，上部旋回

体に移動機構の制御用コントローラを配置しており，

上 下 の コ ン ト ロ ー ラ は ス リ ッ プ リ ン グ を 介 し て

CAN(Controller Area Network)で接続されている。上

部コントローラには上部旋回体の運転席に設けてあ

る操作装置が接続さており，操作装置からの信号を

基に上部コントローラが演算した移動機構各アクチュ

エータの駆動信号は，CAN を経由して下部コントロ

ーラに伝達される。また，下部移動機構の姿勢角や

負荷圧を計測するセンサは下部コントローラに接続さ

れており，これらのセンサ情報は CAN を経由して上

部コントローラに伝達される。 
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図-7 システム概略図                                        図-8 操作方式 
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図-4 移動機構構成図 

 

 
(a)ステアリング時            (b)作業時 

図-5 脚姿勢 
 

能動
受動
能動
受動

J1：脚上下ｼﾘﾝﾀﾞ(60[deg])

J2:脚左右ｼﾘﾝﾀﾞ(30[deg])

J3：ｸﾛｰﾗﾕﾆｯﾄ受動軸

J4：走行ﾓｰﾀ

ﾌﾚｰﾑ

 
図-6 自由度配置図 

 



2.3 操作装置 

2.2 で述べたように，移動機構の操作装置は上部

旋回体に配置された制御用コントローラに接続され

ている。操作装置本体は，上部旋回体の運転席内の

前方部中央付近に配置している。本移動機構の操

作方式は，フロントとの複合動作による瓦礫の乗越え

動作等を考慮し，1 本のレバーにより指示する方法と

している（図-8）。3 自由度のジョイスティックの前後自

由度によってクローラの前後進速度を指令し，左右

自由度によって脚左右シリンダのステアリング角を指

し，さらに，ジョイスティック自体の回転自由度によっ

て，左右のクローラに対し逆方向の速度指令を与え

る構成としている。 
 

3． 姿勢水平制御 

本機は不整地における作業を想定している。通常

の油圧ショベルの場合，傾斜地等で作業を行う際に，

上回りが傾斜した姿勢で作業せざるを得ず，作業性

や安全性の低下に繋がっていた。そこで本機は，作

業性の向上を目的として，上回りの姿勢を自動的に

水平に保つ“姿勢水平制御機能”を有している。 
3.1 姿勢水平制御の構成 

本制御の主要な構成を図-9 のブロック線図に示

す。 
まず上部旋回体水平化演算部にて，上部旋回体

の傾斜角から上部旋回体を水平化するための各脚

への駆動指令値を演算する。次に浮き脚抑制演算

部にて，脚上下シリンダの圧力から判別した接地力

が弱い脚について，脚駆動指令値を調整する。さら

に，車高調整制御部にて，車高を不必要に変化させ

ないように，駆動する脚の優先順位を設け脚指令値

を調整する。 

3．2 実機実験 

制御手法の実証実験として，上部旋回体の姿勢水

平制御を実機実装し，17[deg]斜面の登坂実験を行

った。 
この時の機体の様子を写真-3 に，上部傾斜角度の

推移を図-10 に示す。これらの図から，上部傾斜角に

応じて脚を駆動させ，上部傾斜角を不感帯の 1[deg]
まで水平化していることがわかり，本制御方法の有効

性を確認した。 
 

4． おわりに 

本報告では，林業や災害復旧作業等，不整地に

おける作業を対象として開発した 4 脚クローラ式不整

地移動機構および，考案した上部旋回体姿勢水平

制御方式について述べた。 

今後は実用化に向けて，実現場でのフィールドテ

スト等を行って行くのと同時に，本業機の開発を通し

て得られた技術を他の作業機械に展開し，将来の製

品開発に結び付けていく予定である。 
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図-9 姿勢水平制御ブロック線図                           図-10 姿勢水平制御実験結果 
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写真-3 姿勢水平制御実験 



 

７．強降雨による斜面崩壊調査と安定解析に 

基づく施工法についての考察 
 
 
 

呉工業高等専門学校 ○ 岡本 有希加 

呉工業高等専門学校  重松 尚久 

呉工業高等専門学校  小堀 慈久 
 
 
１．はじめに 
瀬戸内海沿岸部では「風化花崗岩」，通常「まさ

土」と言われる特殊土が広く分布している。広島

県の沿岸部も大部分が花崗岩地帯であり，雨量が

比較的少ないために，深層風化を受けたまま浸食

されずに堆積残留したところが多い。1)このような

まさ土地盤では，梅雨の長雨，台風時の集中豪雨

により，地滑りや崖崩れが毎年多数発生している。

近年，集中豪雨の頻度や降水量が変化してきてお

り，降雨時の土砂災害が多く，予測も難しいこと

が現状である。 
本研究では，2010 年 7 月豪雨による大規模な表

層斜面崩壊が発生した広島県庄原市の場合と，

2010 年 3 月降雨による広島県坂町小屋浦地区斜面

の岩盤崩壊について現場調査及び，物理的試験，

力学的試験から降雨時の崩壊地の力学的特性を検

討することで，近年のまさ土斜面崩壊の特性とそ

の土質性状を比較検討し，今後の地盤災害防止対

策と施工法を考察する。 
 

２．斜面崩壊のメカニズム 
表層に降雨が浸透し，地表面は乾燥地盤から湿

潤地盤に変化していく。この時土中に土粒子間力

が働き，いわゆるサクション（負圧）が発生し，

降雨量とともに一時的にサクションは上昇する。

さらに降雨が増すと不飽和土からの飽和状態へと

移り，サクション（負圧）は減少する。このサク

ションは土質の強度定数の粘着力の働きを示す。 
これは飽和度により増減するため見掛けの粘着力

とも言われる。さらに降雨浸透が続くとサクショ

ンは減少し，地盤は飽和土となる。また，降雨浸

透が進むと地下水位が上昇し，間隙水圧が発生す

る。傾斜面の土粒中を移動し細粒分を流下させな

がらさらに真の粘着力 c を奪う。地下水位が上昇

し土粒子に浮力が働き，土粒子のかみ合わせによ

る摩擦力を低下させる。したがってせん断抵抗力

が消失し，有効応力が低下し，粘着力 c，内部摩擦

角の強度がなくなり同時に斜面の地盤の自重が

降雨により増加し，斜面におけるせん断力のつり

合いが崩れ，斜面崩壊が発生する。これが斜面崩

壊のメカニズムである。 
 

３．調査対象地域  
3.1 広島県庄原市の場合 
(1) 災害状況 
写真-1 は庄原市の表層災害の状況である。2010

年 7 月 16 日の夕方，広島県庄原市の川北町篠堂地

区において 3 時間で 173mm(広島県大戸雨量計)の
集中豪雨によって大規模な土砂災害が発生し，住

宅，道路，河川，農地に甚大な被害をもたらした。

5km 四方の範囲で 200 箇所以上の斜面がほぼ同時

に崩壊するという過去に例をみない集中的な土砂

災害であった。 
3.2 広島県坂町小屋浦地区の場合 
(1) 災害状況 
 写真-2 は坂町小屋浦地区の岩盤風化状況である。 

2010 年 2 月 24 日から 3 月 2 日の 7 日間総降雨量

は 72mm であった。3 月 3 日トンネル上部の岩盤

が崩壊した。なお 2 日，3 日の降雨は測定されてい

ない。崩壊の原因として風化を受けやすい花崗岩

であること，岩盤亀裂部の粘土化した細粒土に降 
 

写真-1 庄原市災害状況 



雨が浸透し岩盤自重等のせん断力が働き崩壊に至

ったと考えられる。また現場調査で過去の防災工

跡が見られた。 
 
４．現場調査と試料採取及び試料形成 
三軸圧縮試験に用いるまさ土の不撹乱試料の採

取方法は，表面の腐蝕土の部分を取り除きまさ土

層を露出させ，シンウォール・チューブを利用し

たサンプリング・リングで採取した。採取寸法は

径 7cm，高さ 15cm で一つの現場で 3 本ハンドトリ

ミング法により採取した。持ち帰った試料は冷凍

庫（-30℃）に 12～24 時間凍結保存した。成形時

には特に端面の成形は注意深く行った。成形は径

5cm，高さ 10cm の標準試料寸法とした。室内一面

せん断試験の試料は同様に不撹乱試料としトリミ

ングリングを静かに押し込みながら径 6cm，高さ

2cm の成形試料が取れるような土塊を採取した。 
 

５．室内試験方法 
 基本的には JIS 規格に基づき試験を行ったが，条

件を設定した試験については詳細を明記する。2) 

5.1 物理的試験 
(1) 粒度分析試験 

JIS A 1204 に基づき行った。 

(2) 密度試験 
JIS A 1202 に基づき行ったが，設定として各試料

5 つずつ行い土粒子密度の平均値を測定した。また，

煮沸時間は 1 時間とした。 
(3) 細粒分含有率試験 
 JIS A 1223 に基づき行った。 
(4) 透水試験 
 JIS A 1218に基づき変水位透水試験を行った。 

5.2 力学的試験 
(1) 三軸圧縮試験 
 JGS 0520～JGS 0524 に基づき行ったが，採取試

料や設定した拘束圧飽和時間について以下に記す。

現場で採取した撹乱土，不撹乱土を用いる。撹乱

土は，広島県庄原市上部，下部と坂町小屋浦上部，  

 

 
写真-2 坂町小屋浦地区災害状況 

下部で採取した試料を用いる。不撹乱土は広島県

庄原市上部，下部と坂町小屋浦上部で採取した試

料を用いる。撹乱土は締め固め法を用いて試料作

成する。不撹乱土は現場で採取した試料を冷凍保

存後，試料作成する。拘束圧は，まさ土の表層厚

により，40kN/m2,80kN/m2,120kN/m2 とし坂町小屋

浦下部では拘束圧 100kN/m2,200kN/m2,300kN/m2と

した。なお，飽和試料とする場合は 6 時間排水を

行い，不飽和試料とする場合は 20 分の給排水を行

った。また，試料内の間隙水圧を荷重として作用

させないために，軸速度は 0.16mm/min としひずみ

が 15%になるまで，圧縮を続けた。 

 
６．結果と考察 
6.1 物理的試験 
(1) 粒度分析試験 
 図-1 に庄原上部下部の粒度分布加積曲線を示す。

上部下部ともに大きな相違は見られなかった。

50％粒径は 0.1～0.2mm 径に見られた。 
 図-2 は坂町小屋浦上部下部の粒度分布加積曲線

を示す。坂町小屋浦上部は，平均的な粒径であり，

50％粒径は 0.7mm，下部は，50％粒径は 3mm であ

り，礫土となったことがわかる。 
 

 

図-1  粒径加積曲線 庄原市 
 

 
図-2  粒径加積曲線 坂町小屋浦 



(2) 密度試験 
 表-1 に各現場のまさ土の密度を比較する。一般

的に砂質土の ρs は 2.65g/cm3 である。坂町小屋浦

上部下部は 2.6g/cm3 前後である。一方，庄原上部

下部は， 2.5g/cm3 で低い密度で細粒分が多いこと

がわかった。地質的に風化を受けやすい地層と考

えられる。 
 
(3) 細粒分含有率試験 
 表-2 に細粒分含有率試験の結果を示す。庄原下

部の試料が 16～23％の低い値となった。庄原上部

は，55％の細粒分が含まれており，シルト質に近

い土であるとわかる。坂町小屋浦上部は 60％とな

り，風化堆積物が多いことがわかる。また，値が

若干大きいのは採取時のバラツキが考えられる。

坂町小屋浦下部は，粗骨材を破砕し，粗砂とした

ため細粒分が 4％と低い値となった。 
 
(4) 透水試験 
 表-3 に透水試験の結果を示す。全ての値で微細

砂であることを示している。 
 
6.2 力学的試験 
(1) 三軸圧縮試験 
供試体は不撹乱土の間隙比に調整し突き固め法で

成形した。飽和度は Sr＝90～93％程度となった。

これを飽和土とし，他の試料についても同様に行

った。図-3，図-4 にモール円から幾何学的に破壊

式を得た。図-3 の庄原市上部の撹乱土では，内部

摩擦角＝29°，粘着力 c＝14kN/m2 を得た。同様に

図-4 の庄原市上部の不撹乱土では内部摩擦角＝
18.5°，粘着力 c＝26kN/m2 となり，は低い値とな

り c が増加している。この撹乱土と不撹乱土の相

違として，不撹乱土は土粒子間の構造に乱れがな

いが風化が進行していると構造自体がもろくなっ

ている事がある。この庄原市の場合も不撹乱土の 
 

表-1  密度比較表 

試料名 標準砂 庄原上部 庄原下部 小屋浦上部 小屋浦下部

密度ρs(g/㎠) 2.645 2.522 2.532 2.656 2.589  

 
表-2 細粒分含有率試験 

試料名 庄原上部 庄原下部 小屋浦上部 小屋浦下部

細粒分含有率 P(%) 55.12 23.19 60.76 4.21  
 

表-3 透水試験 
透水係数
k₁₅(㎝/s)

庄原市上部 7.97×１0⁻⁴
庄原市下部 5.48×１0⁻⁴

坂町小屋浦上部 5.83×１0⁻⁴

現場名称

 

粘着力 c が大きいことから，強風化まさ土と言え

る。表-4 の内部摩擦角と粘着力の比較表より，庄

原市の下部試料のと c でも同様に強風化を受け，

撹乱土で＝26°，c＝18ｋN/m2，不撹乱土で＝17.5°，
c＝30kN/m2 となった。一方，坂町小屋浦岩盤崩壊

地では撹乱土は＝35°，c＝1kN/m2，不撹乱土は
＝31°，c＝0kN/m2 となり弱風化まさ土である事が

わかる。崩壊した岩石を物理的に破砕した粗粒土

でせん断試験を行った。結果，＝38°，c＝5kN/m2

となり大きな強度定数を得た。未風化試料の強度

と言える。坂町小屋浦岩盤崩壊の現地調査で深層

に風化進行が推測されるのは次の知見を得たから

である。①崩壊地上部の岩盤調査で，岩壁に縦長

の亀裂が多数見られたこと。②亀裂幅が 1～2mm
あり，細粒土及びシルト質土が間隙を埋め，植物

根が見られた。③斜面下部の岩盤に亀裂が多数見

られ強風化により容易に剥離欠落した。 
 

 
図-3 庄原市上部撹乱飽和のモール円による破壊線 

 

 
図-4 庄原市上部不撹乱飽和のモール円による破壊線 



７． 安全率の検討 
今回の研究と施工法の関係として，降雨による

斜面崩壊現場の調査と試料採集を行い，現地の状

況と室内土質試験により土の現在の強度を調べる。

強度が不足であれば，地盤改良等により安全率が

十分得られるように設計及び施工する事となる。

設計で用いる内部摩擦角や粘着力 cは現場試料を

力学的試験及び物理的試験により求める。表-5 は

三軸圧縮試験の数値を用いた不飽和土斜面の安全

率と飽和土斜面の安全率である。 
式(1)は，無限斜面の飽和土の安全率 Fs を示す。 

Fs =
γsub
γsat

∙ tanϕtanα
･････････(1) 

 

：土の内部摩擦角(°) 
α：斜面勾配(°) 
γsub 土の水中単位体積重量 

γsat：土の飽和単位体積重量 
 
表-4 を基に計算した各現場の安全率を表-5 に示

す。全ての現場において安全側の値を示している。

しかしながら，安全率が十分であっても崩壊が起

きた。崩壊が発生した原因として，異常な降雨量

とかなりの風化進行が考えられる。これは，表-1
の密度比較表からも言える。坂町小屋浦は岩盤崩

壊で表層も薄く，長期に渡り岩盤亀裂部に雨水が

浸透し深い所まで亀裂に沿った風化が進行してい

たと考えられる。また過去に取り付けられた防災 
 

表-4 内部摩擦力と粘着力の比較表 

内部摩擦角 粘着力
φ(°） ｃ（kN/㎡）

庄原上部　撹乱飽和 29 14
庄原上部　撹乱不飽和 26 27

庄原上部　不撹乱飽和 18.5 26
庄原下部　撹乱飽和 26 18

庄原下部　撹乱不飽和 27.5 12
庄原下部　不撹乱飽和 17.5 30

坂町小屋浦上部　撹乱飽和 35 1
坂町小屋浦上部　撹乱不飽和 32.5 0
坂町小屋浦上部　不撹乱飽和 31 0
坂町小屋浦下部　撹乱飽和 38 5

現場名称
三軸圧縮試験

 
 

表-5 各現場における安全率

現場名称 安全率Fs
庄原上　撹乱飽和 1.73

庄原上　撹乱不飽和 6.52
庄原上　不撹乱飽和 1.21
庄原下　撹乱飽和 1.57

庄原下　撹乱不飽和 6.69
庄原下　不撹乱飽和 1.16

坂町小屋浦上　撹乱飽和 1.56
坂町小屋浦上　撹乱不飽和 1.02
坂町小屋浦上　不撹乱飽和 1.40
坂町小屋浦下　撹乱飽和 1.69  

ネットのアンカーが残っていたが，これは以前か

ら崩壊しやすい脆い岩質であったと考えられる。 
 
８．斜面安定施工における防災対策 
(1) 土構造物は降雨等の水による崩壊が多い。斜面

上部（法肩），斜面下部（法尻）に排水路，雨水

舛を設ける。また，施工した斜面表面には排水

パイプを各高さに数ヶ所設ける。パイプ口が草

類で詰まらないよう管理や排水パイプの裏めに

砕石による集水部を設けるなど排水を十分行う

事を考慮する必要がある。 
(2) アンカーによる安定施工として，急傾斜地で地

山の基岩に強度があれば，アースアンカーで表

層部鉄筋コンクリート井桁を打ち止める。また

排水パイプも施工する。 
(3) 地盤の不安定な斜面の施工として，シルト質等

で地滑り防止を考慮する場合では，斜面下部（

法尻）に鋼矢板（シートパイル）を砂礫層まで

打ち，地滑りに対し抑止工を施工する。また，

斜面内に数ヶ所に集水層及び集水井戸を設け排

水し，地下水位を低下させるために抑制工を施

工する。 
(4) 基岩の強度の確保として，近年，岩盤の深層崩

壊が課題となっている。長期間の地殻変動，今

日の降雨強度の上昇等が考えられる。今後，岩

盤深層部の強度を考慮して，斜面の安定設計，

施工をしていく必要がある。 
 
９．まとめ 

本研究では2010年3月,7月の集中豪雨災害から

庄原市川北町篠堂地区斜面崩壊と，坂町小屋浦

地区岩盤斜面の調査と室内土質試験から次の事

柄が得られた。 
(1) 庄原市表層斜面崩壊土は，細粒分の多い強風化

まさ土であること，またシルト分が多く風化が

進行していると見られる。 
(2) 坂町小屋浦岩盤崩壊調査で岩盤が物理的,化学

的,地質学的に強風化が見られると同時に深層に

風化進行が見られた。岩盤中の亀裂に残る細粒

土の雨水浸透が崩壊原因と見られる。 
(3) 近年の異常な降雨により，安全率が十分であ

っても崩壊が起きることがあると思われる。 

(4) 斜面施工には，斜面内外の排水の管理を十分行

う必要がある。 
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８．ＴＳ（トータルステーション）を用いた 

出来形管理技術の舗装工事への適用について 

 

 
 

国土交通省関東地方整備局関東技術事務所 古川 伸一 
 
 

１．はじめに 

ＩＣＴ技術を建設工事に活用する「情報化施工」

は，施工の生産性の向上・品質確保・安全性向上

等を図る有効な技術として期待され，各工種にお

いて開発・整備が進められている。 
関東技術事務所では，舗装工事において品質の

確保・安全性の向上・作業時間の短縮・作業の効

率化等の多くの効果が見込まれる「トータルステ

ーション（ＴＳ）を用いた出来形管理技術」の適

用について，管内において試行工事を実施し，妥

当性及び効果について検証を行い，「施工管理デー

タを搭載したトータルステーション（ＴＳ）を用

いた出来形管理要領（案）」を作成した。 
 

２．検討経緯 

関東技術事務所では，情報化施工推進戦略が策

定される前から全国に先駆けて，情報化施工技術

の一つである「施工管理データを搭載したトータ

ルステーション(ＴＳ)による出来形管理」を舗装工

事に適用を図るための現場実証及び管理要領（案）

策定等を以下のとおり実施してきた。またその内

容について，「舗装の情報化施工検討委員会」（委

員長：建山和由 立命館大学教授）※を開催し，審

議いただいた。 
○平成１９年度 

 ・プリズム方式ＴＳを用いた新設舗装工事の出来
形管理の現場実証（新設舗装工事：７現場） 

・検証項目：プリズム方式ＴＳの新設舗装工事の
幅・高さ・層厚管理への適用性 

○平成２０年度 
・ノンプリズム方式ＴＳを用いた舗装修繕工事の
出来形管理の現場実証（舗装修繕工事：３現場） 

・検証項目：舗装修繕工事への適用性検証，必要
機能の確認 

○平成２１年度 
・平成２１年８月「施工管理データを搭載したト

ータルステーション（ＴＳ）を用いた出来形管

理要領（案）舗装工事編 関東地方整備局」1)

を策定  

・ＴＳを用いた舗装工の出来形管理の現場実証 
（舗装修繕工事：２現場 新設舗装工事：５現場） 
・検証項目：舗装修繕工事への適用性，効果等の
検証 
平成２２年度には，要領（案）の適用対象工種

の拡大を目指し，試行工事（６現場）において，

舗装工，縁石工及び排水構造物工の出来形管理に

ついて，適用性の確認及び管理要領（案）の妥当

性検証を行い，縁石工及び排水構造物工まで含ん

だ出来形管理要領（案）の改訂を行った。 
 
３．調査概要  

3.1 出来形管理用ＴＳの概要 

出来形管理用ＴＳとは，測量器（ＴＳ）とＴＳ

に接続または内蔵された情報機器に搭載されたソ

フトウエアにより，現場での出来形計測と出来形

の良否判定を同時に行なうものである。従来は，

水糸，巻尺，レベル等の方法を用いて計測してい

た計測項目について，計測点の３次元座標値から

基準高，幅，厚さ，延長を算出する。 
 

 

図-1 現行手法とＴＳ手法の出来形算出方法の違い 

 
ＴＳの計測方法は２つの方式があり，計測点に

反射プリズムを設置し計測するプリズム方式と，

レーザー光で直接計測点を計測するノンプリズム

方式がある。 



 

 

図-2 プリズム方式 

 

図-3 ノンプリズム方式 

 

ノンプリズム方式では，歩道等にＴＳを設置し

てレーザ光にて路面の高さを計測可能であり，本

線に立ち入ることなく工事測量や出来形管理が可

能である。そのため，工事測量に伴う車線規制の

省略や，施工中の出来形計測の際に重機に近接し

ての作業が不要となり安全性が向上する等のメリ

ットもある。しかし，舗装工事における出来形管

理では，凸凹である舗装面を計測することから，

測距光の反射が不均一となり，計測精度が低下す

る場合があるため，プリズム方式と比べ現場条件

に対する影響が大きく事前確認等を必要としてい

る。 
 

3.2 試行工事実施内容 

出来形管理用ＴＳを用いた出来形管理の試行工

事を関東地方整備局管内の６現場において，プリ

ズム方式，ノンプリズム方式のそれぞれについて

実施した。 
ＴＳによる出来形管理（以下「ＴＳ手法」とい

う。）と現行の出来形管理（以下「現行手法」とい

う。）との２重管理にて実施し，その作業性や安全

性，出来形計測結果を比較することによりＴＳの

導入効果・適用性を検証した。なお，試行工事の

実施にあたり，出来形管理用ＴＳの用途拡大が目

的であることから，縁石工及び排水構造物工のみ

ではなく，実施工にあわせ舗装工も含め，下記内

容について実施・検証を行った。 
（１）縁石工・排水構造物工への出来形管理への

ＴＳの適応性検証 
現行手法（レベル・メジャによる出来形計測）

とＴＳ手法による出来形計測結果の比較により，

ＴＳの縁石工・排水構造物工への適用性を，計測

精度の観点から検証した。 
（２）ＴＳ出来形管理の実施方法，手順の確認 
平成２１年度に策定した，舗装工のみの要領

（案）【舗装工事編】に，縁石工・排水構造物工の

出来形管理要領を追記したもの（以下，要領(案)(追
記版)と記載）について，試行工事で運用し，記載

された手順等についての妥当性検証を行った。 
（３）出来形管理用ＴＳの導入効果の検証 
現行の「出来形管理要領（案）舗装工事編」を

用いた出来形管理作業を行う上で，現場で生じて

いる問題点を作業手順毎に抽出した。 
次に，個々の問題点について，出来形管理用Ｔ

Ｓを活用することによる４つの解決策を下表のと

おり提案した。以下の４つの解決策を実際に試行

工事にて実施し，その効果を検証した。 
○出来形計測作業 
 出来形管理用ＴＳを用い，出来形計測点を自動

的に視準・計測し，作業効率を向上させる。 
○出来形管理資料作成 
出来形管理用ＴＳで記録される出来形計測デー

タを用いて出来形管理資料作成作業を自動化し，

内業の労力を軽減する。 
○丁張り設置作業 
出来形管理用ＴＳと，入力した基本設計データ

を用いて丁張り・水糸設置を行い，準備計算を省

略する。また出来形管理用ＴＳのレーザポインタ

にて丁張り設置位置を現地に位置だしする手法で，

丁張り設置作業の迅速化を実現する。 
○道路工事完成平面図の作成 
出来形管理用ＴＳで計測した縁石・排水構造物

の出来形計測データは道路台帳付図に記載する地

物の平面位置座標としてそのまま利用することで，

別途完成平面図作成のための測量作業を省略する。

また，施工者が出来形管理用ＴＳを用いて，道路

台帳付図を施工業者による作成を実現する。 
 

４．調査結果  

（１）縁石工・排水構造物工への出来形管理への

ＴＳの適応性検証 
新たにＴＳを適用する縁石工・道路付属物工につ

いて，下図に示すようにＴＳおよびレベル・メジ



ャにより基準高・延長の出来形計測を行い，両計

測結果の比較により，ＴＳの計測精度を確認した。

なお，測定には国土地理院登録の２級Ａトータル

ステーション，３級レベル，JIS1 級メジャを用い

た。 

 
 

 
図-4 ＴＳ手法と現行手法による出来形計測値の比較 

 
計測結果の比較結果を下図に示す。道路付属物

（縁石・縦断管）の基準高については，両者の差

最大 2mm 程度であった。また道路付属物（縦断

管）の延長については，現行手法とＴＳ手法の計

測値の差は１％未満であった。 
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図-5 レベル測定値に対するＴＳ測定値の誤差  

 

 

 

 

表-2 メジャ測定値に対するＴＳ測定値の誤差 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
以上より，ＴＳ手法と現行手法による出来形計

測結果は基準高・延長ともに合致しているため，

ＴＳを縁石工・排水構造物工の出来形管理に適用

することは可能である。 
（２）ＴＳ出来形管理の実施方法，手順の確認 
○ノンプリズム方式の縁石工・排水構造物工への 

適用性確認結果 

要領(案)(追記版)に記載した内容にて試行工事

を実施したが，段差のある縁石工・排水構造物工

の計測には，レーザー光が段差部の測定点をピン

ポイントで認識できず，ノンプリズム方式による

出来形計測が困難であることが判明した。この結

果より縁石工や排水構造物工にはプリズム方式を

用いる事を要領に記載した。 

○ノンプリズム方式の舗装工への適用性確認結果 

 ノンプリズム方式では，凸凹のある舗装面に対

しレーザー光をあて計測することから，計測精度

において現場条件に対する影響がプリズム方式と

比べ大きい。 

○出来形管理用ＴＳに追加すべき機能の有無の    

確認 

縁石工・排水構造物工の出来形を計測するに当

たり，出来形管理用ＴＳに舗装工の機能に対し，

追加が必要な機能を試行工事で確認した結果，舗

装工の出来形管理と同じ機能で縁石・排水構造物

工の出来形管理も実施可能であることが確認でき

た。ただし，縁石・排水構造物工の出来形計測の

作業性を向上させるためには，プリズム自動視準

機能が有効であることが確認されたため，実装を

推奨する機能として要領（案）解説編に追記した。 

 ＴＳによる植栽縁石の延長測定結果

縁石延長（ｍ）

設計値
（No.9+20～No.10）

173.500

メジャによる測定値 173.550

ＴＳによる測定値 173.531

TSとメジャーの差 -0.019

誤差（％） 0.01

ＴＳによる縦断管の延長測定結果

縦断管延長（ｍ）
設計値
No.226+19.8～

107.000

メジャによる測定値 107.015
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誤差（％） 0.02
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また施工者より，縁石工・道路付属物工の出来

形計測点のコントロールポイントの配置がわかり

にくいとの意見が寄せられたため，縁石工・道路

付属物工の出来形計測点の配置についての解説を

要領（案）に追記した。 

（３）出来形管理用ＴＳの導入効果の検証 
試行工事において，出来形管理用ＴＳを用いた

工事測量，基本設計データの作成（舗装計画図の

作成），出来形計測，出来形管理帳票の作成，丁張

り設置，道路工事完成平面図作成のための測量作

業を実施し，出来形計測作業の作業性，安全性，

計測精度について検証した。 
試行工事で検証した結果の概要を以下に示す。

実証された導入効果は，「ＴＳの導入メリット」と

して要領（案）解説編に記載した。 
○出来形管理（外業）の効率化 
・出来形計測にプリズム方式（自動追尾）の採用

により計測が簡易になることから，作業時間，

工数が約５０％低減した。（区間延長 120～145

ｍの試行工事３現場での実績による） 

○出来形管理（内業）の効率化 
・出来形管理用ＴＳから出力される出来形計測デ

ータを用いた帳票作成時の手入力作業の省略，

ソフトウェアによる帳票作成の自動化により，

内業にかかる労力が約４０％低減した。 

○工事測量作業の効率化・安全性向上 
・縁石等の計測には，プリズム方式（自動追尾）

を用いることにより，プリズムの視準が不要と

なり作業時間が約２０％向上した。 

○丁張り設置作業の効率化 
・出来形管理用ＴＳを縁石等の丁張り設置に適用

が可能である。 

・基本設計データをそのまま使って丁張りが出来

るので，準備計算が不要になり，丁張り設置に

おける内業の作業効率が約１０％程度向上した

が，外業作業は位置出し以降の作業は，同じで

あることから現行手法とほぼ同等である。 

○道路工事完成平面図作成作業の効率化 
・出来形管理用ＴＳを道路工事完成平面図作成の

測量に適用が可能。また習熟度によっては，請

負業者直営にて平面図の作成が可能となる。 

○出来形計測作業の安全性向上 
・ノンプリズム方式では，車道上での作業が無い

ため，現行手法と比較して作業の安全性が非常

に高く，特に通行量の多い都市部の現場におい

て大きな安全性の向上が期待できる。 

 
５．まとめ 
試行工事にてＴＳを用いて出来形管理を実施し

た結果，舗装工事に付随する縁石工及び排水構造

物工に対し適用が可能であることが実証できた。

また，出来形計測作業の効率も，現場条件により

差は生じるがある程度の効率向上を図ることがで

きた。なお，更なる適用拡大策として，丁張り設

置作業時の使用や工事完成平面図の作成作業への

適用も試行工事内で検証し，適用可能であった。 
上記の結果より，「施工管理データを搭載したトー

タルステーション（ＴＳ）を用いた出来形管理要

領（案）」（舗装工事編）」を，要領本編及び解説編

としてとりまとめた。なお，要領（案）の内容の

妥当性については，「舗装の情報化施工検討委員

会」にてご審議でいただいた。 
なお，ノンプリズム方式については，更なる精

度検証が必要であることから，上記出来形管理要

領（案）は，プリズム方式のみについての記載と

した。 
 

６．今後の計画 
 「施工管理データを搭載したトータルステーシ

ョン（ＴＳ）を用いた出来形管理要領（案）舗装

工事編」は，平成２３年度内に公表を行うため現

在検討中である。また，国土技術政策総合研究所

より，出来形管理用ＴＳの必要な機能を規定した

「出来形管理用トータルステーション 機能要求

仕様書（案）（舗装工事編）」及び左記機能要求仕

様書に対応したＴＳと基本設計データ・帳票作成

ソフトとの間で交換されるデータの形式等を規定

した「ＴＳによる出来形管理に用いる施工管理デ

ータ交換標準（案）」についても公表を行うため現

在検討中である。 
 これらの要領類が公表されることで，メーカー

等による出来形管理用ＴＳの開発及び販売の促進

が期待される。それにより施工者が機器を調達で

きる環境が整い，直轄工事への本格導入が進むこ

とで，舗装工事の施工管理等の合理化に寄与する

ことができるものと考えられる。 
 建設工事の合理化に役立つ情報化施工技術につ

いて，今後も関東技術事務所として現場への導

入・実用化に向け取り組みを進めていきたいと考

える。 
 
※「舗装の情報化施工検討委員会」：舗装工事に情報化技術

を適用し，施工管理等の効率化，品質の確保を目的に関

東地方整備局で設立している。 
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９．ＩＣＴ技術を利用した盛土の品質管理 

 システムにおける活用方法について 
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１．はじめに 

  
ICT を建設施工に利用して施工を行う情

報化施工は，施工品質の向上や熟練度に左

右されない均質で高品質な施工が行うこと

ができることから，一部技術は現場にて実

用段階にある． 

 国土交通省では「トータルステーション

(TS)による出来形管理技術」及び「マシン

コントロール(MC)（モータグレーダ）技術」

を H25 に 一 般 化 と し て ， 本 報 告 を 行 う

「TS/GNSS による締固め管理技術」を含む３

技術を早期実現化として，公共事業におい

て積極的に一般化・実用化を推進している
1)． 

本報告は盛土締固め管理技術につい て

ICT を利用して品質管理，維持管理における

活用方法の検討の報告である． 

 

２．盛土の締固め管理技術による情報化施

工の現況 

 

 現在の盛土の締固め管理は，実施工にて

締固めた施工面積に応じて測定箇所数を決

定し，砂置換法もしくはRI法で，その測定

箇所の土の密度や含水比などを測定してい

た．これは実際に締固めた土の物性を直接

測定する品質管理方式であるが施工面にお

いて点的な管理しか行えないものであった． 
 ICTを利用することによりTS，GNSSを用

いて取得する締固め機械の走行軌跡の座標

データをもとに，走行履歴管理を行い，締

固め回数について施工面の全体を把握する．

（図 -1）これは直接測定を行わず締固め回

数管理を行い，品質を確保する工法規定方

式である．これにより，施工面全体に面点

に管理することができ，全体的に均質な品

質を確保することができる．  

 

 
 

 
図-1 TS/GNSSによる締固め管理技術概要図 

 
 一方，締固め回数や走行履歴等の施工デ

ータは，標準化されたデータフォーマット

（以下，「データ交換標準」という．）が整

備されておらず，各施工業者が独自システ

ム，独自フォーマットで，データを利用し

ている．オペレータが，自身の施工状況を

視覚的に確認するために用いるだけであれ

ば問題は無いが，発注者にて監督・検査及

び今後の維持管理において施工データを活

用するためには，データ交換標準の整備が

不可欠である．（図 -2）  
そこで，施工データの活用を目的とした

データ交換標準（案）の検討，データ活用

方法の検討を行うものである．（図 -3）  
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ルタイムに締固め回数を確認可能
・走行履歴データ等の施工データが
記録可能



 

 

図-2 データ交換標準がある状況 

 

図-3 データ交換標準がある状況 

 

３．データ交換標準（案）の検討 

 
 盛土の締固め施工データの活用を目的と

して，受発注者間でのデータ交換時の共通

ルールであるファイル形式，データの構造，

属性，型などの標準フォーマット等を規定

したデータ交換標準 (案 )を検討した．  
 

3.1 データ交換標準（案）の適用範囲  

 データ交換標準（案）の適用対象範囲と

しては，監督・検査及び維持管理に活用を

行うこと，既に施工業者，メーカ等が独自

のシステムを開発していること，現行の盛

土締固め施工管理要領である「TS・GPSを
用いた盛り土の締固め情報化施工管理要領

（案）」 2)により施工データは検査時に発注

者に提出することから，施工者から発注者

への提出段階における施工データの標準化

を適用範囲とした． (図 -4) 

 
  図-4 データ交換標準(案)の適用範囲 

 
3.2 データ交換標準（案）の検討方針 

 データ交換標準の（案）の検討方針とし

て，現行の関連基準類 1)3)4 )，施工業者・メ

ーカ等によって開発・利用されている既存

フォーマット等に留意し，特定システムに

依存しないデータフォーマットであるとと

もに各社からのデータ交換を容易し汎用性

の高いものとした．  
また，今後の監督・要領の改訂，維持管理

の高度化に伴い活用可能なように拡張性が

高いフォーマット構造とした．  
  
3.3 データ交換標準（案）の作成 

(1)データ要素の検討  
独 立 行 政 法 人 土 木 研 究 所 で は ISO 

151435)(表 -1)で規定する情報モデル (クラス

図 )に基づき，施工業者の使用するシステム

の調査結果等からデータ辞書素案を作成し

ている．また，関東地方整備局において盛

土締固め情報化施工における監督・検査に

必要となるデータ項目について検討してい

る．これらのデータ要素に加えて監督職員

へのヒアリング等を行った．これらのこと

から各社システムが対応可能であり監督・

検査において必要なデータ要素について抽

出・整理を行った．     
 

表-1 ISO 15143について 

  
 
(2)クラス図 データ辞書の作成  
 抽出・整理したデータ要素を ISO15143に
準拠してクラス図，データ辞書を作成した． 
(3)スキーマの作成  

上記で検討したクラス図，データ辞書を

基に，スキーマ設計を行った．  
スキーマ言語としては，DTD (Document 

Type Definition)，XML Schema 等があり，

データ量が多くなるという欠点があるが，

各システムが対応しやすい（汎用性が高い），

受注者

監督・検査に活用

データ交換標準
(案)の適用範囲 発注者建設機械

施工データの
入力

建設機械から
のデータ出力

施工管理ソフト
による確認

発注者への
データ提出

施工業
者 発注者

Ａ社システム
施工データ

Ｂ社システム
施工データ

Ｃ社システム
施工データ

※各社が独自シス
テムのため発注者
が利活用できない

データ交換標準がない（現状）

施工業
者 発注者

※統一されたフォー
マットでの施工データ
のため発注者が利活
用が可能となる

データ交換標準がある状況

施工データ

データ交換標準(案)

ISO15143 とは  
 土工機械，道路工事機械を対象に，建設現

場作業における電子交換に関する基本的

なルールを定めた国際標準  
名称：Earth-moving machinery and mobile  

road construction machinery Worksite 
data exchange –  

概要：施工現場のデータ交換の環境構築を容

易にするために，明確なデータ定義手段と

して不可欠なデータ辞書とスキーマを提

供  



システム構造の変更が簡易である（拡張性

が高い）XML Schema を採用した．  
なお，先行するデータ交換標準である「TS

による出来形管理に用いる施工管理データ

交換標準（案）」6 )は XML Schema が採用さ

れている．  
  
４．データの活用方法の検討 

 

4.1 ビューワソフトの作成 

 データ交換標準 (案 )の検証及び，施工デー

タ活用方法の可能性の検討を目的として，

標準フォーマットデータの可視化・確認す

るためのビューワソフトを作成した．デー

タ交換標準 (案）は今後，様々な検証・確認

を行い修正する事が考えられるため，ビュ

ーワソフトは現行基準により出力が必要な

盛土管理図，走行軌跡図，締固回数分布図

を表示・出力できる最低限の機能を保有し

たプロトタイプソフトとした．  
 

4.2 実証試験による確認 

実際に施工を行った施工データによりデ

ータ交換標準 (案 )の確認を行った．  
 施工者のシステムで出力した盛土管理図，

走行軌跡図，締固回数分布図と，作成した

ビューワソフトで出力した各図 (図 -5)を比

較により確認を行った．盛土管理図におい

て表示上一部対応ができていない部分があ

ったが，データの内容上についても問題が

なくデータ交換が実施できている事が確認

できた．なお，盛土管理図の対応できてい

ない部分については対応を行った． 7)  
 

4.3 ビューワソフトによる活用方法の検

討 

(1)監督・検査時の活用方法の検討  
 施工データの監督・検査時における活用

方法の可能性について検討を行った．  
 施工データの可視化が確認されたことか

ら，今までは施工業者からの図を確認し監

督・検査を行ってきたが，監督職員が直接

施工データを確認できることにより，確実

に品質管理を確認できる．  
 また，巻き出し厚さ（層厚），土量のデー

タ要素を加えることにより，施工土量の出

来高管理も可能となり，より高度な監督・

検査が可能になると考えられる．  
(2)維持管理時の活用方法の検討  
 施工データの維持管理における活用方法

の可能性について検討を行った．  
 

 

 
 

 
 

 
    図-5 ビューワソフトの出力図 

 
 各層について施工データから可視化が確

認できることから，各層を積み重ねること

により３次元での可視化が可能であるかの

検討を行った．  
各締固め機械の位置情報（Ｘ，Ｙ，Ｚ），

転圧回数，土質材質の項目は既にデータ要

素に含まれていること，データ交換標準は

１ファイルに１つの土質を記述する仕様と

なっていることから，ビューワソフトの改

良で３次元の可視化が可能であることが確

認できた． (図 -6) (図 -7) 

盛 土 管 理 図 （ビューワソフト） 

走 行 軌 跡 図 （ビューワソフト） 

締 固 め回 数 分 布 図 （ビューワソフト） 



3次元表示により維持管理時において盛

土の破損時にどの部分にどの土質材料が使

用されているか，締固め度はどの程度かが

確認が可能となり迅速な原因究明及び復旧

の活用が可能となる．  
また，位置情報（Ｘ，Ｙ，Ｚ）により各

層の高さが把握できることから，任意断面

での盛土の沈下量を経年的に把握する際の

基礎データとしての活用が考えられる．(図
-8)  

 

 
図-6 施工データの3次元化イメージ 

 

 
図-7 土質毎に作成されるデータ交換標準 

 

 
図-8 施工データの3次元表示の出力イメージ 

 

５．まとめ 

 
 ICT を利用した盛土の締固め技術につい

て，施工にとどまらず，監督・検査，今後

の維持管理における活用方法の可能性につ

いて検討を行った．  
現行の基準等及び各社システム対応が可

能なデータ交換標準 (案 )を検討し，そのデー

タ交換標準 (案 )に準拠した施工データが 3
次元の表示が可能であること，さらにデー

タ要素を加えることにより，高度な維持管

理ができる可能性があることを確認した．  
今後は施工データを最大限利用した監

督・検査手法及び維持管理手法を確立する

ことにより，さらなる施工品質の向上，維

持管理の高度化が可能と考えられる．  
また，盛土締固め技術にだけでなく先行

してデータ交換標準 (案 )を公表している「ト

ータルステーション (TS)による出来形管理

技術」や，「マシンコントロール (MC)，マ

シンガイダンス (MG)技術」及び関係業団体

規格である JCMAS G007（Eagle JCMA）8）

等とのデータ交換標準に連携によりさらな

る活用の幅が広がると考える．  
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2次元データ

A土質の施工データ

施工現場全体の施工データ

指定断面で切断

切断面の状況を確認可能

3次元データ

B土質の施工データ

3次元施工データ

 各ブロック毎に位置（X,Y,Z），
転圧回数，土質材料の情報
が入力されている．



 

１０．転圧折り返し点指示機能を搭載した 

「GNSS 転圧管理システム」の開発 
 
 

鹿島道路株式会社 ○ 大竹 元志 

株式会社トライテック 梶原 泰樹 
 
 
１．はじめに 

近年、コンピュータの小型高性能化や無線通信

技術、GNSS（全地球航法衛星システム）など位置

特定技術の発展など目を見張るものがある。これ

ら技術は様々な分野で有効に活用されている。 
道路建設業界においても、高効率・高精度・電

子データ化など様々なメリットのあるこれら技術

を、情報化施工や各種センサなどに応用し普及を

進めている。中でも情報化施工「TS による出来形

管理技術」、「マシンコントロール（モータグレー

ダ）技術」の導入は高い効果が認められ、急速に

普及している。それ以外にも、「TS/GNSS による

締固め管理技術」、「マシンコントロール（ブルド

ーザ）技術」、「マシンガイダンス技術」などの技

術が、実用化に向けて有効性の検討が進められて

いる。 
「TS/GNSS による締固め管理技術」とは、TS（自

動追尾式トータルステーション）や GNSS を用い

て締固め機械の位置情報をリアルタイムに取得し、

車載 PC に記録することで、舗装体の品質を締固

め回数で面的管理する手法であり、舗装品質の均

一化を図るシステムである。 
本報では、独自機能である「転圧折り返し点を

指示する」機能（以下「転圧回数ガイド機能」）を

盛り込んだ転圧管理システムを開発したので紹介

する。また、当転圧管理システムを社内工事に適

用したので、その結果を報告する。 
 

２．締固め管理とは 

 通常、締固め管理は転圧回数で管理しているが、

平坦性を確保する観点から単に所定の回数以上の

転圧をすれば良いということではなく、均一でム

ラのない転圧作業が要求される。ローラの転圧作

業は、ある一定の区間で前後進を繰り返しながら

施工幅員分だけレーン移動し、徐々に次の区間に

移動していく。この作業を繰り返しながら、所定

の回数まで転圧を行っていく（図‐１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 転圧折り返し点が同じ箇所に集中するとその箇

所だけ過転圧となり、転圧面が変形し平坦性を確

保できなくなる。そのため、折り返し点をレーン

毎にズラさなければならず、オペレータは目標物

を決めそれを目印に折り返し点を決めていく。つ

まり、転圧作業は折り返し点を分散させ、レーン

移動と前後進を繰り返して、均一なパターンを描

かなければならない。 

 しかし、幅員の広い道路や空港のような広い現

場や、転圧回数の多い現場においては、オペレー

タの力量に左右される上に、転圧ムラの少ない施

工を実施することが困難である。 

 
３．転圧管理システム 

転圧管理システムとは、TS や GNSS を用いてロ

ーラの座標位置情報を取得し、ローラの軌跡や転

圧回数を車載 PC に色分けして表示するシステム

である。 

転圧作業は折り返し点を分散させるために均一

なパターンを描きながら、あらかじめ決められた

転圧回数で転圧する必要がある。従来では、この

作業をオペレータ自身が目見当で折り返し点を設

定し、転圧回数を数えながら行っており、転圧内

面の転圧ムラが発生する原因の一つとなっていた。 

転圧管理システムでは、PC 画面上でリアルタイ

ムに転圧状況を確認できるため、オペレータの作

業負担や転圧ムラの軽減が期待できる。 

 

施工幅員 

折り返し点 

図‐１ 転圧作業イメージ図 



４．開発背景 

現在、新技術提供システム（NETIS）に登録さ

れた転圧管理システムが各社から提供されている。

しかし、このような転圧管理システムは、導入コ

ストが高く、必ずしも社内現場で求められる仕様

に整合したものではない。 
 このような状況を踏まえ、独自のソフトウェア

を自社開発することと NAVCOM 社の GNSS 受信

機を採用することにより、システムの導入コスト

を安く抑え、さらに、現場の使い勝手と施主が求

める仕様を考慮した転圧管理システムを完成させ

た。独自のソフトウェアを採用することで、今後

の動向や現場の状況に応じ、機能の追加や仕様の

変更など柔軟に対応できるメリットがある。 
また、均一な品質確保に着目し、折り返し点を

分散させるための補助機能として転圧回数ガイド

機能を盛り込んだ。 
 
５．当転圧管理システムの概要 

5.1 転圧管理システムの特徴 

当転圧管理システムの特徴を以下に挙げる。 
○ 転圧状況をリアルタイムに把握することが

でき、踏み残しや過転圧を解消し、品質確

保や効率的な転圧が可能である。 
○ オペレータ自身が転圧回数を数える必要が

なくなり、オペレータの作業負担が軽減さ

れる。 
○ 転圧記録は、事務所に電子データとして持

ち帰り、パソコンで保存・管理することが

可能である。 
 
また、当システムは様々な衛星測位方式に対応

しており、現場に応じた使いわけが可能である。 
【RTK-GNSS（干渉測位方式）】 
現場内の既知点上に据えられた基地局から補正

データを受信することで、高精度な位置座標デー

タの取得が可能である（誤差±15mm）。RTK-GNSS
のシステム構成を図‐２に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【VRS-RTK（仮想基準点方式）】 
VRS-RTK は、RTK-GNSS のように基地局を必要

とはせずに高精度な測位を可能にしたシステムで

ある。通信端末を用いて、移動局で取得した位置

情報を配信局に送信し、配信局は送られてきたデ

ータと電子基準点データを元に移動局付近に仮想

基準点（仮想の基地局）を構築する。これによっ

て、あたかも近くに基地局があるかのように補正

データを取得するシステムである。このように基

地局を設置する必要がないため現場装置を簡略化

することができる上に、RTK-GNSS と同等の精度

を得ることが可能である。概念図を図‐３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.2 機器構成 

当システムでは、主に RTK-GNSS と VRS-RTK
の衛星測位システムを用いた転圧管理システムを

採用している。機器構成を写真‐１、２に示す。 
RTK-GNSS 機器構成として、移動局（ローラ）

は、転圧状況を表示・記録するための車載 PC、受

信装置（基地局からの補正データを受信するため

の無線受信機、GNSS 受信機、GNSS アンテナ）、

基地局は補正データを送信する無線送信機、GNSS
アンテナで構成される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-１ RTK-GNSS の機器構成 

 移動局（左上）、基地局（右上） 図‐２ RTK-GNSS システム構成 

図‐３ VRS-RTK 概念図 
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対して、VRS-RTK では移動局単独となり、無線

受信機の代わりに仮想基準点補正データを受信す

るための通信端末が組み込まれる。 
 車載 PC 表示画面を写真‐３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3 転圧回数ガイド機能 

当転圧管理システムの独自機能として、転圧回

数ガイド機能を盛り込んだ。転圧回数ガイド機能

とは、転圧移動距離を管理することで、転圧回数

の均一化を図り、転圧内面の転圧ムラを少なくす

るためのシステムである。 
 均一な転圧パターンを得るために、あらかじめ

決められた転圧作業区域内の転圧折り返し地点を

表示し、警告音で知らせるという機能である。 
 転圧回数ガイド機能の基本的な考えとしては、

ローラは１車線を１往復だけ走行することとし、

車線変更のたびに転圧面を進行方向に⊿L、横方

向にレーン１つ分だけシフトさせていき、平行四

辺形の転圧エリアを形成していく。この平行四辺

形を巧みに重ねるように転圧作業を進めていき、

規定の転圧回数を得るものである（図‐４）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図‐５は平行四辺形の均一な転圧エリアを重ね

ていったものである。①では地点 a から地点 d ま

でを転圧し平行四辺形を形成している。②で地点

b から地点 e まで転圧することで、転圧区域が重

なる△bcd が 4 回転圧されたことになる。同様に、

③では地点 c から地点 f までを転圧することで△

cde が 4 回転圧されたことになる。このように転

圧パターンを順々に繰り返し行うことで、転圧折

り返し点を分散させ、あらかじめ決められた転圧

回数を確保していく。 
このシステムの導入により、転圧ムラが少なく

なり、転圧品質がオペレータの力量に左右されに

くくなる。しかし、ローラマークを消すことが目

的だったり、他の重機や人が邪魔になって進めな

いなど、パターン通りの軌道をとることができな

いため、臨機応変な対応が求められる。これらの

点が今後の改善課題である。 

写真‐３ 車載 PC 転圧回数表示画面 

図‐４ 転圧エリアの形成 

図‐５ 三つの転圧区域の重なり 

写真-２ VRS-RTK の機器構成 
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６．施工現場の紹介 

 当転圧管理システムを実際の社内現場へ導入し

たので紹介する。写真‐４は貯水池フェーシング

工事に RTK-GNSS を用いた際のものである。 

期待通りの位置座標精度で、問題なく使用でき

ることを確認した。また、長期間に渡り使用した

が、目的別転圧データの取り扱いや、ソフトウェ

ア上のデータ管理も良好であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真‐５は高速道路のジャンクション部の工事

に VRS-RTK を用いた際のものである。VRS-RTK
では、基地局を日々設置する手間がなくなるので、

現地での段取作業が簡略化された。通信センタと

のデータ通信も途切れる事なく、終始安定して施

工できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．問題点 

写真‐６の○印部分では橋下の転圧（写真‐７）

のため、GNSS 電波が遮断されうまく届かず、実

際の軌道の転圧記録をとることができなかった。

衛星測位システムを使用している以上は避けるこ

とができない問題であり、現場で使用する際には

天空の開けた場所であるか注意することが不可欠

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．おわりに 

本報では、独自開発した転圧折り返し点を指示

する機能「転圧回数ガイド機能」を盛り込んだ転

圧管理システムの紹介を行ってきた。今回、現場

での当転圧管理システムの運用を行い、担当者の

意見をもとに、機器の調整やソフトウェアの改善

など操作性の向上を図ってきた。それにより、よ

り現場での使い勝手を考慮したものになったと確

信している。今後も、情報化施工技術の動向や現

場の状況に応じ、機能の追加や仕様の変更など柔

軟に対応していく考えである。 
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１１．路床・路盤整正機へのＩＣＴ施工技術の適用 

路盤整正への適用事例 
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１．はじめに 

路床・路盤の仕上げ整正には，ブルドー

ザやモータグレーダを用いるのが一般的で

ある。それらの運転作業には，熟練オペレ

ータを必要とするが，高齢化による熟練オ

ペレータの減少など，いくつかの課題があ

る。また，建設事業においては，①作業安

全性の確保，②作業効率の向上によるコス

ト縮減，③技術の高度化による品質向上，

などが求められるが，近年は，さらに，環

境負荷低減への要求が一層高まる傾向にあ

り，舗装技術へのニーズも多種多様化して

いると言える。 

それら背景を踏まえ，路床・路盤の仕上

げ整正の施工技術に着目し，モータグレー

ダやブルドーザを用いる従来工法と比較し

て，高度な技術を有する熟練オペレータを

必要とせずに仕上げ整正が容易な路床・路

盤整正機（以下，地盤整正機）の適用を考

え，実現場にて，その導入効果の検証を行

った。さらに，地盤整正機の現場導入にあ

たっては，情報化施工を適用し，さらなる

効果の向上を目指した。 

本文は，路床・路盤の仕上げ整正におけ

る現状の課題を整理し，情報化施工を適用

した地盤整正機を用いることによる特長を

示すとともに，現場施工への活用事例とそ

の導入効果の検証結果を示すものである。 
 
２．路床・路盤の仕上げ整正における従来

工法の課題 

路床・路盤の仕上げ整正作業は，従来，

ダンプトラックなどにより所定の場所に運

搬された材料をブルドーザやモータグレー

ダにより敷きならし，さらに作業員により

仕上がり高さを検測しながら行う。このブ

ルドーザやモータグレーダにより路床・路

盤を仕上げる従来工法は，以下に示すよう

な課題がある。 

1) 施工精度と作業効率を確保するために

は，高度な技術を持つ熟練オペレータへ

の依存度が高い。 

2) 仕上げ整正作業が，機械の前進・後進の

繰り返し作業により行われ，作業員によ

る仕上がり高さの検測作業の頻度が高

いため，誘導員の配置や注意喚起など，

作業安全性の確保が重要課題となる。 

上記 1)については，少子高齢化の影響に

より，熟練オペレータが減少傾向にあるな

どの課題がある。また，建設工事において

は， 2)に示す作業安全性の確保は不可欠で

あり，作業上の危険性を少しでも排除する

ことが重要課題であるといえる。さらに近

年は，作業効率の向上などによる CO2 排出

量の削減等，地球環境に配慮した施工技術

の開発も課題の 1 つに挙げられる。 

 

３．従来工法の課題への対応技術  

前章で示した路床・路盤の仕上げ整正の

課題への対応技術として，欧米諸国におけ

る路盤整正工などで既に実績のある地盤整

正機の適用を検討した。 

地盤整正機は，モータグレーダやブルド

ーザにより材料を荒ならしした路床や路盤

の表面をトリミング（鋤取り）することに

より，地盤の表面整正を行う施工機械であ

る。（その特長については，後述），この地

盤整正機を適用することにより，以下に示

す効果が期待できる。 

1) 仕上げ整正作業が，前進のみのワンパス

施工を基本とするため，施工の簡素化が

可能となり，作業員の検測作業など，施

工機械との近接作業を軽減することで，

作業安全性が向上する。 

2) ブルドーザやモータグレーダの操作と

比較して，熟練オペレータへの依存度が

低い。 

3) 施工の簡素化により，作業効率が向上し，



機械の作業時間が短縮できることから，

機械の稼働に伴う CO2 排出量を抑制す

ることが可能となる。 

4) 情報化施工を適用することで，施工精度

の確保，作業効率の一層の向上が期待で

きる。 

 

４．地盤整正機 

4.1 地盤整正機の概要 

本検討で使用した地盤整正機は，米国

GOMACO 社製の「トリマー 9000」である。 

地盤整正機は，従来のブルドーザやモー

タグレーダに代わり，トリミング方式（鋤

取り式）により，路盤等の表面整正を行う

施工機械である。 

施工機械は，①動力装置や走行装置を有

する機械ベースマシン，②トリミング装置

であるトリマーヘッド，③材料排出用のベ

ルトコンベア，④運転席及び操作盤で構成

されている。 

施工方法の概要として，荒仕上げされた

路盤面の整正を最大施工幅 W:4.5m で，ワン

パス施工により，トリミングし，余剰とな

った材料は，付帯のベルトコンベアで，ダ

ンプトラックや未施工レーンに排出（リチ

ャージ）する。 

当該機は，トリマーヘッドを材料チャー

ジングホッパに変更する事で，コンクリー

ト舗装等の材料横取り機としても，使用す

ることが可能である。 

地盤整正機の主な適用工事としては，高

規格道路，高速道路，空港，コンテナヤー

ド，駐車場，オートレース場，サーキット

場等の比較的施工規模の大きな現場に適し

ている。 

地盤整正機の全景を写真 -1 に，主要諸元

を表 -1 に，機構図を図 -1 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 地盤整正機全景 

表-1 地盤整正機の主要諸元 

項 目 諸 元 

本体高さ 3,000  mm 
本 体 幅 2,970 mm 
本 体 長 5,620  mm 
総 重 量 24,600 kg 
機関出力 287.2  kw 

施 工 幅 3.25m 3.86m 4.47m 

ベルトコンベア 760 mm × 7,600mm（スイング式） 
走行装置 ホワイトゴムクローラ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤整正機主要装置構成 

①：機械ベースマシン（走行装置・動力装置） 

②：トリマーヘッド  （トリミング装置）   
③：第 2 ベルトコンベア（材料排出用）  
④：第 1 ベルトコンベア（材料排出用）  
⑤：運転席・操作盤  

 

図-1 地盤整正機機構図 

 

4.2 地盤整正機の特長 

地盤整正機主要装置の特長を以下に示す。 

 

4.2.1 トリマーヘッド  
トリマーヘッドを写真-2 に示す。 

1) 施 工 幅 員 は ， ト リ マ ー ヘ ッ ド の 幅 を

3.25m，3.86m，4.47m に組み替える事で

幅員を変更する事が可能である。 

2) トリミング用のローダ装置は，アッパー

カッティング方式を採用しているので，

固い地盤での施工においても施工機械

が浮き上がることなく正確なトリミン

グを行う事が可能である。 

3) トリミング深さは，施工対象となる材料

2 

1 

3 

5 

4 



により異なるが，路盤材（RC-40）のト

リミング作業においては，最大 150mm
の深さまで施工が可能である。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 トリマーヘッド 

 

4.2.2 走行装置  
走行装置は，2 脚のクローラを有し，シュ

ー幅が 350mm と広くなっているため，接地

圧が 0.1MPa と小さく，軟弱地盤での施工に

も十分対応する事ができる。 

クローラが左右独立駆動のため，その場

で，360°の方向転換や曲線部施工時の走行

においても，スムーズな走行を行う事が可

能である。 

 

4.2.3 制御方法  
 作業操作系統は，オペレータ運転席より，

作業状況を把握しながら集中操作する事が

可能である。また，電気，油圧式センサー

システムを採用しているので，作業装置，

走行ステアリングは，以下の方法により，

自動制御する事が可能である。 

1) 現場内にセンサーラインを設置し，作業

装置及び走行ステアリングを接触式セ

ンサにて制御する方法。 

2) 情報化施工を適用し，作業装置及び走行

ステアリングを設計データ通りに制御

する方法。 

  

５．情報化施工の適用  
情報化施工とは， ICT（ Information and 

Communication Technology）の活用により

得られる電子情報を活用して生産性向上と

高効率，高精度な施工を行うことであり，

施工管理や施工の合理化に活かす技術のこ

とである。我が国においては，産学官によ

る情報化施工の戦略的な普及方策が推し進

められている。 

その中でもここ数年，三次元マシンコン

トロールシステム（3DMC）は，舗装業界に

おいても実用化され，飛躍的な進歩を遂げ

急速に普及している。近年の 3DMC の代表

例としては，①「GNSS（Global Navigation 
Satellite System）」とレーザ技術を融合し，

mm 単位の制御を可能にした「高精度 GNSS
システム」と，②測量機器の 1 つである「自

動追尾式のトータルステーション」(以下

TS という)を利用した制御システムがある。 

これらのシステムは，三次元の位置情報

をリアルタイムに測位，測定しながら施工

を行うため，一般的に以下のようなメリッ

トが知られている。 

1) 計画した設計データ通りに施工を行う

ため，経験の少ないオペレータでも高精

度の施工が可能となり省熟練化を図る

ことができる。 

2) 計画設計高に対する現況の把握が容易

になることや従来の丁張りを使用した

「点の管理」から連続した「面の管理」

が可能となり，生産性の向上が期待でき

る。 

3) 設計データを基準として，機械制御から

施工後のデータ管理まで一元化できる

ので施工の合理化を期待できる。 

 

5.1 地盤整正機への情報化施工適用の概

念  

地盤整正機に自動追尾式 TS による 3DMC
システムを適用した場合のシステム概念を

以下に示す。 

1) 地盤整正機のマシンフレームにマスト

を立て，その先端部に TS 追尾用のプリ

ズムターゲットを設置し，そのプリズム

を 1 台の自動追尾式 TS で，1 秒間に 20
回測定する。 

2) これらの測定値は無線モデムによって

マシンに搭載されたマシン PC に送信さ

れる。 

3) トリマーヘッドに取り付けられた勾配

センサによって，トリマーヘッドの横断

勾配に関する情報もコントロール BOX
に提供する。 

4) 継続的にトリマーヘッドの位置，高さ，

勾配情報を使用して，現時点でのトリマ

ーヘッド位置，高さ，勾配および進行方

向が算出される。 

5) トリマーヘッドの実位置情報（位置，高

さ，勾配）は，コントロール BOX 内で 3
次元設計モデルと瞬時に比較される。実

際値と設計値の比較差（偏差）は補正値



として，機械本体のマシンコントローラ

（油圧制御用）へ送信され，油圧制御に

より施工中の整正高さや横断方向の傾

き補正を全て自動制御で行う。 

自動追尾式 TS による 3DMC システムの

概念を図-2 に，情報化施工適用事例を写真

-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 自動追尾 TS による 3DMC システムの概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 情報化施工を適用した施工事例 

 

６．施工活用事例 

愛知県内の大規模駐車場における路盤施

工に地盤整正機を導入し，その効果の検証

を行った。 

当該施工においては，地盤整正機に情報

化施工を適用し，より一層の施工効率化を

図った。 

以下に工事概要，および導入効果の検証

結果を示す。 

 

6.1 工事概要 

工事概要を表-2 に示す。  

 

 

表-2 工事概要 

施工期間 2010 年 6 月 ～ 2010 年 7 月 

施工場所 愛知県内の大規模駐車場 

施工数量 約 10,900m2 （約 47m × 約 230m） 
施工厚 150mm 
使用材料 RC-40 

 

表-2 に示すように，当該現場は，施工面

積が約 10,900 ㎡の大規模駐車場である。当

初モータグレーダを使用した従来工法での

施工を計画していたが，施工の効率化を図

るために，情報化施工を適用した地盤整正

機の導入を試みた。 
 

6.2 施工 

TS による 3DMC を適用した地盤整正機の

路盤施工の作業手順を以下に示す。 

1) ダンプトラックで搬入した路盤材の荒

均し作業をモータグレーダで行う。地盤

整正機で整正するため，計画高さより 2
～5cm 程度高く敷き均す。 

2) 地盤整正機により，計画高さまでトリミ

ング作業を行う。地盤整正機の作業装置

の制御は，自動追尾式 TS による 3DMC
システムを適用する。 

3) トリミング作業により余剰となった路

盤材は，地盤整正機に付属するベルトコ

ンベアでダンプトラックに排出し，排出

された路盤材は，後続の荒均し作業箇所

へ荷下ろしする。 

4) トリミング作業終了後，転圧機械にて転

圧作業を行い，路盤を仕上げる。 

施工状況を写真-4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真-4 施工状況 

 

6.3 導入効果の検証 

TS による 3DMC を適用した地盤整正機の

導入効果として，以下に示す 3 項目につい

て検証した。なお，今回の検証結果は，類

自動追尾  
（機械位置の測定） 

位置情報無線

自 動 追 尾 式 TS 
コ ン ト ロ ー ル B O X 

（ ３ 次 元 設 計 モ デ ル ）  

勾 配 セ ン サ  

プ リ ズ ム  



似した規模の現場条件の路盤施工を経験 25
年の熟練オペレータがモータグレーダを用

いて施工した従来工法のデータ例を比較対

象としたものである。 

1) 施 工 精 度 ：設計高さと仕上り     

高さとの誤差 

2) 作 業 効 率 ：施工日数  
3) 環境負荷低減効果 ：燃料消費量と CO2       

排出量  
 

6.3.1 施工精度  
図 -3 および図 -4 に，地盤整正機および従

来工法の設計高さと仕上がり高さの差のヒ

ストグラムを示し，表 -3 に施工精度の比較

表を示す。 

表-3 に示すように，地盤整正機による施

工の場合，最終仕上がり高さの設計高さに

対する誤差の頻度は，誤差±5mm 以内に

70％，±10mm 以内に 96％，±15mm 以内に

100％となる。これに対し，従来工法では，

±5mm 以内に 44％，±10mm 以内に 73％，

±15mm 以内に 94％，±20mm 以内に 100％
であった。また，誤差の標準偏差は，地盤

整正機が 4.88mm，従来工法が 6.59mm であ

り，地盤整正機を用いた工法の施工精度が

従来工法と比較して高いことが確認できる。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図-3 地盤整正機の施工精度 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 従来工法の施工精度 

表-3 施工精度の比較 

項目 
地盤整正機 
適用工法 

従来工法 

各
誤
差
の
頻

度
〔
％
〕 

±5mm 70 44 
±10mm 96 73 
±15mm 100 94 
±20mm 100 100 

最大値〔mm〕 14 19 
最小値〔mm〕 -12 -18 

平均値〔mm〕 -0.28 -0.86 

標準偏差〔mm〕 4.88 6.59 

データ数 390 165 
 

6.3.2 作業効率  
表 -4 にモータグレーダを使用した従来工

法との施工数量，施工日数の比較を示す。  
3DMC システムを適用した地盤整正機を

当該現場の路盤施工へ導入した結果，従来

工法と比較して約 2.4 倍の作業効率の向上

が得られた。  
 工期短縮効果としては，10,000 ㎡の路盤

工を施工する場合，従来工法で予定してい

た当初の計画より，3 日間の工期短縮効果が

得られた。  
 

表-4 施工日数量，施工日数の比較 

項目 
地盤整正機 
適用工法 

従来工法 

平均施工数量 3,630 ㎡/日 1,500 ㎡/日 
作業効率向上効果 2.42 倍 

施工日数 4 日 7 日 
工期短縮効果 3 日間 

 

6.3.3 環境負荷低減効果  
環境負荷低減効果を検証するため，当該

現場における地盤整正機を含む施工機械の

燃料消費量，CO2 排出量を算出し，従来工

法と比較した。  
表 -5 に燃料消費量と CO2 排出量の比較結

果を示す。  
 

表-5 燃料消費量および CO2 排出量の比較 

項目 燃料消費量 1) CO2排出量 2) 

地盤整正機適用工法 1,196L 3092.22 kg-CO2 

従来工法 1,903 L 4919.31 kg-CO2 

削減量 707L 1827.09 kg-CO2 

削減効果 37.1％ 

  

表 -5 より，モータグレーダを使用した従
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来工法と比較して，燃料消費量は，約 707
〔L〕の削減が見られた。また，CO2 排出削

減量は，約 1,827〔kg-CO2〕であった。以上

の算定結果より，燃料消費量および CO2 排

出量において，従来工法と比較して，約 37
〔％〕の削減効果が得られた。  
 これら環境負荷低減効果の要因としては，

モータグレーダを使用した従来工法では，

機械の前後進を複数回行い，整正作業を行

うのに対し，TS を適用した地盤整正機の施

工では，整正するレーンをワンパスで，効

率的に仕上げるため，施工面積当たりの稼

働量が少ない点等が挙げられる。また，施

工規模が大きいほど，作業効率に対する地

盤整正機の優位性が増し，環境負荷低減効

果が大きくなるものと考えられる。  
 
6.3.4 安全性の向上  

地盤整正機での施工は，荒ならしされた

路盤面の整正をワンパスでトリミングする

ため，施工方向は，常時同一方向となる。

また，当該現場では，TS による 3DMC シス

テムを適用した情報化施工を実施している

ため，施工高さの検測作業も従来工法と比

較して頻度が低く，簡素化されている。そ

のため，仕上げ作業に前後進を繰り返す従

来工法と比較して施工機械との近接作業が

減少するので，作業安全性が向上するもの

と考える。  
3DMC システムを適用した地盤整正機の

検測状況を図 -5 に示す。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 検測状況 

 

７．まとめ 

本検討では，情報化施工を適用した地盤

整正機を路盤施工に導入し，その効果検証

を行った。 

結果を以下にまとめて示す。 

1) 設計高さに対する仕上がり高さの誤差

や仕上がり高さのバラツキが，従来工法

と比較して小さく，施工精度の向上が確

認できた。 

2) 日施工量が従来工法と比較して約 2 倍で

あり，作業効率の向上が確認できた。 

3) 燃料消費量および CO2 排出量の低減が

図れ，環境負荷低減効果が確認できた。 

4) 従来工法と比較して，省人化が図れると

共に，機械周囲での検測作業が減少し，

作業安全性が向上するものと考える。 

 

８．今後の課題 

 地盤整正機の主な課題点を以下に示す。  

1）施工コストと現場規模の選定  
  地盤整正機を導入した場合，従来工法比

で，輸送費等の機械経費がコスト増となる。

輸送条件や施工規模を考慮し，導入を検討

する必要がある。  
2）その他制御システムの適応検討  

本検討では，TS による 3DMC システムを

導入した。今後は，様々な測位方法に対応

すべく，システムの互換性及び，制御精度

について，検証する。  
3）施工データの蓄積  

今後，更に施工実績を積み重ね，施工精

度と施工出来形の関係より，システム制御

及び，操作性の向上を図る。 

 
９．おわりに 

路床・路盤における従来工法に対する施

工の効率化，省人化，作業安全性の確保，

環境負荷低減効果等を期待して，地盤整正

機を実現場での施工に導入し，その導入効

果を確認する事ができた。 

今回の効果検証は，従来工法の一例との

比較に基づくものであり，また，いくつか

の課題も残された。今後も積極的な現場へ

の導入を図るとともに，同一条件下におけ

る従来工法との比較データの集積を継続し，

地盤整正機の優位性を検証していく所存で

ある。 
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１２．情報化施工技術の試験施工調査結果について 

 

 
 

国土交通省 ○ 山口 崇 

国土交通省  渡邉 賢一 

茨城県（前国土交通省）  小野寺 誠一 
 
 
１．はじめに 

国土交通省は，情報化施工推進会議(委員長：建

山和由立命館大学教授)を設置して，平成 20 年 7

月に情報化施工推進戦略（以下，「推進戦略」とい

う）を策定し，生産性の向上と品質の確保を実現

するＩＣＴ（情報通信技術）を活用した施工シス

テムである「情報化施工技術」の普及を積極的に

推進している。直轄工事における試験施工などに

より，活用件数も大幅に増えてきており，情報化

施工の特性を活かした施工管理要領等の基準類も

順次整備しているところである。 

本稿は，情報化施工技術の効果検証や普及推進

の課題把握を目的に，試験施工工事において施工

者と発注者に実施しているアンケート調査の分析

結果を報告するものである。 

 

２．試験施工の実施状況 

推進戦略の策定・公表以降，工事現場における

技術の検証，導入効果や課題および適用範囲の把

握，技術の周知，人材育成等を目的に，全国の直

轄工事で情報化施工技術を導入する試験施工を実

施している。試験施工の工事件数を図-1 に，試験

施工工事における情報化施工技術の活用件数を図

-2 に示す（１工事で複数技術を導入する場合があ

り，工事件数と技術件数が異なる）。 
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図-1  平成 20-22 年度 実施工事件数 

 

工事件数は，平成 20 年度 37 件，平成 21年度 146

件，平成22年度324件となっており，技術件数は，

平成 20 年度 52 件，平成 21 年度 221 件，平成 22

年度 422 件となっている。平成 22 年度は工事件数

の前年度比 2.2 倍，技術件数の前年度比 1.9 倍と

なっており，推進戦略策定以降，急速に増加して

いる。 
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図-2  平成 20-22 年度 導入技術件数 

 

試験施工工事の工種別件数を図-3 に示す。平成

22 年度の工種別の工事件数は，道路土工 184 件，

河川土工 121 件，舗装工（路盤工）62 件となって

いる。実用化の進んでいる TS出来形管理技術（土

工）などの土工に関する情報化施工技術の導入が

多くなっている。 
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図-3 平成 21-22 年度 工種別件数 

 

試験施工工事の技術活用は，発注者が発注段階

で技術導入を指定する発注者指定方式と施工者が

技術導入を提案する施工者提案方式があり，その

割合を図-4 に示す。平成 21 年度は施工者提案が

39%，発注者指定が 61%であり，平成 22年度は施工

者提案が 49%，発注者指定が 51%である。平成 22

年度は施工者提案の割合は前年度比 10%増となり，

情報化施工技術を導入した工事の約半数，工事件

数で前年度比 3.6 倍の施工者が自らの判断で情報

化施工を導入している。 



地方整備局等や業界団体等における情報化施工の

現場見学，講習会，シンポジウムなどによる情報

化施工の様々なメリットに関する認識の広がりと

情報化施工の導入に関して実施している工事成績

評点などのインセンティブの効果と考えられる。 
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図-4 平成 21-22 年度 発注方式別割合 

 

情報化施工技術毎の導入件数は，図-5（施工管

理に活用する技術），図-6（施工に活用する技術）

に示すとおりである。施工に活用する技術は，MC

（マシンコントロール）技術のモータグレーダと

ブルドーザが多く，MG（マシンガイダンス）技術

のバックホウ（3D）も多くなっている。施工管理

に活用する技術は，TS（トータルステーション）

出来形管理技術（土工）が多く，TS･GNSS 締固め管

理技術も多くなっている。平成 25 年度に一般化す

る情報化施工技術の実施件数は，MC(モータグレー

ダ)技術が 39 件，TS出来形管理技術（土工）は 193

件となっている。平成 22 年度の目標件数は，TS

出来形管理技術（土工）を 150 件から 200 件，MC(モ

ータグレーダ)技術を30件から40件に設定してお

り，目標件数を達成している。 

0 100 200

加速度応答締固め管理

ＴＳ・ＧＮＳＳ締固め管理

その他

舗装工

土工

品
質
管
理

Ｔ
Ｓ
出
来

形
管

理

1

90

3

10

192

0

65

0

9

64

実施件数H21
実施件数H22

 
図-5  平成 21-22 年度 技術別の実施件数 

（施工管理に活用する技術） 
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図-6  平成 21-22 年度 技術別の実施件数 

（施工に活用する技術） 

平成 23 年度も引き続き，推進戦略等の方針に基

づき，情報化施工技術を導入する工事の目標件数

を定めて，積極的に情報化施工技術を導入する試

験施工を実施している。 

なお，ここで示す件数は，各年度の発注と施工

を含めた件数であり，精査中のため変わる場合が

ある。 

 

３．試験施工のアンケート調査 

情報化施工技術の効果検証や普及推進の課題把

握を目的に，全国の直轄工事で実施している情報

化施工技術を導入する試験施工においてアンケー

ト調査を行っている。平成 22年度に実施した調査

内容を以下に示す。 

3.1 調査対象 

(1)受注者 

施工者提案の工事は全ての情報化施工技術に対

して簡易アンケート、発注者指定の工事は MC，MG，

TS 出来形管理技術，TS･GNSS 締固め管理技術に対

しアンケートと詳細調査を実施した。 

(2)監督職員、検査職員 

発注者指定の工事は TS 出来形管理技術，TS･

GNSS 締固め管理技術に対しアンケートを実施した。 

3.2 調査項目 

(1)簡易アンケート 

導入技術，適用工種・作業，作業量，導入経緯・

理由など 

(2)アンケート 

技術概要，導入環境，導入効果・課題，人材育成，

普及促進など 

 (3)詳細調査 

施工概要，労務関係，機械関係，詳細データ（施

工精度など）など 

 

４．試験施工のアンケート調査結果 

平成22年度に実施した試験施工のアンケート調

査の主な結果を以下に示す。なお、精査中のため

変わる場合がある。 

4.1 簡易アンケート 

 施工者提案の工事における技術導入理由（複数

回答）を図-7 に示す。作業効率の向上 52 件

（53.6％），施工品質の向上 50件（51.5％），情報

化施工の経験・人材育成 49 件（50.5％）の順に多

くなっている。情報化施工技術の効果である施工

効率の向上や品質の確保に着目して導入している

一方で人材育成や経験を積むための導入も多いこ

とが分かる。ここでは示していないが，中小規模

の工事の場合に人材育成や経験を積むために導入

している割合が大きくなっており，中小規模の工

事の受注者に対する人材育成が今後の普及促進に

重要であることが分かる。 
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図-7 技術導入理由 

 

4.2 アンケート 

(1)受注者 

 全体的な作業の効率化についてのアンケート結

果を図-8 に示す。「効率化した」という意見が

70.4％，「効率化しなかった」が 29.6％となってい

る。 効率化した理由は，「丁張の有無に左右され

ないため（丁張待ちがない）」，「オペレーターとの

打合せ時間の減少」，「重機を降りて法面を確認す

る回数の大幅減少」などであり，効率化しなかっ

た理由は，「初めてのためソフト入力や現場計測に

時間がかかった」，「設計図の照査段階での差異に

よる図面との摺合わせ作業のため」となっている。  

どの技術についても，概ね作業全体で効率化し

ていることが分かった。また，効率化しなかった

理由も不慣れに起因するものが主であり，改善し

ていくことが期待できるものであった。なお、

MC/MG 技術は「効率化した」が前年度比 11%増加し

ており、それ以外は前年度と同等であった。MC/MG

技術は、出来高により定量的な効果を実感できる

技術であり、昨年度の結果では他と比較して経験

者が多い（リピータの多い）技術であった。 

 

図-8 全体的な作業の効率化 

 

補助作業員の削減効果についてのアンケート結

果を図-9に示す。補助作業員の削減効果は，「従来

と変わらない」という意見が 52.6％，「減少した」

が 40.4％，「増加した」が 7.0％となっている。 減

少した理由は，「オペがモニターに表示される数値

で施工を行うことができた」，「幅員の写真撮影時

の人員が不要となった」などであり，増加した理

由は，「今回が初めてであるため」，「水中掘削によ

る要員増加のため」などとなっている。 

 どの技術についても補助作業員を削減できる可

能性があることが分かった。また，補助作業員が

増加した理由も不慣れに起因するものが主であり，

改善していくことが期待できるものであった。な

お、「増加した」と回答（17.3%）のあった TS出来

形管理技術は、活用件数が前年比約 3.0 倍になっ

ており、初心者の割合が増えている技術である。 
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N=58
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図-9 補助作業員の削減効果 

 

安全性についてのアンケート結果を図-10 に示

す。「従来と変わらない」という意見が 30.8％，「向

上した」が 57.7％，「低下した」が 11.5％となっ

ている。 向上した理由は，「計測ポイントへの移

動が楽になったため」，「検測作業の頻度は減少し

た」などであり，低下した理由は，「測定頻度が増

加したため」，「ソフトの操作が難しいため」とな

っている。  
 MC，MG で特に安全性が向上していることが分か

った。また，低下している理由も不慣れに起因す

るものは改善していくことが期待できる。測定頻

度の増加は，詳細な内容を確認したい。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

MC/MG技術

TS出来形管理

TS・GNSS締固め管理

3

1

4

13

2

1

1

1

①従来と変わらない ②従来と比べて安全性は向上した

③従来と比べて安全性は低下した

N=26

 
図-10 安全性 

 

(2)監督職員・検査職員 

 監督業務全体の効率化，検査業務の効率化につ

いてのアンケート結果を図-11，図-12 に示す。 

監督検査の TS･GNSS 締固め管理業務で特に作業

が効率化していることが分かる。それ以外は，従

来と比べて変化なしが多くなっている。なお、前

年度は、両技術の監督業務、検査業務とも効率化

している（時間短縮に寄与する）が約 6割であり、

本年は活用件数の増加に伴い、初心者が増えた影

0% 20% 40% 60% 80% 100%

MC/MG技術

TS出来形管理

TS・GNSS締固め管理
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13

2

全体的な作業の効率化

①全般的な施工管理は従来より効率化した。

②全般的な施工管理は従来より効率化しなかった。

N=58
未回答4件



響が出ていると考えられる。発注者が業務の効率

化を実感できる取り組みを行うことが今後の普及

促進に重要である。 

0% 50% 100%

TS出来形管理

TS・GNSS締固め管理
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③従来に比べて業務量が増加した（効率化しなかった）

N=43
(未回答3件)

 
図-11 監督業務全体の効率化 
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図-12 検査業務全体の効率化 

 

4.3 詳細調査 

詳細調査は，情報化施工技術の導入による施工

効率や施工精度の変化を定量的に把握することを

目的に実施している。ここでは，MC（モータグレ

ーダ）技術の調査結果を紹介する。なお，平成 22

年度の調査結果は精査中のため，平成 21年度まで

の調査結果である。 

MC（モータグレーダ）技術による日当たり施工

量を図-13 に示す。標準歩掛で設定されている施工

量（1,110 ㎡/日）に比べて平均で 1.6 倍程度とな

っており，飛躍的に施工効率が向上する結果とな

っている。 
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日当たり施工量 2000 2347 3500 1280 960 2968 1500 1053 805 2200 2474 2624 1015 1600 1717 1600 1200 1930 1741 1627 2062
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施工厚さ(cm) 15～20 6 25 11 15 20 20 20 20 15 15 15 15 10 10～15 20 12～15 15 - - -

 
図-13 MC（モータグレーダ）技術による 

日当たり施工量 
 

また，MC（モータグレーダ）技術による施工精

度を図-14 に示す。±20mm 以下の施工精度となっ

ており，規格値（±40mm）と比べて高精度な施工

品質を確保できる結果となっている。 

MC（モータグレーダ）技術は，試験施工におい

て，施工効率，精度ともに必要十分な結果となっ

ており，平成 25年度に一般化する情報化施工技術

として MC（モータグレーダ）技術と TS出来形管理

技術（土工）を位置付けている。 

なお，その他の MC，MG 技術の結果も施工効率，

精度とも技術的に問題のない結果となっている。 
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図-14 MC（モータグレーダ）技術による 

施工精度（下層路盤工） 

 

５．おわりに 

アンケート調査の結果からも情報化施工技術は，

現場において受発注者ともに，まだ不慣れなとこ

ろはあるが，ある程度の効果が明らかになってき

ており，直轄工事への導入に大きな技術的問題は

ないと考えている。引き続き受発注者ともに人材

育成や普及推進に取り組むとともに，第8回情報化

施工推進会議で示した重点的に実施するべき課題

への対応を進め，設計データの取り扱いや情報化

施工に対応した基準・要領の策定等の環境整備を

行うこととしている。 
 また，情報化施工は施工の効率化を図るための

単なるツールではなく，施工で得られる情報を活

用して技術者判断の高度化・支援を行うとともに，

調査・設計から施工，維持管理に至るまでの建設

生産プロセス全体の効率化に寄与する技術と考え

ている。情報化施工を発注者自らの業務に活用し，

直轄の技術力向上に活かしていくとともに，建設

生産プロセス全体を踏まえ，社会資本整備の効率

化・高度化に役立てていく取り組みを引き続き行

うこととしている。 
建設生産プロセスにイノベーションを起こすこ

とを目指して，推進戦略等の方針に従い情報化施

工の普及を積極的に推進していくので，関係各位

のご協力をお願い申し上げる。 
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１３．衛星測位技術「RTK-GNSS」の施工管理への適用に関する検討 

情報化施工における出来形管理手法の利用技術の拡大に向けて 
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１．はじめに 

国土交通省（国交省）では，コスト縮減，品質

確保，及び熟練工不足などへの対応として，ICT
（情報通信技術）を利用した情報化施工の導入・

普及に取り組んでいる。その取り組みの一環とし

て，国土技術政策総合研究所（国総研）では，CAD
技術と３次元座標の測量技術を利用した「施工管

理データを搭載したトータルステーションによる

出来形管理」（以下，「ＴＳによる出来形管理」と

いう）の検討を行い，その結果，直轄工事におけ

る実用化が図られた。導入現場では，導入効果を

得られたとの意見が多い一方，計測距離制限 100
ｍの３級ＴＳよりも長距離の計測が可能な技術を

要望する意見が出ている。 

また，近年，広範囲の現場測量をトータルステ

ーション（ＴＳ）より効率的に行える測量技術と

して衛星測位技術が確立され公共測量に利用され

る中，ICT を利用した情報化施工においても，衛

星測位技術の１つである「RTK-GNSS」が重機の

位置情報の取得に利用されており，基地局（固定

局）が共用できることから，重機と共に出来形管

理用の計測機器としても導入が望まれる。 

そのため，国総研では，ＴＳに代え RTK-GNSS
を用いた出来形管理の検討や現場試行を行ってき

たが，RTK-GNSS は衛星の移動等で計測値が変動

し，その変動幅が土工の出来形管理基準の「高さ」

の規格値に対して無視できない値であるため，施

工や検査にそのまま導入・利用することが難しい

ことが分かった。 

そこで，本稿では，RTK-GNSS の出来形管理へ

の適用について，実験フィールドや直轄工事にお

ける現場試行を通じて取得したデータや知見を基

に，検討した内容を紹介するものである。 

 

２．RTK-GNSS による出来形計測の現状と課題 
2.1 RTK-GNSS の導入ニーズ 

 ＴＳによる出来形管理は，計測距離制限が３級

ＴＳは 100ｍ（２級ＴＳは 150ｍ）のため，施工延

長が長い現場では，ＴＳを移設する手間がかかる

ことから，より長距離の計測を行いたいという現

場ニーズがある。これに対し，広範囲の計測が可

能な衛星測位技術の出来形管理への導入が望まれ

ている。 

 また，土工や舗装工といった一般的な土木工事

において，重機を対象としたマシンコントロール

やマシンガイダンス（以下，「MC／MG」）といっ

た ICT を利用した情報化施工技術が導入されてき

ており，多くが「RTK-GNSS」を重機の位置情報

の取得に利用しているが，RTK-GNSS は基地局と

移動局から構成され，基地局は複数の移動局で共

有できることから，重機と共に出来形管理用の計

測機器としても導入が望まれる(図-1)。 

 

測位衛星（米ＧＰＳや露GLONASS)

情報通信

座標 基線ベクトル
（方向と位置）

衛星から基地局までと
衛星から移動局までの
距離の差(5基以上)より、
基地局と移動局の相対
的な位置関係を把握

図-1 RTK-GNSSによる計測 

 

2.2 RTK-GNSS の計測値の特徴 

公共測量作業規程の基となる「作業規程の準則」

では，例えば，「１～２級基準点測量」には，精度

が高いスタティック法を用いることが示されてい

るが，１点当り 60 分間も固定した計測が必要とな

るため，出来形管理での利用は難しい。片や，

RTK-GNSS はスタティック法ほど高精度では無い

が，「３～４級基準点測量」に利用される計測精度

を持ち，１点当たり10秒間の計測で済むことから，

出来形管理への利用が期待される計測技術である。 



 しかし，RTK-GNSS では，衛星が移動するため

に信号が取得可能な衛星数や配置が変化し，また，

高度2万kmから信号が伝わる間の電離層や水蒸気

などの影響を受けるため，刻々と計測値が変動す

る。平成 21 年度に RTK-GNSS を国総研構内の定

位置に固定して３次元座標値を 12時間連続取得し

た結果から，水平方向の精度は±２cm 程度，鉛直

方向の精度は±３cm 程度と共に，約１～２時間周

期の大きな振幅の波に小さな振幅の波が乗った形

を示していることから，短時間での平均処理だけ

では変動誤差を大幅に改善することは出来ないよ

うに見受けられる(図-2)1)。 

 
図-2 RTK-GNSSの長時間固定計測データの変動 

 

2.3 出来形管理基準 

公共土木工事においては，「土木工事施工管理基

準」が定められ，工種毎に出来形管理の測定項目

や規格値が決められており，監督・検査において

も，その内容に沿って行われている（図-3）。 
工種 測定項目 規格値(㎜) 測定基準 測定箇所

道路

土工

基準高▽ ±50

施工延長40ｍにつき１
箇所、延長40ｍ以下のも
のは１施工箇所につき２
箇所。

基準高は、道路中心線
及び端部で測定。

法
長

L＜5m
掘削：-200
盛土：-100

L≧5m
掘削：法長の-4％
盛土：法長の-2％

幅(W1､W2) -100

掘削

【盛土の場合】

【掘削の場合】

 
図-3 出来形管理基準（道路土工） 

 

利用する３次元測量機器は，この規格値の計測

を行うに足る精度（規格値に対する再現性の確保）

を保有している必要がある。 
ＴＳの計測誤差は，実験の結果，３級ＴＳだと

計測距離が 100ｍの地点で，水平方向が±２cm 以

内，鉛直方向が±１cm 以内であり，施工誤差を考

慮しても「土工」の出来形管理に利用可能な精度

である。 

一方，RTK-GNSS の鉛直方向の誤差は±３cm 程

度であるため，精度不足の感がある。 

2.4 懸念される問題 

出来形検査は，施工者が行うと共に，発注者も

確認する。 
RTK-GNSS の場合，計測する度に真値に対し鉛

直方向は±３cm 程度の範囲で変動するため，施工

中と検査では理屈上は最大６cmの変動と成り得る

ため，施工と検査で規格値に対する合否が異なっ

た値になる可能性がある(図-4)。 

施工(当初)
Z=4.97m

管理(当初)

Z=4.94m
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図-4 懸念される問題(一例) 

 

 しかも，前記の通り約１～２時間周期の大きな

振幅の波のため，直ぐに再計測しても良好な結果

が得られる可能性が高いとは言えない。 
2.5 試行現場で発生した問題 

 RTK-GNSS による公共測量が精度確認のため２

度計測しているのに対し，RTK-GNSS による出来

形管理では計測効率を考慮し，定期的に既知点上

で確認することとしている。(図-5) 
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図-5 RTK-GNSSによる出来形管理の手順(案) 

 

 平成 22 年度の現場試行において，既知点確認で

規定値内（水平 20mm 以内，鉛直 30mm 以内）に

収まらない状態が１時間続き，別の日時にローカ

ライゼーション（GNSS 座標系を現場の座標系に

変換すること）したローカライゼーションファイ

ルを用いると規定値内に収まるという現象が起き

た。これは，ローカライゼーション時の計測精度

が原因と推察される。 
 
３．精度向上方策の検討  

 上記の問題を解決するには，抜本的にはハード

ウェアや計算処理プログラムの改良による計測精

度の向上が望まれるが，当面実施できることとし

て，運用面の改良がある。その１つに，計測に適

する（または，適さない）条件を抽出し，その条

件で運用することである。 



3.1 ローカライゼーション 

前記2.5の通り，ローカライゼーションを計測精

度が悪い状態（例：低い値の時間帯）で実施する

と，座標系自体が低く計算されることとなる。こ

の状態で出来形計測を実施すると，その誤差を加

算してしまうことが考えられる。そのため，ロー

カライゼーション時に，中央値に近い値で計測で

きるよう１点あたり５分程度計測（10～20mm程度

の誤差）し，その平均値でローカライゼーション

ファイルを計算することが必要と考える(図-6)。 
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図-6 初期化と計測精度の関係(イメージ) 

 

3.2 初期化と計測精度の関係 
 出来形管理を行う際の手順として，先ず，初期

化を実施するが，その初期化時の状況（衛星数や

配置状況など）で，その後の計測精度が変わるこ

とが想定される。 

 そこで，RTK-GNSS の移動局を固定し，「初期化

して５分間計測」を 17 回繰り返して実施し，初期

化時の状況と計測精度の関係性を調査した。 

(1) 衛星数 

 一般的に衛星数が多いと計測精度が良いと認識

されているが，一定数以上の衛星数だと計測精度

に大きな影響は無いと考えられる(図-7，図-8)。 
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図-7 衛星数とレンジの関係 
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図-8 衛星数と標準偏差の関係 

 

(2) VDOP 値 

 小さな数値ほど計測に適した衛星の配置状況を

示す指標「DOP 値」があるが，鉛直方向の VDOP
値に，計測精度に大きく影響している感は無い(図

-9，図-10)。 
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図-9 VDOPとレンジの関係 
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図-10 VDOPと標準偏差の関係 

 

 



(3) 衛星数の変動 

 RTK-GNSS は，衛星数の変動が計測値の変動に

つながるとの知見がある。そこで，初期化後の５

分間の計測において衛星数の変動があった場合は，

それ以降のデータを削除した。若干だが，VDOP
と計測精度の関係が向上した(図-11，図-12)。 
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図-11 VDOPとレンジの関係 
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図-12 VDOPと標準偏差の関係 
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図-13 VDOPとレンジの関係 
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図-14 VDOPと標準偏差の関係 

 

(4) 初期化直後の計測値 

 初期化直後の計測値は±０から始まり，衛星や

気象の変化により徐々に変動することが自然な形

と考えられるが，中には，初期化直後から大きな

差異をもつ計測値で始まるものがある。そこで，

初期化直後の計測値が±10mm を超えるものを削

除した結果，低い値ではあるが，より VDOP と計

測精度の関係が向上した(図-13，図-14)。 

 
４．精度向上方策の考察  

 前記の通り，ローカライゼーションに際しての

計測は少し時間をかけ精度の高いローカライゼー

ションファイルを計算・作成することが，計測精

度の確保には必要と考える。 
 また，データ数が少ないため今後の検証が必要

であり，かつ，相関度合いが高いとは言えないが，

「VDOP 値」と「衛星数の変動」と「初期化直後

の異常値排除」を管理することにより，高い精度

が確保出来る可能性がある。もし，この仮説が成

り立つのであれば，初期化時にVDOP値を確認し，

直後の計測値に異常がある場合は初期化を再度行

い，そして，計測中に衛星数が変動した場合には，

再度初期化を行うという手順とすることで，計測

精度の向上を図ることが可能となる。それらが確

立できれば，精度向上に効果的な運用方法として

「RTK-GNSS による出来形管理要領(案)」に反映

させたり，参考情報として国総研ホームページ等

で公表していきたい。2) 
 なお，VDOP 値や衛星の飛行軌跡を予測するソ

フトウェアを利用し，予め，計測に適した時間帯

を把握することが可能であるが，今回の実験で無

料ソフトウェアを利用したが，実態と合わない場

面が何度かあった。計測に問題は無い程度だが、

精度向上のために利用するには改良が望まれる。 
 
５．おわりに 

 今回はデータ数が少ないため，計測実験によっ

て検証すべき仮説が立てられたに過ぎない。今後，

有望な要因が見つかれば，今回の検討結果を踏ま

え，更なる検証実験を行いたい。また，計測精度

向上とは別に，現在の計測精度で利用可能な工種

への適用や本技術に適した出来形管理手法の導入

についても検討していきたい。 
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１４．TS を用いた出来形管理に関するソフトウェアの 

機能確認ガイドライン（案）策定について 
 
 

(社)日本建設機械化協会 ○ 椎葉 祐士 

国土交通省 国土技術政策総合研究所   梶田 洋規 

北川  順 
 
 
１．はじめに 

国土技術政策総合研究所（以下、国総研）では、

情報化施工技術の１つである「施工管理データを

搭載したトータルステーションによる出来形管

理」（以下、「TS による出来形管理」）の検討を行

ってきており、現在、本技術は実用化され直轄工

事において導入・普及が進められている。 

TS による出来形管理で利用するソフトウェア

は、国総研が必要最低限の機能を定める「出来形

管理用 TS ソフトウェア機能要求仕様書（案）」お

よび「TS による出来形管理に用いる施工管理デー

タ作成・帳票作成ソフトウェアの機能要求仕様書

（案）」（以下、「機能要求仕様書」）に従って開発

することとしている。 

H20 年度以前のソフトウェアは、国総研における

機能確認手法構築の研究や現場試行における適用

性や作業効率調査に利用される中で機能確認され

てきた。しかし、普及段階においては、ソフトウ

ェア開発者が自主的に機能を確認することとなり、

機能要求仕様書に定められた主な機能について、

要件を満たしているかどうかを簡易に確認するた

めの方法が必要となる。 

そこで、開発者が自主的に機能確認を実施する

方法を記載した「出来形管理用トータルステーシ

ョン機能確認ガイドライン（案）」および「TSによ

る出来形管理に用いる施工管理データ作成・帳票

作成ソフトウェアの機能確認ガイドライン（案）」

（以下、機能確認ガイドライン）を作成した。本

稿では、新たなソフトウェア確認方法の仕組みと

機能確認ガイドラインの内容を紹介する。 
 

２．ＴＳによる出来形管理の概要とシステム構成 

2.1 TS 出来形管理の特徴と効果 

 従来の出来形管理は、管理する断面に丁張を設

置し、巻き尺やレベルを使用して高さや長さを計

測しており、丁張設置や出来形計測に人員や時間

を要していた。 
 TS による出来形管理では、３次元の設計形状を

搭載しており、現場での出来形値と設計値との差

異の確認や出来形管理箇所へのミラーの誘導が可

能であるため、効率的な出来形計測により現場計

測作業時間の削減が図られる。 
また、出来形管理帳票は、従来では、現場にお

いて計測した出来形結果を野帳に記載し、事務所

内の管理ソフトウェアに転記することで作成して

いたが、TS による出来形管理では、現場計測と帳

票作成のソフトウェア間で交換するデータ形式を

標準化することで、自動で帳票作成することが可

能であり、作成時間の短縮と転記ミス防止が図ら

れる。 
2.2 機器構成 

図-1にTSによる出来形管理で使用する機器を示

す。使用機器は、「基本設計データ作成ソフトウェ

ア」、「出来形管理用 TS ソフトウェア」、「出来形帳

票作成ソフトウェア」の３つのソフトウェアによ

って構成される。「基本設計データ作成ソフトウェ

ア」は TS へ搭載する３次元設計データを作成する

ためのソフトウェア、「出来形管理用 TS ソフトウ

ェア」は、TS 本体と TS の計測結果から出来形管

理基準および規格値の測定項目に合わせて出来形

値を算出するためのソフトウェア、「出来形帳票作

成ソフトウェア」は、計測した出来形結果から自

動で定められた様式の帳票を作成するソフトウェ

アである。 
 

３．ソフトウェアの機能確認 

3.1 機能確認の必要性 
図-1 TSによる出来形管理のシステム構成 
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 ソフトウェアの機能確認は、計測データの信頼

性やソフトウェア間の互換性を確保するために必

要である。 

(1)計測データの信頼性 
機能要求仕様書に準拠したソフトウェアを用い

た計測により、データの改ざんのない信頼性の高

い計測結果を取得することが可能である。そのた

め、TS を用いた出来形管理では、監督検査におけ

る写真管理や実地検査の頻度を減じており、計測

データの信頼性を確保するためにソフトウェアの

機能確認を実施する必要がある。 
(2)ソフトウェア間の互換性 
国総研では、図-1 に示す３つのソフトウェアに

対して、各ソフトウェアの標準機能を示した機能

要求仕様書を策定するとともに、ソフトウェア間

でデータの互換性を確保するために「TS による出

来形管理に用いる施工管理データ交換標準（案）」

（以下、データ交換標準）を策定している。 
しかし、機能要求仕様書は、ソフトウェアの具

体的な実装方法や操作手順、表示画面の構成等、

詳細な機能については示しておらず、TS による出

来形管理の要領の実施に必要な機能や、最低限の

算出方法や表示する情報項目を示したものとなっ

ている。これは、開発に参加するソフトウェア開

発者間の競争により、利用者が使いやすい操作性

やインターフェースの開発を促すためである。 

そのため、機能要求仕様書に対する各開発者の

解釈の違いによってデータの入出力項目や出来形

結果の算出方法が異なることで、結果の相違が出

現する可能性があり、そのような解釈の違いによ

る間違った出来形管理結果の出力やソフトウェア

間のデータ交換の不備を防止する必要がある。 
また、出来形計測後の施工管理データは、出来

形管理要領において，電子納品成果品に格納する

ことが定められており、数量算出や維持管理等の

将来のデータ利活用を目指すためには、定められ

たデータ交換標準に準拠したデータで納品される

必要がある。 
3.2 試行段階の機能確認 
(1) 試行段階の機能確認の状況 

TSによる出来形管理はH20年 3月に要領として

公表されているが、H20 年度までは、運用開始直

後であることから、初めて策定した機能要求仕様

書自体に不明確で誤解を招く点や記載不足の点が

ある可能性があった。そのため、国総研はソフト

ウェアの機能確認を通じてその抽出を行っており、

その結果、国総研が立ち会う評価試験の形でソフ

トウェアの機能確認が実施された 1)。 
  

(2) 試行段階の機能確認の実施内容 

評価試験の実施内容は、国総研の立ち会いのも

と、「出来形管理用トータルステーション検定要領

図-2 試行段階と普及段階の機能確認方法の違い 

国総研立会
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ベンダー)

受注者(施工会社)

監督・検査職員ＴＳによる出来形管理要領等の運用（～H20年度）

TS出来形管理 要領(案)

施工管理データ交換標準（案）ver.2.0

提出資料は？

確認方法は？

（項目・判断基準）

手法は？

管理基準は？

使用機器は？

提出資料は？

発注者・請負者向け

開発者向け

要求仕様は？

データ交換標準は？

機能の確認方法は？

発注者・請負者向け

開発者向け

ＴＳによる出来形管理要領等の運用（H23年度以降）

TS出来形管理 監督・検査の手引き（案）

TS出来形管理 要領(案)

TS出来形管理 監督・検査要領（案）

施工管理データ作成・帳票作成ソフトウェア
検定要領（案）

出来形管理用TSの機能要求仕様書(案)

施工管理データ作成・帳票作成ソフトウェア
の機能要求仕様書（案）

出来形管理用TSソフトウェア検定要領（案）

施工管理データ交換標準（案）ver.2.0

施工管理データ作成・帳票作成ソフトウェア
機能確認ガイドライン（案）

出来形管理用TSの機能要求仕様書(案)

施工管理データ作成・帳票作成ソフトウェア
の機能要求仕様書（案）

出来形管理用TSソフトウェア機能確認ガイ
ドライン（案）

国総研

ソフト要件を満たして

いるか？



（案）」および「TS による出来形管理に用いる施

工管理データ作成・帳票作成ソフトウェア検定要

領（案）」に従ったサンプルデータによる入出力の

確認や試験場での模擬試験による確認を実施し、

ソフトウェアの評価を行った。 
① サンプルデータによる入出力の確認は、評価用

の施工管理データを読み込み、ソフトウェアに

表示される画面等を確認し、機能の評価を行っ

た。 
② 試験場での模擬試験は、試験場に設置された模

擬道路を対象に出来形計測や監督検査を実施

し、出来形計測機能やデータ処理精度を確認し

た。 
3.3 普及段階の機能確認  
図-2 に試行段階と普及段階の機能確認の運用方

法の違いを示す。H20 年度以前は、国総研が立ち

会う形で評価試験を実施していたが、普及段階に

おいては、各社が自主的にソフトウェアの機能を

確認する必要があり、機能要求仕様書に定められ

た主要な機能について要件を満たしているかを簡

易に確認するための仕組みが必要となる。そこで、

ソフトウェア開発者が自主的に機能確認を実施す

るための方法を示した機能確認ガイドラインを策

定した。 
 

４．機能確認ガイドライン  

4.1 機能確認ガイドラインの概要 
 機能確認ガイドラインは、ソフトウェア開発者

を対象にした資料であり、機能要求仕様書やデー

タ交換標準に準拠して開発したソフトウェアの機

能を要求どおり開発できているかをチェックする

ためのものである。 

 ソフトウェア開発者は、機能要求仕様書やデー

タ交換標準に準拠したソフトウェアを開発した後、

ソフトウェアが定められた仕様どおり動作するか

を機能確認ガイドラインのチェック項目に従って

確認する。機能確認ガイドラインに沿わない機能

が判明した場合は、その部分についてソフトウェ

アを修正することとなる。 

4.2 機能確認ガイドラインの記載内容 

機能確認ガイドラインには、機能要求内容、機

能要求内容に対するチェック内容、確認方法、確

認方法の解説が記載されており、サンプルデータ

による確認方法に必要な数種類のサンプルデータ

が付属している。 

(1) 機能要求内容 
 機能要求内容は、機能要求仕様書に記載された

ソフトウェア機能の要件を示している。 
(2)チェック内容 
機能要求内容に対するチェック内容は、機能要

求内容に対して確認すべき機能および表示項目や

表示桁数を示している。 
(3) 確認方法 
 本ガイドラインでは、機能要求内容の確認方法

として、「サンプルデータによる確認」と「実機を

用いた確認」の２通りの方法がある。「サンプルデ

ータによる確認」は、本ガイドラインに付属した

機能確認用のサンプルデータを用いた確認方法で

あり、「実機を用いた確認」は機能確認の実施者が

必要なデータ等を適宜用意し、機能確認を行うも

のであり、この確認は机上および実施者の用意し

た試験場のどちらで実施してもよいこととしてい

る。 
 (4)確認方法の解説 
 確認方法の解説では、確認方法と評価基準を示

し、確認方法には、使用するサンプルデータの種

類および確認に必要な数値の入力やその確認手順

を示し、評価基準は、確認方法に沿って入力した

結果、表示される形状や表示項目、ソフトウェア

の表示結果や算出結果の合格基準を記載している。 
(5)サンプルデータ 
 出来形管理用TSソフトウェアおよび設計帳票作

成ソフトウェアの機能確認ガイドラインには、Ⅰ

群からⅢ群の３種類のサンプルデータが付属して

いる(表-1)。 
表-1 サンプルデータの内容 

 出来形管理用TSソフトウェア 設計帳票作成ソフトウェア 

Ⅰ群 ソフトウェアへ入力するための

施工管理データ 

ソフトウェアへ入力するための施工

管理データ 

Ⅱ群 ソフトウェアへ入力するための

出来形計測点座標と入力後の算

出結果の確認シート 

算出される出来形管理結果や帳票様

式の確認のための設計値と出来形値

とその差が記載された出来形管理帳

票 

Ⅲ群 施工管理データの入力後、表示す

べき設計情報の確認シート 

設計情報の入力用のシートおよび施

工管理データの入力後、表示すべき設

計情報の確認シート 

また、図-3に機能確認ガイドラインの記載例と

機能確認の運用例を示す。 
4.3 機能確認したソフトウェア情報の公開  

 国総研の「TSを用いた出来形管理の情報提供サ

イト」2)（以下、情報提供サイト）では、TSを用い

た出来形管理で利用できるソフトウェアの情報を

工事受注者や監督職員に提供するために、ソフト

ウェア一覧を公開している。掲載されるソフトウ

ェアの条件は、本ガイドラインにより「機能要求

仕様書」に準じて開発されていることをソフトウ

ェア開発者が自主確認し、本サイトへの情報掲載

の申請があったソフトウェアである。 
また、機能確認の保証は、あくまでソフトウェ

ア開発者が自主確認で実施することとしているた

め、この掲載によって国総研がソフトウェア開発

者の機能確認の内容を保証するものではないこと

としており、稀に想定外の原因によりデータ交換

できない等の問題が発生した場合は、「ソフト間の



図-3 機能確認ガイドラインの記載例と機能確認方法例 

サンプルデータⅡ群

ⅰ)帳票様式の確認
→定められた様式で出力できる。
ⅱ）帳票の数値の確認
→計算結果が正しい

XML

施工管理データ
（基本設計データ＋出来形計測データ）

サンプルデータⅠ群

出力結果

サンプルデータの入力 ガイドラインに沿ったソフトウェアの評価

サンプルデータ
読み込み 出力

出力結果と
サンプルデータの比較

サンプルデータによる確認の運用例

出来形帳票作成

出来形帳票作成ソフト

ソフトウェアの出力（画面表示、算出結果）

機能確認ガイドラインの記載例（出来形帳票作成ソフトウェアの機能確認抜粋）

実機を用いた確認の運用例

入力条件（開発者が準備）

“○○建設工事”
と入力

ソフトウェアの入力画面
と評価基準の比較

ソフトウェアの出力（画面表示、算出結果） ガイドラインに沿ったソフトウェアの評価

工事名を入力できるか。
→工事名を入力できる

基本設計作成ソフト

機能確認ガイドラインの記載例（基本設計データ作成ソフトウェアの機能確認抜粋）

実
機
を
用
い
た
機
能
確
認
例

サ
ン
プ
ル
デ
ー
タ
を
用
い
た
機
能
確
認
例

ソフトウェアの
入力画面

接続確認情報」を掲載している企業が主体で原因

究明し問題解決を図ることとしている。 
 情報提供サイトに記載されているソフトウェア

以外にも機能要求仕様書に準拠して開発されてい

るソフトウェアがあり、どのソフトウェアを利用

するかは、カタログあるいはソフトウェア仕様書

でTSによる出来形管理の要領に準拠しているかを

確認し、受注者の判断で決定することとなる。 
 
５．おわりに 

 TSによる出来形管理技術は、これまでの試験施

工の実績や技術の普及状況等を踏まえ、既に技術

的に確立し平成２５年度の一般化に向けて普及措

置を講じる技術として挙げられている。今後は、

TSによる出来形管理に関するQ＆Aの充実や出来形

管理以外の利用場面での便利な使い方等の情報公

開によって、技術に対する習熟度の向上や利用場

面拡大によるさらなる普及促進に期待したい。 
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１５．無人化施工における無人測量システムの開発 

開発経緯と改良型システムの導入結果 

 
 

      （株）フジタ 九州支店土木部      ○橋詰 亮  

（株）フジタ 土木ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ機械部  浅沼 廉樹 

（株）フジタ 土木ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ機械部  三鬼 尚臣 
 
 
1．序論 

 平成 2 年 11 月，198 年ぶりの噴火活動によって

島原市を中心に大きな被害を与えた雲仙･普賢岳。

復興が進んだ現在もなお，溶岩ドームの崩落や土

石流による被害が想定される水無川流域では立ち

入りが禁止された警戒区域が設定されている。 

警戒区域内での災害復旧工事は，安全な場所か

ら建設機械を遠隔操作し，施工を行う無人化施工

で行われている。 
雲仙・普賢岳における無人化施工は，平成 5 年

の試験フィールド制度として採用されて以来，除

石や砂防ダムの工事を経て改良，発展してきた。    

無人化施工が開始された当初，測量作業につい

ては，無人化が難しく人が警戒区域内に立ち入り

行っていた。株式会社フジタでは，遠隔にて測量

を行い，位置出しを可能とする無人測量システム

の開発，導入を行った。 

本稿では，雲仙・普賢岳における無人化施工に

導入されてきた無人測量システムの開発経緯とそ

の改良型システムの導入結果を述べるものである。 

 

 

 

 

2．無人測量システム開発経緯 

 無人測量システムが導入された水無川 2 号砂防

ダム工事でのダムの構築は，CSG 工法，RCC 工法

を用い無人化施工にて実施された。水無川 2 号砂

防ダム工事での測量作業は，1）掘削管理用丁張り

出しと測点位置だし，2）盛土・切土管理用丁張り

出し測点位置だし，3）土砂型枠施工位置管理，4）
出来形管理などがある。これらの測量作業を無人

化施工で行う必要があり，安全な位置に設置され

たコントロールルームより遠隔にて行うために無

人測量システムは開発された。特に，砂防ダム工

事の土砂型枠施工時に必要なRCCコンクリート上

の測点の位置出しを遠隔にて行う技術，出来形の

高さを計測する技術に重点を置いて開発された。 

 

3．無人測量システム概要 

 当社では，現在までに 3 台の無人測量システム

を開発し現場に導入してきた。（写真-1）水無川 2
号砂防堰堤工事において 1 号機による実証実験を

実施し，その後，測量精度の向上や測量時間の短

縮を計るため，微小位置決め操作が容易に出来る

XY テーブル機構を搭載した 2 号機を，赤松谷川 2
号砂防ダム工事に導入・運用を行った。 

1 号機 2 号機 3 号機 

写真-1 無人測量システム 



そしてマーキング方式を新たにした 3 号機が 5 号

床固工工事に導入され，現在稼働中である。 

 
3．無人測量システム（1号機，2号機）概要 

無人測量システムは，マーキング機構を有し，

警戒区域内での出来形測量，土砂型枠やブロック

などの据付を行うため位置だし作業を遠隔にて行

うシステムである。構成図を図 1 に示す。主な構

成は，①マーキング機構，②トータルステーショ

ンシステム，③制御ユニットの 3 つの部分で構成

されている。無人測量システムの概要図を図-1 に

示す。計測は追尾式トータルステーションにて行

い，現地にマーキングを残す。無人測量システム

の操作は，他の遠隔施工重機と同様にコントロー

ルルームにて行われる。 

 

3.1 マーキング機構 

 マーキング機構は，無人操縦可能なバックホウ

アタッチメント部分取り付けられている。その制

御ユニットは重機運転席後部に設置してある。2
号機では，微小位置決め操作が可能な XY テーブ

ル機構を採用した。 
 マーキング方式は，逆さに噴射が可能なスプレ

ー缶を用いて行われる。写真-2 にマーキング機構

を示す。スプレーの搭載されるマーキング機構（Z
軸）の最上部には全周プリズムを搭載し，ユニバ

ーサル機構により鉛直を保つ構造となっている。Z
軸を下降させ地面と接地させ，φ100mm のマーキ

ングを行う。 

3.2 トータルステーションシステム 

 トータルステーションシステムは，マーキング

機構に取付けられた全周プリズムを自動追尾する

ことで目標マーキング点に誘導を行うシステムで

ある。自動追尾中は，プリズムがアームなどで隠

れた場合にも，自動でサーチを行うため，警戒区

域内での無人測量が可能となっている。本システ

ムでは，無線による測定命令とデータ取得機能に

より，遠隔にてトータルステーションの制御を行

うことができる。また 2 号機では，トータルステ

ーションに代わり，GPS を使用しての測量も可能

となり，トータルステーションの追尾の届かない

場所での作業も可能となった。 
 

 
写真-2 マーキング機構 

コントロールルーム 

ラジコンバックホウ 

無人区域(警戒区域) 
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写真-1 無人測量システム概要図 



3.3 制御ユニット 

 制御ユニットでは，トータルステーションシス

テムからの測量データをパソコンモニター上に表

示させることで，目標マーキング点へ誘導を行う。

また，2 号機では，バックホウでの大まかな誘導後，

微少位置決めデータの計算を行い，XY テーブルに

よって目標マーキング点へ自動誘導を行う。 

 
写真-3 XY テーブル機構 

 
図-2 誘導画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．改良型無人測量システム（3号機）の開発 

 無人測量システム 2 号機は，長年にわたり現場

に導入・運用され，トータルステーションと GPS
とのハイブリット化や，使用無線機器の変更など

のマイナーチェンジが行われてきた。しかし，経

年劣化により動作が不安定になってきたこともあ

り，新規リニューアルを行った。リニューアルを

行うにあたり， 
1）ベースマシンの占有回避 
2）システム簡略化による安定動作 
3）マーキング方式の変更 
4）測量精度の向上 

を目指した。 
 無人測量システムは，着工前測量から完成検査

での出来形測量までの工事期間中ベースマシンを

占有していた。測量時以外には施工機として使用

するために，バケットと測量システムの付替えが

容易なものとする。 
  
4.1 改良型無人測量システムの概要 

改良型無人測量システム概要図を写真-4 に示す。

ベースマシンは従来までの0.45m3級バックホウか

ら，無人化施工で一般的に使用される 0.8m3 級バ

ックホウとし，施工機械としての汎用性を高めた。

アタッチメントは，ベースマシンから取り外した

時に自立する形状とし，制御ユニットもアタッチ

メントに全て集約している。また 2 号機では，誘

導を自動制御にて行っていたが，新システムでは，

自動制御から，ON-OFF 制御とした。ON- OFF 制

御とすることで，プログラムを軽く，簡略化する

ことができ，より速く誘導を行えることが可能と

なった。

写真-4 改良型無人測量システム概要図 

 

制御盤 

クイックチェンジャ 

GPSアンテナ 

Z 軸（マーキング機構） 



アタッチンメント部には油圧駆動のクイックチェ

ンジャシステムを搭載しており，バケットと無人

測量システムの迅速な交換を可能にしている。 
 マーキング機構もこれまでの XY テーブル方式

から，旋回するアーム上を Z 軸がスライドし，目

標点まで移動する rθ 方式とし，マーキング方式も

新たにコンプレッサを搭載し，自動スプレーガン

によるマーキング方式となった。 
写真-5 に改良型無人測量システムを，表-1に改

良型システム仕様を示す。計測は GPS と追尾式ト

ータルステーションのどちらでも可能となってい

る。 

 
写真-5 改良型システム 

 
表-1 改良型システム仕様 

ベースマシン 0.8m3 級バックホウ 

無人測量システム rθ 方式 

 寸法 800×800×1100 

 アームストローク長 400mm 

 旋回角度 90° 

 アーム送り速度 25mm/s 

 旋回速度 0.5°/s 

供給電源 100V 

マーキング方式 自動スプレーガン 

マーキング径 φ100mm 

搭載コンプレッサ 最大 0.7MPa 

塗料容量 600cc 

計測システム 1 自動追尾式 TS 

計測システム 2 GPS GR2100 

 
4.2 誘導機構 

 3 号機の誘導機構は，従来の XY テーブル方式か

ら rθ 方式に変更している。従来方式では，自動誘

導を行っていたため，XY スライダーによって位置

決めを行っていたが，改良型システムの簡略化に

伴って rθ 方式とした。図-3に示すように，rθ 方式

では，稼働範囲を広く取ることが出来る。また構

造物の際の測量を行う場合にフレームが邪魔にな

らないといったメリットが挙げられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

XY テーブル方式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

rθ機方式 

 
図-3 マーキング機構方式 

 
 
4.3 マーキング方式 

 従来の缶スプレーを使用するマーキング方式で

は，液ダレによって噴出口に塗料が付着し，長時

間放置するとスプレーが出来なくなる問題があっ

た。そこで改良型システムでは，新たにコンプレ

ッサを搭載し，自動スプレーガン(噴射ノズル)を用

いる方法を採用した。 
 マーキング機構(Z 軸)には，自動スプレーガン，

塗料容器，昇降モータ，ユニバーサル機構から構

成されている。Z 軸頂部には，GPS アンテナもし

稼働範囲 

稼働範囲 

θ 

ｒ 

Z軸 X 

Y 

300 

300 

400 



表-2 塗料試験結果  

くは全周プリズムが搭載される。図-4 にマーキン

グ機構(Z 軸)の構成図を示す。本体側に収納されて

いるコンプレッサからのエアによって，スプレー

ガンへ塗料を導き噴射を行う。スプレーガンのノ

ズルは広角丸型で，φ0.5mm のノズル径でありな

がら，φ100mm のマーキングを可能としている。 

 
図-4 マーキング機構 

 
 

4.3.1 使用塗料の決定 

使用塗料は試験施工より決定した。試験は，①

フェノールフタレイン，②溶剤系着色剤，③多目

的水性塗料，④多目的油性塗料の 4 種類の塗料(溶
液)で行った。フェノールフタレイン溶液は，アル

カリ性を紅色で示す指示薬で，コンクリートのア

ルカリ性に反応させ着色させる。溶剤系着色剤は，

シンナーで薄め使用した。 
 それぞれの塗料(溶液)でコンクリート試料にマ

ーキングを行い，評価を行った。評価は，塗料の

発色，経時変化，濡れたコンクリート上へのスプ

レー，取扱性，コストを総合して行った。結果を

表-2に示す。 
発色が最もよかったのは，水性塗料と，着色剤

であった。フェノールフタレインのみ噴射した翌

日には，全体的に薄くなっていた。濡れたコンク

リート面への噴射では，油性塗料と溶剤系着色剤

が優れていた。油性塗料と溶剤系着色剤でシンナ

ーが必要となり，取扱いに注意が必要である。 
上記した結果より，発色に優れ水にも強かった

溶剤系着色剤を採用とした。また，スプレー缶で

の問題であった，長時間放置した後のマーキング

でも，自動スプレーガンと溶剤系着色剤での組み

合わせでは，噴射が可能であることを確認した。 
 
4.4 改良システム導入結果 

（１）マーキング精度検証 
 マーキング精度の検証は，事前に有人測量にて

目標点(釘)を打ち，無人測量システムにて誘導，マ

ーキングを行い，目標点とマーキング芯位置との

誤差を計測し行った。無人測量システムには GPS
（GR2100）を使用し計測を行った。 
 

塗料 フェノール溶液 水性塗料 油性塗料 溶剤系着色剤 

噴射高さ 250mm 250mm 250mm 250mm 

噴射時間 3 秒 3 秒 3 秒 3 秒 

発色 △ ◎ ○ ◎ 

経時変化 × ○ ○ ○ 

濡れた 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
△ × ○ ○ 

取扱性 ○ ○ △ △ 

コスト × ◎ ○ ○ 

総合評価 × △ ○ ◎ 

 

自動スプレーガン 

コンプレッサ 

液タンク 

Z軸 

昇降モータ 

GPSアンテナ 

（全周プリズム） 

φ100mm 



 平面誤差分布を図-５に示す。有人にて計測を行

った目標点を原点(0,0)とし，無人測量システムに

よるマーキング点の誤差成分(⊿x,⊿y)を示したも

のである。分布図の結果より，無人測量システム

の平面誤差は 15mm 以内の範囲に入っていること

が確認できた。高さは最大で 14mm，平均 11mm
と良好な結果が得られた。2 号機の平面誤差は

20mm 以内であったが，新システムでは 15mm 以

内と更に精度が向上した。これは，これまで Z 軸

上方に取付けられていた Z 軸昇降モータを，改良

型システムでは，Z 軸下方に取り付けたことで重

心が低くなり，鉛直性が増したことに起因すると

考えられる。 
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図-5 平面誤差分布図 

 

写真-6 マーキング状況 

 
(2)サイクルタイム 

 測量時間については，実際に赤松 5 号床固工工

事でのマーキング測量結果より，1 点のマーキング

を行うのに，重機移動時間を含め平均 1 分 23 秒で

あった。2 号機のマーキング時間が 4 分 23 秒であ

ったことから，大幅な施工スピードの向上を図る

ことができた。これはコンプレッサを用いること

で，塗料噴射時間を短くすることができたこと，rθ
方式の ON-OFF 制御としたことによると考えられ

る。 
5．まとめ 

 無人測量システム 1 号機から 2 号機では，XY テ

ーブル機構を付加することで，微小位置決めが可

能となり，自動制御により高精度のマーキンを行

える様になった。しかし，3 号機である改良型無人

測量システムでは，自動制御を行っていた XY テ

ーブル機構を廃止し，新たに ON-OFF 制御の rθ 方

式へと大きく機構を変えた。これにより，マーキ

ング精度は維持したまま，施工スピードを大きく

向上することが出来た。また，マーキング方式も

缶スプレーからコンプレッサを搭載し，自動スプ

レーガン方式を採用することで，2 号機までにあっ

たスプレーノズルの詰まりを回避することが可能

となった。 
 改良型システムの自立する形状や，制御システ

ムの一体化によって，アタッチメントの付け替え

が迅速に行うことができ，目標である，ベースマ

シンの占有を防ぐことも実現した。 
 現在，雲仙･普賢岳の無人化施工において，位

置出し測量や，出来形確認測量は無人測量システ

ムを用いて完全に遠隔で行われている。測量精度

は GPS 自身の精度に依存する部分が大きいが，Z
軸の鉛直性の向上により，目標通りの高い精度と

なっている。 
今後は，本システムを更に改良発展させ，測量

サイクルの更なる短縮と，雨などの悪条件下での

確実なマーキングの実施を目指す。 
また，この無人測量システムで蓄積した無人化

技術を，今後の無人化施工の品質確保，出来形管

理，安全対策などに応用していきたいと考える。 
 

 
写真-7 施工状況 



 

１６．ロータリ除雪車を通年活用する 

アタッチメント式路面清掃装置の開発 
 
 
 (独)土木研究所寒地土木研究所 ○ 中村 隆一 

 (独)土木研究所寒地土木研究所  住田 則行 

 国土交通省北海道開発局  佐々木憲弘 
 
 
１．はじめに 

積雪寒冷地では，路面清掃車等の道路維持機械

及び除雪機械の専用車は各々半年程度しか稼働で

きない実態にある。また，道路の管理は全国統一

の管理基準が設定され，より一層のコスト縮減が

求められている。そこで，近年の予算縮減など喫

緊の課題に対応すべく，既存の機械をオールシー

ズン有効活用することに着目し，ロータリ除雪車

をベース車両にしたアタッチメント式路面清掃装

置の開発を行った。 

本報は，過年度に本シンポジウムで報告した性

能試験の結果 1) に基づき，試作機の改良，国道で

の試行，仕様のとりまとめを行ったので報告する

ものである。 
 

２．検討概要 

2.1 検討方針 

積雪寒冷地における道路維持機械及び除雪機械

の配置状況，稼働実績から複合化によるコスト縮

減の試算を行った。その結果，導入台数が多く，

コスト縮減率が大きい路面清掃車とロータリ除雪

車の複合化について検討を行い，以下の基本条件

を設定した。 
1）既存のロータリ除雪車をオールシーズン有効

活用すること。 
2）1 台のベース車両で，冬期作業の拡幅除雪（ロ

ータリ除雪装置）と，夏期作業の路面清掃（路

面清掃装置）の機能を兼用可能とすること。 
3）路面清掃装置はアタッチメント式とし，ベー

ス車両（ロータリ除雪車）の機能・性能に悪

影響を及ぼさないこと。 
2.2 仕様検討 

開発する路面清掃装置は，コスト縮減の観点か

ら現在運用されている路面清掃専用車（以下，専

用車という。）の代用として使用するため，既存の

専用車と同程度の機能及び性能を確保する必要が

ある。 

路面清掃装置の仕様は，４輪ブラシ式，３輪ブ

ラシ式，４輪操舵ブラシ式のブラシ式路面清掃車

の各専用車の主要諸元から採用した。 

また，ベース車両とするロータリ除雪車は，国

や地方自治体などが保有する一般的な規格にする

ことで，導入先を限定しない仕様とした。 

試作した路面清掃装置（以下，試作機という。）

を写真-1に示す。 

 

写真-1 ロータリ除雪車をベース車両にした 

アタッチメント式路面清掃装置（試作機） 

 

３．性能試験 

試作機の性能試験は，試験道路に設定したテス

トコースで実施した。試験は，ブラシ式および真

空吸込み式ロードスイーパ性能試験方法2) を参考

に，走行試験（道路線形追従走行試験），作業装置

試験（主ブラシ・側ブラシ及びホッパ，散水機能

作動試験），作業試験（標準土砂及び異形物の清掃

能力試験，最大塵埃収納容量確認，最適掃き込み

構造の検討），その他（視野試験，ダンプトラック

への積込み試験，一般ドライバーからの視認等）

の基本性能の確認を行った。 
過年度の試験結果より，機械の性能・機能は良

好であったが運転操作性に課題が残った。これを

解決するため，以下の要点で試作機の改良を行い，

過年度と同様の性能試験を行った。 
ブラシ式清掃タイプの場合，作業途中で集積し

た塵埃の積込みを可能とするため，ホッパ収納容



量を重視しないとのことから，運転操作性向上を

目的に全長短縮化に伴う，ホッパ形状や機構の配

置を検討改良した。 
性能試験の状況を写真-2に示し，代表的な結果

を以下に記す。 
 

 
写真-2 性能試験状況 

左：道路線形追従走行試験 

中：清掃能力試験 

右：ダンプトラックへの積込み試験 

 

テストコースは，直線路，回転半径及びバスベ

イ構造の道路線形を作製し，各種試験を行った。 
道路線形に対する追従は，車両ステアリング（車

両旋回）及び装置アングリング機構（装置旋回）

を併用することで可能とした（写真-2左，図-1）。 
清掃能力試験は，春先清掃作業及び道路維持清

掃作業の塵埃量を想定して，2 種類（0.4m3/km・

0.8m3/km）の塵埃条件と 3 種類（低速 3~5km/h・中

速 6~8km/h・高速 10km/h）の作業速度で，砂及び

異形物を対象に，清掃後の掃き残し量を計測して

収納能力（収納率＝（塵埃量－掃き残し量）／塵

埃量）を確認した（写真-2 中）。その結果，作業速

度が速くなるに伴い，収納率が低下する傾向にあ

ったが，塵埃の量にさほど影響なく，どの速度で

も土砂・異形物ともに収納率 90%程度の清掃能力

が確認できた。 
試作機の掃き込み構造は，専用車における主ブ

ラシで掃き込んだ塵埃をベルトコンベアで持ち上

げ，上から落として入れる上開き箱形状の機構と

異なり，主ブラシで横から直接掃き込む横開き箱

形状とした。そのため，より多くの塵埃収納容量

を確保するには掃き込み構造やホッパ構造を工夫

する必要がある。ホッパ内構造は，より多くの塵

埃収納容量を確保するのはもちろん，塵埃のこぼ

れ防止，ダンプトラックへの積込み作業を円滑に

行える構造を検討した。 
試作機の塵埃収納容量は，各専用車のホッパ内

容量にホッパ係数 3) を乗じた換算値（表-1）と最

大塵埃収納容量の確認試験で得られた結果（表-2）

を比較すると，試作機は専用車の収納容量と同程

度の能力があることが確認できた。 
視野試験は，試作機及びロータリ除雪装置を取

り付けた作業姿勢と回送姿勢で比較した結果，

各々の姿勢とも同等の視野であることが確認でき

た（図-2）。また，専用車とも比較した結果，トラ

ックベースである４輪ブラシ式を除き，視野範囲

は同程度であった。 
オペレータのヒアリングや試験から，試作機の

機能及び性能は，専用車と比べ遜色ない結果とな

った。 

 

 
図-1 旋回機構（車両＋装置） 

 
表-1 各種ホッパ収納容量比較表 

 
 

表-2 試作機最大塵埃収納容量の試験結果 

 

容量（m3） 重量(kg)

1,685

2 1.33 1.07 1,423

試験No. 砂比重
ホッパ内実収納容量

試作機
1 1.56 1.08

 
 

 
図-2 作業及び回送姿勢の視野範囲 

（上：路面清掃装置，下：ロータリ除雪装置） 
 

４．国道での路面清掃作業の試行 

国土交通省北海道開発局の協力を得て試作機に

よる清掃確認を国道の道路維持工事で試行する機

会を得た。 

試行目的は，試作機の作業性能の確認を主に，

試作機と専用車の作業能力の比較である。方法は，

交通量，道路構造，道路上の塵埃量等の作業条件

を合わせるため，同工区・同区間において，専用

車と試作機で作業を実施し，道路管理者と道路維

真空式

3輪ブラシ式 4輪操舵ブラシ式 4輪ブラシ式 片・両ブラシ式

ﾌﾛﾝﾄﾘﾌﾄﾀﾞﾝﾌﾟ式 ﾌﾛﾝﾄﾘﾌﾄﾀﾞﾝﾌﾟ式 ﾘｱﾘﾌﾄﾀﾞﾝﾌﾟ式 ﾘｱﾀﾞﾝﾌﾟ式

ﾎｯﾊﾟ内容積 2.2m3 2.0m3 2.5m3 6.0m3 仕様書
（メーカー値）

ﾎｯﾊﾟ係数 0.55 0.55 0.48 0.50

換算値 1.21m3 1.1m3 1.2m3 3.0m3

土木工事標準積算基準書
（国土交通省）

ブラシ式

適用

車両ステアリング(車両旋回) 

装置アングリング(装置旋回) 



持工事請負者，オペレータから運転操作性，作業

能力，導入可能性等についてヒアリングを実施し

た（写真-3～5）。 

 

 
写真-3 路面清掃車(左)と試行した試作機(右) 

 

 
写真-4 試作機の清掃状況 

 

 
写真-5 積込み作業の状況（比較） 

左：試作機 

右：路面清掃車 

 

また，専用車と試作機の清掃状況，オペレータ

の作業及び清掃機械と一般車両の挙動を確認する

ため，ドライブレコーダーを取り付け，映像での

比較確認を実施した（図-3～5）。 

試行の結果，試作機のベース車両の特性である

中折れ操舵に伴う機械の車線逸脱や機械の全長の

増大に伴う追い越し困難など一般車両に危険を与

えるような状況，挙動は確認されなかった。 

 さらに，専用車と試作機の作業騒音について計

測した結果，差異がなかった（図-6）。 

試行に関する主な意見は以下のとおりであった。 

・機械の操作に違和感がない。実用化の可能性が

あると思う。 

・どんな機械でも初めは運転修得期間が必要であ

る。 

・ブラシ式専用車は，定期的にホッパ内の塵埃を

ダンプトラックに空けるため，ホッパ容量は必要

以上に大きくする必要はない。また，散水車で事

前散水するため，散水タンクも同様に必要以上に

大きくなくても問題ない。 

・専用機械と異なる兼用式の導入に対する否定的

考えはない。それより，道路の維持管理費の縮減

により路面清掃機械を保有できなくなる状況に懸

念がある。 

・コスト縮減対策は急務であり導入検討したい。 

 以上のように，現場から細かな要望はあったも

のの，試作機に対し否定的な意見や専用車との作

業能力の比較で大きな差異がないことが確認でき

た。 

 

 

＜カメラの設置場所及び映像範囲＞
①左前方：路面清掃前の路面状況及び前方の映像（清掃前）
②左側方：側ブラシと歩道縁石及び路面の映像（追従性）
③左後方：路面清掃後の路面状況及び後方の映像（清掃後）
④右側方：近接車両との位置関係の映像（追い越し車両、後続車）
⑤運転席：オペレータからの前方視界の映像（視界性） 
⑥運転席：オペレータの視線及び作業状況の映像（運転操作性、安全性） 

図-3 ドライブレコーダーカメラ取付位置 
 

 
図-4 ドライブレコーダー映像（試作機） 

 

 
図-5 ドライブレコーダー映像（4輪操舵ブラシ式） 



 

 
図-6 騒音測定結果 

 

５．仕様のとりまとめ 

テストコース及び国道での試行結果から，以下

に示す主要諸元で仕様のとりまとめを行った。 
 
ロータリ除雪車  
 形式  ツーステージ 2.2m 級対応 
路面清掃装置 
 形式  ブラシ式，フロントリフトダンプ式， 

両ガッタ，散水機能付  
 最大清掃幅    3,000mm 
 ホッパ内標準塵埃収納容量   1.0m3 
 水タンク容量       900L 
 最大積載量     2,400kg 

 

６．導入検討 

6.1 通年活用による運転費 

ロータリ除雪装置及び路面清掃装置の兼用化に

よるメリット，デメリットを以下にまとめる。 
(1) （冬期）ロータリ除雪車の運転費が下がるメ

リット 

ベース車両を路面清掃作業でも使用する

ことにより，年間標準運転時間 4) の増加が，

運転日数，供用日数の増加よりも比率が大き

くなり，供用日当り運転時間，運転日当り運

転時間が増加する。そのため，運転 1 時間当

り労務工数及び機械損料が下がり，運転 1 時

間当り単価が減少する。 
(2) （夏期）路面清掃車の運転費が上がるデメリ

ット 

ベース車両がロータリ除雪車になること

で，運転日数，供用日数の増加が，年間標準

運転時間 4) の増加よりも比率が大きくなり，

供用日当り運転時間，運転日当り運転時間が

減少する。そのため，運転 1 時間当り労務工

数及び機械損料が上がり，運転 1 時間当り単

価が増加する（上項(1)と逆転現象）。 
6.2 導入効果の試算 

ロータリ除雪車（冬期）と専用車（夏期）の組

み合わせと，ロータリ除雪車（夏期･冬期）と試作

機（夏期）の組み合わせでコストに関する比較を

行った。 
過年度の平均稼働実績を基にしたライフサイク

ルコストの比較を図-7，年間当たりの専用車に対

する運転費の比率を表-3に示す。 
 

 
図-7 ライフサイクルコスト比較表（機械単体） 

（注記） 

１．①，②，④は現行機械のライフサイクルコスト 

２．③は試作機とベース車両（ロータリ除雪車）の夏期分のライ

フサイクルコスト 

３．⑤は夏期に試作機を利用した場合の冬期分のライフサイクル

コスト 

 
表-3 運転費比較表 

路面清掃車 3輪ブラシ式 137 ％ 93 ％

路面清掃車 4輪ブラシ式 133 ％ 92 ％

路面清掃車 4輪操舵ブラシ式 125 ％ 90 ％

冬期 ロータリ除雪車 180kW級（3次排対） ロータリ除雪車 180kW級（3次排対） 76 ％

運転費
現行比率（％）

単体 夏冬・組合せ

現　　行

－

新　　規

夏期 路面清掃装置
アタッチメント式
ブラシ式

 
 
試算は，ベース車両となるロータリ除雪車の標

準使用年数15年 4) でライフサイクルコストの比較

をしたもので，図中の棒グラフ①～③が夏期使用



の路面清掃車 2 機種及び試作機，④～⑤が冬期使

用のロータリ除雪車の15年間のライフサイクルコ

ストを示す。なお，赤線で囲った棒グラフ③，⑤

は本報告で提案する機械の組み合わせで，それぞ

れを 100%とした場合の比率を棒上の赤文字に示

す。 

冬期にロータリ除雪車（装置）⑤を使用する場

合は，イニシャルコスト（購入費），整備費及び管

理費は現状どおりとなるが，先に述べたメリット

により，運転費が現行の④に対して大幅に削減さ

れる。 
夏期の路面清掃装置③を使用する場合は，現状

の専用車①又は② 1 台の購入の代わりにアタッチ

メント装置の購入となることから，イニシャルコ

スト（購入費），整備費及び管理費は大幅に削減さ

れるが，先に述べたデメリットにより，運転費が

増加する。 
その結果，夏期の路面清掃装置③の運転費を見

ると，コスト高となるが，冬期のロータリ除雪車

の運転費が大幅に削減されるため，1年を通して比

較するとコスト縮減が可能である。 
また，道路管理者が工事受注者へ機械を無償貸

与する場合で 1 組当たりのライフサイクルコスト

を試算した。 
試算対象機種は保有台数の多い４輪ブラシ式と

し，結果を図-8 に示す。路面清掃車（装置）とロ

ータリ除雪車を組み合わせた年間当たり総額で積

み上げ方式とした。0 年目は購入費のみとし，1 年

目以降は整備費、管理費、運転費を計上した。 
損料表 4) における過去 3 ヶ年の変化として，路

面清掃車の標準使用年数が 8.0 年から 9.0年または

9.5 年，ロータリ除雪車の標準使用年数が 13.5 年か

ら 15.0 年と使用年数が伸びていることから，ここ

では比較を行うため，ベース車両であるロータリ

除雪車に準拠した使用年数 15 年で試算した。 
 

 
図-8 ライフサイクルコスト比較表（積上式） 

（注記） 

青線：従来の運用（各々専用車を使用した場合） 

赤線：提案の運用（ロータリ除雪車を通年利用した場合） 

6.3 効果的な配置提案 

より多くの導入効果を期待するには，専用車と

試作機の運転費の差から稼働時間比が有利な配置

を行うことが望ましい。 

表-4 は，専用車から置き換えた場合，従来の組

み合わせ運転費と同等になる稼働時間の比率につ

いて試算結果を示している。 

燃料単価の変動によって，比率は若干異なるも

のの，どの規格も路面清掃車よりロータリ除雪車

の数値が低いことから，ロータリ除雪車の稼働が

多い地域に有利であり，燃料単価が安価なほど削

減効果は大きくなる。 

このことから，除雪機械の稼働が年間標準運転

時間 4) より高く，維持機械の稼働が低い傾向にあ

る地域は，コスト削減効果が高いと考えられる。 

 
表-4 導入効果が得られる稼働時間比 

ロータリ除雪車 180kW級（3次排対） 0.416 ：0.584 0.395 ：0.605 0.344 ：0.656

路面清掃車

３輪ブラシ式 ４輪ブラシ式 ４輪操舵ブラシ式

 
（注記） 

１．（左）ロータリ除雪車：（右）路面清掃車 

２．（左）ロータリ除雪装置の値が表中よりも大きいほど運転費が

減少，小さいほど増加する。 

 

6.4 国土交通省の事業概要 

路面清掃作業の目的は，道路及び沿道環境の保

全と道路の美観を保持することを含めた道路の機

能維持と保安，交通災害の予防，人体の保護など
5) としている。 
国道の維持管理は，各地域によって気象条件や

沿道状況等が異なることから路面清掃などの各維

持作業は地域の状況を踏まえ，適切な道路維持管

理がされてきた。 
しかし，冒頭で記した近年の道路予算縮減に加

え，平成21年11月の行政刷新会議「事業仕分け」

での結果から，今般、通行の安全性等に配慮しつ

つ，全国統一の考え方を設定し実施されることに

なった。 
このことから，道路の清掃などは全国統一の管

理基準により運用するとともに，地域の特性を考

慮した適切な道路サービスを提供とあり，表-5に

示す基準が設定された。 
また，除雪作業についても先の行政刷新会議か

ら全国統一基準が設定され，コスト縮減が求めら

れている。 
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ライフサイクルコスト比較表（積上式）

4輪ブラシ式路面清掃車＋ロータリ除雪車

路面清掃試作機＋＠ロータリ除雪車

ロータリ除雪車【除雪のみに使用】

＠ロータリ除雪車【除雪＋清掃に使用】

15,459万

12,286万

4,010万

差分 1,230万

差分 3,173万

差分 651万

金額

5,240万



表-5 路面清掃管理基準 

 

 

6.5 路面清掃車のブラシ式と真空式の比較 

路面清掃車の機種を選定するにあたり，表-65)

に示す路面清掃車の作業条件と適用性を参考にし

た。 
 

表-6 路面清掃車の作業条件と適用性 

 
 
ブラシ式・真空式ともに，今後，道路清掃回数

の抑制から1回当たりの作業負担が増加すること

を想定すると，表-6の色付き箇所の作業条件“土

砂の堆積が多い場合”，“塵埃が大きく、多量に堆

積している場合”，及び市街地を考慮し，“騒音を

特に避けたい場合”に注目した。その結果，地域

条件にも左右されるが，路面清掃車が少数保有に

なった場合，今後ブラシ式の有用性が高くなると

思われる。 
また，ブラシ式と真空式のコストを試算した。

各々異なる特徴を持っているが，作業形態として

大きな違いがある。 
 路面清掃における塵埃処分の作業形態について，

真空式は処分場まで自走しなければならないのに

対し，ブラシ式は処分場まで自走を必要としない

分ダンプトラックを拘束する必要がある。 
道路清掃の基準 3) によると，工区毎の清掃延長，

清掃速度，移動距離，移動速度，塵埃量の実績な

どから路面清掃費を求めるため，地域事情が異な

る工区毎の比較が必要になるが，路面清掃車のホ

ッパに収集した塵埃を処分場まで運ぶ距離が近い

と真空式が安価であり，遠い程ブラシ式が安価に

なる傾向がある。 

これは工区毎の清掃延長や塵埃量の違いに加え，

“真空式の塵埃処分場までの移動に要する費用”

と“ブラシ式のダンプトラックの拘束に要する費

用”のどちらがコスト的に有利であるかが比較の

キーポイントになる。 
 清掃延長のどの位置でホッパが満載になるか確

定できないため，コストに対して単純な比較はで

きないが，路面清掃車性能試験 2) を実施する場合

の塵埃量 0.4m3/km と仮定した場合、移動距離が清

掃延長の 4~5 倍以上になるとブラシ式が有利にな

る傾向にある。また，塵埃量が増すにつれブラシ

式が有利になる。 
 

７．まとめ 

 本開発では，道路維持管理のコスト縮減に向け

た技術開発を行った。その結果を以下のとおりま

とめる。 
1）国道での試行により試作機は，機械の性能・機

能，ヒアリングで良好な結果だった。 
2）ロータリ除雪車を通年活用することで，ロータ

リ除雪車自体の運転単価を削減でき，アタッチメ

ント式路面清掃装置は，路面清掃専用車に比べ，

経済的である。更に，よりコスト削減を期待する

には稼働時間比が有利な配置をすることが望まし

い。 
今後は，寒地土木研究所が開発したアタッチメ

ント式路面清掃装置を用いたロータリ除雪車を通

年活用する提案を国や地方自治体の道路管理者な

どを中心に広く普及活動を行い，道路維持管理費

のコスト削減に貢献したいと考えている。 
 

８．今後の課題 

 喫緊の課題として，コスト縮減対策は急務であ

り，冒頭の予算縮小によるロータリ除雪車などの

道路維持除雪機械の整備充実度や，更新遅れによ

る長期使用の機械疲労度，更に通年活用によるロ

ータリ除雪車の維持修理費など机上では試算でき

ない部分について追跡調査していく必要があると

考える。 
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走行装置による分類 ３輪式

塵埃回収方式による分類 真空式

塵埃排出方式による分類 ﾌﾛﾝﾄﾘﾌﾄﾀﾞﾝﾌﾟ式 ﾌﾛﾝﾄﾘﾌﾄﾀﾞﾝﾌﾟ式 ﾘﾔﾘﾌﾄﾀﾞﾝﾌﾟ式 ﾘﾔﾘﾌﾄﾀﾞﾝﾌﾟ式

（作業条件）

屈曲の多い狭い道路で使用する場合 ○ △ △ △

回送距離が長い場合 △ ○ ○ ○

土砂の堆積が多い場合 ○ ○ ○ △

塵埃が大きく、多量に堆積している場合 ○ ○ ○ △

塵埃の比重が軽く、堆積量が少ない場合 △ △ △ ○

枡清掃作業時を兼用したい場合 × × △ ○

騒音を特に避けたい場合 ○ ○ ○ △

塵埃を作業路上で積み替えたい場合 ○ ○ ○ ○

塵埃を直接処分場へ持ち込み場合 × × △ △

（道路構造）

路面の不陸が多い場合 △ △ △ ○

注）　○印：良　　△印：普通　　×：適さない

４輪式

ブラシ式

項目 H21実施基準 H22実施基準

車道（DID区間） 1～28回/年 6回/年 以内 

車道（郊外部） 1～7回/年 1回/年 以内 



 

１７．トンネル覆工の浸水養生における各種設備と施工方法 

 

 
 

㈱間組 機電部       ○副島 幸也 

㈱間組 九州支店       古川 幸則 

㈱間組 技術第三部      白井 孝昌 
 
 
１．はじめに 

コンクリートの品質向上を図る上で，コンクリ

ート工事における養生工程は極めて重要な作業の

ひとつである。 

コンクリートの養生では，給水養生により，セ

メントの水和反応に必要な水分を十分供給するこ

とで，コンクリート表層部が緻密化し品質向上を

図ることができる。 

型枠を使用しないコンクリートスラブ上面では，

打込みの翌日から湛水や水を含んだ養生マットを

敷設する給水養生が広く行われているが，覆工コ

ンクリートにおいては，型枠を取りはずした後の

給水養生は難しい。そこで，型枠取りはずし後の

覆工コンクリートに対して，給水を行いコンクリ

ート表面に常に水膜を形成させる浸水養生システ

ム（アクアカーテン）を開発した。 

本稿では，浸水養生システムの概要，各種設備

の考え方，および道路 2 車線断面トンネルにおけ

る施工事例について紹介する。 
 

２．浸水養生システムの概要 

2.1 システム概要 

本システムは，図-1 に示すように，浸水養生シ

ート，吸引装置，給水装置から構成される。 
 吸引装置によりコンクリートと浸水養生シート 
間の空気を吸引し，負圧にすることでコンクリー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 浸水養生システム概要図 

ト面に浸水養生シートを密着させる。さらに，上

部から給水を行うことでコンクリート表面に水膜

を形成することが可能となる。 
養生水は常時運転する吸引装置により空気とと

もに吸引され，再利用も可能な循環システムとな

っている。 
 
2.2 主要設備 

(1) 浸水養生シート 
本システムでは，養生シート表面に凹凸をもつ

負圧部と，表面が滑らかな気密部からなる浸水養

生シートを使用する。写真-1 に浸水養生シートの

負圧部と気密部の形状を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1 浸水養生シートの負圧部と気密部の形状 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 浸水養生シート内部の空気の流路 

 

流路としての空間を持たない，平坦な形状の養

負圧部 気密部 



養生 

保水養生 

湛水養生 

給水養生 
（湿潤養生) 散水養生 

浸水養生 

不透水性せき板 
養生マット 

膜養生 
シート養生 

生シートを吸引した場合，吸引箇所付近だけが負

圧になり，その周りには吸引力が伝わらない吸引

ムラが発生する。しかし，凹凸形状の浸水養生シ

ートを採用することで，図-2 に示すように空気の

流路が広範囲に確保され，浸水養生シート全体を

負圧にできる。 
 
(2)吸引装置および給水装置 

吸引装置としては，安定した吸引力，浸水養生

シートを壁面に吸着する静圧，また長時間運転の

耐久性などが求められる。遠心ファンの中で，静

圧効率が高いターボファンを採用した。 
給水装置には，所定の水量と揚程の確保，また

連続運転に対する耐久性の確保が求められる。工

事現場において一般的に用いられる水中ポンプか

ら，これらの条件に見合ったものを選定した。写

真-2 に吸引装置，給水装置の設置例を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2 吸引装置・給水装置 
 
2.3 浸水養生の位置付け 

コンクリート養生において，外部から積極的に

水を供給する給水養生は，コンクリートの品質お

よび耐久性の向上に及ぼす効果が非常に高い。 
浸水養生システムは，外部への水分の逸散を防

止する保水養生とは異なり，外部から水を積極的

に供給する給水養生を可能としている。養生方法

の区分を図-3 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 養生方法の区分 

 

2.4 浸水養生の効果 

 浸水養生の効果については、高炉セメントＢ種

を用いた配合による大型試験体を用いて養生期間

を変化させた圧縮強度試験 4)により確認がされて

いる。 

図-4 に大型試験体のテストハンマー試験結果を

示す。７日間型枠養生後，半年間気中放置した場

合のテストハンマーの反発度比率を 100％とする

と，15 時間脱型では 86％，浸水養生では 104％で

あり約 20％反発度が向上している。 

また，大型試験体作製時に採取した円柱供試体

（φ10×20㎝）の圧縮強度試験結果を図-5に示す。

15 時間で脱型し気中放置した試験体は，材齢７日

以降圧縮強度は増加していないが，脱型後１ヶ月

以上浸水養生した試験体は標準養生（水中）した

供試体と同等の圧縮強度を確保（15 時間脱型気中

の 2.0～2.5 倍）している。 
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図-5 材齢と圧縮強度（円柱供試体） 

 

３．トンネル構造物での適用について 

3.1 システム構成 

 トンネルの覆工コンクリートは，打込み後 15～
20 時間程度の早期に脱型される。そのため，脱型

後の覆工コンクリート表面は急激に乾燥し，セメ

ントの水和反応の十分な進行が妨げられている。 
 覆工コンクリート表面に給水を行い，水膜を形

成させることが，覆工コンクリートの品質向上に

有効である。トンネルに本システムを適用する場

合の構成を図-6 に示す。基本的には図-1 で示した

ものと同様であるが，トンネル工事の特殊性を考

慮し以下の対策を行っている。 
 
・ 天端から供給される養生水は覆工左右両脚部

吸引機 
ターボファン 

給水ポンプ 

集水タンク 

吸引集水管 

浸水 

浸水 



へ流下する。養生水回収のため両脚部に一定間

隔で吸引口を設ける。 
・ 浸水養生シート落下防止対策として，塩ビパイ

プを用いたマルチフレームを設置する。なお，

本フレームには給水チューブを固定するため

の支持材としても利用する。 
・ 浸水養生シートの展張に際しては，トンネル通

行車両に影響を与えないよう専用の浸水養生

シート展張台車を利用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 トンネルでの浸水養生システム構成 

 

3.2 浸水養生シート展張台車 

道路２車線断面トンネルの浸水養生シート展張

台車は，トンネル工事で一般的に使用されている

防水シート台車に袋体による養生シート押付け機

能を追加する構造とした。 
浸水養生シート及び給水チューブを台車上に広

げ，展張台車上の袋体により壁面へ押し付け，マ

ルチフレームにて仮固定する。所定のピッチ（2m
程度）で浸水養生シートを仮固定した後，各部材

の設置を行い，ジャッキアップにより本締め固定

する。台車を移動し，同様の作業を繰り返すこと

で浸水養生シートを展張する。 
図-7 に浸水養生シート展張台車の配置図を，図

-8 に浸水養生シート展張台車の概要図を，写真-3
に台車のＡ部および B 部の詳細設備を示す。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 浸水養生シート展張台車概要図 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-5 展張台車各部詳細 

 

3.3 道路２車線断面トンネルでの適用事例 

写真-6 にトンネルでの水膜形成状況を，写真-7

Ａ部 

Ｂ部 

シート押付け部（袋体） 

図-7 浸水養生シート展張台車配置 

A 部 

シート押付け部 
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浸水養生 

シート 



に浸水養生シート展張完了状況を示す。１スパン

の養生面積は約 250m2 であり，左右に設置した 2
台のファンにて吸引を行った結果，給水開始後 30
分程度で水膜が形成された。これにより，道路 2
車線断面トンネルにおいても充分な浸水養生がで

きたと判断している。 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．明り構造物での適用について 

 浸水養生システムは，覆工コンクリート以外に

もあらゆる構造物に適用することができる。 

明り構造物では，フォームタイ等を利用し，浸

水養生シートを仮固定する。下端部に設けた吸引

口に吸引機を接続し，シート内を吸引する。そし

て浸水養生シートが壁面に密着したことを確認し

た後，給水を開始する。なお，必要に応じて浸水

養生シートの落下および飛散防止対策を，テープ

や仮設材等を利用して行う。 

これまでの養生状況例を写真-8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．おわりに 

社会資本のライフサイクルコスト縮減に取り組

む中で，コンクリート構造物の長寿命化は重要課

題である。 
浸水養生システムは，あらゆる構造物の壁面で

コンクリート表面に均一な水膜を形成させること

ができるため，コンクリートの品質向上・長寿命

化には最適な養生方法のひとつであるといえる。 
トンネル現場での覆工コンクリートは，設備の

盛替と打設を日々行う。本システムの展張作業時

間は，工事の進捗に大きな影響を与える要素でも

ある。 
今後は適用現場を増やしていきながら，実施工

で得られた各種データを整理し，本システムの性

能向上と施工性向上のため，更なる改良を行って

いく予定である。 
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１８．情報報化施工技術を活用した工事の 

総合評価方式における技術評価と工事成績の分析 
 
 
 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 ○ 工藤 匡貴 

国土交通省 総合政策局  宮武 一郎＊ 

国土交通省 関東地方整備局  坂本 俊英＊ 
 
 
１．はじめに 

国土交通省では，平成 20年 7 月に「情報化施工

推進戦略」を策定し，ICT を建設施工に活用して高

い生産性と施工品質を確保する情報化施工技術の

普及促進に取り組んでいる。同戦略では，情報化

施工技術の普及に向けた課題と対応方針の１つと

して，「総合評価方式における技術提案に対する適

正な評価」1)をあげており，提案技術の成立性や導

入効果などに関する情報の収集・検証を行うとし

ている。本稿では，国土交通省直轄工事の総合評

価方式における入札時の技術評価と完成時の工事

成績について，情報化施工技術を提案・活用した

工事とそれ以外の工事を集計・比較した結果を報

告するものである。 
 

２．分析方法 

2.1 対象工事 

(1)総合評価方式における技術評価点（入札時） 

 情報化施工技術を活用した工事は，発注者が

情報化施工技術の活用を指定している発注者指定

型と，施工者が情報化施工技術の活用を技術提案

する施工者希望型の二つのタイプに分かれている。

ここでは入札時の技術評価点について分析するた

め，平成 21 年度に情報化施工技術を活用した工事

のうち，施工者希望型の工事を分析対象としてい

る。比較対象とする情報化施工技術を提案してい

ない工事については，平成 21 年度発注工事から情

報化施工技術を活用した工事を除外し，分析対象

としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1 情報化施工技術活用工事のタイプ（平成 21 年度） 

     

(2)工事成績評定点（完成時） 

 完成時の工事成績評定点を分析するため，平成

21 年度に情報化施工技術を活用した工事のうち，

平成 22 年の 11 月時点で工事成績評定点が確認で

きた工事を分析対象としている。比較対象とする

情報化施工技術を活用していない工事については，

平成 21 年度発注工事のうち，平成 22 年の 11 月時

点で工事成績評定点が確認できた工事を分析対象

としている。 
2.2 対象工種 

分析対象とした工種は，情報化施工技術の活用

件数が多い土工工事とアスファルト舗装工事とし，

工種の判別には工事実績情報システム（CORINS）
と工事技術的難易度評価の工事区分を使用してい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2 情報化施工技術活用工事の工種（平成 21 年度） 

 

2.3 対象技術 

分析対象とした情報化施工技術は，国土交通省

直轄工事において一般化・実用化を推進している

以下の技術としている。 
① トータルステーション（TS）による出来形管

理 
② マシンコントロール（モータグレーダ）技術 
③ トータルステーション（TS）／衛星測位シス

テム（GNSS）による締固め管理技術 
④ マシンコントロール／マシンガイダンス（ブル

ドーザ）技術 
⑤ マシンガイダンス（バックホウ）技術
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2.4 分析方法 

(1)総合評価方式における技術評価点（入札時） 

分析は，情報化施工技術を活用した工事のうち，

入札時に情報化施工技術に関する技術提案がなさ

れている施工者希望型の工事と，情報化施工技術

が活用されていない工事について，入札時の総合

評価の技術評価点（加算点および施工体制評価点

の得点に標準点を加えたもの）をそれぞれ集計し，

比較を行っている。また，技術評価点の他，施工

者希望型の中で件数が多い総合評価方式の標準型

を対象に，加算点全体と内訳となる項目別の得点

について集計し，比較を行っている。 
(2)工事成績評定点（完成時） 

分析は，情報化施工技術が活用された工事と情

報化施工が活用されていない工事について，工事

成績評定点をぞれぞれで集計し，全体と内訳とな

る項目別で比較を行っている。また，対象とした

情報化施工技術別についても比較を行っている。 
 

３．分析結果 

3.1 総合評価方式における技術評価点（入札時） 

技術評価点の得点率の分布および平均を，土工

工事については図－3に，アスファルト舗装工事に

ついては図－4に示す。 

得点率の分布を見ると，件数割合が最も高いの

は，情報化施工技術が提案された土工工事では

0.85～0.90，提案されていない土工工事とアスファ

ルト舗装工事では 0.90～0.95 となっているが，得

点率の平均をみると，情報化施工技術が提案され

た土工工事では 0.90，提案されていない土工工事

とアスファルト舗装工事では 0.91 となっており，

情報化施工技術に関する技術提案の有無や工種に

よる大きな違いはみられない。 
次に，技術評価点のうち，加算点の得点率の分

布および平均を，土工工事については図－5に，ア

スファルト舗装工事については図－6に示す。 
得点率の分布を見ると，件数割合が最も高いの

は情報化施工技術の有無に関わらず，土工工事で

は 0.60～0.80，アスファルト舗装工事では 0.40～
0.60 となっている。得点率の平均を見ると，情報

化施工技術が提案された土工工事では 0.58，提案

なしでは 0.59，情報化施工技術が提案されたアス

ファルト舗装工事では 0.64，提案なしでは 0.55 と

なっており，得点率の分布や平均に大きな違いは

みられない。 
続いて，加算点の項目別の得点率と情報化施工

技術の有無による得点率の差を，土工工事につい

ては図－7に，アスファルト舗装工事については図
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図-3 技術評価点得点率の分布と平均(土工) 図-4 技術評価点得点率の分布と平均(As舗装) 
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図-5 加算点得点率の分布と平均(土工) 図-6 加算点得点率の分布と平均(As舗装) 



 

－8に示す。 
 土工工事，アスファルト舗装工事ともに，｢技術

提案｣と｢企業の施工能力｣の項目で情報化施工技

術が提案された工事の得点率が，情報化施工技術

なしの工事を上回っており，土工工事の「技術提

案」で 14 ポイント，「企業の施工能力」で 10 ポイ

ント，アスファルト舗装工事の「技術提案」で 13
ポイント，「企業の施工能力」で 19 ポイント上回

る結果となっている。「技術提案」については，具

体的な技術提案の内容は確認できないものの，情

報化施工技術に関する技術提案がなされることに

より加点され，得点率が上がっていると考える。

「企業の施工能力」については，得点の細目を確

認したところ，情報化施工技術に関係する「当該

工事への新技術の適用」や「当該工事における新

技術活用の取り組みの有無」等の項目で加点され

ている工事が少ないことから，情報化施工技術の

技術提案による得点率の差ではないと考える。 
 

3.2 工事成績評定点（完成時） 

工事成績評定点の分布および平均を，土工工事

については図－9に，アスファルト舗装工事につい

ては図－10 に示す。 
 工事成績評定点の分布をみると，件数割合が最

も高いのは，情報化施工技術が活用された土工工

事では 76 点超～78 点以下と 80 点超～82 点以下，

情報化施工技術が活用されていない土工工事とア

スファルト舗装工事では 74 点超～76 点以下とな

っており，情報化施工技術が活用された土工工事

は，他に比べ高得点に分布している結果となって

いる。工事成績評定点の平均をみると，土工工事

においては情報化施工技術が活用された工事（78.2
点）が，情報化施工技術なしの工事（75.3 点）を

2.9 点上回る結果となっている。アスファルト舗装

工事においても，情報化施工技術が活用された工

事（77.2 点）が情報化施工技術なしの工事（75.7
点）を 1.5 点上回る結果となっている。このことか

ら，情報化施工技術が活用された工事は，情報化

施工技術なしの工事よりも工事成績評定点が高い

傾向にあると言える。 
 次に，工事成績評定点のどの項目で点差がつい

ているのかを確認する。項目別に分類した工事成

績評定点と情報化施工技術の有無による項目別評

定点の差を，土工工事については図－11 に，アス
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図-7 加算点の項目別得点率(土工) 図-8 加算点の項目別得点率(As舗装) 

図-9 工事成績評定点の分布と平均(土工) 図-10 工事成績評定点の分布と平均(As舗装) 



 

ファルト舗装工事については図－12 に示す。 
 項目別に点差をみると，土工工事では全ての項

目で情報化施工技術が活用された工事が情報化施

工技術なしの工事を上回っており，特に「出来形

および出来ばえ」で 1.3 点，「施工状況」で 0.9 点，

「創意工夫」で 0.6 点上回る結果となっている。同

様にアスファルト舗装でも，「工事特性」以外の全

ての項目で上回っており，特に「創意工夫」で 0.6
点，「出来形および出来ばえ」で 0.3 点上回る結果

となっている。「創意工夫」については，細目であ

る「新技術活用」と「施工」の項目で情報化施工

技術が加点されていると考えられ，「出来形および

出来ばえ」については，情報化施工技術により盛

土や切土等の出来形精度が向上し，工事成績評定

点に加点されるためであると考える。 
また，情報化施工の技術別に評価点の差を集計

したものを土工工事については図－13 に，アスフ

ァルト舗装工事については図－14に示す。 
特にバックホウのマシンガイダンス技術を活用

した土工工事は，「出来形および出来ばえ」で 3.9
点高くなっており，出来形の精度向上等が成績に

反映されていると考える。 

４．おわりに 
本稿では，入札時の技術評価と完成時の工事成

績について，情報化施工技術を活用した工事とそ

れ以外の工事を集計・比較し，分析した結果を報

告した。その結果，情報化施工技術を活用した工

事は，入札時の技術評価においては，総合評価の

「技術提案」の項目で高く評価されている傾向に

あり，完成時の工事成績においては，工事成績評

定点が高い傾向にあることを確認した。 
なお，今回の分析では情報化施工技術だけに着

目しており，他の要素を考慮していないことにつ

いては留意が必要である。また，情報化施工技術

の一般化・実用化の推進に向けては，総合評価方

式や工事成績評定において必要な措置を講ずるこ

ととされており２），それらを踏まえたフォローア

ップ調査が今後も必要である。 
 

参考文献 

1) 情報化施工推進会議：情報化施工推進戦略，2008年7月
31日 

2) 情報化施工技術の一般化・実用化の推進について：国官

技第113号，国総施第31号，平成22年8月2日 
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１９．都市道路工事におけるプレートコンパクタの低騒音化への実証 

酒井重工業㈱ 事業推進部 ○木村 公俊 

技術研究所  伏見 哲行 

 

1.はじめに 

都市部の道路においては，日中の交通量が多い

ため，夜間に集中して工事が行われることが多い。

車道の打ち換え工や切削オーバレイ工など夜間

の維持修繕工事においては，工事現場周辺に対す

る配慮が非常に重要である。特に，騒音・振動に

おいてはその影響する範囲が広く，それらへの対

策が最重要課題になっている。近年，様々な技術

革新により建設機械の低騒音化が図られている。

プレートコンパクタにおいては，転圧板が転圧面

を蹴りながら前進し，推進力と転圧力を両立させ

ているため，転圧面との接触音が主たる騒音の発

生源となっている。この度，騒音未対策型プレー

トコンパクタ（以下，従来型）と低騒音対策型プ

レートコンパクタ（以下，低騒音型）において低

騒音化の実証実験を行ったのでここに報告する。 

 

2.低騒音型プレートの概要 

 機械の主要諸元を表-1 に示し，機械外観を写真

-1 に示す。プレートコンパクタは，エンジン，V

ベルト，振動装置，転圧板から構成されている。

本機は転圧板に制振材を付加し低騒音化を図っ

た技術である。 

表-1 機種概要 

規格 

項目 
40~60kg 70~80kg 

機種名 PC41SL PC61SL 

運転質量(kg) 51 76 

振動数(Hz) 97 97 

起振力（kN） 6.4 10.8 

 

 

 
写真-1 機械外観 

3.制振材 

転圧板の中央空洞部分と上面左右端部に高耐

久性ウレタンゴムを採用した。中央空洞部分は，

内部上面まで制振が必要なため，製造時は完全充

填にて製造されている。（図-1，写真-2）高耐久性

ウレタンゴムは耐油性に優れ，経年劣化に対して

も転圧板との接着性を維持するものを採用した。

また，転圧板は施工時にアスファルト混合物が付

着するのを防止するため，加熱すことがある。こ

のため，加熱時にゴムの収縮率が最小となるもの

を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高耐久性ウレタンゴム 

転圧板 

図-1 転圧板断面図 

写真-2 制振材充填状況 



4.試験概要 

試験方法は JIS Z 8731 に規定される「環境騒音

の表示・測定方法」に則り，時間率騒音レベル L5

にて評価した。また，オペレータへ伝わる耳元騒

音についても測定を行った。測定場所は土上と既

設アスファルト舗装上で運転した時に発生する

騒音レベルを測定し，その値より時間率騒音レベ

ルを算出した。マイクロフォンの設置位置は音源

から 7.0ｍとし，測定高さは 1.5ｍとした。そして，

従来型と低騒音型で評価を行った。（写真-3） 

 

 
写真-3 測定状況 

 

5.測定結果 

5.1 騒音測定結果 

土上と既設アスファルト舗装上における時間

率騒音レベルの測定結果を表-2 と図-2 に示す。 

 低騒音型が従来型に比べて，40~60kg 級では

2.1~2.5（dB）低減し，70~80kg 級では 5.7~5.9（d

Ｂ）低減している。特に既設アスファルト舗装上

での低騒音化が著しく，従来型で発生していた転

圧板と転圧面とで反発していた金属音が低減さ

れた。 

 

表-2 時間率騒音レベル L5 測定結果(dB) 

規格 

項目 

40~60kg 70~80kg 

従来型 低騒音型 従来型 低騒音型 

土 76.6 74.1 78.4 76.3 

既設 As 94.1 88.2 94.2 88.5 
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図-2 既設アスファルト上での測定値 

 

5.2.耳元騒音測定結果 

土上，既設アスファルト舗装上における耳元騒

音レベルの測定値結果を表-3 に示す。 

 その結果，低騒音型は従来型に比べて，40~60kg

級では 3.0~4.1（dB），70~80kg 級では 0.8~2.4（d

Ｂ）低減している。 

 

表-3 耳元騒音測定結果(dB) 

規格 

項目 

40~60kg 70~80kg 

従来型 低騒音型 従来型 低騒音型 

土 93.7 90.7 92.7 91.9 

既設 As 110.0 105.9 109.6 107.2 

 

 

6.まとめ 

低騒音対策型プレートは騒音未対策型プレー

トよりも騒音値が小さく，作業時の騒音抑制に寄

与できることを確認した。建設機械の低騒音化に

より得られるメリットは、現場環境の改善の他、

作業者の聴覚確保等、多岐にわたる。現場環境の

改善が要請される中で，より工夫された機材の使

用により、現場近隣住民との調和が図れる施工に

貢献出れば幸いである。 



 

２０．狭隘部に用いる小型締固め機械の締固め特性の分析 
 
 

(独)土木研究所 ○ 橋本  毅 

(独)土木研究所  藤野 健一 

(独)土木研究所  小橋 秀俊 
 
 
１．はじめに 

構造物近傍の裏込め部や地中埋設物の埋め戻し

工などの狭隘部の締固めには小型の締固め機械が

用いられる。これら狭隘部は、構造物や既存地盤

との接合部であり、締固め不足により段差が生じ

やすい特徴がある。そのため狭隘部はより一層慎

重に締固める必要がある。 

現在日本国内で一般的に使用されている小型締

固め機械は４種類有り、重量クラスも 50kg～700kg

と幅広い。当然締固め能力や施工の容易さ等も機

種毎、重量クラス毎に異なっており、施工条件な

どにより、適切な機械、施工手法、品質管理手法

を選択することは、非常に重要である。 

しかしながら、小型機械の締固め特性について

は一般的によく知られておらず、機種の選定や施

工方法、品質管理手法などに関する明確なガイド

ラインなどが現在存在していない。一部、高速道

路施工現場にて、小型機械の比較実験を行った事

例はあるが 1)、体系立てられた十分なデータ数が

得られていないのが現状である。 

そこで本研究では、高速道路の他に一般道路、

河川堤防での盛土施工も視野に入れ、狭隘部の盛

土締固め施工時における、施工機械の最適な選定

手法、締固め品質管理手法を明確にすることを目

的として、狭隘部締固めに使用される小型締固め

機械特性に関する基礎データ収集のための土槽実

験を実施した。 

 

２．実験概要 

2.1 実験フィールド 

実験は土木研究所構内の土工実験棟実験ピット

にて行った。まず十分に締固めた実験地盤をピッ

ト内に製作し、その片側の壁を構造物に見立て、

壁際を幅 600～700mm（締固め機械による）、深さ

300mm、長さ 25m にわたり掘削し、そこへ仕上がり

厚さ 300mm 相当の実験地盤と同じ材料を盛り立て

て実験フィールドを製作した。（写真-1） 

 

2.2 実験土質 

本実験で使用する土質としては、砂質系の土質

を使用した。使用した土の粒径加積曲線を図-1 に、

物理特性を表-1 に示す。 

 
写真-1 実験フィールド 

 

 

図-1 粒径加積曲線 

 

表-1 土質材料の物理特性 

実験項目 実験地盤 

土粒子密度ρs（Mg/m3） 2.675 

細粒分含有率 Fc(%) 10 

最大乾燥密度ρdmax（Mg/m3） 1.674 

最適含水比 Wopt(%) 16.0 

 

実験中の含水比は最適含水比付近になるよう調

整した。 

また、初期締固め条件（締固め 0 回）は、ラン



マ・プレートコンパクタ使用時は、材料盛り立て

後、人員にて踏み固めた状態を、また前後進コン

パクタ・ハンドガイドローラ使用時は、材料盛り

立て後、0.1m3 クラス油圧ショベル（自重 2.7ton）

にてクローラ締固めを２回（往復）行った状態を

初期締固め条件とした。 

 

2.3 締固め機械 

 本実験に使用した締固め機械の仕様を表-2 に示

す。小型締固め機械 4 種類について、それぞれ最

も広く普及していると思われる機械を選択した。 

 現場での状況を再現するため、機械はすべて定

格状態にて運転するものとし、速度調整が可能な

機械である前後進コンパクタ・ハンドガイドロー

ラは最高速度に設定した。（走行レバーFull 状態） 

 

表-2 締固め機械仕様 

 プレートコ

ンパクタ 

ランマ 前後進 

コンパクタ 

ハンドガイ

ドローラ 

機械質量(kg) 66 62 330 600 

締固め幅(mm) 350 265 445 650 

 

2.4 計測項目 

計測項目の一覧を表-3 に、主な計測項目の概要

を以下に示す。 

(1) 密度・含水比（コアサンプリング） 

内径 100mm、高さ 100mm の円筒形コアサンプラ

ーを用い、1測定ポイント毎に深さ 0mm～100mm、

深さ 100mm～200mm、深さ 200mm～300mm の 3サ

ンプルを採取し、密度・含水比を測定した。 

(2) 機械走行速度 

機械走行速度は、実験フィールド中の 10m 区間

を通過する時間をストップウォッチにて測定

し速度を算出した。 

(3) 可搬性・操作性 

可搬性とはトラックなどの輸送機器から施工

現場までの移動の容易さであり、操作性とは施

工時のハンドリングの容易さである。実際の運

用・運転などを通して、評価を行った。 

 

表-3 計測項目一覧 

計測項目 測点数 計測回数 

密度・含水比 

コアサンプリング 
3 締固め 0,2,4,6,8,12,16 後 

沈下量 3 締固め 0,2,4,6,8,12,16 後 

機械走行速度 - 各締固め時 

可搬性・操作性 - 各締固め時 

 
３．実験結果および考察 

3.1 密度・含水比（コアサンプリング） 

コアサンプリングによる、深さ 0～100mm の乾燥

密度を図-2に、深さ100mm～200mmの値を図-3に、

深さ 200mm～300mm の値を図-4に示す。いずれも 3

測定点の平均で表している。 
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図-3 締固め回数－乾燥密度（深さ 100～200mm） 
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図-4 締固め回数－乾燥密度（深さ 200～300mm） 

 

図-2、図-3、図-4 より、すべての機械において、



締固め回数が増加するとともに密度も増加してい

る。特に締固め初期（2～4 回）で急速に密度が増

加し、概ね締固め回数 8 回程度で密度増加が収束

へ向かっている。 

ただしハンドガイドローラにおける、深さ 200

～300mm では締固めによる密度増加が認められな

い。これは、ハンドガイドローラではこの深度へ、

初期状態（0.1m3クラス油圧ショベル（自重2.7ton）

による締固め）以上の締固め効果を与えることが

出来ない、ということを示している。 

「道路土工－盛土工指針」2)による締固め日常管

理基準値の目安は、路体で締固め度 90%以上、構造

物取付部で同 95%以上（いずれもＡ法）となってい

る。図-2、図-3、図-4 に本土質の締固め度 90%を

１点波線で、95%を２点波線にて記載している。こ

れによると、ランマ・前後進コンパクタでは、す

べての深さで締固め度 90%以上、200mm までで 95%

以上を達成している。ハンドガイドローラでは、

200mm までで 90%以上、100mm までで 95%以上を達

成している。プレートコンパクタでは 100mm まで

で 90%以上を達成しているが、95%以上を達成する

ことはできなかった。 

 以上の結果より、本土質における締固め能力を

比較すると、ランマ≒前後進コンパクタ＞ハンド

ガイドローラ＞プレートコンパクタの順になって

いる。施工厚さを厚くしたい場合は、ランマか前

後進コンパクタを選択するべきといえる。 

 
3.2 沈下量 

沈下量の測定結果を図-5 に示す。いずれも 3 測

定点の平均で表している。 
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図-5 より、すべての機械において、締固め回数

が増加するとともに沈下量も増加している。 

乾燥密度 0～300mm の平均との相関図を図-6 に

示す。 

図-6 より、乾燥密度と沈下量には１次の正の相

関があり、沈下量を品質管理の指標とすることが

可能であるといえる。 

また、グラフの傾きおよび切片は、プレートと

ランマ、前後進コンパクタとハンドガイドローラ

でそれぞれほぼ一致している。これは初期締固め

条件（締固め 0回）のグループ分けに等しい。 
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3.3 機械走行速度 

機械走行速度を図-7 に示す。 
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図-7 機械走行速度 

 

図-7 より、プレートコンパクタ・ランマ・前後

進コンパクタにおいては、締固め回数が増加する

とともに走行速度も増加している。特に締固め初

期（1～4 回）で急速に速度が増加している。それ

に対し、ハンドガイドローラにおいては、締固め

回数が増加しても、走行速度はほとんど変化しな

い。これは、プレートコンパクタ・ランマ・前後

進コンパクタは平板式締固め機械であり、走行速

度は地盤状況に影響を受けるためと考えられる。

特に締固め初期の地盤は非常に軟らかく、平板式

締固め機械の速度に著しい影響を与えているとい



える。対してハンドガイドローラは鉄輪式締固め

機械であり、走行速度は地盤状況に比較的影響を

受けないと考えられる。 

各機械の平均速度と締固め幅から算出した、単

位時間当たりの締固め面積を表-4に示す。 

これによると、ランマは同じ時間内にハンドガ

イドローラの約 1/9、前後進コンパクタ約 1/3 の面

積しか締固めすることができないことがわかり、

ランマは比較的小さい施工面積向きの機械である

といえる。 

 

表-4 単位時間当たり締固め面積 

プレート 

コンパクタ 

ランマ 前後進 

コンパクタ 

ハンドガイド 

ローラ 

448 m2/h 175 m2/h 508 m2/h 1563 m2/h 

 

3.4 可搬性・操作性 

実験時において、可搬性・操作性について検証

を行い、結果を以下に述べる。 

(1) 可搬性（輸送車から施工現場までの移動） 

ハンドガイドローラは振動を切って自走で

きるため、トラックなどの輸送用車両から施工

現場への移動は容易である。これに対し、ラン

マ・プレートコンパクタは平板式締固め機械で

あるため、コンクリート上などを自走すること

はできない。しかし両者は重量が 60kg 程度と

比較的軽量であり、また移動用オプションも用

意されているため、比較的可搬性は良好である

といえる。同様な平板式締固め機械である前後

進コンパクタは重量が 300kg 程度あり、また前

述のような移動用オプションは用意されてい

ないため、可搬性は良好とはいえない。 

(2) 操作性（施工現場でのハンドリング性能） 

ランマ・プレートコンパクタ・前後進コンパ

クタは平板式締固め機であり、小さくジャンプ

しながら締固めを行っているため、ハンドリン

グは容易である。ただし、ランマは他に比べて

反力が大きく、取り扱いには注意が必要である。

また、前後進コンパクタは重量が重く、全長も

長いため、構造物近傍での操作には同じく注意

が必要である。ハンドガイドローラは重量が

600kg と重く、操舵するためにはハンドルを押

し引きしてローラを引きずるため、操作性は良

好とはいえない。 

以上の結果より、施工現場の状況（広さや形状

など）、クレーンやフォークリフトなどの設備の有

無なども、機種の選択する際に十分考慮しなくて

はならないといえる。 

 

４．まとめ 

以上の実験結果から、下記の点がいえる。 

① 施工条件に応じた機種・施工厚さ選定の際に

は、表-5を参照することができる。 

 

表-5 施工適用案 

 プレート 

コンパクタ 

ランマ 前後進 

コンパクタ 

ハンドガイ

ドローラ 

深

さ 

0-100mm ○ ◎ ◎ ◎ 

100-200mm － ◎ ◎ ○ 

200-300mm － ○ ○ － 

単位時間当り 

締固め可能面積 

448 

m2/h 

175 

m2/h 

508 

m2/h 

1563 

m2/h 

可搬性 良 良 可 優 

操作性 優 良 良 可 

◎ ：締固め度 95%達成 

○ ：締固め度 90%達成 

注：本表は、本実験条件における結果であり、各種締固め

機械の性能を保証するものではない。 

 

② すべての機械において締固め回数の増加とと

もに密度が増加していることから小型締固め

機械による狭隘部締固めに際して、（大型機械

と同様な）締固め回数による品質管理手法が使

用できる。 

③ すべての機械において沈下量は締固めの指標

である密度と１次の強い正の相関関係がある

ことから、小型締固め機械による狭隘部締固め

に際して、沈下量による品質管理手法が使用で

きる。 

 

 本報告は、1種類の土質条件にて、各代表的な機

械を用いた結果である。今後の課題としては、細

粒分の多い土質や様々な含水比でのデータ計測・

収集を行い、同様の傾向が得られるか実験を進め

たい。また、締固め機械の重量クラス差による締

固め性能にどれほどの差異があるものか、併せて

実験等で明らかにし、より詳細な機種・施工手法

選定のためのガイドライン作成を行いたい。 

 品質管理手法の提案においては、締固め回数の

代わりに締固め時間を用いる手法や、沈下量によ

る指標について、さらなる検証を行いたい。さら

に加速度応答システムを小型締固め機械に搭載し

て活用する手法などの可能性についても検証を行

いたい。 
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２１．盛土工事における締固め機械の土の締固め特性の分析 
 
 
 

  （独）土木研究所   ○岩谷 隆文 

  （独）土木研究所    藤野 健一 

（独）土木研究所     小橋 秀俊 
 
１．はじめに 

近年、未曾有の豪雨・地震による盛土の崩壊が

発生している。盛土における被災調査結果や模型

実験によれば、盛土内の排水不良とともに締固め

不良が被災の主要因であることがわかってきた。  

従来、道路盛土の締固めにおいて最も広く用い

られている品質管理方法は、施工方法を想定し、

設計上要求すべき強度、変形抵抗を満足するよう

な締固め度を規定することにより、締め固めた土

の性質の恒久性と設計から要求される力学特性の

両者を確保しているとみなすものである。しかし、

盛土に求められる品質の要求（豪雨・地震に対す

る安全性）を達成するためには、締固め度の設定

だけでなく、それを確実に達成するための適切な

締固め機械の選定法、施工手法及び品質管理手法

を確立していく必要がある。 

本研究では、盛土施工時の盛土品質を確保する

ために、最適な施工機械の選定及び最適な締固め

施工手法・品質管理手法の提案を目的とし、以下

の検証を進める。 

① 施工・土質条件に応じた最適な締固め機械の選 

定に関する検証 

② 機種や施工・土質条件による施工手法（施工厚

さ）の検証 

③ 締固め品質における品質管理手法の検証 

上記①～③の検討を進めるために、土木研究所

内の試験ピット内に盛土工事と同等の試験フィー

ルドを作成し、砂質土の最適含水比において、各

締固め機械の締固め特性等の検証のため各締固め

機械による締固め回数試験を行うものである。 

 

２．締固め回数試験概要 

2.1 試験条件 

試験で使用する土質条件として、現場の盛土に

も利用されている砂質土（山砂）を使用した。使

用土の物理特性を図-1、表-1 に示す。但し、dmax、

wopt は突き固め試験（JIS A 1210）の c-A 法で算出

したものである。また、本研究で使用した試験フ

ィールドは土木研究所構内の土工実験棟試験ピッ

トを用いており、その詳細を図-2 に示す。試験ピ

ットは幅 5m、長さ 44.8m、深さ 5m のコンクリー

トピットである。このピット底面より高さ 2.8m ま

で試験土を十分締固め盛り立てた地盤（今後単に

基礎地盤と呼ぶ）上を用いて締固め回数試験を行

った。 
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図-1. 粒径加積曲線 

 
 

表-1. 土質材料の物理特性 
試験項目 試験結果 

土粒子密度 s (g/cm3) 2.675 
細流分含有率 Fc (%) 10 
最大乾燥密度 dmax (g/cm3) 1.674 
最適含水比 wopt (%) 16.0 

 
 

 

転圧回数試験用地盤

基礎地盤

 
図-2. 試験ピット詳細図 

 
 
 



2.2 締固め機械の選定 

締固め回数試験に使用する締固め機械としては、

道路土工施工指針に基づいて盛土工事に広く利用

されているものを選定した。使用する機械の規格

については各機種の機械重量が同程度であるもの

とした（表-2）。 
 
 

表-2. 使用締固め機械仕様 
使用締固め機械 機械重量（機種） 
タイヤローラ 11t 級 (CP210) 
ブルドーザ 11t 級 (D5k 湿地タイプ) 
振動ローラ 11t 級 (SV512D) 

 
 

 

 
写真-1 タイヤローラ 

 
 

 

 
写真-2 ブルドーザ 

 
 
 

 

 
写真-3 振動ローラ 

2.3 締固め回数試験及び品質管理試験 

締固め機械における土の締固め能力を検証する

ために締固め回数試験を行った（写真-4）。締固め

回数試験は、図-2 のハッチングエリアで示すよう

に基礎地盤上に仕上がり厚 300mm となるように

試験土を敷均し、各締固め機械の前後進により締

固めを行った。試験ケースとしては、タイヤロー

ラ、ブルドーザ、振動ローラ（振動なし）、振動ロ

ーラ（振動あり）の計 4 パターンについて行った。

また、締固め特性を検証するための各計測項目及

び計測する締固め回数については表-3 に示す。密

度・含水比計測のためのコアサンプラーは、内径

100mm、高さ 100mm の円筒形のもの使用をした

（写真 5）。測定は、測定地盤地表面から h=0～
100mm、100～200mm、200～300mm の深さごとの

3 サンプルを各 3 測点にて行った。また、図-3 に

試験ピット内の計測平面図を示す。土の締固めに

おいては初期締固め条件（締固め 0 回）は人力敷

均し後、0.1m3 級の油圧ショベルのクローラにて 2
回締固めた状態を初期締固め条件とした。使用土

の含水比は、最適含水比領域内で調整を行った。

また、締固め機械の運転速度も締固めに影響を及

ぼすことから、本試験では各機械の走行速度につ

いては概ね 3～4km/h に固定し試験を行った。 
 

 
写真-4. 締固め回数試験状況 



表-3. 計測項目一覧 
計測項目 測定点 計測回数 

密度・含水比 

（コアサンプル） 
3 0,2,4,6,8,12,16 回後 

沈下量 

（レベル測量） 
3 0,2,4,6,8,12,16 回後 

地盤反力係数 

（小型 FWD試験） 
3 0,2,4,6,8,12,16 回後 

 

 
図-3. 締固め回数試験計測箇所平面図 

 
 

 
写真-5. コアサンプリング状況 

 

 
写真-6. 小型 FWD 試験状況 

 
 

３．試験結果  

3.1 コアサンプリング結果 

本試験では、含水比を w=最適含水比領域の約

15%に調整し行った（以後 w=最適含水比領域を単

に w=最適と呼ぶ）。w≒15%時のコアサンプリング

によって得られた乾燥密度－締固め回数の結果を

深さ h=0～100mm、100～200mm、200～300mm ご

とに図-4、5、6 に示す。また、締固め回数試験に

より得られた最大乾燥密度と地盤深さの関係を図

-7 に示す。各グラフに示されている締固め度

DC=90%、95% とは、「道路土工－盛土工指針」に

記載されている現場盛土工事の路体、路床工事に

おける日常管理基準値である。以下、コアサンプ

リングによって得られた結果を示す。但し、計測

結果はいずれも図-3 に示す計測点で計測された 3
測点の平均値である。 
（1） すべての締固め機械において締固め回数

の増加ともに密度の増加し、締固め初期

（2～4 回）で急速に密度増加が起こり、

その後概ね 8 回で密度増加の収束を向か

えている。 
（2） 振動ローラ（振動あり）ではすべての深

さにおいて締固め回数 4 回で DC=95%を

達成した。 
（3） タイヤローラ、振動ローラ（振動なし）

は h=0～200mm で優に DC=95%を達成し

たが h=200～300mm ではかろうじて達成

しただけであった。 
（4） ブルドーザについては、締固め回数の増

加による密度増加が若干みて取れる程度

であり、乾燥密度からでは初期締固め状

態以上の締固めを達成したとはいえなか

った。 
（5） 振動ローラ（振動有り）は、他の締固め

機械、試験条件に比べると、深さ方向の

密度減少が小さいことがわかった。 
（6） 16 回の締固めまでに計測された最大乾燥

密度は、振動ローラ（振動あり）＞タイ

ヤローラ≒振動ローラ（振動なし）＞ブ

ルドーザの順となった。 
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図-4. 乾燥密度－締固め回数（h=0-100mm） 
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図-5. 乾燥密度－締固め回数（h=100-200mm） 
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図-6. 乾燥密度－締固め回数（h=200-300mm） 

 
 

0

100

200

300

1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9

乾燥密度 ρd （g/cm3）

深
さ

 h
 (m

m
)

タイヤローラ ブルドーザ 振動ローラ振動無 振動ローラ振動有

^

Dc = 95%  ライン
Dc = 90%  ライン

 
図-7. 測定深さ－乾燥密度 

 
 

3.2 沈下量計測結果 

次に、締固め機械の締固め回数の沈下量計測結

果を図-8、9 に示す。グラフの沈下量は、いずれも

図-3 に示す計測点で計測された 3 測点の平均値で

ある。 

全ての締固め機械について締固め回数の増加に

伴い沈下量も増加していることがわかった。また、

締固め回数の初期段階（締固め回数 2～4 回）で急

激に沈下量が増大し、その後は収束に向かってお

り、乾燥密度－締固め回数の関係と同様な傾向が

見られた。そこで、各締固め回数時の乾燥密度と

沈下量の関係について図示すると、1 次関数にて近

似することがわかった。さらに、乾燥密度と沈下

量について相関係数を算出した結果を表-4 に示す。  

結果より、ブルドーザについては相関係数 0.129
と非常に低い値となり結果的に比較の対象から除

外することとした。しかし、その他締固め機械に

ついては相関係数0.9以上と強い1次の正の相関が

あるといえる。 
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図-8. 沈下量－締固め回数 
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図-9. 沈下量－締固め回数 

 
 

表-4. 乾燥密度－沈下量 相関係数 
使用締固め機械 相関係数 
タイヤローラ 0.942 
ブルドーザ 0.129 
振動ローラ 
（振動なし） 

0.957 

振動ローラ 
（振動あり） 

0.990 

 
 

3.3 小型 FWD 試験結果 

小型 FDW 試験によって得られた地盤反力係数

K30の計測結果と締固め回数の関係を図-10に示す。

図に示す地盤反力係数値は小型 FWD 値を平板載

荷試験（JIS A 1215）によって得られる地盤反力係

数 K30 に換算した値である。また計測された値は

いずれも図-3 に示す 3 測点で計測した平均値であ

る。 
計測された地盤反力係数は締固め回数の増加に

伴い増加していることがわかった。締固め回数 16
回の間に得られた最大地盤反力係数値 K30 は、タ

イヤローラ＞振動ローラ（振動なし）≒振動ロー

ラ（振動あり）の順となった。 
次に、乾燥密度と地盤反力係数 K30 の平方根を

とった√K30 の関係を図-11 に示し、さらにその相

関係数について算出したものを表-5 に示す。結果

より、ブルドーザについては相関係数 0.040 と非

常に低い値となり結果的に比較の対象から除外す

ることとした。しかし、その他締固め機械につい

ては相関係数 0.9 以上と地盤反力係数の平方根と

の間には強い 1 次の正の相関があることがいえた。 
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図-11. 乾燥密度－地盤反力係数 

 
 

表-5. 乾燥密度－√K30 相関係数 
使用締固め機械 相関係数 
タイヤローラ 0.919 
ブルドーザ 0.040 
振動ローラ 
（振動なし） 

0.932 

振動ローラ 
（振動あり） 

0.993 

 

 

４．結論  

本実験によって得られた密度計測データより、

各締固め機械が実験地盤に与える締固め特性の確

認を行った。締固め機械については、振動ローラ

（振動あり）が最大乾燥密度を達成しており、深

さ方向の密度に関しても他の締固め条件より減少

傾向が小さいことから、他の締固め機械、試験条

件に比べ土の締固めに優れている可能性がある。



また、ブルドーザに関しては締固め用機械として

用いることは現データからは難しいものと考えら

れる。実施工の品質管理手法としては本研究では、

密度計測の他に沈下量計測及び小型 FWD 試験に

よる地盤反力係数 K30 の計測し評価を行った。 
（1） 沈下量計測については、密度結果と非常

に相関の強い結果を示していることから

現場施工における品質管理方法としては

有効である可能性が考えられる。しかし、

沈下量自体は初期締固め条件に強く依存

するため沈下量を絶対値で管理するので

はなく、その収束性に着目し品質管理手

法に組み込むことが有効である可能性が

考えられる。 
（2） 地盤反力係数計測（地盤支持力）につい

ては、小型 FWD 試験によって得られた地

盤反力係数の平方根√K30 値は乾燥密度

と正の相関があるため、品質管理指標と

して使用できる可能性があるといえる。

しかし、品質管理指標に使用する際は多

点計測による、より均質なデータ採取を

行うなどの未確定な点を考慮する必要が

あると考えられる。 
 
４．今後の課題  

本研究では、土質、締固め機械の走行速度を固

定した実験データに基づき土の締固め特性につい

て整理を行った。しかし、土の締固めには様々な

要因がありその要因を抽出するうえで、できるだ

け多くの土質条件、実施工機械条件について土の

締固め特性の試験を今後行う必要がある。また、

現在多くの盛土工事では、品質管理において突き

固め試験の結果が反映されている。しかし、実施

工機械による土の締固めと突き固め試験には一致

しない箇所があることも指摘されている。そのた

め、一致しない箇所を関連付けるために締固め回

数試験等によるデータ収集・分析を行い、高い品

質が確保された盛土をつくることが今後の課題と

なった。 
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２２．連続・高速・大量ＣＳＧ製造設備の開発と合理化システム 

-世界初となる台形ＣＳＧダム- 
 
 

鹿島建設㈱ 機械部 ○ 青野 隆 

鹿島建設㈱ 北海道支店  長谷 弘行 

鹿島建設㈱ 関西支店  船迫 俊雄 
 
 
１．はじめに 

当別ダム建設事業本体工工事（北海道）は世界

で初めて本格的な台形ＣＳＧ（Cemented Sand and 

Gravel）ダムを施工する工事である。ＣＳＧはダ

ムサイト近傍で入手が容易な河床砂礫や掘削ずり

にセメント・水を加え攪拌・混合したものである。

当別ダムでは、堤体基礎掘削敷並びに堤体直上流

に賦存する河床砂礫を使用して約 690,000m3 のＣ

ＳＧ打設を 11.5 ヶ月で完了した。 

本編では施工の合理化策として開発した「連

続・高速・大量ＣＳＧ製造設備システム」並びに

本システムの他工事への応用例について報告する。 
 
２．ＣＳＧ製造設備システムの開発 

当別ダムのＣＳＧ打設のリフトスケジュールか

ら、月最大打設計画量は約 124,000m3、日最大打設

計画量は 7,250m3であり、ＣＳＧ混合設備には計画

上 450m3/h 以上の製造能力が必要不可欠である。 

2.1 ＣＳＧ 

ＣＳＧについて以下に用語の定義を示す。 

ＣＳＧ母材：ＣＳＧに用いる岩石質の原材料 

ＣＳＧ材：原材料である母材を必要に応じてオー

バーサイズの除去等によって所定の最

大粒径以下に調整した材料 

ＣＳＧ：ＣＳＧ材にセメント、水を添加し混合し

たもの 

2.2 ＣＳＧ製造設備 
ＣＳＧ製造設備は、ＣＳＧ材・セメント・水の

各材料を貯蔵・供給輸送及び計量する設備、それ

らを混合するＣＳＧ混合装置、製造したＣＳＧを

輸送・貯蔵・積込する設備で構成されている。 

ＣＳＧ製造設備の主要装置であるＣＳＧ混合装

置には、当社で実績を有し当工事向けに開発を進

めてきたＳＰミキサ(φ1,200mm)を採用している。 

2.3 ＳＰミキサ 

ＳＰミキサは、当社を含めた８社（独立行政法

人水資源機構他）による共同特許技術であり、Ｃ

ＳＧ工法混合用に開発した簡易な装置である。ま

た、本装置は「ＣＳＧ工法用混合設備小委員会（財

団法人日本ダム協会）」で承認された 14 機種の「Ｄ

Ｋ系ミキサ」の一つであり、ＤＫ系ＣＳＧ混合装

置の区分では、「重力・動力併用型で形状がパイプ

系」に分類される。 
(1) ＳＰミキサ使用実績 

当別ダム工事以前の当社におけるＳＰミキサを

用いたのＣＳＧ等の製造実績を表-１に示す。 

表-１に示す各現場で採用したＳＰミキサは、混

合筒径がφ500mm 又はφ700mm の３連式である。Ｃ

ＳＧ材、セメント、水を正転・逆転・正転の順に

回転する混合筒を通過させ、攪拌・混合製造しい

ずれも良好な結果を得ている。 

表-１ ＳＰミキサの施工実績 

工事名 製造量 混合筒径 能力 

滝沢ダム 17,600m3 φ500mm 50m3/h 

稲葉ダム 49,200m3 φ700mm 80m3/h 

湯西川ダム 19,500m3 φ700mm 80m3/h 

 

(2) φ1,200mmＳＰミキサの開発経緯 

 当別ダムのＣＳＧ製造には、450m3/h 以上の製造

能力が必要なことから、表-１に示す従来設備のφ

700mmＳＰミキサでは製造能力が 80m3/h 程度であ

るため、６基以上の設備が必要と想定された。 

したがって、連続・高速・大量製造への対応と、

設備コストや製造手順などを勘案し、1 基当り

250m3/h 以上の製造能力を有するφ1,200mmＳＰミ

キサを開発した。 

(3) 混合方法の開発 

 ＣＳＧ材は、建設現場周辺で容易に得られる材

料を分級・粒度調整・洗浄を基本的に行うことな

く、必要に応じてオーバーサイズの除去や破砕を

行う程度であることから、粒度は同一採取地の材

料であっても変動する。したがって、ＣＳＧ混合

装置の開発目標は、「所定範囲内で粒度変化がある

材料でも品質を確保できる混合方法」と「ＣＳＧ

材の粒度変化があっても 250m3/h 以上の製造能力

を安定して確保できる混合方法」とし、これらの

実現可能な設備を開発した。 
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① 製造能力・品質の確保 

ＳＰミキサの使用実績からφ500mm⇒φ1,200mm

とすることで断面積が 6 倍で製造能力は約 5 倍

（50m3/h×5 倍＝250m3/h）になると推定された。

また、ある程度の粒度のばらつきがあっても品質

を満足し、均一に混合できるしくみも併せて必要

であるため、新たな混合方法を考案し試験機を製

作し確認実験を行うこととした。 

考案した混合方法は「セメントとＣＳＧ材の均

一な混合」「給水タイミングと均一な給水」上部２

連の混合筒はＣＳＧ材とセメントをドライミック

スする工程、下部３連の混合筒はウエットミック

スする工程とし、それらを組合せた新混合方式を

開発した（図-1，写真-1 参照）。 
実証試験し製造したＣＳＧから試料を採取して

大型供試体を作製し、強度を確認した結果、製造

能力は最大で 250m3/h 以上であることが確認され

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
② 混合性能向上策 
ａ．5 連混合筒の回転 
実験によって正転・逆転・正転・逆転・正転

方式の有効性を確認し採用 
ｂ．二種類のミキシング工程 
実験によってドライミックス＋ウエットミッ

クス方式の有効性を確認し採用 
ｃ．混合羽根の形状 
実験によって最適な羽根高さ、幅、据付角度

を検証し設計 
ｄ．円周式給水ノズル 
 ドライミックス＋ウエットミックス方式の実

現のため筒隙間からの給水と均等な水供給方

法として円周式給水ノズル方式を考案 
③ 付着防止策 
ａ．ホッパ、ライナ、羽根 
コンクリート付着軽減ゴムの採用 

ｂ．混合筒内部 
エアノッカによる付着物剥離 

(4) 二種類のミキシング工程方式の有効性 
ドライミックス有無の効果を確認するため、

実証試験で製造したＣＳＧから試料を採取して

大型供試体（写真-2参照）を作製、強度を確認

することとした。なお、使用したＣＳＧ材は購

入した模擬ＣＳＧ材に砂（細粒材）をブレンド

し、当別ダムのＣＳＧ材粒度に近い状態とした

（図-2参照）。 

試験結果は、表-2 に示すとおりドライミック

スありの大型供試体によるσ28 強度が、ドライ

ミックス無しの結果より約 12％向上する結果と

なりドライミックスの効果が確認された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 混合筒 5連方式と各種設備内容 

混合筒内部 

正

正

正

逆

逆

ドライミックス工程 

（CSG 材＋セメント） 

ウエットミックス工程 
（ドライミックス＋水） 

セメント

供給 

CSG 材供給 

水 供給 
CSG 

給水ﾉｽﾞﾙ CSG 製造状況 

写真-2 ＣＳＧ試験製造と大型供試体作製 

図-2 試験に使用したＣＳＧ材の粒径加積曲線 

写真-1 混合筒 5連方式のＳＰミキサ 

ＣＳＧ 

ＣＳＧ材 
+ 

セメント 給水 
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2.4 連続・高速・大量製造設備の特徴 

(1) ＣＳＧ製造設備の製造フロー 

4m3 級油圧ショベルで投入ホッパに投入された

ＣＳＧ材は、投入ホッパ下部のベルトフィーダで

引き抜かれ、ベルトコンベアを経由してＳＰミキ

サへ搬送される。一方、セメントは 30t サイロか

らロータリフィーダで切り出され、ベルトコンベ

ア経由でＣＳＧ材上に供給される。 

ＣＳＧ材とセメントはＳＰミキサ上部２連でド

ライミックスされた後、途中給水され下部３連で

ウエットミックスという工程を経てＣＳＧとなる。

ＳＰミキサから吐出したＣＳＧは、更にベルトコ

ンベアで移送されスライドコンベアを経由して積

込ホッパに一時貯蔵された後、最終的に重ダンプ

に積込まれる（図-3，写真-5参照）。 

(2) セメント安定供給手法の確立 

30ｔサイロ底部には、気密性に優れたロータリ

フィーダをセメント切出し装置として採用し、切

出したセメント量が常時一定になるようロータリ

フィーダの回転数を制御している。 

①セメント供給の不安定要因 

30t サイロ下部では、すり鉢形状によるセメント

のブリッジ現象の発生や、800t サイロからのセメ

ント圧送による衝撃力の伝搬などによりロータリ

ーフィーダ内へ降下するセメント密度や供給量が 

不安定な状態になっていると考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 の供給量監視グラフはその時の 3分間の

セメント供給状態を示したもので現在値（緑線）

が上下に振れて不安定になっているのがわかる。 

 

 

 

 

 

 

②対策方法 
ロータリフィーダによるセメント切出し量を安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 ドライミックス有／無のσ28 強度結果 

写真-5 当別ダムＣＳＧ製造設備（全景） 

800t サイロ 

積込ホッパ 

BC-3 

スライドベルコン 
５連ＳＰミキサ 

30ｔサイロ 

投入ホッパ 
BC-2 

ベルトフィーダ 

写真-3 セメント供給量監視グラフ（不安定時） 

図-3 ＣＳＧ製造設備の製造フロー 

　凡例　

：CSG混合設備　構成設備

：CSG混合設備　計量装置

：CSG混合設備　供給量調整装置

：CSG混合設備　準構成設備（汎用機械）

：CSG製造時の"CSG材"の流れ

：CSG製造時の"水"の流れ

：CSG製造時の"セメント"の流れ

：CSG製造時の"CSG"の流れ

：計量装置から供給量調整装置
　への制御の流れ

【CSG材】 【セメント】【水】

油圧ショベル
によるＣＳＧ材投入

投入ホッパ

ベルトフィーダ

ＢＣ－２

ベルトスケール

800ｔセメントサイロ

エア圧送

30ｔセメントサイロ

ロータリーフィーダ

ＢＣ－１

ベルトスケール

ＳＰミキサ

電磁バルブ

20m3水槽

水中ポンプ圧送

電磁流量計

ＢＣ－３

スライドベルコン

積込ホッパ

ダンプ（積込）
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定させるためには、30t サイロ内で常に一様な密

度のセメントになることが理想的である。したが

って、セメントサイロに装着したエアレーション

装置の作動時間、間隔やエアレーション圧などの

最適パラメータ設定を行うことで、セメント残量

に応じてセメント密度を定常的に安定する手法

を見つけ、設定供給量に対する変動誤差 1%以内

を可能とした（特許申請中）。安定時のセメント

供給量監視グラフを写真-4 に示す。 
 
 
 
 
 

 
(3) ＣＳＧ製造総合監視システムの開発 

 ＣＳＧ製造・搬送・一時貯蔵・ダンプ積込を

監視する総合監視操作室を設置した(写真-6 参

照）。各ＣＳＧ製造設備の操作だけでなくセメン

ト輸送設備、ＣＳＧ材供給量、セメント供給量、

給水量、ＣＳＧホッパへの投入量などすべての

監視、操作をタッチパネル式のコントローラ上

で行うことができる。 

また、ＣＳＧ材の水分量確認ができるＲＩ水

分計モニタリングシステムやデジタルカメラ画

像解析技術によるＣＳＧ材粒度モニタリングシ

ステムを開発導入している。本システムによっ

て、施工当日のＣＳＧ材の計測値が基準値に対

してどのような状態にあるかリアルタイムに監

視できるようになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．合理化された設備・ＩＣＴの導入  

連続・高速・大量製造されたＣＳＧを効率よく

供給し、施工する機械的な工夫を施し合理化され

た設備を紹介する。 

3.1 ＣＳＧ積込設備の合理化 

(1) 確実なＣＳＧ積込設備 

ＣＳＧ運搬機械には 55ｔ級重ダンプトラック 

を採用して投入台数を削減している。その際に、

積込ホッパに貯蔵されたＣＳＧを重ダンプのベ

ッセルへ確実に 55t 積荷できる工夫が必要であ

った。ホッパによる積込では、油圧ショベルに

よる積込のように積込んだ後、荷こぼれ防止や

ベッセル内の均一性確保のためバケットによる

「荷押さえ」ができない。したがって、三次元

ＣＡＤでベッセル上の積荷形状をシミュレーシ

ョンし、最適なホッパゲート数、ゲート間隔の

設計を行うことで荷こぼれなく（写真-7 荷姿参

照）確実に 55ｔ積荷可能なホッパを導入した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) ＣＳＧ一時貯蔵・積込設備の工夫 

1 基あたり 250m3/h の速度で連続製造するＳＰ

ミキサを停止することなく安定運転するためには、

ＳＰミキサで製造されたＣＳＧの搬送設備と積込

ホッパ及び重ダンプへの積込手順が連続大量製造

と連動したシステムとなっていなければならない。 

図-4に示すように２台のＣＳＧホッパを設け 

てＣＳＧを交互に一時貯蔵、ダンプ積込を行うシ

ステムを導入した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
 
 
 

各ＣＳＧホッパへの投入振分けを担うのが

スライド式のベルトコンベアで、一方のホッパ

が設定量に達すると自動的に移動し、他方のホ

ッパへＣＳＧを投入する。なお、ホッパにはロ

ードセルを取り付けホッパ貯蔵量を管理して

写真-4 セメント供給量監視グラフ（安定時） 

写真-6 ＣＳＧ製造総合監視システム 

図-4 スライドベルコン式積込ホッパ 

CSG ｽﾗｲﾄﾞ時の 

CSG 投入 

写真-7 55t 重ダンプベッセル荷姿 
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いる。 
3.2 ＩＣＴ(情報通信技術)の導入 

(1) ３Ｄ－ＭＣブルドーザ 

 堤体上のＣＳＧ敷均しには三次元マシンコント

ロールを搭載したブルドーザを採用した。オペレ

ータは粗均しを手動モードで行った後、自動制御

モードで前後進の操作を行うだけで、設定された

高さで確実に敷均しができて、効率的で高精度な

作業が可能である(写真-8 参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無線ＬＡＮを活用した転圧管理システム 

ＣＳＧの転圧管理には、振動ローラにＧＮＳＳ

受信機を搭載した転圧管理システムを採用した。

運転室内のモニタには作業範囲の図面上で転圧回

数に応じて色が変化するので、オペレータは効率

良く、過不足なく締固め作業できる。 
さらに、本システムに無線ＬＡＮを組み合わせ

て、複数台の振動ローラが相互に転圧軌跡を共有

化(図-5 参照)することで、効率よく転圧漏れがな

いように施工することが可能となった。また、施

工管理者モニタシステムを採用することで運転手

だけでなく、施工管理者及び現場事務所において

もリアルタイムに転圧回数を管理できる体制を構

築した(写真-9参照)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．押え盛土材製造設備（大滝地区地すべり対策

工事） 

 大滝地区地すべり対策工事（国土交通省近畿地 

方整備局）は、大滝ダムに貯水した場合の斜面の 

安定性低下を防止するための工事である。 

対策工は抑止工と抑制工に分類され、抑制工は 

ダム湖浚渫・水中不分離性コンクリートにて置換 

え並びに押え盛土工（ＣＳＧ盛土）を行うもので 

ある(図-6,7 参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1 ＣＳＧ製造設備 

 仮締切内部（図-7 参照)に約 22.9 万 m3の押え盛

土工として使用するＣＳＧの製造には、当別ダム

で実績のあるφ1,200mmＳＰミキサ5連式を1基採

写真-9 施工管理者モニタシステム 

写真-8 ３Ｄ－ＭＣブルドーザ施工状況 

振動ローラ 

振動ローラ 

振動ローラ 

現場転圧共有サーバー 

工事事務所転圧共有サーバー 

無線LAN 

無線LAN 

無線LAN 

ADSL 

図-5 無線ＬＡＮを活用した転圧情報共有化 

システム 

 

図-6 抑制工平面図 

図-7 抑制工断面図 
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用した（写真-10 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ＣＳＧ製造 

 ＣＳＧ材には複数個所の建設発生土並びに購入

材の使用を計画しており、粒度の異なるＣＳＧ材

を用いてもＳＰミキサ内で材料は十分に攪拌・混

合され品質は良好であった。 

 当工事では2010年9月から製造開始し2011年7

月までの 11 ヶ月間で約 20 万 m3のＣＳＧ製造量を

確保し工事は順調に進捗している。 

(2) ＣＳＧ盛土 

 ＳＰミキサで製造されたＣＳＧは、斜面に配置

したベルトコンベア及びＳＰ－ＴＯＭ（Special 

Pipe Transportation Method）で約 250m 搬送さ

れ（図-8参照）、クローラダンプトラックで所定エ

リアまで移送後ブルドーザにて均一に敷均しされ

振動ローラで締固められる（写真-11 参照）。なお、

当工事でも当別ダム工事同様ＩＣＴ(情報通信技 

術) を導入し、施工の合理化を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ 

 当別ダムで稼働した２基のＳＰミキサ(φ

1,200mm×５連)を中核としたＣＳＧ製造設備は、

不具合も無く順調に製造を継続した。本格製造は

2009 年 6月から 2010 年 9 月の製造完了までで、堤

体工と雑工（押え盛土工など）を合わせると 11.5

ヵ月（実働稼動日数 271 日）で約 69.3 万ｍ3のＣ

ＳＧを製造した。日最大 8,500m3、月間最大

120,000m3の製造を成し遂げ、その能力を実証する

ことができた。また、大滝地区地すべり対策工事

のＣＳＧ製造設備にも１基のＳＰミキサ(φ

1,200mm×５連)が導入され、順調に製造している。 

 

６．参考文献 

1) (財)ダム技術センター；台形ＣＳＧダム施工・品質管理

技術資料 

2) (財)ダム技術センター；ダム技術 No254，2007年11月 

写真-11 ＣＳＧ盛土 施工状況 写真-10 ＣＳＧ製造設備 

ＣＳＧ材 
+ 

セメント 

ＣＳＧ 

給水 

図-8 ＣＳＧ盛土製造設備・搬送設備 

ＣＳＧ盛土 

ＣＳＧ材二次ストック 

ベルトコンベヤ（搬送設備） 

SP-TOM（搬送設備） 
φ700㎜ Ｌ12ｍ×4本 

ＳＰミキサ（ＣＳＧ製造設備） 
φ1,200 mm×5連 



 

２３．ディスクカッタビット摩耗検知 

システムの開発のための基礎的研究 
 
 

呉工業高等専門学校 ○ 河村 倫太郎 

呉工業高等専門学校  重松 尚久   

(株)スターロイ  小田 登 
 
 
１．はじめに 

 硬質岩盤の掘削に当たり，TBM 工法やシールド工

法においては，掘削の進行に伴う掘削機のカッタ

ヘッドにおけるビットの摩耗およびそれに伴う掘

削効率の低下が問題となる。ビットの摩耗を低減

させるためには，過去の実験により平面掘削との

比較実験において，掘削時に必要なエネルギーが

約1/10に減少することが明らかとなっている端面

掘削方式 1)を利用する方法がある。切削ビットに

ディスクカッタビットを用い，端面掘削方式を利

用することで，効率のよい掘削が可能であると考

えられる。 

しかし端面掘削方式を利用したとしても，硬質

岩盤の掘削においてはディスクカッタビットの摩

耗を完全に避けることは不可能である。したがっ

て，ディスクカッタビットの摩耗進行を検知する

ことができれば，ディスクカッタビットの交換を

効率的に行うことができ，掘削にかかわる施工ロ

スが低減されることが予想される。現在用いられ

ている摩耗検出の方法としては，カッタビット内

に油圧パイプを通し，ビットの破損による油圧の

減少によって検出するものや，超音波を用いてビ

ットのすり減りを検出するものなどが知られてい

る。 

 本研究を実施するに当たっては，過去に行った

ディスクカッタビットの摩耗度を変化させて掘削

を行う変位制御実験 2)において，ディスクカッタ

ビットの摩耗度の変化によって各方向への作用力

が異なっていたことに着目した。本研究では，よ

り実機に即した油圧による荷重制御実験を行い，

ディスクカッタビットの摩耗が，ディスクカッタ

ビットに作用する横方向力 Fy，転がり抵抗力 Fx
および掘削速度 Vに及ぼす影響を検討し，ディス

クカッタビット摩耗検知システムの開発のための

基礎的データを得ることを目的とする。 
 

２．実験概要 

2.1 実験方法 

図-1 に実験装置概略図を示す。2r.p.m.で回転す

る擬似岩盤（円柱形供試体，高さ 270mm，直径

200mm，水結合材比 W/B17%の高強度モルタルで

あり，一軸圧縮強度 120N/mm2 以上)の端部に 2 つ

のディスクカッタビットを油圧による荷重制御に

よって押し付けることで掘削を行う。上部に設置

したロードセルよりディスクカッタビットに作用

する垂直力 Fz，トルク T，掘削深さ z を測定し，

トルク Tより転がり抵抗力 Fx を算定する。また，

ディスクカッタビットに取り付けられたロードセ

ルより，横方向力 Fyを測定する。データの利用の

際，横方向力 Fyは，２つのロードセルから得られ

る値を平均したものを用いる。また，供試体端部

からの切込幅 Sを 15mm，20mm，25mm の 3 種類，

貫入力 P を 7.5kN，10.0kN，12.5kN の 3 種類とし

て実験を行う。 

① 油圧シリンダー

③ ディスクカッタビット

② ロードセル

④ 供試体

⑤ ターンテーブル

⑥ モータ (1.5ｋｗ)

⑦ 減速機

⑧ 油圧ポンプ

②

③

④

⑤

⑥

②

③

④

⑤

⑦

①

⑧

①
⑨

⑨ 変位計

 
図-1 実験機概略図 



2.2 ディスクカッタビット 

 写真-1 に本研究で使用するディスクカッタビッ

トを示す。ディスクカッタビットは直径 80mm，

刃物角 55°，逃げ角 4°であり，刃先の曲率半径

のみ 1mm(刃 B)，3mm(刃 C)，5mm(刃 D)の 3 種類

に変化させた。曲率半径が大きくなるにつれて，

摩耗が進行していることを示す。 
 

３．実験結果および考察 

3.1 実測値 

 図-2 に刃 D，切込幅 15mm，垂直力 10.0kN にお

ける横方向力 Fy と時間 tの関係を，図-3 に転がり

抵抗力 Fxと時間 tの関係を示す。掘削開始時から

約 120 秒までの間は初期端面掘削時に相当し，そ

れ以降が定常端面掘削に相当する。初期端面掘削

とは，大きな剥離を起こしながら掘削が進行して

いく区間で，定常端面掘削とは，小さな剥離を引

き起こしながら掘削が進行する区間である。横方

向力 Fy および転がり抵抗力 Fx は，初期端面掘削

時には供試体の破壊が著しく一定に定まらないが，

定常端面掘削時には時間経過とともにほぼ一定の

値を中心にして小さな増減を繰り返しながら掘削

が進行していくという傾向が見られた。 

3.2 データの整理法 

実測値を示すだけでは設定条件の違いによる傾

向を読み取りにくいため，15 秒を 1 区間として定

め，その区間内の横方向力 Fyおよび転がり抵抗力

Fx の平均値を該当区間における横方向力 fy およ

び転がり抵抗力 fxとする。また，区間内の掘削深

さ z の平均をその区間での掘削深さ z とし，横軸

を掘削深さ z として比較を行う。一例として，図

-4 に刃 D，切込幅 15mm，垂直力 10.0kN における

横方向力 fyと掘削深さ zの関係を，図-5 に転がり

抵抗 fx と掘削深さ zの関係を示す。このうち，定

常端面掘削時に生じた横方向力fyおよび転がり抵

抗力 fx の平均値を，設定条件下における横方向力

fyr および転がり抵抗力 fxr とし，定常端面掘削時

の掘削速度を V として，各掘削条件における作用

力および掘削速度 Vの比較検討を行った。 

 

 
1mm     3mm     5mm 

写真-1 ディスクカッタビット 

 
図-2 横方向力 Fy と時間 tの関係 

 
図-3 転がり抵抗力 Fxと時間 tの関係 

 
図-4 横方向力 fy と掘削深さ zの関係 

 
図-5 転がり抵抗 fx と掘削深さ zの関係 



3.3 作用力への影響 

図-6 に切り込み幅 20mm における横方向力 fyr
とディスクカッタビットの曲率半径の関係を，図

-7 に転がり抵抗力 fxr とディスクカッタビットの

曲率半径の関係を示す。ここで，横方向力 Fy は供

試体外側方向を正として測定を行っている。ディ

スクカッタビットの摩耗進行に伴い，横方向力 fyr
および転がり抵抗力 fxr は減少する傾向が見られ

る。また，転がり抵抗力 fxr は横方向力 fyr に比

べて小さな値を示し，減少幅も小さい。ディスク

カッタビットの摩耗進行によって横方向力 fyr が

減少するということは，ディスクカッタビットの

摩耗の進行に伴い，ディスクカッタビットが供試

体中央へ向かおうとする力が増加していることを

示している。 

3.4 掘削速度への影響 

図-8 に切り込み幅25mmにおける掘削速度Vとデ

ィスクカッタビットの曲率半径の関係を示す。デ

ィスクカッタビットの摩耗進行に伴い，掘削速度 V
が減少する傾向が見られる。また，垂直力 Fzが大

きくなるにつれて，掘削速度 V の減少幅は大きく

なり，掘削速度 V が低下する傾向をより明確に確

認することができる。 

3.5 比エネルギーへの影響 

図-9 に切り込み幅 20mm における比エネルギー

Esとディスクカッタビットの曲率半径の関係を示

す。ここで，比エネルギーEs とは，実験機の効率

的な掘削性能を表す指標であり，式(1)より求めら

れる 3)。 

 

 ········································· (1) 
 

ここで，Esは比エネルギー，PAは掘削に要する

全動力，VE は単位時間掘削土量のことである。掘

削に要する全動力 PAは式(2)より求められる。 
 

  ···························· (2) 

 
ここで，N(r.p.m.)はターンテーブルの回転数，

T(kNcm)は回転トルク，Fz(kN)は垂直力，V(cm/s)
は掘削速度である。前半部が回転動力，後半部が

推進動力とみなすことができる。また，単位時間

掘削土量 VEは，式(3)より求められる。 
 

 
図-6 横方向力 fyr と 

ディスクカッタビットの曲率半径の関係 

 
図-8 掘削速度 Vと 

ディスクカッタビットの曲率半径の関係 

 
図-9 比エネルギーEsと 

ディスクカッタビットの曲率半径の関係 

 
図-7 転がり抵抗 fxrと 

ディスクカッタビットの曲率半径の関係 



  ···  (3) 

ここで，r0(cm)は供試体の半径，r1(cm)は供試体

の中心から掘削面までの距離，z(cm)は供試体上端

から掘削面までの距離，h(cm)は掘削面から掘削終

了面までの距離である。写真-2 に，実際の掘削終

了時の供試体を，図-10 に，仮定する掘削終了時の

供試体の図を示す。 
上記の式で算出した比エネルギーEs が小さいほ

ど掘削性能が良いことを示している。ディスクカ

ッタビットの摩耗進行によって比エネルギーEs は

増加する傾向が見られる。比エネルギーEs が増加

するということは掘削効率が低下することと同義

であるので，ディスクカッタビットの摩耗が掘削

性能を低下させる原因であることを示している。 

3.6 考察 

以上の本研究で得た結果より，ディスクカッタ

ビット摩耗検知システムの構築に重要な要素は，

横方向力 Fy および掘削速度 Vである。掘削を行う

際にそれらを測定することによって，ディスクカ

ッタビットの摩耗度を検知することが可能である。

横方向力Fyおよび掘削速度Vは貫入力Pによって

変動するため，将来的には，横方向力 Fy および掘

削速度 V に，貫入力 P を加味して検討する必要が

ある。また，横方向力 Fyは，ディスクカッタビッ

トの形状や配置に依存される値である。本研究で

は，ディスクカッタビットの摩耗により横方向力

Fy が減少する傾向が見られたが，一般的な掘削機

においてはディスクカッタビットの摩耗により横

方向力 Fyの変化量が顕著になると考えられる。 

また，変位制御による過去の実験 2)においては，

ディスクカッタビットの曲率半径の増加に伴い作

用力が増加する傾向が見られたが，本研究ではデ

ィスクカッタビットの曲率半径の増加に伴い横方

向力Fyおよび転がり抵抗Fxは減少した。これは，

変位制御実験においてはディスクカッタビットの

曲率半径の増加に伴い垂直力Fzを含む全ての作用

力が増加していたのに対して，本研究では垂直力

Fz が一定となるように貫入力 Pを制御していたた

め，このような結果になったものと考えられる。 
 

４． 結論 

(1)ディスクカッタビットの摩耗が進行することに

よる転がり抵抗力 Fxへの影響は小さいが，横方向

力 Fyおよび掘削速度 Vは減少し，比エネルギーEs
は増加する。 
(2)荷重制御で掘削を行う場合，掘削中に横方向力

Fyもしくは掘削速度 V の変化を測定することで，

ディスクカッタビットの摩耗を検知することが可

能である。 
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写真-2 掘削終了時の供試体 

（刃 D，切込幅 20mm，垂直力 12.5kN，1 回目） 

 

 r0 = 100mm r1  S  

z 

270mm 

h 60° 

 

図-10 仮定する供試体の掘削断面 

 



 

 

２４．ECO安全運転指導を支援するダンプトラック運行管理システム 
 
 

（株）キック ○ 才原 勝敏 

（株）キック  西垣 重臣 
 
 
１．はじめに 

ダンプトラックの ECO 運転を励行するために，

急発進と急加速の回避，一定速度の走行，点検整

備の充実などの定性的な指導が運転手に対して行

われる。しかし，運転手の運転性向を定量的に把

握して，ECO 安全運転の励行を指導する事例は希薄

である。運転性向とは運転の振る舞いであり，運

転手の運転態度やスキルを示す。そこで，ダンプ

トラック運転手の運転性向に関する定量的な指標

とその評価方法を提供する研究開発を行ってきた
1)。 

本論文では，この研究成果を活かして開発した

ECO 安全運転指導を支援するダンプトラック運行

管理システムについて報告する。先ず，本研究の

問題意識と開発方針について述べる。つぎに，本

システムの枠組みと主要な機能を説明する。最後

に，本論文のまとめを示す。 
 

２．問題意識 

本研究開発の問題意識と関連する研究開発につ

いて述べる。 

安全運転とエコ運転の励行を図るためには，働

き手のコンストラクタビリティ(constructability)と
ヒューマンウェア(humanware)の向上が重要であ

る。コンストラクタビリティとは，プロジェクト

全体の目的を達成するために，計画，エンジニア

リング，調達，建設作業に係る施工知識と経験を

最適に活用することである 2)。ヒューマンウェア

とは，リーダシップ(leadership)機能とフォロワシッ

プ(followership)機能，そして両者の相互作用を集合

的に示す用語である 3)。 

一般に考えられる車両運行管理システムが想定

するワークフローを図 1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここでは，管理者の視点から，配置計画管理，

配車管理，車両追跡監視，運転日報管理などに焦

点が当てられ，運転手の視点は希薄であろう。 
ECO 安全運転指導を支援するダンプトラック運

行管理システムは，個々の運転手及び運行クルー

全体の運転性向評価，早期アラーム，運行状況，

生産ラインバランスなどの情報を，運転手と管理

者に提供することにより，働き手の業務を直接支

援することを目指す。ここでは，つぎの事が可能

になる。 
① 運転手が自らの運転性向と作業実績をモニ

タリングし，追跡・監視できる。 
② 注意の狭隘によるハザードの見落とし，勘違

いや思い込みによる目標の取り違えなどの人

的過誤を未然防止するための早期アラームを

可能とする。 
③ 管理者は，運行クルー全体の運転性向評価，

運行管理，生産ラインバランスなどの運行状

況情報を随時確認できる。 

これらの情報は，安全性の向上と環境に優しい

作業の励行を目的とした指導・指示を行う元請職

員や職長のリーダシップ，並びに安全で環境に優

しい運転を励行する運転手のフォロワシップの向

上に役立つと期待される。 

 

３．開発方針 

本システムの開発方針をつぎに示す。 
① 働き手支援 
本研究では運転手を直接支援することを目指す。 

② 今まで行ってきた研究開発成果の活用 
つぎに示研究開発成果を活かす。 
a) ECO 運転性向定量的評価方法 1) 
b) バックホウを母機としたフリート・マネジメ

ント 4) 
c) 災害応急復旧工事を支援する施工プロファイ

ル 5) 
③ 疎結合 
市販されているハードウエアとソフトウエアを

活用する。これらのツールと本システムは疎結合

として，技術の進展と利用者の要求ニーズに対応

できるようにする。 

配車計画

配車

積込

運搬

荷下ろし
報告

配車計画管理 配車管理 車両追跡監視 運転日報  
図-1 一般に考えられる車両運行管理システムが想定す

るワークフロー 



 
④ イージー・オーダ方式 
建設現場ごとに要求ニーズは異なる。異なった

要求ニーズに容易に対応するために，レディ・メ

イドの完成したシステムではなく，イージー・オ

ーダ方式で組みたれられるシステムとする。その

ため，本システムの一部の機能だけを使用するこ

とができる。 
⑤ クラウド型のシステム利用 
利用者の運用コストを縮減するために，クラウ

ド型のシステム利用を可能とする。 
 

４．システムの枠組み 

本システムの枠組みを図 1 に示す。本システム

は，運行管理システムと運転手支援システム，そ

してオペレータ支援システムで構成される。運行

管理システムは，データセンタのサーバで稼動す

る。運転手支援システムは，ダンプトラックの運

転席に車載される。オペレータ支援システムは，

バックホウのキャビン室に車載される 4)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
運転手支援システムは，GPS レシーバ，アクテ

ィブ・タグ，Web カメラ，小型 PC，通信端末など

のコンポーネントで構成される。これらのコンポ

ーネントは疎結合で連携され，利用者の要求ニー

ズに応じて車載される。 
最も簡易な使い方の例をつぎに示す。 
① GPS レシーバとアクティブ・タグだけを運転

席に車載する。 
② 運転終了後にパソコン経由で運行管理シス

テムに GPS データをアップロードする。 
③ バックホウに接近してきたダンプトラック

のアクティブ・タグは，オペレータ支援システ

ムにより自動検知される。そして，オペレータ

支援システムが検知データを運行管理システ

ムに自動送信する。 
④ 運行管理システムが，GPS データを編集加工

して，運行管理情報などを自動生成する。 

⑤ 利用者は，パソコンまたは携帯電話を使用し

て，運行管理システムにアクセスすることで，

運行管理情報などを閲覧する。 

 

５．運行管理システム 
前述したように，データセンタで管理されるサ

ーバで，運行管理システムは稼動する。運行管理

システムの主要な機能を以下に示す。 
5.1 ゾーンフェンス 

積込箇所，走行ルート，荷下ろし箇所，道路幅

員，車線数，カーブ，交差点，通学路，人口集中

地区 (DID: Densely Inhabited District)，待機場所な

どの道路周辺環境を考慮して，走行ルートを区画

割りし，重要管理区域として設定できる。本研究

では，この重要管理区域をゾーンフェンスと呼ぶ。 

ゾーンフェンスの設定画面例を図 2 に示す。カ

ーソルを GIS 上に置くと，その地点の位置情報（緯

度経度）が自動表示される。位置情報を確認しな

がら東西南北の四隅を特定し，名称，区域内規定

走行速度などを入力することでゾーンフェンスが

登録される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゾーンフェンスは，積込/荷下ろし箇所や走行ル

ートを中心として，ダンプトラック待機場所，昼

食やトイレ休憩などを考慮して，ある程度の余裕

を持って設定される。 

GPS データに基づいて，移動体（建設機械，ダン

プトラック，作業員など）が設定されたゾーンフ

ェンス内に存在するかを自動判定する。さらに，

ゾーンフェンスへの入出時刻，管理区域内滞留時

間を自動算出する。移動体が，既定の時間以上，

既定の速度以下で走行しているときは，停車して

いるとみなす。 

5.1 運行管理情報 

運行管理情報の特長をつぎに示す。 

①運行指図情報は，運行管理システムから利用

者の携帯電話にメール配信される。後述するよ

うに，運転手支援システムから，運行管理シス

運行計画指示
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図-1  ECO 運転指導を支援するダンプトラック運行管

理システムの枠組み 

 
図-2 重要管理区域を設定 



 
テムにアクセスすることで，運行指図情報を取

得することもできる。 

③ ダンプトラック走行履歴は GIS 上に表示さ

れる。 

④ ダンプトラック運行データはゾーンフェン

スごとに整理されて，一覧表として表示される。 

⑤ 運転性向評価指標として，速度，加速度，加

減速回数，躍度(Jerk)などのデータを算出する。

また，速度違反の有無も検出する。 

④ 運行情報はゾーンフェンスごとに編集加工

され，評価指標値の算出と運行管理諸表の作成

が自動的に行われる。自動算出される評価指標

値を，つぎに示す。 

a) 作業（積込/荷下ろし）箇所内滞留時間 
b) 積込/荷下ろしにおける待機台数 
c) 管理区画（ゾーンフェンス）内走行時間 
d) 往路走行台数 
e) 復路走行台数 
f) 荷積み（往路）運行時間 
g) 空荷（復路）運行時間 
h) 積込/荷下ろし延べ台数 
i) 運搬回数 
j) 積込/荷下ろし間隔（到着時間間隔） 
k) 運行サイクルタイム 
l) バックホウ稼動時間 
m) バックホウ時間当たり積込量 
o) 積込/荷下ろし量の合計 
p) 積込，荷下ろし，運搬などに関するピッチ

タイム 
q) 積込，荷下ろし，運搬などに関する作業速

度 
r) 作業経過時間と作業許容残時間 

運行情報の出力例を図 3 に示す。さらに，運転

手ごと及びクルー全体の運転性向評価情報をグラ

フ表示することができる。加速度のヒストグラム

例を図 4 に，加速度と躍度の推移グラフ例を図 5

に，それぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 運行状況実時間遠隔モニタリング 

運行状況実時間遠隔監視画面例を図 6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運行状況実時間遠隔監視画面に表示されるデー

タは，オペレータ支援システムから一定間隔で自

動送信されてきたアクティブ・タグ検知データに

基づいて，特定の時間間隔で更新される。利用者

は，送信時間間隔とモニタ表示データの更新時間

間隔を指定できる。今までの事例ではこの時間間

隔を 1分とすることが多い。 
もし，録画と GPS データが運転手支援システム

から送信されれば，録画を GIS 上の POI として検

索することができる。 

5.2 バックホウの配置とダンプトラックの配車

台数の評価 

平均運行サイクルタイムを平均積込時間で除す

と，最大積込量または最大運搬量を得るダンプト

ラック台数が求まる。 
作業（積込）箇所内平均滞留時間の逆数を平均

サービス率，平均積込間隔（平均到着時間間隔）

の逆数を平均到着率，積込における平均待機台数

 
図 3 運行管理情報の出力例 

 
図-4 加速度のヒストグラム例 

 
図-5 加速度と躍度の推移グラフ例 

 

図 6 運行状況実時間遠隔監視画面例 



 
を平均待ち行列の長さとする。これらの指標値を

待ち行列モデルに適用すると，つぎに示す指標値

が求まる 6)，7)。 
① 待ち行列にダンプトラックが存在しない定

常確率 
② バックホウの 1 時間当たり期待積込量 
③ ダンプトラック k 台数のときの 1 時間当たり

期待積込量 
これらの指標値から，バックホウの配置とダン

プトラックの配車台数の問題点と改善策に関する

知見が得られる。 

5.3 運転性向評価カード 

運転性向の総合評価として，グリーンカード，

イエローカード，そしてレッドカードなどの運転

性向評価カードを提示する 1)。運転性向評価カー

ドの出力例を図 7に示す。 

本機能はつぎに示す特長を持つ。 

① 運転手ごとに運転性向評価カードを発行で

きる。 

② 運転手全体の運転性向評価カードを発行で

きる。 

③ 運転手は携帯電話でみずからの運転性向評

価内容を確認できる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．運転手支援システム 
運転手支援システムは，運行状況に関する情報

を，運転手に運転席で提供することにより，運転

手を直接支援することを目的とする。運転手支援

システムの諸機能を以下に示す。 
6.1 データ交換機能 

このデータ交換機能はプッシュ配信とプル配信

を担う。その概要を以下に示す 

① プッシュ配信 

a) 運行管理システムへのデータ送信 

Webサービスを利用したデータ交換機能で

ある。一定時間間隔ごとに自動接続し，取

得した積荷情報，GPSデータ，録画とPOIの

データなどの情報素片を運行管理システム

に送信する。通信が確保されないときは，

再接続したときに自動的に再送信される。 

b) タグIDのバックホウ基地局への送信 

ダンプトラック運転席に車載されるアクテ

ィブ・タグは1回/秒の頻度で自らのタグID

を自動発信する。バックホウ車載基地局は

半径100m以内に存在するアクティブ・タグ

のIDを受信し保存する。 

② プル配信 

当該ボタンを押下することで，自動的に接続

し，既定の情報を取得する。既定の情報とは，

例えば，重要管理区域，速度走行制限，運搬す

べき積荷種別などの運行指図情報をいう。 

a) 運行管理システムからデータ取得 

b) オペレータ支援システムからデータ取得 

該当ボタンを押下することで，オペレータ

支援システムと無線LAN接続する。そして，

積み込もうとする積荷の情報を取得する。 

6.2 NeCo Note (Network Communication Note) 

NeCo Noteは運転手に運行状況に関する情報を

実時間ベースにて提供する。 

NeCo Noteの主要な機能は，つぎのとおりである。 

① 走行位置の画面表示 

② 早期アラーム 

注意喚起の情報を提供する機能である。 

a) 重要管理区域（通学路，DIDなど）に接近し

た既定位置に到達したとき，注意を喚起す

る情報を画面に表示する。例えば，減速指

示と制限速度を画面に表示する。 

b) 誤積込/荷下ろし未然防止 

積み込もうとしている積荷の種別情報をバ

ックホウ基地局から取得する。この積荷種

別情報を積み込み予定積荷種別情報と突合

し，不一致の場合，アラームを画面に表示

する。 

③ 録画とPOI 

画像データを録画し，POIとして登録する。

画像取得ボタンを押下すると，静止画が自動的

に取得され，既定フォルダに格納される。同時

に，GPSデータを取得し，物理ファイル名とリ

ンクさせ，データベースに格納する。 

④ 運転状況実時間モニタリング 

運転状況実時間モニタリングのサンプル画

面を図8に示す。GPSレシーバから実時間受信し

たGPSデータを解析して得た運転状況情報を実

時間で画面に更新表示する。この運転状況情報

は作業実績と運転性向評価指標で構成される。

作業実績は一定の時間間隔ごとに算出し，画面

に表示する。運転性向評価指標は，重要管理区

域，往路と復路，全走行区間などの単位で算出

し，画面に表示する。 

 
図-7 運転性向評価カードの出力例 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業実績と運転性向評価指標の情報素片を

つぎに示す。 

a) 作業実績 

積荷種別，積込位置，荷下ろし位置，積込

回数，荷下ろし回数，運搬回数，サイクル

タイム，運搬累積量など。 

b) 運転性向評価指標 

平均速度，最高速度，最大加速度，最大減

速度，躍度自乗和平均値，加減速回数（平

均値交叉率）など。 

6.3 運転手向け運行状況実時間モニタリングと

運転性向評価カード 

運行指図情報，運転手支援システムにより取得

される情報素片，自動生成された運行管理情報な

どは運行管理システムにより一元管理される。手

元の PC または携帯電話を使用して，運行管理シス

テムにアクセスすることで，これらの情報を閲覧

できる。携帯電話によるこれらの情報の閲覧例を

図 9～図 13 にそれぞれ示す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-8  NeCo Note のサンプル画面 

 
図-10 運行状況実時間遠隔監視情報 

 
図-9 ある運転手の運行情報 

 
図-11 ある運転手の運転性向評価情報のヒスト

グラム 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７．まとめ 

災害応急復旧工事の作業環境は，作業に応じて

変化し，作業箇所は広域に分散している。これら

の作業箇所間を多くのダンプトラックが行き交う。

今まで行ってきた，現在行っている，またはこれ

から行う作業の内容と作業全体の位置づけを理解

することは非常に重要である。 
ここでは，ダンプトラックの運行を管理すると

ともに，除石作業や排土作業に伴う建設発生土，

災害廃棄物，築堤用土などの種類，並びに搬出元，

搬出先ごとに作業の予実績を把握したい。さらに，

運行状況を実時間ベースでモニタリングするとと

もに，定量的な評価指標に基づいて，ECO 運転励行

を具体的に指導したい。 

本論文で述べたECO安全運転指導を支援するダ

ンプトラック運行管理システムは，これらの要求

ニーズに応える。 
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図-12 ある運転手の運転性向評価情報の推移グラフ 

 
図-13 ある運転手の運転性向評価カード 



 

２５．電気加熱式アスファルトクッカー車の開発と施工効果の検証 
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１．はじめに 

鋼床版アスファルト舗装の防水層に用いられる

グースアスファルト混合物の運搬，供給には，そ

の流動性を保つために，加熱攪拌装置を搭載した

アスファルトクッカー車が使用される。従来のア

スファルトクッカー車の加熱装置は，液化石油ガ

ス（以下，LPG とする）を燃料とするガスバーナ

を用いた直火による加熱方式が一般的である。し

かしながら，グースアスファルト混合物及び LPG
燃料への引火の危険性から，運搬時の加熱は極力

控えなければならない。そのため，混合物の昇温

のために，施工現場やアスファルトプラントでの

加熱時間を充分に確保する必要があった。また，

直火による局所加熱のため，アスファルト混合物

の劣化による品質の低下も懸念される。これらの

安全性および作業性の課題を解決するため，電気

加熱式アスファルトクッカー車の開発を行い，現

場施工での導入効果を検証した。 

本文は，電気加熱式アスファルトクッカー車の

概要および特徴を示し，現場施工へ導入事例とそ

の効果の検証結果を報告するものである。 
 

２．LPG 加熱式アスファルトクッカー車の課題 

従来型の LPG 加熱式アスファルトクッカー車の

構造と課題について以下に示す。 
 

2.1 LPG 加熱式アスファルトクッカー車の構造 

LPG 加熱式アスファルトクッカー車の構造を以

下に示す。 
1) 主要装置は，グースアスファルト混合物を加熱

保温及び，攪拌混合するクッキング釜と攪拌装

置用動力ユニット，加熱源となる LPG ボンベ

搭載ユニットから成り，車輌本体と一体になっ

て構成されている。 
2) 混合物加熱装置は，リング状のガスバーナをク

ッキング釜底部に設置し，底板を間接加熱する

ことで，材料加熱を行う。点火方式は，運転席

に設置した自動温調機能を備えた制御盤によ

る自動着火及び，直火による手動着火方式によ

り行う。 
3) 混合物の加熱温度制御は，クッキング釜に設置

した接触式温度計を用いて，混合物温度を計測

し，ガスバーナの開閉を自動制御することで，

材料を所定温度に加熱及び保温する。 
4) 攪拌装置は，クッキング釜の中央部に縦型攪拌

羽根を備え，油圧駆動により，羽根を回転させ

ることで，材料混合を行う。攪拌制御は，低速，

高速の 2 段階切替が可能であり，羽根の正逆転

機構も備える。油圧動力は，外付けの小型ディ

ーゼルエンジンを駆動源とする。 
標準的な LPG 加熱式アスファルトクッカー車概

要図を図-1，仕様を表-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 LPG 加熱式アスファルトクッカー車概要図 

LPG 加熱式アスファルトクッカー車主要装置構成 

①：LPG ボンベ 50kg × 4 本 

②：クッキング釜 

③：攪拌ユニット 

④：材料投入口 

⑤：材料排出ゲート 

⑥：材料排出シュート 

① 

② ③ ④ 

⑥ 

⑤ 



表-1 LPG 加熱式アスファルトクッカー車仕様 

項目 仕様 

最大積載量 7,500[kg] 
車輌重量 12,040[kg] 
車輌総重量 19,705[kg] 
全長 7,130[mm] 
全幅 2,490[mm] 
全高 3,160[mm] 
クッキング釜容量 4.0[m3] 
LPG 消費量 16[kg/h] 
昇温性能 20～35[℃/h] 

 
2.2 LPG 加熱式アスファルトクッカー車の課題 

LPG 加熱式アスファルトクッカー車の課題を以

下に示す。 
1) 加熱装置のガスバーナ火気による車両燃料及

び，加熱用燃料（LPG ボンベ）への引火。 
2) 加熱装置の空焚きによるクッキング釜内残材

への引火及び出火。 
3) 混合物運搬走行時の振動・走行風等が起因す

るガスバーナ失火によるガス漏れ。 
4) 高カロリーガスバーナの過加熱によるグース

アスファルト混合物の品質劣化。 
5) 化石燃料（LPG）使用による CO2 等の温室効

果ガス排出による地球環境への負荷。 
6) クッキング釜からの材料排出に時間を要す。

また，材料の排出性が起因し，材料が釜内に

残留することにより，メンテナンス性が悪い。 
7) 加熱用燃料である LPG ボンベ（50kg×4 本）

の人力による積み下ろし作業が必要であり，

作業性が悪い。 
 
 これらの課題を解決するための手段として，加

熱方式に着目し，化石燃料を熱源とせず，火気を

使用しない地球環境に優しい電気加熱式アスファ

ルトクッカー車の開発を行った。 
 

３．電気加熱式アスファルトクッカー車の開発目

標 

電気加熱式アスファルトクッカー車の開発コン

セプトを以下に示す。 
1) 混合物の品質確保 

材料運搬時に於いても，材料の加熱保温を継

続し，品質安定した材料を現場へ供給する。 
 

2) 加熱装置の安全性向上 
加熱装置の取り扱いを簡便化することで，人

為的操作ミスによる火災事故等の発生を防止す

る。また，クッキング釜内容量の有無を監視す

ることにより，過加熱による引火火災を防止す

る。 
 

3) 混合物加熱性能の確保 
LPG 加熱式アスファルトクッカー車と同等の

加熱性能（20℃/ｈ以上）を確保する。 
 

4) アスファルト混合物運搬量の確保 
LPG 加熱式アスファルトクッカー車と同等の

運搬能力（積載重量 6.0[t]以上）を確保する。 
 

5) 環境負荷の低減 
  CO2 等の温室効果ガス排出量を削減し，環境

負荷低減を図る。 
 
6) 施工性の向上 

クッキング釜を傾斜させるチルト機能を付加

することで，材料の排出性を促進し，材料供給

時間を短縮すると共に材料の完全排出により，

材料ロスを軽減する。また，釜内の残留混合物

を軽減することで，釜内部の清掃等のメンテナ

ンス性を向上させる。 
 

４．開発結果 

4.1 電気加熱式アスファルトクッカー車の概要 

当該車両は，汎用の 22t トラックシャーシをベー

ス車両とし，電気加熱ヒータを備えた混合物クッ

キングユニット及び，ヒータ電源用発電機ユニッ

トを架装搭載する。 
主要装置構成図を図-2，主要諸元を表-2 に示す。 
また，新旧アスファルトクッカー車の外観比較

を写真-1 および写真-2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
図-2 電気加熱式アスファルトクッカー車装置構成図 

 

① 発電機（100kVA）   ② クッキング釜 

③ 制御盤        ④ 作動油タンク 

⑤ 材料投入口      ⑥ 材料排出ゲート 

⑦ 材料排出シュート   ⑧ チルト機構シリンダ 

⑨ 燃料タンク 

① 

③ 

② ⑤ 

⑥ 

④ 

⑦ 
⑧ ⑨ 



表-2 電気加熱式アスファルトクッカー車仕様 

項目 仕様 

最大積載量 8,610[kg] 
車輌重量 13,200[kg] 
車輌総重量 21,920[kg] 
全長 9,010[mm] 
全幅 2,490[mm] 
全高 3,150[mm] 
クッキング釜容量 3.5[m3] 
ヒータ電力 75[kW] 
発電機容量 100[kVA] 
発電機燃料消費量 17[L/h] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1 LPG 加熱式アスファルトクッカー車外観写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 電気加熱式アスファルトクッカー車外観写真 

 

4.2 主要装置の特徴 

 主要装置の特徴及び概要を以下に示す。 
① ベース車両 
ベース車両は，ポスト新長期排出ガス規制適

合・平成 27 年度燃費基準適合・九都県市低公害

指定制度適合の PTO 付き 22ｔトラックシャー

シである。主要装置であるクッキング釜ユニッ

ト及び，ヒータ電源用発電機ユニットは，各ユ

ニット毎に脱着可能であり，ユニットを取り外

せば，一般貨物トラックとして，運行可能であ

る。 
② 混合物加熱装置 
加熱装置は，クッキング釜底板の裏面に，ア

ルミ鋳込み式電気ヒータをセグメント化して設

置し，それらを数ブロック回路に分け，輪番加

熱制御する。 
ヒータの加熱制御は，クッキング釜に設置し

た接触式温度計により，自動温調制御し，材料

を所定温度に加熱及び保温する。制御操作は，

車外及び車内運転席にて操作可能である。 
ヒータ回路をブロック毎に輪番加熱制御する

ことで，加熱時の瞬発的な起電力をセーブし，

省電力化が図れる。また，ヒータ及び，回路配

線の断線等により，いずれかのブロック回路に

異常が生じた際も，それ以外のヒータ回路によ

って，均等加熱が可能であり，材料の加熱ムラ

が無い。 
ヒータの安全保護措置として，過加熱検出回

路を備え，ヒータの焼き付き等を防止する。 
ヒータ用電源は，ヒータ専用に 100[kVA]の汎

用型発電機を搭載した。ベース車両の PTO 装置

を介して，発電機の駆動源とする手段も考えら

れるが，発電出力に伴う負荷変動により，エン

ジン出力が不安定となり，走行性に影響を及ぼ

すこと等が懸念された。よって，走行性能を確

保する上で，上述の装置構成とした。写真-3 に

加熱装置を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-3 加熱装置 

 
③ クッキング釜 
 攪拌装置は，従来と同様に縦型攪拌羽根を採

用し，ベース車両の PTO 装置を介して，油圧駆

動する。攪拌作業は，低速，高速の 2 段階切替

が可能であり，羽根の正逆転機構も備える。ま

た，攪拌装置の油圧回路に圧力センサを設置し，

材料攪拌時の油圧トルクの変化を検出すること

により，クッキング釜内の材料の有無を認識し，

加熱装置による空焚きを防止する。 



油圧シリンダによるチルト機能により，クッ

キング釜を 10°傾斜させて，ダンプアップする

ことが可能であり，材料の排出性を促進し，材

料供給時間を短縮すると共に，材料の完全排出

により，材料ロスを軽減する。また，釜内の残

留混合物を軽減することで，釜内部の清掃等の

メンテナンス性を向上させた。 
写真-4 および，写真-5 にチルト装置を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-4 クッキング釜チルト装置(傾斜前) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-5 クッキング釜チルト装置(傾斜後) 

 

５．実用性の検証 

開発した電気加熱式アスファルトクッカー車を

実際の施工現場に導入し，実用性の評価及び，そ

の導入効果を検証した。 
施工現場は，東京都江東区及び，山口県宇部市

での鋼床版上グースアスファルト工事にて，同車

両を導入し，検証を行った。 
 山口県宇部市での施工状況写真を写真-6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-6 施工状況 

5.1  昇温性能の確認 

電気加熱式アスファルトクッカー車の昇温性能

を確認するため，グースアスファルト混合物をク

ッキング釜に投入し，従来の LPG 加熱式アスファ

ルトクッカー車と昇温性能を比較した。 
試験条件として，試験開始から 60 分経過後にプ

ラントを出発し，現場へ移動した。電気加熱式ア

スファルトクッカー車は，移動運搬中も加熱混合

を継続するものとした。温度測定方法は，試験開

始から現場到着までについて，30 分間隔で，材料

加熱温度の変化を測定した。ここで，温度測定は，

接触式温度計を使用し，クッキング釜の材料投入

口近傍にて測定を行った。 
昇温性能の比較結果を表-3 及び，図-3 に示す。

表-3 より，電気加熱式アスファルトクッカー車の

昇温性能は，19[℃/h]であった。これは，LPG 加熱

式アスファルトクッカー車と比較して，平均

20[%]低い結果となった。 
 
表-3 グースアスファルト混合物加熱性能確認結果 

試験車輌 開発機 

(電気式) 

従来機 1 

(LPG 式) 

従来機 2 

(LPG 式) 

従来機 3 

(LPG 式) 

試験開始 209[℃] 205[℃] 207[℃] 204[℃] 

30 分後 217[℃] 217[℃] 221[℃] 215[℃] 

60 分後 227[℃] 229[℃] 232[℃] 226[℃] 

120 分後 247[℃]    

昇温性能 19[℃/h] 24[℃/h] 25[℃/h] 22[℃/h] 

昇温性能比 1.00[-] 1.25[-] 1.31[-] 1.13[-] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-3 グースアスファルト混合物加熱性能確認結果 
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要因として，LPG 加熱式アスファルトクッカー

車の発熱量は，700~800[MJ/h]に対し，電気加熱式

アスファルトクッカー車の発熱量は，270[MJ/h]で
あり，発熱量で 36[%]程度低いためと推定される。 
昇温性能の評価として，電気加熱式アスファル

トクッカー車は，LPG 加熱式アスファルトクッカ

ー車の昇温性能に対して，単位時間当たりの昇温

性能は，20[%]低い結果となったが，運搬移動中も

混合物の加熱昇温が可能であり，温度低下が無い

ため，現場到着後，直ちに施工を開始する事が可

能であった。LPG 加熱式アスファルトクッカー車

は，運搬移動中における加熱装置の停止により，

現場到着時に混合物の温度が施工可能温度に到達

していない場合が多く，再加熱に時間を要すこと

より，遠距離な現場（長時間の運搬）ほど，電気

加熱式アスファルトクッカー車の導入効果の優位

性は高くなる。 
 

5.2   グースアスファルト混合物性状確認試験 

グースアスファルト混合物の加熱方式の違いに

よる材料性状に与える影響を確認するため，LPG
加熱方式と電気加熱方式による加熱混合後の材料

性状を比較した。 
実施した性状確認試験は，貫入試験 1)，流動性

試験 1)，曲げ試験の 3 種類である。 
各性状確認試験の結果を表-4，曲げ試験の状況

を写真-7 に示す。  
性状試験を実施した結果は，どちらの加熱方式

においても，規格値を満足し，加熱方式の違いに

よるグースアスファルト混合物の品質への影響は

ないと考えられる。 
 

表-4 グースアスファルト混合物性状確認結果 

試験名 規格値等  電気加熱式 LPG 加熱式 

貫入試験 

（40[℃]） 

貫入量 

(40[℃],30[min] 

52.5[kg]/5[cm2]) 

1～4[mm] 

1.87[mm] 1.90[mm] 

流動性試験 

（240[℃]） 

リュエル流動性 

（240[℃]） 

20[sec]以下 

（236[℃]） 

10.86[sec] 

(235[℃]) 

11.13[sec] 

曲げ試験 

破断ひずみ 

（-10[℃], 

50[mm/min]) 

8.0×10-3以上 

10.5×10-3[-] 10.7×10-3[-] 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

写真-7 供試体曲げ試験状況 
 

5.3  環境負荷低減効果 

環境負荷低減効果を検証するため，現場におけ

る電気加熱式アスファルトクッカー車の燃料消費

量，CO2 排出量を算出し，LPG 加熱式アスファル

トクッカー車と比較した。 
表-5 に CO2排出量の比較結果を示す。 
 

表-5 グースアスファルト混合物加熱による CO2排出量 

試験車輛 
開発機 

（電気加熱式） 

従来機 

（LPG 加熱式） 

加熱装置燃料 軽油 LPG 

加熱装置 

燃料消費量 
170[L] 150[kg] 

攪拌装置燃料 軽油 軽油 

攪拌装置 

燃料消費量 
15.4[L] 13.6[L] 

ベースマシン 軽油 軽油 

燃料消費量 69.1[L] 65.9[L] 

燃料消費量合計 254.5[L] 
軽油 79.5[L] 

LPG150[kg] 

CO2排出量合計 666.7[kg- CO2] 683.3[kg- CO2] 

削減効果 2.43[％] 

※軽油の CO2排出量換算係数には 2.62，LPG の CO2排出量換算

係数には 3.00 を用いた。2) 

 
表-5 より，電気加熱式アスファルトクッカー車

の CO2排出量は，LPG 加熱式アスファルトクッカ

ー車と比較して，約 16.6[kg-CO2]の削減効果があっ

た。以上の算定結果より，CO2 排出量において，

LPG 加熱式アスファルトクッカー車と比較して，

2.43[％]の削減効果が得られた。 
 

６．まとめ 

 電気加熱式アスファルトクッカー車の開発によ

って得られた所見を以下に示す。 



① 加熱能力は，LPG 加熱式アスファルトクッカ

ー車との発熱量比で，36[％]程度であるため，単

位時間当たりの昇温性能は，LPG 加熱式アスフ

ァルトクッカー車と比較して，20[％]低い結果に

なった。 
② 昇温性能の評価として，電気加熱式アスファ

ルトクッカー車は，運搬移動中も混合物の加熱

昇温が可能であり，温度低下が無いため，現場

到着後，直ちに施工を開始する事が可能である。

現場到着後に再加熱を必要とする LPG 加熱式ア

スファルトクッカー車に対して，遠距離である

現場（長時間の運搬）ほど，電気加熱式アスフ

ァルトクッカー車の導入効果の優位性は高くな

る。 
③ LPG 加熱式アスファルトクッカー車に必要で

あった LPG ボンベの積み下ろし作業の必要が

無く，給油による燃料の補給のみで，運用可能

であるため，電気加熱式アスファルトクッカー

車の取り扱い上での作業性が大きく改善された。 
④  加熱したグースアスファルト混合物は，性状

規格値を満足しており，加熱方式の違いによる

混合物の性状への影響はない。 
⑤  グースアスファルト混合物加熱によるCO2排

出量は，LPG 加熱式アスファルトクッカー車と

比較して，2.43[％]の低減効果が確認された。 
  
７．今後の課題 

今回開発した電気加熱式アスファルトクッカー

車の今後の課題を以下に示す。 
1)グースフィニッシャとの接合 

22ｔシャーシトラックをベースマシンとした

ことにより，従来の LPG 加熱式アスファルトク

ッカー車に比べリアオーバーハングが延長し，施

工時のグースアスファルトフィニッシャとの接

合時に，施工機械との接触等が懸念される。車両

後部装置の配置を検討する必要がある。 
2)更なる環境負荷低減への対応 

LPG 加熱式アスファルトクッカー車と比較し

て，CO2 排出量の低減効果は，2.43[％]であった。

地球環境へ配慮し，施工における更なる CO2排出

量の削減を実現するために，発電機の燃費改善，

BDF（Bio Diesel Fuel）等のバイオマス燃料の使用

などを検討する必要がある。 
 

８．おわりに 

開発した電気加熱式アスファルトクッカー車は，

現場施工での導入効果を確認する事ができた。し

かし，今回の現場施工で抽出された課題や改善点

を解決し，機械の利便性を向上させる必要があり，

今後は，想定される施工現場において，更なる施

工の効率化，環境負荷の低減を推し進めていく所

存である。 
また，この場を借りて，電気加熱式アスファル

トクッカー車の現場導入に御協力いただいた現場

およびプラント関係者の皆様に感謝申し上げます。 
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２６．バッテリ駆動式油圧ショベルの開発 
 
 

（株）日立建機ティエラ ○ 湯上 誠之 

（株）日立建機ティエラ  栗熊  甫   

鹿島道路（株）  木下 洋一 
 
 
１．はじめに 

建設施工分野では、地球環境を改善するという

視点で、建設機械から排出される排気ガスや低騒

音･低振動等の課題を中心に取り組んできた。1997

年には COP3 で採択された京都議定書を契機に「地

球温暖化対策推進法」が施工され、建設機械業界

も燃費低減、クリーンエネルギー建機の開発・普

及が求められている。 

自動車業界では、すでにハイブリッド車が実用

化され、電気自動車（EV）も量産を開始する段階

に来ている。建設機械も同様の流れになっており、

各メーカでハイブリッド建機の量産を始めている。

我々も、2006 年に 5ｔ・7ｔクラスのバッテリ駆動

による油圧ショベル（以下バッテリショベルとす

る）を開発・市場投入して現在も稼働中である。 

バッテリショベルの最大のメリットである「排

出ガス“ゼロ"｣｢超低騒音｣を活かせる現場は都市

土木であり、住宅密集域・人通りの多い道路等で

稼動できるミニショベル（車体重量 6ｔ未満）が適

していると考える。 

そのような背景の中、更に地球環境改善に貢献

すべく、バッテリショベルのシリーズ化として普

及率の高い 3.5ｔクラスのバッテリショベルを開

発したので、本報において報告する。 

 

２．バッテリショベルの外観及びシステム構成 

 

2.1 外観 

図1に本開発のバッテリショベルの外観を示す。

近年、ミニショベルの分野においては車体後方が

車幅内旋回可能な後方小旋回型が主流だが、本バ

ッテリショベルでは、バッテリを車体後方に搭載

する為、後端半径を標準機レベルまで伸ばした。 

 
   図 1 バッテリショベルの外観 

 

リアビューミラーを搭載し、後方視界の改善を

計った。 

周りの作業者にバッテリショベルが稼動してい

る事を認知させる為、車体後方に回転灯を設け安

全対策を行っている。 

2.2 システム構成 

バッテリショベルの主要ブロック図を図 2 に示

す。 

 
    図 2 主要ブロック図 

 

入力電源は、AC200V・AC100V・DC220V の三種類

に対応しており、どのような充電環境においても

充電が可能である。AC200V・DC220V では、充電し

ながらのモータ駆動も可能である。 

配電ボックスには､前出の 3 電源の入力毎に開

閉器を設置しており、入力電源の種類を自動的に

認識して制御している。また、AC200V 電源には漏

電遮断機月開閉器を設け、供給元の電源を保護し



ている。 

配電ボックスを通して供給された電源は IPU に

入力され、充電時は BCU からの情報に基づき充電

電流を制御してリチウムイオンバッテリの充電を

行い、モータ駆動時は、インバータにてモータ電

流を制御し駆動している。 

 

３．バッテリシステム用電動デバイス 

 

3.1 IPU（インバータユニット） 

IPU（インバータユニット）には、整流器・イ

ンバータ部・昇降圧チョッパ・12V 補機用電源・

車体制御コントローラを効率よく一つの筐体に配

置し、小型化を図っている。また、防水・防塵を

達成する為、冷却方式は水冷式を採用している。 
電動モータを駆動させる為の IPUへの入力電源

は、内部搭載リチウムイオンバッテリ、外部から

の三相 AC200V 電源、DC220V 電源のいずれかを

選択できる。 
各々からの入力電源は、IPU 内の昇圧用チョッ

パーで 300V まで昇圧され、インバータを介して電

動モータを制御している。 
内蔵されている 12V 補器用電源は、作業灯･モ

ニタ･ホーン・回転灯・冷却ファン等の電源として

使用される。 
車体制御用コントローラでは、BCU からのリチ

ウムイオンバッテリの情報（電流・電圧・温度）、

油圧センサからの情報を元に、最適なモータ制

御・冷却ファン制御を行っている。 

 
    図 3 IPU（インバータユニット） 
 

本 IPU は充電機能も備えている。充電電源は、

三相 AC200V、単相 AC100V、DC220V の三種類の

電源に対応している。上記電源のいずれかを車体

の給電コネクタに挿すだけで充電が可能である。 
また、三種類の電源は自動に識別され、各電源

に相応した適切な充電制御を行っている。 
充放電電流・電圧を常に監視しており、過放電・

過充電になる前に IPU にて出力制限をかける制御

を行っている。 
 

 
3.2 電動モータ 

電動モータは、永久磁石同期モータを採用し、

一般的に使われている誘導モータに対して小型化

を図っている。また、IPU 同様に冷却方式を水冷

式にする事により、同出力クラスのディーゼルエ

ンジンに対し、容量で約 1/4 までコンパクト化でき、

ミニショベルという狭い機械の中に搭載する事を

可能にしている。 

 
   図 4 電動モータ（永久磁石同期モータ）  

 
3.3 リチウムイオンバッテリ 

本機は、公称容量 90Ah、公称電圧 29.6V のリチ

ウムイオンバッテリを搭載している。 
各バッテリには、内臓セルの電圧・電流・温度

を監視しているセルコントローラを搭載しており、

BCU を介して IPU に情報を出している。 
また、バッテリ間のケーブル短絡時の対応とし

て、即断ヒューズを搭載し、バッテリを保護して

いる。 
 
４.バッテリ搭載量の検討 
 

ユーザの要求は、1回の充電で一日の作業が出来

る事を望まれている。従って、まず一日の作業（こ

こでは休車も含めて 6 時間とする）をする為に、

どれほどの容量のバッテリが必要か検討を行った。   

今回 3.5ｔクラスのバッテリショベルを開発す

るにあたり、リチウムイオンバッテリが 22モジュ

ール必要である。 

しかし、そのバッテリの個数で本体搭載を検討

した結果、車体の重量バランス及び性能が確保で

きない為、最終的に 18 モジュールのリチウムイオ

ンバッテリを搭載する事とした。 

また、そのバッテリモジュール数での連続掘削

稼働時間は 4.5 時間と推測した。 

 
 



 
５．主要機器レイアウト  

 

 
     図 5 主要機器レイアウト 
 
図 5 に主要機器レイアウトを示す。車体後方に

リチウムイオンバッテリ、車体右方向に電動モー

タ・IPU・油圧ポンプ・冷却系・オイルタンクを搭

載した。 
重量物であるリチウムイオンバッテリを車体後

方に配置する事により、従来のカウンタウェイト

の役目も果たす事により、車体の安定性向上を担

っている。 
また、車体の右方向に電動モータ・IPU 等の電動

デバイスを纏めて配置した事により、集中的に点

検する事が可能である。 
バッテリ・IPU・電動モータはいずれも防振支持

しており、振動が大きい現場においても各電動デ

バイスを保護できるようにしている・ 
 

６．制御システム 
 

本機では、リチウムイオンバッテリでの稼働時

間を延長させる為、以下の制御を行っている。 
① モータ回転制御 
回転制御用コントロールダイヤルにて、任意の

電動モータ回転数に設定できる。軽負荷作業時は

電動モータの回転数を低めに設定して作業する事

が出来る。 
② オートアイドル制御 
操作レバー（フロント作業機・走行等）を動か

さない場合、1 秒後に電動モータ回転数を 300min-1

まで下げる制御であり､例えば作業待ち等に消費

電力を抑える効果がある。 
操作レバーを動かすと瞬時に電動モータ回転数

が復帰するので、使い勝手はいいものになってい

る。 
③ ゲートロックレバー連動モータ制御 
ゲートロックレバーを上げると、電動モータも

停止させる。運転席から離れる際、キーOFF する

までも無く電動モータを停止させられる。 
再度ゲートロックレバーを下ろすと電動モータ

も回転し、作業可能となる。 
長時間機械を待機させる時に、キーOFF 等の煩

わしい操作をさせる事無く電動モータを停止させ、

消費電力を抑える事が出来る。 
④ E モード制御 
電動モータの回転数の最大値を下げたモード。

本機は、標準の電動モータ回転数が 1600min-1～

2400min-1 に対して､E モードでは 1000min-1～

1800min-1 としている。 
比較的負荷がかからない作業において、電力消

費を抑える効果がある。 
⑤ 電動ファン制御 
本機は、オイルクーラ等の冷却系及び、リチウ

ムイオンバッテリを冷却する為に、電動ファンを

有している。 
電動ファンの消費電流を出来るだけ抑える為に、

冷却対象（冷却水温度・作動油温度・バッテリ温

度）に温度のしきい値を設け、その温度に達する

まで電動ファンを回さないような制御を行って

いる。 
  
７．電気的信頼性の考慮 

 

本開発にあたり、電気システムの機能と安全性

及び、環境への配慮事項を説明する。 

① 配線短絡に対し、遮断機及びヒューズを取

り付けて保護している。 

② 強電系の電源切換は、リレーと配線による

ハードウェアにて行う。 

③ 非常停止スイッチを設ける。 

④ BCU（バッテリコントローラ）及び、IPU 内

臓の制御コントローラより、バッテリ・IPU 他

各機器の状況を監視し、出力の制限、非常停止

を行えるようにしている。 

⑤ 感電防止の為、絶縁・接地を実施した。 

⑥ IPU・電動モータについて、冷却は水冷式

とし、防水コネクタを使用する事で筐体を密閉

構造とすることが出来、防水及び防塵、放熱に

考慮している。 

⑦ リチウムイオンバッテリ搭載部は、防水シ

ート覆う事により防水に配慮している。 

⑧ 筐体の接地化、シールド線を採用し、EMC

対策を実施している。 

 

８.バッテリ駆動式電動ショベルの効果 

 

8.1 バッテリ駆動における稼働時間 

90°旋回放土モード連続掘削で、約4時間の稼働

時間を実現した。これは当初検討した稼働時間と

ほぼ同等の結果となった 

バッテリ 

IPU 

電動モータ 

オイルタン



 

      図6 掘削実験 

 

実現場作業においては、常に掘削をし続ける作

業はほとんど無く、ほぼ一日の作業を満足できる。 

オートアイドル制御、ゲートロック連動モータ

制御を合わせて使う事より、効果的にバッテリ消

費を抑える事が出来る。 

 

8.2 CO2削減効果 

バッテリショベル稼働中のCO2排出は“ゼロ”で

あるが、充電時に必要になる電力について、発電

所にて排出するCO2排出に換算して検証を行った。 

軽油のCO2排出係数を2.64kg-C02/L、電気のCO2
排出係数を0.339kg-CO2/Kwhで算出した結果、1時

間あたりのC02排出量はエンジン機に対して約65%

の削減が見込める。 

バッテリ駆動による電動式油圧ショベルは、地

球環境改善を考える上で、非常に効果的な対応と

考える。 

 

8.3 騒音 

 エンジン機と異なり電動モータで駆動する本機

は、機械が発する騒音を低く抑える事ができる。 

 本機ではエンジン機に対し約12dBの騒音低減を

可能にした。 

 都市地域での夜間工事に有効に使う事が出来る。 

 

９.おわりに 

 

 本バッテリ駆動式油圧ショベルを開発するにあ

たり、本論文に記載した以外にも様々な問題を解

決し、技術の蓄積を図る事が出来た。 

 今後は、リチウムイオンバッテリの性能向上、

低コスト化が見込まれ、バッテリ駆動式油圧ショ

ベルの要求が上がってくる事を期待している。 

 我々は、今回蓄積した技術を更に深め、それに

答えられるように努力していく次第である。 
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２７．ハイブリッドシステムを搭載するロータリ除雪車の開発 

 

 
 

(株)日本除雪機製作所 ○ 林  千尋 

  平山 英樹 

  西田 佳緒理 
 
 
１. はじめに 

近年，世界的に環境意識が高まっており，地球

温暖化の防止，CO2 の排出量削減，さらには燃料

価格の高騰を背景とし，ハイブリッド車や電気自

動車などの低燃費，環境性能を特徴とした乗用車

が相次いで実用化されている。 
産業用車両においても例外でなく，車両台数の

多い油圧ショベルやフォークリフトなどではハイ

ブリッド仕様が既に市場に投入されている。1) 2) 3) 
これらの状況をふまえ，ロータリ除雪車の燃費

向上を主目的とし，ハイブリッドシステムを搭載

したロータリ除雪車の開発を行い一定の効果を得

ることができたため，本稿にて報告する。 
 

２. ロータリ除雪車の運転モード 

2-1 除雪作業時 

ロータリ除雪車の除雪作業は，車両前方に取付

けたオーガによって雪塊を崩して掻き込み，その

後方のブロワの遠心力によって他の場所やダンプ

トラックに投雪することにより行う。 

150 馬力クラスの小型ロータリ除雪車の除雪作

業時の負荷変動と回転数の一例を図-1 に示す。エ

ンジンの出力は 5～90%の間で大きく変動してい

るが，平均では 35%程度である。 

作業時の車速は 1～5km/h とごく低速のため，

エンジンの出力は除雪による負荷が大半を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

また掻き込む雪の量によりその負荷が大きく変動

するため，通常は最大負荷に対応できるようエン

ジンをフルスロットル付近に固定して作業を行っ

ている。 

2-2 回送時 

図-2 に回送時の負荷変動の例を示す。図は，停

止状態から最高速度まで加速して定常走行に移行

したときを表している。 

加速時に一時的に最大出力を必要とするもの

の，定常走行に移るとエンジンの出力は 30%程度

まで減少している。また，小型ロータリ除雪車で

は最高速が低く高回転域を多用する事になるため，

回送走行時はほとんどの時間エンジンを軽負荷・

最高回転数で使用することになる。 

以上より小型ロータリ除雪車は，作業時，回送

時ともに最大出力が必要になるのは一時的であり

高回転・軽負荷で運転する時間が非常に長いとい

える。 

 

３. 燃費の向上 

前述のとおり，小型ロータリ除雪車の平均的な

エンジンの負荷は，定格の 30～35%程度にとどま

る。一般的にディーゼルエンジンの効率は高負荷

のほうが高いため，通常の運転状態では燃費の悪

い領域を多用しているといえる。 

また，最大出力が必要な状況が一時的であるこ 

図-1 除雪作業時の負荷変動の例 

回転数 

エンジン出力

図-2 回送時の負荷変動の例 

停止 加速 定常走行 

回転数 

エンジン出力 



とに着目し，車両クラスよりも小型のエンジンを

使用し，不足する出力を大容量バッテリーで補う

ことで，従来車両と同等の最大出力を確保しつつ

燃費を向上させることが可能となる。 

以上のことをふまえて，次のことを主眼におき，

燃費の大幅改善を目的としたハイブリッドシステ

ムの開発を行った。 

・エンジンの負荷制御による高効率運転 

・エンジンの小型化による低燃費化 

・回生機能による減速エネルギーの回収 

 

４. 開発車両の概要 

図-3に開発車両の外観，図-4に機器レイアウト，

表-1 に主要諸元を示す。 
150 馬力クラスの小型車両をベースとし，イン

バータや電動機，大容量バッテリーなどのハイブ

リッド機器を車両後部の機関室内に搭載した。 
また従来車両のエンジンを駆動電動機に置き

換えた構成とし，この電動機によって除雪装置の

駆動と車両の走行はもとより，ステアリングやブ 
 

 
図-3 開発車両外観 

 
表-1 開発車両主要諸元 

開発車両 ベース車両 

全長 mm 6,070 5,680 
全幅(除雪幅) mm 1,800 

全高 mm 2,640 2,620 
車両重量 kg 8,640 6,510 

定員 名 2 
機関 定格出力 kW 70.1※1 112.1 

駆動 

電動機 

最大出力 kW 110 - 

定格出力 kW 55 
種別 IPMSM※2 - 

発電 

電動機 

定格出力 kW 75 - 

種別 IPMSM※2 - 

ﾊﾞｯﾃﾘｰ 
ｴﾈﾙｷﾞｰ容量 kWh 16.2 - 

種別 ﾆｯｹﾙ水素 - 

※1.発電専用 

※2.埋込磁石同期電動機 

レーキの油圧も発生させている。エンジン以外の

車両機器構成を従来通りとしたことにより，ベー

ス車両からの変更を最小限にとどめ，開発期間と

コストを抑えることができた。 
電動機，インバータやバッテリーなどの機器は

空冷仕様であるが，これらは電子機器のため雨や

雪は故障の原因となる。そのため，機関室は密閉

構造とし，前面の冷却空気の吸気口にはフィルタ

ーを設置して，雨や雪をシャットアウトする構造

とした。発電用エンジンのファンによる空気流が，

駆動・発電電動機，各インバータを冷却したあと

機関室最後部のラジエータを通過して外部に放出

される。 

バッテリー室については熱のこもりを防止す

るため，吸気口近くの電動ファンからダクトを通

して冷却風を送り込む構造とした。 

 

５. ハイブリッドシステムの概要 

5.1 機器構成 

図-5 に開発車両の機器構成を示す。 

開発車両では，エンジンの動力と駆動電動機の

動力が機械的に分離されたシリーズハイブリッド

方式を採用した。この方式ではエンジンは発電専

用であり，駆動用電動機の状況に関わらずエンジ

ンの回転数と負荷を意図的に自由に設定できるた 

 

図-4 機器レイアウト 

 

 
図-5 ハイブリッドシステムの構成 
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車両／ハイブリッドコントローラ 



め，高効率領域での運転時間を飛躍的に延ばすこ

とが可能となる。 
さらに，発電用エンジンは従来の 112kW のディ

ーゼルエンジンに替えて 70kW のものを採用し，

約 37%の小型化を行った。 
また，駆動電動機と発電電動機には埋込磁石同

期電動機を採用し，インバータと組み合わせて制

御することで高効率運転を実現した。駆動電動機

においては，最大出力の必要な時間は短時間であ

ることに着目し，定格 55kW の電動機を最大 200%
運転することで，寸法，重量，価格の低減を図っ

た。 

車両全体の制御は従来通り車両コントローラ

が行い，回転数指令を受け取ったハイブリッドコ

ントローラが各インバータとエンジンを制御する。

ハイブリッドコントローラは，回転数指令，必要

駆動電力，バッテリー電力，充電量（以下 SOC），
インバータの状態，モータ温度，エンジンの状況

などの情報を複合的に判断し，各機器を制御する。 
5-2 システムの動作 

5-2-1 車両停止時 

SOC が規定値以下の場合，発電した電力をバッ

テリーに充電する。図-6(a) 
5-2-2 負荷＜最大発電量の時 

SOC が規定値以下の場合，発電電力を駆動電動

機の出力よりも多くなるよう制御し，余剰分をバ

ッテリーに充電する。図-6(b) 
逆に SOC が既定値以上の場合，発電電力を下

げてバッテリーから放電を行う。これにより燃料

消費を低減する。図-6(c) 
5-2-3 負荷＞最大発電量の時 

発電電力を最大にし，不足分をバッテリーから

の放電で補う。図-6(c) 
バッテリーの放電が続き SOC が制限値以下に

なった場合，過放電をしないよう駆動電動機の出

力を制御する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5-2-4 エンジン停止時 

開発車両では，SOC が十分なときオペレータが

任意にエンジンを停止させ電気自動車として運用

することが可能になっている。このとき駆動電動

機の出力上限値は，バッテリーの許容出力に基づ

き制御される。図 6(d) 
5-2-5 車両減速時 

駆動用電動機に逆トルクを発生させて運動エ

ネルギーを回生し，バッテリーに充電する。図 6(e) 
本システムはシリーズハイブリッドを採用し

ているため駆動用インバータの容量が大きいこと

と，バッテリーの許容充電電力が高いため，強力

な回生ブレーキが利用できる。よって，フットブ

レーキをほとんど使わずに減速できるため，従来

捨てていたエネルギーの大部分を回収可能である。 
また，従来車両と同等なフィーリングを得なが

ら最大限回生できるよう，走行用油圧ポンプ流量

と回生トルクの協調制御を行っている。この制御

を行うことで，さらに約 5%回生電力をアップする

ことができた。 
5-3 エンジンの制御 

図-7 に，車両搭載状態で実測したエンジンの効

率マップを示す。この図より，開発車両では

50~60kW，負荷率 100%（全負荷）に近い領域がも

っとも高効率なことがわかった。 
 

 
図-7 車両搭載状態での効率マップ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最大出力 
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図-6 エネルギーの流れ 

(a) 車両停止かつ         (b) 負荷＜最大発電量かつ        (c) 負荷＞最大発電量または 
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(d) エンジン停止            (e) 回生 



以上をもとに，必要な発電量から最適なエンジ

ンの回転数を求め，発電電動機のトルク制御によ

りエンジンの負荷率を変えて，常に全負荷運転に

なるよう制御している。 
4-4 モニタリングシステム 

開発車両では，従来の機械式メータに代えて大

型タッチパネル式モニターを採用した。表示内容

を切替えることで、必要な情報を的確に把握でき

るようにした。 
図-8 に表示画面の例を示す。画面上には，回転

数，走行速度など従来の内容に加え，電動機の出

力，バッテリー残量のほか，電力の流れをリアル

タイムに確認できるエネルギーモニターや，エラ

ー表示を可能とすることで，車両の状態をいち早

く正確に確認することができる。 
 

６. 燃費低減効果 

燃費削減効果を確認するため，市街地と郊外の

回送を想定した走行試験を行った。 

6-1 エンジンの高効率運転による効果 

図-9 に，従来車両を 100 としたときの燃料消費

率（燃料使用量÷放出エネルギー量）の比較を示

す。開発車両では，エンジンの小型化と高効率運

転により，従来車両よりも約 37%の燃料消費率削

減を達成することができた。 
なお，2 項で述べたとおり回送時と除雪作業時 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

の平均出力が大きく違わないことから，除雪作業

時も同様の傾向になるものと考えられる。 
6-2 減速エネルギーの回生による効果 

表-2 に，走行試験を行ったときの回生率（回生

エネルギー量÷放出エネルギー量）を示す。 
市街地パターンでは発進停止の回数が多く回

生の機会が多いため，約 8%のエネルギーを回生出

来ている。市街地パターンと郊外パターンを同等

の割合で走行した場合では，約 6%のエネルギーを

回生できることがわかる。 
 

表-2 回生率 

 回生率[%] 
市街地 8.3 
郊外 4.0 
平均 6.3 

 
6-3 アイドリングストップ 

走行試験の結果を元に開発車両のエンジンが

アイドリングの時間を算出したところ，市街地で

は約 40%，郊外では約 25%であった。 
この間の燃料消費量を算出すると，全体の約１

割に達し，アイドリングストップ機能によりさら

に大幅に燃料消費を抑えられる可能性がある。 
現時点では，自動でアイドリングストップを行

ってはいないが，条件等の詳細を検討中である。 
 

７. おわりに 

今回開発した小型ハイブリッドロータリ除雪

車では，従来機と同等の最大出力を確保しつつ大

幅な燃費向上を達成することができた。 
アイドリングストップ機能の詳細や最適な

SOC 管理方法の策定など，まだまだ改善点も多い

ため，今後基本技術を完成させるとともに，さら

なる燃費向上に向け開発を続けたい。 
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２８．実作業燃費との比較による JCMAS 油圧ショベル 

燃費試験規格の検証 
 
 
 

(社)日本建設機械化協会 施工技術総合研究所 ○稲葉 友喜人 

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 環境・リサイクル企画室   前羽 利治 

(社)日本建設機械化協会 施工技術総合研究所  佐藤 充弘 
 
 
１．はじめに 

建設機械の低燃費化は，建設施工の地球温暖化

対策に欠くことのできない対策である。2000 年，

国土交通省と建設機械製造各社は，建設機械の低

燃費化に向けて主要３機種について燃費試験方法

の規格化に着手し，2004 年世界で初めてとなる建

設機械の燃費試験方法を(社)日本建設機械化協会

規格として規格化（油圧ショベル：JCMAS H020，
ブルドーザ：JCMAS H021，ホイールローダ：

JCMAS H022，以下これらを「JCMAS 燃費試験」

という。）した。そして，2011 年 4 月「低炭素型建

設機械の認定に関する規程」（国土交通省）が改正

され，JCMAS 燃費試験に基づく燃費基準値が盛り

込まれた。 
JCMAS 燃費試験は，代表的な作業を模擬する動

作の試験項目で構成されているが，必ずしも実際

の作業燃費と一致するとは限らない。 
そこで，建設機械を代表する油圧ショベルにつ

いて，JCMAS 燃費試験の燃費データと，実際の工

事で稼働しているときの燃費データを比較し，そ

の違いを検証した。 
本稿は，主に「平成 22 年度建設機械施工におけ

る低炭素化技術に関する調査検討業務」（発注者：

国土交通省 総合政策局，受注者：(社)日本建設機

械化協会）によるものである。 
 
２．JCMAS 燃費試験による燃費 

2.1 JCMAS 燃費試験の概要 

油圧ショベルの JCMAS 燃費試験は，“掘削・積

込み動作試験”，“ならし動作試験”，“走行試験”，

“待機（アイドリング）試験”の４種類の試験項

目で構成されている。４種類の試験項目には，そ

れぞれの試験項目ごとの結果を一つにまとめるた

めそれぞれに重み係数が定められており，試験結

果を一つにまとめた燃料消費量を「評価値」（kg/
標準動作）という。この評価値は，標準動作速度

の機械の場合に１時間の消費量を表し，動作が速

いほど，時間当たり消費量が少ないほど数値が小

さくなる。表-1 に検討に用いた JCMAS 燃費試験

データ数を示す。 

2.2 JCMAS 燃費試験評価値の傾向 

(1) 評価値の傾向 
油圧ショベルの評価値は，図-1 に示すようにク

ラスが大きくなるとそれに伴い大きくなる。この

傾向は，0.28m3 クラス以上では概ねバケット容量

に比例している。（図-3参照） 
(2) 評価値のばらつき 
排出ガス対策次数別に試験データが複数あるク

ラスについて，評価値のばらつきを変動係数（標

準偏差／平均値）でみると，図-2に示すように 0.1
程度となっている。 
 

表-1 燃費試験データ数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 評価値の傾向 

 
 
 
 
 
 
 

図-2 評価値のばらつき 

  クラス

(m
3
) ２次 ３次

0.044 1 1

0.066 1 1

0.08 1 1

0.09 2 2

0.11 1 1

0.14 1 1

0.16 1 1

0.28 7 10

0.45 3 5

0.5 6 7

0.6 0 3

0.8 6 11

1.0 1 4

1.1 0 3

1.4 3 6
34 57
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図-2 で示す評価値のばらつきは，次の理由によ

り“型式の違い”が主因と推察される。 
・試験データは，基本的に異なる型式の試験機

械で構成されている。（ただし，試験データの

多い３次基準 0.28m3 クラスと３次基準 0.8m3

クラスには，２台の同型式データが各３型式含

まれている。） 
・上記ただし書きの同一型式６型式の評価値の

変動係数は，運転員や稼働時間等の違いで平均

0.041 となっており，図-2と比べ小さい。 
・JCMAS 燃費試験検討時に実施した“掘削・積

込み動作試験”の元になった模擬動作試験にお

ける運転員違いの変動係数は，次のとおりであ

り，図-2と比べ小さい。 
0.5m3：平均 0.042（2～3 人/型式×６型式） 
0.8m3：平均 0.046（3～4 人/型式×６型式） 

上記の“掘削・積込み動作試験”部分の変動係

数は評価値の変動係数とは異なるが，評価値に

おける当該試験項目の燃料消費量寄与率が高

い（７割弱）ことから，評価値の変動係数に近

いと推察される。 
(3) ２つの指標による評価値の傾向 
評価値を“バケット容量当たり”と“定格出力

当たり”で表したときの傾向を図-3，図-4に示す。

後者の表し方は，「国土交通省土木工事積算基準」

と同様である。図は，複数の試験データがあるク

ラスは平均値で，試験データが１台しかないクラ

スは１台でクラスを代表している。 
それぞれの傾向は，次のようになっている。 
◆バケット容量当たり評価値は，0.28m3 クラス

以上とそれ未満の小型（0.16m3 クラス以下）の

クラスでは傾向が大きく異なっている。0.28m3

クラス以上では，概ね一定であるが大型化に伴

う若干の燃費低減がみられる。それに対し，小 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 バケット容量当たり評価値の傾向 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

図-4 定格出力当たり評価値の傾向 

型のクラスでは，クラスが小さくなるに従い燃

費増加の傾向がみられる。 
◆定格出力当たり評価値は，小型を含めて概ね

一定となっている。 
 
３．実作業時の燃費 

3.1 実作業燃費調査の概要 

実作業時の燃費は，国土交通省が実施した直轄

工事で稼働する油圧ショベルを対象とした調査結

果を用いた。 
調査期間：2010 年 10 月中旬～11 月下旬 
調査工種：道路改良工事及び河川工事 
調査地域：北海道、東北、関東、北陸、近畿、

中国、四国、九州 
燃費は，調査期間中の総給油量を，消費した稼

働時間で除算した値である。給油量は，次の燃料

密度を用いて容積から質量に換算した。 
燃料密度：0.8247 g/cm3（15℃） 

各社で実施（2008 年 3 月～2009 年 8 月）

した JCMAS 燃費試験時の燃料 63 サン

プルの平均値。 
表-2 に検討に用いた実作業燃費データ数を示す。

JCMAS 燃費試験との整合を図るため，省エネモー

ドを使用している機械は検討対象から除外した。 
調査期間中の稼働時間は，図-5 で示すように多

くの機械が十分に長い。したがって，多くの機械

の燃費は，その現場条件における平均的な値を表

していると推察される。 
 

表-2 実作業燃費データ数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 実作業燃費調査期間中の稼働時間 
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3.2 実作業燃費の傾向 

(1) 実作業燃費の傾向 
油圧ショベルの実作業燃費は，評価値同様図-6

に示すようにクラスが大きくなるとそれに伴い大

きくなる。ばらつきは大きいが大まかな傾向とし

ては，評価値と似ている。しかし，クラス平均で

みると傾向に違いがある。評価値との違いについ

ては，(3)で記述する。 
(2) 実作業燃費のばらつき 
排出ガス対策次数別に燃費データが複数あるク

ラスについて，燃費のばらつきを変動係数でみる

と，図-7に示すように平均 0.25となる。この値は，

評価値におけるばらつきの 2.5 倍になる。 
(3) ２つの指標による実作業燃費の傾向 
評価値と同様に実作業燃費を“バケット容量当

たり”と“定格出力当たり”で表したときの傾向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 実作業燃費の傾向 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 実作業燃費のばらつき 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 バケット容量当たり実作業燃費の傾向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 定格出力当たり実作業燃費の傾向 

を図-8，図-9 に示す。図は，複数の燃費データが

あるクラスは平均値で，燃費データが１台しかな

いクラスは１台で代表している。排出ガス対策１

次機械は，データが少ないので除外した。 
それぞれの傾向は，評価値の傾向との違いとし

て，次の特徴がある。 
◆バケット容量当たり燃費，定格出力当たり燃

費，共に評価値の傾向とは異なり 0.28m3 クラ

ス以上で大型化に伴う増加がみられる。 
 (4) 実作業における動作時間割合 
前述の実作業燃費と評価値の違いに影響してい

ると考えられることの一つに，図-10に示す実作業

と JCMAS 燃費試験の各動作の時間割合の違いが

あげられる。 
図は，実作業と JCMAS 燃費試験における掘削・

積込，ならし，走行等の動作の時間割合を比較し

たものである。 
JCMAS 燃費試験における各動作の試験項目の

重み係数は時間割合に相当するもので，全クラス

共通の値として設定されている。しかし，実作業

ではクラスごとの動作時間割合は一様ではない。

図が示す実作業におけるクラスごとの動作時間割

合は，次のような特徴がある。 
◆掘削・積込は，0.45 m3,0.5m3 クラス以上で大

型化に伴う時間割合の増加傾向がある。 
◆ならしと走行は，0.45 m3,0.5m3 クラス以上で

大型化に伴う時間割合の減少傾向がある。 
なお，JCMAS 燃費試験のアイドリング割合が実

作業と比べ大きくなっているのは，JCMAS 燃費試

験の重み係数は待ち等のアイドリングの他，作業

中に含まれる多数の瞬間的な操作レバー中立状態

等を含んでいるためである。 
 
４．JCMAS 燃費試験評価値と実作業燃費の関係 

図-11は，評価値と実作業燃費の両方のデータが

あるクラスについて，評価値と実作業燃費を対比

して示したものである。また、図-12は，評価値に

対する実作業燃費の比（図-11のデータを用いて算

出。）を表したものである。 
図-11における横軸の評価値の範囲（図中横線）

の縦軸位置は当該クラスの実作業燃費の平均値を

示し，縦軸の実作業燃費（図中マーク）の横軸位

置は当該クラスの評価値の平均値を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 実作業におけるクラスごとの動作時間割合 
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図-12 で示す評価値に対する実作業燃費の比は，

データのばらつきとデータ数等を考慮して排出ガ

ス対策２次機械と３次機械をまとめると共に，

0.16m3 クラス以下の機械，0.45m3 クラスと 0.5m3

クラスの機械をまとめたものである。 
平均化した評価値と実作業燃費には，次の関係

がみられる。 
◆油圧ショベルを代表する 0.8m3 クラスは，良く

一致している。 
◆0.28m3 クラス以上では，0.8m3 クラス付近を中

心に大きいクラスでは実作業燃費の方が大き

く，小さいクラスでは実作業燃費の方が小さく

なる傾向がある。 
 

５．油圧ショベル全体としての燃費 

今回の検討に用いた実作業燃費と評価値を，次

の既存資料の燃費と比較することで，その妥当性

を確認した。 
建設機械の燃費を示す既存資料として「国土交

通省土木工事積算基準」（以下、「積算基準」とい

う。）があり，そこで示される燃費は工事費の積算

だけでなく排出ガス量の算出にも活用されている。 
積算基準では燃費を“定格出力当たり”として

油圧ショベル全体を一つの値で示していることか

ら，積算基準に合わせ燃費の指標を“定格出力当

たり”とすると共に，クラスごとの燃費を下式に

より油圧ショベル全体の燃費にまとめた。 
計算に用いた各クラスの二酸化炭素（以下，

「CO2」とする。）排出量寄与率を図-13に示す。 
FEX＝Σ(Fi・Wfi)／ΣWfi  ··················  (1) 

ここに， FEX：油圧ショベル全体の燃費 
 Fi：クラス i の平均燃費 
 Wfi：クラス i の CO2 排出量寄与率 

Fiがない場合：Wfi =0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図-11 評価値と実作業燃費の対比 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 評価値に対する実作業燃費の比 

各クラスの CO2排出量寄与率は，既存資料１）で

示された３区分の寄与率を，各クラスの“型式ご

との総販売台数と定格出力の積（排出ガス対策２

次機械）”の和 で按分することで求めた。  
積算基準燃費との比較結果を，図-14に示す。 
図が示すように比較結果に大差はなく，検討に

用いた実作業燃費と評価値は概ね妥当なものと推

察する。 
なお，積算基準燃費は，次のとおり処理した。 
・積算基準掲載燃費に含まれる“油脂費等”は，

軽油費の 20%２）と仮定して軽油量（掲載燃費

/1.2）に換算した。 
・積算基準見直し年は，見直しに要する期間を

見込み改正年の２年前とした。 
・容積から質量への換算には，実作業燃費に適

用した燃料密度を用いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-13 各クラスのCO2排出量寄与率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-14 積算基準燃費と評価値および実作業燃費の比較 

 
６．おわりに 

0.28m3～0.8m3 クラスに関しては，データの数が

あるのでそれなりの確かさで検証できたと考える

が，0.16m3 クラス以下と 1.4m3 クラス以上につい

てはデータを増やして今回の結果を再確認する必

要がある。特に，0.16m3 クラス以下については，

JCMAS 燃費試験データそのものが少なく，今後の

データ収集を必要とする。 
また、評価値のばらつき要因については，まだ

調査検討すべき事項が残っており，今後の課題と

したい。 
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２９．省燃費型エレクトリックドライブブルドーザの開発 

世界初 電動ブルドーザ「ＣＡＴ Ｄ７Ｅ」 

 
キャタピラージャパン(株) ○ 冨永 安生 

  鎌田  康生 

 

１．はじめに 

社会環境の変化と共に、建設機械に求められる

要求は年々厳しくなっており、 

社会的要求として、 

(1) 地球環境保護 

大気環境汚染防止、温暖化防止、省エネルギー 

(2) 安全性の向上 

オペレータと周辺環境の安全確保 

経済的要求として、 

(3) 燃料消費量の削減 

(4) 運転経費の削減 

などが求められており、建設機械メーカとして、

これらの要求に応えるべく、日々技術開発に努め

ている。これらの要求を満たすために、世界初の

ディーゼルエレクトリック駆動のブルドーザ CAT 
D7E を開発したので、ここに報告する。 
 
２．建設機械の省燃費技術 

建設機械メーカでは、省燃費技術として、ハイ

ブリッド油圧ショベルや電動駆動の建設機械の技

術開発に取り組んでおり、既に実用化されている。

以下にその特長を簡単に紹介しつつ、ブルドーザ

にディーゼルエレクトリック駆動を選択した理由

を述べる。 

 

(1) ハイブリッド駆動 

ハイブリッド駆動は既に油圧ショベル(1)で実用

化されている。旋回電気モータ，発電機モータ，

インバータ，キャパシタ等から構成され、旋回電

気モータが旋回減速時に発生するエネルギーを電

気エネルギーとして回収し，蓄電器（キャパシタ

等）に蓄える。これを旋回時のエネルギーとして

回生利用すると共に，発電機モータを通じて高負

荷時のエンジンをアシストするもので、待機状態

を始め、エンジン負荷を低く抑え、燃料消費量の

低減が可能である。但し、回生しにくい機械もあ

り、そのような機械では省エネ効果が低い。 

 

(2) 電動駆動 

電動駆動は、①エンジンの代わりに電動モータ

を搭載し、油圧ポンプを駆動する商用電源を動力

源としているものと、②バッテリタイプのものに

分かれる。商用電力の発電効率、電動機の効率の

良さを利用することで消費エネルギーの低減を図

れること、排気ガスが出ないこと、騒音・振動も

少ないことにより、地下工事、自動車解体などの

屋内作業現場には有効である。しかし、商用電源

を用いるタイプは、電源ケーブルが必要であり、

電源設備の整った、限られた場所でしか使用でき

ないことや、現場間の移動や搬出入に難点がある。

また、バッテリタイプはコストと連続稼働の観点

から普及にはまだ時間がかかりそうである。 

 

(3) ディーゼルエレクトリック駆動 

ブルドーザは作業の性質上、ブレーキを多用し

たり、ブレードを大きく上下しないため、十分な

エネルギーを回収することができない。そのため、

ハイブリッド駆動での大きな省エネ効果は期待で

きない。また、電源ケーブルを必要とする電動駆

動も適していない。そこで、ブルドーザの省燃費

技術としてディーゼルエレクトリック駆動方式を

採用した。ディーゼルエレクトリック駆動とは、

ディーゼルエンジンで発電機を駆動し、その発生

電力で電動機を回し、駆動する方式である。1930

年代頃より、ディーゼル機関車等に利用されてき

た技術であるが、パワーエレクトロニクスが発展

していなかった当時は、高出力・高効率の電力変

換、制御技術がなく、省エネ効果は乏しかった。

しかし、パワーエレクトロニクスの発展に伴い、

高出力・高効率の電力変換、制御することが可能

となり、メンテナンスが容易な交流電動機を使用

する、可変電圧可変周波数制御により省エネ化が

可能となった。ディーゼルエレクトリック駆動方

式のメリットは以下の通り。 

(1) エンジンの最も効率の良い回転域で運転でき、

燃料消費量を低減することが可能。 

(2) エンジンをほぼ一定回転で使えるため、騒音、

振動対策や排出ガス浄化が、比較的容易。 

(3) 動力部レイアウトの自由度が高く、エンジンに

直接負荷が伝わらないため、エンジン寿命を延

長することが可能。 

(4) 無段階変速により、作業に最適な車速が得られ

る。 



３．ディーゼルエレクトリックドライブ 

中型ブルドーザの動力伝達装置は、トルクコン

バータとパワーシフトトランスミッションを組み

合わせたメカニカル駆動方式が主流である。現在

では、ロックアップ機能付のトルクコンバータに

より燃料消費量を低減する方法などが開発されて

いるが、D7E では動力伝達部でのパワーロスをさ

らに低減し、伝達効率を上げるために、トルクコ

ンバータやトランスミッションに代えて、ディー

ゼルエンジンで駆動された発電機からの電気をイ

ンバータやモータ等の制御装置を利用し、動力伝

達するディーゼルエレクトリック駆動方式を採用

した。以下にディーゼルエレクトリック駆動につ

いて説明する。図 1 にディーゼルエレクトリック

ドライブを搭載したCAT D7Eブルドーザの外観を

示す。図 2 にディーゼルエレクトリックドライブ

構成図を示す。 

 

(1) ディーゼルエンジン 

オフロード法（2006 年基準）に適合したエンジ

ンを搭載。また、ディーゼルエレクトリック駆動

方式の採用により、ディーゼルエンジンの効率の

良い回転域（低速）での運転ができ、従来のメカ

ニカル駆動方式と比べて排気量が約 1L少ない、ひ

と回り小さいエンジンの搭載を可能にし、燃費低

減を実現した。表 1 に各駆動方式のエンジン比較

表を示す。 

表-1 各駆動方式のエンジン比較表 

 D7E D7R2 

駆動方式 ディーゼル 
エレクトリック メカニカル 

定格出力（kW） 175 179 
定格回転数（rpm） 1,700 2,100 

排気量（L） 9.3 10.2 
 

(2) 交流発電機 

永久磁石型の発電機（図 3）でエンジン後部に直

結されており、連続定格出力は，1,600 rpm で

175kW である。エンジンが始動すると，発電機は三

相交流（AC480V）を発生させ，パワーインバータ

へ送る。 

 

(3) パワーインバータ 

パワーインバータ（図 4）は、内部に整流器が組

み込まれており、発電機からの 480V の交流を整流

器により 650V の直流に変換後、インバータによっ

て任意の周波数、電圧の交流に変換（可変周波数

制御）し、ファイナルドライブを駆動させる交流

モータに電力を供給する。また、変換された直流

電流の一部をアクセサリ用パワーコンバータに供

給する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐1 D7E ブルドーザ外観 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐2 ディーゼルエレクトリックドライブ構成図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐3 交流発電機 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐4 パワーインバータ 
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(4) 交流モータ 

交流モータ(図 5)は、前後進切り替えおよび無段

階での車速調整を電気的に行うことができ、トル

コン車に見られるシフトショックやトルクの落ち

込みがなく、スムースな作業を可能にしている。

また、従来のトルクコンバータやトランスミッシ

ョン等の機械装置が不要になったことにより、エ

ネルギー変換および伝達ロスの低減により、燃費

を低減するとともに、可動部品の削減により、メ

ンテナンスにかかる稼働経費の削減も実現した。 
 

(5) アクセサリ用パワーコンバータ 

パワーインバータで変換された直流電流は、ア

クセサリ用パワーコンバータ（図 6）にも送られ、

車両用電源（DC24V）を供給すると共に、電動化

したエアコンコンプレッサの駆動、ラジエータや

パワートレーンオイルを冷却するウォータポンプ

の駆動（DC320V）に電力を供給する。これにより、

従来エンジンからベルト駆動で行っていたものが

完全にベルトレスとなり、燃費低減，サービス性

の向上に大きく寄与する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐5 交流モータ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐6 アクセサリ用パワーコンバータ 
 

 
４．省燃費効果の検証 

ディーゼルエレクトリック駆動の省燃費効果を

検証するため、2つの方法で試験を実施した。 
 

4.1 スロットドージングによる燃費試験 

従来のメカニカル駆動方式を採用した CAT D7R2

とディーゼルエレクトリック駆動方式を採用した

CAT D7E を用いて、比較試験を行った結果、メカニ

カル駆動方式と比較して、約 20％の燃費低減効果

が確認でき、ディーゼルエレクトリック駆動の有

効性を確認した。試験結果を図 7に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図‐7 試験結果（燃料消費量）ﾉｰﾏﾙﾓｰﾄﾞ使用時 

 

4.2 JACMAS に基づいた燃費試験 

日本建設機械化協会では、ブルドーザにおける

燃費試験標準 JCMAS H021「土工機械－燃料消費

量試験方法－ ブルドーザ」を制定しており(2)、こ

の燃費試験方法に基づいて、燃費試験を実施した。 
その結果、燃料消費量評価値は、425g/kWh であ

った。この数値は、国土交通省が CO2 排出低減効

果の高い低炭素型建設機械の普及を促進するため

に、認定している低炭素型建設機械の認定基準値

を約 20％上回るものであり、エレクトリック駆動

の有効性を確認できた。表 2 に低炭素型建設機械

の燃費基準値を示す。尚、D7E は 170-300kW の区

分に該当する。 
 

表-2 ブルドーザの燃費基準値 
区分 

定格出力（kW） 
燃費基準値 

(g/kWh) 
19 以上 75 未満 568 

75 以上 170 未満 530 
170 以上 300 未満 508 
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５．安全性の向上 

建設業における労働災害は、様々な取り組みに

より減少傾向となっているが、依然として、全業

種に対する建設業の割合は高い。建設機械に対し

て、オペレータや周囲の作業者に対する安全性の

向上が強く求められており、D7Eにおいても安全

を考慮した開発を行った。 
 

(1) 視界性向上 

ブレードを作動させる油圧シリンダを一本とし

たシングルリフトシリンダと、運転席の窓枠を正

面に一本としたセンターポストキャブの採用によ

り、センターポスト、プレクリーナ、マフラ、リ

フトシリンダが運転席から見て一直線上に配置し

（図8）、かつてないワイドな作業視界を確保する

ことで、大幅な安全性向上を図った(図9)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図‐8 コンポーネントの直列配置 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐9 作業視界 

 

(2) オペレータ着座感知システム 

オペレータが運転席に座っていないと、車両の

走行システムや作業装置制御システムの操作を無

効にするオペレータ着座感知システムを採用して

いる。これにより、オペレータが車両から降りる

際など、誤ってレバーに触れた場合でも車両が動

いたり、作業装置が動いたりすることがなく、巻

き込まれ事故を防ぐことができる。 

 

(3) リアビューカメラ 

切り欠き付き燃料タンクの採用などにより、後

方視界性を向上させているが、より安全性を向上

させるため、リアビューカメラを装着できるよう

に設計した。 

 

(4) 高電圧部の隔離構造 

発電機を初めとした高電圧部分は個々に完全な

密閉構造となっており、各コンポーネントを繋ぐ

ケーブルやコネクタは米軍規格を満たした、極め

て絶縁性の高い部品を使用し、安全性を確保した。 

また、故障等で高電圧部にアクセスする場合は、

システム内に電気が残っていないことを確認する

ための警告ランプ(危険電圧表示ランプ)を装備し、

高電圧ケーブルはオレンジ色のケーブルで分かり

やすく区別することで安全性を確保した。 

 

(5) 作業機ロックスイッチ 

作業装置の油圧回路をロックすることにより、

オペレータが不意にレバーに触れてしまった場合

の誤動作を防止することができる。 

 

(6) ROPS/FOPSキャブ 

現在では一般的である、ROPS（転倒時運転者保

護構造）及びFOPS(落下物保護構造)キャブを備え

ており、車両転倒時や落下物からオペレータの安

全を守る。 
 

６．おわりに 

ブルドーザの作業と機構の特長から、ディーゼ

ルエンジンで駆動された発電機からの電気をイン

バータやモータ等の制御装置を利用し、動力伝達

するディーゼルエレクトリック駆動のブルドーザ

を開発した。この方法により、エネルギー回生な

しに大幅な燃費改善を実現した。今回開発したデ

ィーゼルエレクトリックドライブ方式は、エネル

ギー回生のしにくい機械の省燃費技術として有効

であり、ニーズによって他の建設機械への展開が

可能である。今後も省エネルギーに対するニーズ

は益々高まると考えられ、ユーザの要望、期待に

応えるべく、技術開発を行っていく所存である。 
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３０．地盤の支持力調査における簡易試験法の適用に関する実験的考察 

 
 

(独)労働安全衛生総合研究所 ○玉手 聡 

同  上    堀 智仁 
 
 
１ はじめに 

移動式クレーンや建設機械の転倒防止には支持

地盤の安定確保が不可欠であるが，現場の支持力

は目視や踏査により経験的に判断される場合も多

く写真 1 に示すような支持力不足による転倒事故

がたびたび発生している 1)．本研究ではこのよう

な転倒災害の防止を目的に，施工現場における簡

易な地耐力評価の方法を検討している．地盤の支

持力を直接的に調査する方法には平板載荷試験が

あるがその実施には時間を要し，必ずしも簡易で

ないという問題がある． 
本研究ではドラグ・ショベル(重機)を反力に利用

した現場支持力試験 2)(以下，BC 試験と言う)によ

る簡易評価を検討している．本論文ではこの試験

における載荷速度の違いが支持力計測に与える影

響について，現場試験の結果を報告するとともに

併せて実施した平板載荷試験とキャスポル試験の

比較から，地盤の支持力評価における簡易試験の

適用について考察する． 
 

 
写真 1 移動式クレーンの転倒事故 

 

２ 平板載荷試験と現場支持力試験の比較 

2.1 載荷装置の構造 

BC 試験の方法は平板載荷試験 2)(以下 PL 試験と

言う)のそれと基本的に同じであるが，荷重の載荷

方法が変位制御である点が異なる(表 1 参照)．PL
試験では計画最大荷重を 5 から 8 段階に分割し，

段階的に荷重を載荷する(荷重制御)．載荷荷重は各

段階で 30 分間の保持が標準とされるため，一カ所

の試験には約 4 時間を要する．一方，BC 試験は載

荷速度(v)を 5mm/分に設定した場合，所要時間は

10 分程度に短縮できる． 
当研究所で試作した BC 試験の装置を図 1 に示

す．同装置は長さ 855mm 幅 400mm の架台に載荷

装置がユニット化して搭載されている．架台の 4
隅には車輪が備わり手押しにより現場内を自在に

移動できる．この試験装置には図 2 に示す載荷ジ

ャッキが備わり，AC 電源により電動モータで駆動

する．このジャッキは同心円状に 3 段の重複構造

を有しておりシリンダーA，シリンダーB，シリン

ダーC が備わる．モータからの動力は減速機を介

してウォームギヤに伝達され，ホイールギヤを回

転させる． 
 

表 1 平板載荷試験と現場支持力試験の比較 

 平板載荷試験 
(JGS 1521-1995) 

現場支持力試験 
(今回検討) 

載荷板 直径 30cm の円形 

載荷方法 
荷重制御 
(計画最大荷重を 5 から

8 段階で載荷) 

変位制御 
(5mm/分) 

反力装置 実荷重，アンカー，重機 重機 

沈下量 基準ばりから載荷板上

の沈下 4 点を計測 

載荷装置の伸張量

から重機の浮き上

がりを引いた値 
所要時間 
(1 箇所) 3 時間～4 時間 約 10 分 

 

図 1 現場支持力試験装置の概要 
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図 2 載荷ジャッキの構造(左：収縮時，右：伸張時) 

 

 
図 3 機体の浮き上がり補正の方法 

 
ホイールギヤはシリンダーB に結合しており，

一体となって回転する．またシリンダーB の中心

軸には円柱状のギヤ(以後，中心ギヤと呼ぶ)があり

これも結合している．中心ギヤ(外溝)はシリンダー

A のギヤ(内溝)と係合する．一方，シリンダーB の

外溝はシリンダーC の内溝と係合する．シリンダ

ーA と C の内溝は逆向きとなっており，シリンダ

ーB の回転によって A と C は同調して伸張したり

収縮したりする． 
このジャッキは収縮時で 318mm とコンパクト

であるが伸張時には 518mm となる．このコンパク

トかつロングストローク可能な構造により，ドラ

グ・ショベルの下部に架台ごと挿入でき，容易で

迅速な試験を可能とした．またジャッキは昇降ギ

ヤによりさらに全体が 100mm 上下可能であり，こ

れにより車載時や移動時には載荷板と地面の離隔

も確保することができる． 
ジャッキの下側には 100kN ロードセルと直径

300mm の円形載荷板がシリンダーに剛結しており，

載荷荷重を実測できる．上側には直径 100mm の反

力板がシリンダーにヒンジ結合(球座)しており，こ

の部分が重機の下部構造体と接触して載荷反力を

得る． 
2.2 沈下量の計測方法 

ジャッキのストローク量(sc)は変位計により直

接測定する．なお，載荷板の沈下量(s)の値につい

ては図 3 に示すように，反力として用いた重機の

浮き上がりを式(1)のように補正する必要がある．

ジャッキ位置における理論浮き上がり量(slt)を別

に計測した前部と後部における機体の浮き上がり

量 saと sb及び計測間隔 laと lbを用いて式(2)のよう

に換算する．なお laと lbは PL 試験の変位計測に定

められた「載荷板と基準点の離隔 1m 以上」の基準

を満足させている．saと sbの計測には写真 2 のよ

うにマグネットホルダーに取り付けたワイヤー式

変位計を用いると，重機への設置も容易であり簡

単に計測することができる． 

ltc sss    (1)，   
ba

baab
lt ll

lslss



   (2) 

支持力試験装置

データ収録装置と
制御用パソコン

載荷の反力に使用し
たパワーショベル

 
写真 2 重機を反力とした支持力試験の様子 
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図 4 各変位の時刻歴変化(BC_2) 

 

図 4 は現場支持力試験における測定変位の時刻

歴を示す．v は scに対する設定値であり，5mm/分
の一定した変位を確認できる．機体前方と後方の

saと sbについては経過時間が 3 分付近から sbに増

加が見られ，式(1)で換算した sltは 5.5 分の試験終

了時に 3.6mm まで増加している．その結果，式(2)
から得られた sの実速度は 4.5mm/分となっており，

浮き上がりにより約 10%の減少が生じている． 
 

３ 現場試験 

3.1 平板載荷試験と支持力試験の比較 

 図5は現場 GB_1 におけるBC 試験の結果とPL
試験の結果を示す．表 2 は両試験の条件と結果を



示す．同現場では表土が 0.5m 程度の深さ掘削して

取り除かれており，軟らかなシルトが載荷面に観

察された．図 5 右に示す土質分布は地表から-2m
までがシルト質細砂でありそれ-1.3m 付近に水位

がある．深さ 2m までの N 値は 5 であった．同図

左の横軸は沈下量(s)を載荷板の直径(D)で除して

無次元化して示す．3 つの試験は約 2m の離隔で実

施したが，土質は見かけ上同じであった．載荷速

度は BC_1 が 1mm/分であり，BC_2 は 5mm/分であ

る．BC_1 と BC_2 では載荷速度が 5 倍異なるが両

曲線はほぼ一致しており，比較した条件では差が

ほとんど見られない．s/D=0.05 付近では曲線が屈

曲しており，その前後のから交点の qa値を求め，

その値を極限支持力(qu)と定義した． 
また s/D<0.05 の載荷初期に見られる直線的な関

係からその傾きを求め，その値を載荷応力係数(Ki)
と定義した．3 つの試験から求まった quと Kiの値

はほぼ一致しており，載荷方法が応力制御と変位

制御で異なることによる影響，ならびに変位速度

が異なることによる影響はほとんど確認されなか

った． 
  

表 2 現場支持力試験の実施条件と結果 

名称 位置 変位速度 
(mm/分) 

所要時間 
(分) 

qu 
(kPa) 

Ki 
(MPa) 

BC_1 GB_1 5 8 192 4.1 
BC_2 GB_1 1 40 204 4.3 
PL_1 GB_1 7 段階応力 140 204 5.0 
PL_2 GB_2 8 段階 248 223 14.8 
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図 5  GB_1 における載荷応力と沈下比の関係(左)と土質分

布(右) 

  

3.2 平板載荷試験とキャスポル試験の比較 

図 6は今回の試験とは別に当研究所の敷地内に

て行った平板載荷試験(PL_2)の結果を示す．試験

は表面から約 2m 掘削した支持面において実施し，

土質は均質な関東ロームであった．第 1 段階の載

荷では s/D増分に対する qa増分が第 2 段階のそれ

に比べて幾分大きいが，これは予備載荷による影

響と見られる．s/D=0.015 付近では曲線に屈曲が見

られる．第 2 から第 3 段載荷における qa-s/D関係

から Kiを求め，さらに先と同様に quも求めた．得

られた値は後述するキャスポル試験の結果と比較

した． 
キャスポル試験はランマーを所定の高さから落

下させることによって行う簡易支持力試験 3)であ

り，地面と衝突した際の衝撃加速度がインパクト

値(Ia)で得られる．国土交通省近畿地方整備局近畿

技術事務所はキャスポルの利用手引き 3)を示して

おり，その中で Iaと粘着力(c)と地盤反力係数(K30-C)
及びコーン指数(qc)との関係をそれぞれ式(3)と(4)
のように示している． 

aImkNc  073.7785.0)/( 2       (3) 

aC ImMNK  55.8580.37)/( 3
30     (4) 
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図 6 GB_2 で行った平板載荷試験の結果(PL2) 

 
表3は試験から得られた Iaの平均値(I)と標準偏

差(I)ならびに，Iaから換算して求めた地盤反力係

数と極限支持力を示す．また同表には現場支持力

試験と平板載荷試験で実測した地盤反力係数と極

限支持力も示した． 

 

表 3 キャスポル試験からの換算値と実測値の比較 

位置 

キャスポル試験 現場支持力試験 平板載荷試験 

試験数 Ia値 K30-C 

(MN/m3) 
qu-C 

(KN/m2) 
K30-B 

(MN/m3) 
qu-B 

(KN/m2) 
K30 

(MN/m3) 
qu 

(KN/m2) 
n I I K K q q 

GB1 14 8.55 1.68 35.56 14.41 375 73 14.0 198 16.7 204 
GB2 101 9.54 1.07 44.06 9.18 418 46   49.3 223 
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図 8 キャスポル試験によるインパクト値の頻度分布 

 

図 8 は所内で行ったキャスポル試験(GB_2)によ

るインパクト値(Ia)の頻度分布を示す．試験場所は

地表から約 2m 掘削された地盤面であり，状態はほ

ぼ均質な関東ロームであった． 
頻度分布は Iaに対してほぼ標準正規分布を示し

変動係数(標準偏差に対する平均値の比)は約 0.11
であった．地盤側の均質性は高く見られる一方で

Ia 値にはバラツキが見られ，キャスポル試験から

求まる値に潜在する不確実性が改めて確認された． 
図9は地盤反力係数(K30)と極限支持力(qu)の実測

値とキャスポル換算値の比較を示す．K30について

地盤が軟弱な GB_1 では，キャスポルによる換算

値(K30-C)は実測値(K30)よりも大きめに評価されて

おりこの場合，換算値から安全側の評価を導くた

めには，例えば式(5)のように平均値(K)から標準

偏差(K)の 1.4 倍以上の値を減じる必要がある．一

方，均質な関東ローム地盤の GB_2 では K30-CとK
がほぼ一致しており評価の精度は地盤条件にも左

右されることがわかった． 
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図 9 地盤反力係数と極限支持力のキャスポル換算値と 

実測値の関係 

 
quの換算値(qu-C)は式(3)から得られた cの値を式

(6)に代入して簡易に求めたものである． 

cCu Ncq          (6) 

ここで，は形状係数でありここでは 1.2，Ncは

支持力係数であり 5.1 とした．なお現場の土質は粘

性土を仮定し，内部摩擦角は無視した． 
qu-Cの平均値(q)は GB_1 と GB_2 に共通して実

測値(qu)よりも大きい．両ケースにおいて換算値と

実測値の関係から極限支持力を安全に推定するた

めには，式(7)のように平均値(q)から標準偏差(q)
の 4.3 倍以上を減じることとなる． 

uqq q  3.4       (7) 

以上より，キャスポル試験から求めた地盤反力

係数と極限支持力の両換算値には実測値との差や

その分布による不確実性が確認された．変動係数

については現場毎に異なるものと思われるがほぼ

均質な状態の地盤においても 0.11 程度認められた．

Ia の信頼性は地盤条件や計測条件によっても大き

く左右される．安全側に評価するためには安全の

余裕をある程度大きく設定する必要があるものと

考えられる． 
 
４ まとめ 
地下水位が載荷面下約1.3mに位置し土質が軟弱

なシルトの地盤条件において現場支持力試験と平

板載荷試験を行った．載荷速度を 1mm/分と 5mm/
分で比較した試験から得られた載荷圧力と沈下比

関係には明確な差が見られず，また別に実施した

平板載荷試験による関係ともほとんど一致するこ

とが確認された．載荷速度を 5mm/分にすると試験

時間は 10 分程度となり，従来の平板載荷試験に比

べて時間を大きく短縮できることがわかった．引

き続き現場実験によるデータの収集を行い現場支

持力試験の適用性を検証したいと考えている． 
また簡易支持力測定器(キャスポル)から得られ

るインパクト値(Ia)から地盤反力係数と極限支持

力の換算値を求め実測値と比較した．Ia の分布は

ほぼ標準正規分布的であり，換算値には一定の不

確実性を生ずることが確認された．この不確実性

を考慮して安全側に支持力を評価するためにはあ

る程度の余裕を考慮する必要があるが，その指標

値については今後さらに検討する必要がある． 
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３１．敷板の形状および偏心荷重が接地圧分散に与える影響 

積載形トラッククレーンの転倒防止に関する研究 

 
 

(独)労働安全衛生総合研究所 ○ 堀 智仁 

(独)労働安全衛生総合研究所  玉手 聡 

(独)労働安全衛生総合研究所  吉川 直孝 
 
 
１．はじめに 

積載形トラッククレーンは，荷下ろし用のクレ

ーンと荷台を備えている移動式クレーンである。

運搬に加えて，荷の積み下ろしが可能であり，そ

の利便性の高さから多業種で使用されている。一

方で，当該クレーンによる転倒災害が多く発生し

ている。その原因には支持地盤の破壊に起因する

ものも見られ，アウトリガーの沈下防止対策を講

じていない事例がほとんどであった。したがって，

地盤破壊に起因する転倒災害を防止するためには，

敷板を用いて接地圧を低減させる必要がある。 

そこで本研究では，アウトリガー接地圧を低減

させるために有効な敷板の形状および偏心荷重が

荷重分散に与える影響について実験的に明らかに

することを目的としている。 
 

２．実験方法および実験条件 

2.1 敷板形状が支持力に与える影響 

本実験では，島津製作所製の万能精密載荷装置

（AG-100kNIS）を用いて，変位制御（1mm/min）
で荷重を与えた。 
模型地盤は，強度と密度のバラツキが少なく，

実験データの再現性が良いポリエチレンフォーム

（=30kg/m3）を用いて作製した。 
作製した模型基礎は同じ面積を有する 3 種類の

形状（円形，正方形，三角形）であり，大きさの

異なる 3 組（全 9 種類）である。本研究では，円

形（Circle），正方形（Square），三角形（Triangle）
の英単語の頭文字から，それぞれを C，S，T と呼

ぶことにする。また，直径 2cm，3cm，4cm の円形

基礎に対応する，正方形基礎を S2，S3，S4 とし，

三角形基礎を T2，T3，T4 とそれぞれ定義した。

表 1 に作製した模型の寸法を示し，図 1 に実験の

様子を示す。 
2.2 偏心荷重が支持力に与える影響 
荷重の偏心に伴う支持力低下の影響を調べる実

験では，3 種類（円形，正方形，三角形）の形状を

有するアルミ製の敷板模型を作製し，敷板中央部

より偏心量 e を 5mmずつ増加させて載荷実験を行

った。敷板模型は，直径 50mm の円形と，それと

同一面積を有する，正方形，三角形である。敷板

の厚さは 1mm とした。図 2に載荷位置を示す。正

方形および三角形に関しては，中央より長軸方向

と短軸方向にそれぞれ載荷実験を行った。本研究

では，長軸方向の偏心量を eL，短軸方向の偏心量

を eSと定義した。表 2 に実験条件および実験名称

を示す。 
 

 
図 1 実験の様子 

表 1 模型基礎の寸法 

形状 

円形 

 

正方形 

 

三角形 

 

面積 
(cm2) 

a （cm） b （cm） c （cm） 

寸法 
C2 2.00 S2 1.77 T2 2.69 3.14 
C3 3.00 S3 2.66 T3 4.04 7.07 
C4 4.00 S4 3.55 T4 5.39 12.57 

 



３．実験結果 

3.1 敷板形状が支持力に与える影響 

図 3に C3，S3 および T3 の載荷荷重 F と沈下量

s の関係を示す。荷重の増加に伴い，沈下量も増加

し，その傾きは次第に緩くなるものの，荷重-沈下

量関係に明確なピークは見られない。本研究では，

屈曲点前後の接線の交点を極限荷重Fuと定義した。 
図 4 は，模型基礎の寸法の違いが試験結果に与

える影響を調べるため，大きさの異なる円形基礎

の載荷応力 q と沈下比 s/D の関係を比較した図で

ある。沈下比とは，沈下量 s を基礎の直径 D で除

した値である。図より，3 つの曲線はほぼ一致して

いることがわかる。すなわち，本研究で作製した

模型基礎は，寸法の違いにかかわらず q-s/D 関係が

等しいことがわかった。なお，この傾向は，正方

形基礎および三角形基礎においても同様の結果で

あった。 
図 5に極限荷重 Fuと基礎面積の関係を示す。円

形基礎と正方形基礎については明確な差は見られ

ない。それに対して，三角形基礎は，その他の基

礎に比べて高い値を示している。作製した 3 組の

模型基礎の面積はそれぞれ等しいため，理論的な

接地圧は等しいと考えられる。このように，基礎

形状の違いにより結果に差が生じた原因として，

基礎の周長の影響が考えられる。表 3 に模型基礎

の周長を示す。面積が同じであっても，基礎の形

状の違いにより周長 LPが異なることがわかる。す

なわち，円形基礎の周長に比べ，正方形は 1.13 倍，

三角形では 1.29 倍である。図 6 に Fu と LPの関係

を示す。図より，Fuと LPには強い正の相関関係が

見られ，その相関係数は R2=0.91 であった。以上の

結果から，同一面積であっても基礎の周長が大き

い場合，極限荷重が大きくなることがわかった。

この原因として，周長の増大に伴い地盤と接する

部分が大きくなり，荷重が広い範囲に影響したと

考えられる。 
図 7に C2（円形基礎）を基準とした極限荷重比

RFu と基礎面積比 RAを示す。ここで，RFu は，各極

限荷重 Fuを C2 の Fuで除した値であり，RAも同様

に，各基礎面積 A を C2 の A で除した値である。

なお，同一接地圧条件では，荷重と面積は反比例

の関係にあるため，理論値として図中に示した。 
C2 をアウトリガーフロートと仮定した場合，基

礎形状の違いによりやや差はみられるものの，RA

が大きくなるに従い実験値と理論値はおおむね一
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図 3 載荷荷重と沈下量の関係 
 

 

 

 

図 2 敷板模型の載荷位置 
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図 4 基礎寸法が支持力特性に与える影響 
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図 5 極限荷重と基礎面積の関係 

 
表 2 実験条件および実験名称 

偏心量 
(mm) 

円形 
正方形 三角形 

短軸 長軸 短軸 長軸 
0 CC SC SC TC TC 
5 C05 SS05 SL05 TS05 TL05 
10 C10 SS10 SL10 TS10 TL10 
15 C15 SS15 SL15 TS15 TL15 
20 C20 SS20 SL20 － TL20 
25 － － SL25 － TL25 
30 － － － － TL30 

 



致していることがわかる。このことから，アウト

リガーフロートと敷板の面積比から荷重の分散効

果を予測可能であることがわかった。 
3.2 偏心荷重が支持力に与える影響 

円形の敷板模型に対して，偏心荷重を与えた実

験結果を図 8 に示す。偏心量の増加とともに，載

荷荷重が小さくなっており，偏心量の増加ととも

に荷重の分散効果が低下している。 
各載荷条件での極限荷重 Fu と偏心量（es,eL）の

関係を図 9 に示す。全ての結果において，偏心量

の増加とともに極限荷重が一様に低下している。

各形状の結果を比較すると，円形が最も小さく三

角形が最も大きいことがわかる。この傾向は，図 6

に示す結果と同じである。また，正方形および三

角形における，短軸方向と長軸方向の同一偏心量

の Fuを比較すると，正方形については大きな差が

見られないのに対して，三角形では e<10mm の範

囲で，長軸方向の結果がやや高くなっているもの

の，その他についてはほぼ一致している。 

敷板中央からの偏心量が同じであっても，敷板

の端部からの相対的な距離が異なるため，一概に

評価することはできない。そこで本研究では，荷

重偏心の程度を示す指標として，偏心度 Re を定義

した。関係式を式(1)に示す。 

 
maxe
eRe   (1) 

ここで，e は偏心量であり，emaxは敷板模型の中

心から端部までの距離を意味している。 
図10に荷重低減率 RFrと偏心度Reの関係を示す。

ここで，荷重低減率 RFr とは，各極限荷重 Fu を中

央載荷条件での極限荷重 Fu で除した値である。図

より，結果にはややバラツキがみられるものの，

偏心度 Re=0.8 では，敷板の中央部に載荷した場合

に比べ，約 1 割程度にまで減少している。すなわ

ち，敷板の端部にアウトリガーを設置した際には，

荷重分散効果が著しく低下することを意味する。

それに対して，図中の破線の中のデータは，敷板

の中央 1/3 のエリアに載荷した条件の結果を示し

ている。この結果から，中央 1/3 のエリアに載荷し

た場合では，荷重低減率は 0.8 程度であり，このエ

リアにアウトリガーを設置した際には，十分な荷

重分散効果が期待できることがわかった。 
道路橋示方書 1)では，偏心荷重を受ける基礎の

地盤が破壊状態に達した際に，荷重合力の作用点

を中心とする仮想の基礎幅を考え，この部分に荷

 
表 3 模型基礎の周長 

基礎の形状 円形 正方形 三角形 

周長 Lp 
(cm) 

C2 6.283 S2 7.090 T2 8.081 

C3 9.425 S3 10.635 T3 12.121 

C4 12.566 S4 14.180 T4 16.161 
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図 6 極限荷重と基礎周長の関係 
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図 7 極限荷重比と基礎面積比の関係 
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図 8 偏心量が荷重沈下特性に与える影響 
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重が一様に有効に働くとする Meyerhof2)の考え方

を採用している。本研究においても，同手法によ

り有効面積 Ae を算出し，敷板の面積 A で除して，

有効面積比 RAe を算出した。図 11 に各載荷条件で

の有効面積の算出方法の概念図を示す。なお，有

効面積の算出方法の詳細については，道路橋示方

書 1)を参照されたい。 
図 12 に荷重低減率 RFr と有効面積比 RAe の比較

を示す。図より，円形については，RFr と RAe はよ

く対応している。正方形に関しては，ラインより

上に分布しており，RAe に比べ RFr はやや高い傾向

が見られる。一方，三角形では，結果にバラツキ

が見られ，長軸方向に載荷した場合はラインの上

に位置し，短軸方向に載荷した際には，ラインの

下に位置している。RAe から RFr を推定する場合，

ラインの上に位置している場合には安全側の評価

である。そのため，荷重の偏心量から RAeを求め，

RFr を推定することが可能と考えられる。 
以上の結果から，アウトリガーフロートの面積

と敷板の面積比から RAを求め，さらにアウトリガ

ー設置位置（偏心量）から有効面積比 RAeを算出す

ることで、荷重分散を考慮した推定値を算出する

ことが可能と考えられる。 
本研究結果から，荷重分散効果の高い敷板の形

状は三角形であることが明らかになった。しかし，

正方形と三角形の荷重分散効果の差は 1 割程度で

あるため，実務で使用する際には，携帯性および

移動時の固定のしやすさ等を考慮して，形状を決

定する必要があると考える。 
 

４．まとめ 
積載形トラッククレーンのアウトリガー接地圧

を効果的に分散させるための敷板の形状および荷

重の偏心による分散効果の低減に関する実験を行

い，以下の知見を得た。 
1) 同一面積を有する 3 種類の形状の基礎を作製

し，大きさの異なる 3 組の基礎について載荷

実験を行った。その結果，同一面積であって

も周長の大きな三角形基礎の荷重分散効果が

高いことがわかった。 
2) 荷重の偏心量の増加に伴い，荷重の分散効果

が著しく低下することが明らかになった。ま

た，十分な分散効果を期待するためには，敷

板の中央 1/3 のエリアにアウトリガーを設置

する必要がある。 
3) 荷重低減率 RFr と有効面積比 RAはよく対応し

ていることがわかった。また，アウトリガー

フロートの面積および設置位置，敷板の面積

から荷重分散効果を推定することが可能と考

えられる。 

参考文献 

1) 社団法人 日本道路協会：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ

下部構造編）・同解説，pp.269～294, 2002 
2) Meyerhof, G. G.：The bearing capacity of foundations under 

eccentric and inclined loads ， Proceedings of the 3rd 
International Conference on Soil Mechanics and Foundation 
Engineering，pp.440～445, 1953 
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図 10 荷重低減率と偏心度の関係 
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図 11 有効面積の算出方法の概念図 
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図 12 荷重低減率と有効面積比の比較 



 

 

 

 

 

３２．大規模災害に対応するサイフォン排水技術の開発 

―河道閉塞部の緊急排水対策― 
 
 

国土交通省 関東地方整備局 関東技術事務所 武田 直人 

 

 

１．はじめに 
 2004年（平成16年）新潟県中越地震，2008
年（平成20年）岩手・宮城内陸地震などでみ

られたように，地震により生じた大規模な土砂

崩落で河道閉塞が発生した場合（図-1
1)
）は，

湛水部の水位が上昇し決壊などによる被害が想

定されるため，仮排水路を設置するまでの間の

緊急排水対策が必要となる。 

 
２．開発の背景と目的 

仮排水路設置までの緊急排水は，これまでポ

ンプ排水で行ってきたが，排水ポンプ運転には

大量の燃料が必要となり，燃料輸送には大きな

手間とそのコストがかかり，被災現場では輸送

路確保が困難な場合も多いことから，これを軽

減する新たな排水方式が求められている。 

これを受けて，2009年（平成21年）3月に公

表された「大規模な河道閉塞（天然ダム）の危

機管理のあり方（提言）」
2)
においても，大容

量排水技術（サイフォン等）について開発・検

討を進め，実用化の際には適用範囲を明確化す

べきであるという考え方が組み込まれた。 

そこで，これまでの事例から災害現地の状況

などを調査・検討するとともに，河道閉塞にお

ける湛水部の水の位置エネルギーを利用するサ

イフォン排水（図-2）の適用性の判断をする

ため大口径（φ400mm）の実験管路によるモ

デル実験を行った。 

 

３．サイフォン排水技術の導入検討 

3.1 サイフォン排水技術の特徴と導入課題 

ポンプ排水は，排水運転の間に継続して発電

機の燃料補給を必要とするが，サイフォン排水

は，サイフォン起動時に真空ポンプを短時間運

転するのみで，それ以降は動力を必要としない

ことから燃料輸送の手間はかからないため，燃

料輸送に苦慮したと言われているポンプ排水で

の課題を解消できるといえる。 

 これまでもサイフォン排水は，河道閉塞が発

生した場合に実施要望はあったが，実際の設

置・排水運転の知見がなく，まだ現場導入の実

績はなかった。 

3.2 サイフォン排水技術の適用限界 

 サイフォン配管内の圧力は，配管頂部で最低

 

図-1 河道閉塞状況の例 

 

図-2  サイフォン排水のイメージ図 



 

 

 

 

（最大負圧）となり，その限度は理論上   

-10.3m までとされるが，実際には，圧力が下

がると，水中から気泡が発生し頂部に溜まって

しまうので，サイフォン頂部の限界圧力水頭は

-7m～-8.5m にとるのが実用的とされている 3)。 

 しかし，これまで河道閉塞での実績がないこ

とから，前述のサイフォン形成の実用的な限界

を適用することが可能であるかを確認する必要

があった。そこで，揚程に対する圧力水頭を計

算し，水理計算上で限界圧力水頭-8.5m を越え

十分な負圧を得られる条件として，圧力水頭 

-8.9m が得られる揚程 7m を適用限界の条件と

して設定した。 

４．サイフォン排水モデル実験の内容 
4.1 モデル実験の目的 

前述のとおりサイフォン排水技術の導入課題

を解消するため，サイフォン排水の適用条件を

確認する必要がある。そこで，サイフォン排水

の限界条件が正しいかどうか，実大規模のモデ

ル実験で確かめてみることにした。 

4.2 モデル実験設備 
実験設備（図-3・写真-1）は，多摩川の二

枠組足場（仮想 河道閉塞）

透明管

吸込部 吐出部

真空ポンプ

 

写真-1  モデル実験設備 

 

図-3  モデル実験の配管図 



 

 

 

 

ヶ領宿河原堰の湛水を河道閉塞で生じた湛水部

に見立て，枠組足場で河道閉塞部を模擬し，こ

れを乗り越えて下流側の河床に排水するものと

した。河道閉塞部を乗り越える配管の水面から

の高さは 5m（レベル 1：配管長 71m）と 7m
（レベル 2：配管長 75m）の 2 条件を設定した。 

配管の 5 箇所（No.1～No.5）に圧力計を設

置し，吐出部にバタフライバルブ（以下バルブ

とする。）を設置した。また，配管材料は現場

条件などにより選択することを考慮して，今回

の実験では，吸込部から枠組足場を乗り越える

間には高密度ポリエチレン管とし，それ以降吐

出 部 ま で は 硬 質 塩 化 ビ ニ ル 管 を 用 い た      
（図-3）。 
 
５．サイフォン排水モデル実験の結果 
5.1 サイフォン形成試験（レベル１） 

この試験は、サイフォンを形成する手順の習

得及び排水時の流量と配管各部圧力の関係を把

握するために行った。サイフォン排水は、まず

吐出側バタフライバルブを閉じて真空ポンプ

（排気能力 1m3/min）により配管内の空気を排

出して管内を充水した後、バタフライバルブを

段階的に開放することでなめらかに排水が始ま

ることを確認した。 
真空ポンプで充水作業を行いサイフォンを形

成させた後，バルブを段階的に開けて排水しな

がら計測した各部（No.1～No.5）圧力と流量

の記録を図-4 に示す。バルブを開き流量の増

加につれて配管内の各部圧力は低下し，最大流

量時点で各部の圧力は最小（最大負圧）となる。

配管頂部の No.3 の圧力は約-63kPa となった。 

最小圧力となる配管頂部の No.3 の圧力を水

柱換算でメートル表示した数値とバルブを段階

的に開いた際の流量との関係を図-5 に示す。

最大流量時点で最小圧力水頭が約-6.5m となっ

た。このとき，配管頂部の透明管において気泡

の発生は確認されてなかった。 

このような排水までの操作手順を習得してか

ら次に示す試験を実施した。 

5.2 サイフォン適用限界試験（レベル２） 

この試験は、前述のとおりサイフォン排水で

は配管頂部で負圧となりサイフォン排水を形成

できる圧力水頭の限界があると考えられること

から、水理計算上で限界と考えられる条件（揚

程 7m）での試験を行い、気泡の発生や配管挙

動について確認したものである。 
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図-4 時間経過による各部圧力と流量（レベル１） 
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図-5 流量と配管頂部の圧力水頭（レベル１） 

 



 

 

 

 

レベル１と同様な操作を行い各部圧力と流量

を計測した関係を図-6に示す。残留空気を排

出し管路を満水状態とした後，バルブを開き流

量の増加につれて配管内の各部圧力は低下し，

No.3の最小圧力は約-85kPaとなった。 

レベル１と同様に水柱換算した圧力を図-7

に示す。最大流量時点で最小圧力水頭が約  

-8.7mとなった。このとき配管頂部の透明管に

おいて気泡の発生が確認されたが，空気の滞留

や配管への異常な振動などの影響が認められな

かったことから，適用限界として設定した揚程

7m程度が安定的な排水の限度と考えた。なお，

参考にバルブ開度の各段階毎のNo.3の水柱換

算値を表-1に示す。 

5.3 滞留空気の排出試験（レベル２） 

 配管頂部が負圧となるサイフォン配管では，

気泡が発生し空気の滞留があると流れが分断さ

れることが懸念されている。その配管頂部に空

気が滞留する原因としては，サイフォン形成す

る際，配管内を満水にする操作で空気排出が不

十分であった場合や，配管にわずかに空気漏れ

があるため排水停止状態で放置している間に溜

まる場合などが想定される。 

しかしながらこの試験では，圧力水頭が約 

-6.9m のとき，配管頂部に空気が滞留している

状態でも，排水を開始すれば空気塊は流れに乗

って排出されることを確認した（写真-2）。

また，試験では管断面の半分程度まで空気が溜

まった状態においても排水できることを確認し

ている。 

5.4 モデル実験結果の考察 

(1) 揚程7mを越える場合の排水方法 

河道閉塞では，その規模・形態が様々である

ことから，モデル実験で得た安定的な排水限度

である揚程 7m を越えないように設定すること
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図-6 時間経過による各部圧力と流量（レベル２） 
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図-7 流量と配管頂部の圧力水頭（レベル２） 

 

表-1 （実験値）バルブ開度による流量と配管頂部の圧力水頭 

バルブ開度（°） 0(全閉) 10 20 30 40 50 60 70 80 90(全開) 
圧 力 水 頭 （ m ） -6.89 -6.90 -6.96 -7.08 -7.34 -7.81 -8.28 -8.52 -8.62 -8.65 
流  量（m3/s）   0.00  0.02  0.07  0.12  0.19  0.27  0.33   0.36  0.37   0.37 

 

写真-2 滞留した空気が流される状況 

 



 

 

 

 

が難しい場合もある。 
そこで図-8 は，仮に揚程 8m として，配管

の流量と配管頂部の圧力水頭の関係を示す。  
これによれば，バルブ全開時の最大圧力が，

サイフォン適用限界の理論値-10.3m 付近まで

達することから気泡の発生はさらに激しくなる

ものと予想される。このとき，排水に不都合を

生じるようであればバルブ開度を閉じ加減にし

て流量 0.25m3/s 程度を維持すれば，圧力水頭

は適用限界試験で確認した値（約-8.7m）まで

回復し，流量は減少するものの安定して排水で

きることが推測される。 
(2) 配管条件の変更による計算結果 

河道閉塞は，その規模・形態が様々であり，

その数だけ配管条件が無数に存在することから，

モデル実験に用いた配管の口径や長さを仮に変

更した場合について，圧力水頭・流量を計算す

ると次のようになる（表-2）。 

① 配管口径を大きく（φ600mm）した場合は，

流量（流速）が増加し，圧力水頭が低下 

（-8.97m）する。 

② 配管長を長く（L=250m）した場合は，流

量（流速）が減少し，圧力水頭が上昇  

（-8.57m）する。 

災害現場においては，河道閉塞の規模・形態

が異なることから，その都度現場に合わせて配

管ルートと配管条件（口径・長さ）を決めて，

配管頂部圧力や流量などの計算チェックをする

ことが必要になる。 
 
６．配管継手の要素試験の内容と結果 

災害現場に配置される配管は、通常の配管と

異なり不整地に設置することから、地表の凹凸

に追従可能な特性を備えていることが求められ

る。そこで、モデル実験で取り上げた２種類の

樹脂製の管について、曲げやすさと継手部の性

能を把握するため曲げ試験を行った。試験体は、

継ぎ手部を含む長さ 20m の管断面の 90%を水

で満たした後に管の両端を閉塞させて -80kPa
まで残留空気を排出した状態とし、両端をクレ

ーンで段階的に吊り上げて、管体と継ぎ手部の

状態を観察した。 
6.1 高密度ポリエチレン管（HDPE管）の要素試験 

高密度ポリエチレン管の要素試験状況を写真

-3に示す。管端の吊り上げ高さは3.5mである。

写真-3の状態における曲率半径を求めると

R=19.6mであった。 

さらに4mまで吊り上げた結果、管の座屈が

生じた（写真-4）。このときの曲率半径は

R=8.9mであった。 

6.2 硬質塩化ビニル管（VU管）の要素試験 

硬質塩化ビニル管の要素試験状況を写真-5
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図-8 予測値 流量と配管頂部の圧力水頭（レベル２） 

 

 

写真-3 高密度ポリエチレン管の継手要素試験 

 

写真-4 高密度ポリエチレン管の変形状況 

表-2 モデル実験の配管条件を変更したときの計算結果 

配管条件 圧力水頭

(m) 

流量 
(m3/s)  

備  考 

①揚程7m,φ600mm*1 , 
L=75m 

-8.97 0.97 *1国内入手可能最大

口径(調査結果) 
②揚程7m,φ400mm, 

L=250m*2 

-8.57 0.26 *2中越地震東竹沢

地区のホース長 
揚程7m,φ400mm, 
L=75m 

-8.65 0.37 モデル実験設備 
 

写真-5 硬質塩化ビニル管の継手要素試験 



 

 

 

 

に示す。管端の吊り上げ高さは 2.5m である。

塩化ビニル管は管自体の変形は僅かであり、継

手の変形が著しい。 
写真-6に示すように継手の下側は5cm抜け出

し、上側はめくれるように変形した。このとき

の曲率半径はR=13.9mであった。接着式は強制

変位を受けたとき継手として十分でなく、吊り

上げを止めたときには当該箇所で水漏れが確認

された。 

6.3 要素試験結果の考察 

高密度ポリエチレン管の継手に用いたフラン

ジ継手は，管本体に座屈が生じても支障がなか

ったことから，管本体に比べて堅固であること

が解った。 
硬質塩化ビニル管の継手に用いた接着式継手

は，管本体より先に変形を生じて気密保持が困

難となった。災害現場での使用には可とう性継

手を用いる必要があることが解った。 
 
７．結論 

これまで河道閉塞でサイフォン排水の導入実

績はなかったが，今回，実大規模のモデル実験

を行った結果，サイフォン排水技術が適用可能

であることが解り，サイフォン排水手法を確立

することができた。 

 このことから，河道閉塞の緊急排水対策の新

たな選択肢として位置付けられるものと思料す

る。 
7.1 モデル実験の条件 

(1) 適用条件は，揚程7m，配管口径φ400mm，

配管長75m 
(2) 適用システムは，実験設備の機器構成であ

る樹脂製配管，サイフォン形成時に必要な

真空ポンプおよびバタフライバルブ 

7.2 サイフォン排水適用性の判断 
災害現場を想定し一例として，表-2の①と

②の条件を組み合わせた場合には，表-3に示

すとおり，圧力水頭はモデル実験で確認したサ

イフォン排水の実用的な限界値に達しない値で

あり，流量は口径を大きくしたことで増加する

ことが分かり，サイフォン排水が適用できると

判断される。 

このように，災害現場でモデル実験に用いた

条件を変更して適用する場合でも，配管の口径

や長さなどの要素から，水理計算により圧力水

頭を求めて検討を行うことにより，サイフォン

排水適用性の判断ができると考える。 

7.3 樹脂製の管の選定 
災害現場の条件によりやむを得ず極端な不陸

に配管を設置しなければならない場合は，曲率

半径が小さくとれる配管材料を用いて曲げに対

して強い継ぎ手構造を選択する必要がある。ま

た，ある程度の整地がなされているような現場

であれば配管材料の選択肢は多くなるといえる。 
 
８．おわりに 

サイフォン排水技術は，まだ現場に導入され

た実績はないが，大規模な河道閉塞が発生した

際には，本技術を適用することで，災害現場に

おいて燃料輸送を行うことなく排水作業が可能

になると考えられる。特に長期に渡る排水作業

が必要となる現場では，その効果が大きくなる

ものと期待される。 

今回は実大規模のモデル実験を行った結果，

サイフォン排水技術が適用可能であることを報

告することができた。今後は，災害現場の悪条

件に対して，機動的に設置することが必要であ

るため，機材の備蓄方法の検討や機材の改良設

計の検討を進めて，災害の実例を反映して設置

方法の習得をしていきたいと考えている。 
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表-3 配管条件を組合せたときの計算結果 

配管条件 圧力水頭 
(m) 

流量 
(m3/s)  

備  考 

揚程7m,φ600mm, 
L=250m 

-8.63 0.69 表-2の①と②の

組合せ 
揚程7m,φ400mm, 
L=75m 

-8.65 0.37 モデル実験設備 

 

写真-6 硬質塩化ビニル管の変形状況 



３３．軌道レール温度上昇抑制工法の開発 
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１．はじめに 

鉄を主成分とするレールは、温度の変化により

伸縮する。夏季に発生するレール張り出し現象は、

レール温度の上昇による延伸が要因の一つと考え

られ、脱線事故にも繋がりかねない重大な問題で

ある。これに対し、レールの温度管理や道床の座

屈防止板等の構造的対策（写真-1）など、日々の

保線作業により未然に予防されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
しかし、近年の酷暑によりレール温度が広域に

わたって許容範囲を超えるような場合、最優先で

緊急保線作業が実施されるものの、危険箇所の特

定は難しく、また構造的対策の大半は営業中の軌

道への適用には向かない。酷暑日が続けば、その

対応が通常業務を逼迫することとなる。従って、

夏季におけるレール温度の上昇を抑制できる対策

が求められていた。 
一方、舗装や建物の屋根などでは、夏季の温度

上昇抑制対策の一つとして遮熱技術が適用されて

いる。遮熱技術とは、太陽光のうち物質を温める

作用のある赤外線域を効率的に反射する塗料（図

-1）を塗布することで温度が上昇するのを抑制す

る技術である。 
この遮熱技術をレールに応用すべく検討を行い、

専用の遮熱性塗料、塗布機および洗浄システムを

開発し、軌道レール温度上昇抑制工法として実用

化した。 
本文では、開発の経緯とともに施工例とその効

果などについて報告する。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．軌道レール温度上昇抑制工法の概要 
当該工法は、レール側面に専用の遮熱塗料を塗

布することでレールの温度上昇を抑制するもので、

長距離にわたり適用する場合には、施工性に優れ

た専用塗布機により効率的に施工可能である。ま

た、供用によって塗料面に付着するレール特有の

汚れは温度上昇抑制効果の低下原因となるため、

洗浄性の高い専用塗料に加え、年 1 回程度の洗浄

により効果を維持・回復し運用する。長距離にわ

たる洗浄には、新たに開発した洗浄システムを適

用することができる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 遮熱塗料の反射率の一例２） 

座屈防止板：道床の横抵抗力を補強
 

写真-1 レール張り出し対策例１） 



３．開発の経緯および課題 

実際の現場においてレールの温度上昇抑制効果

が求められる個所、範囲および対応の早さなどを

勘案し、既設レールを対象とした対策として工法

開発を進めることとした。 
まず、他の分野でも実績のある一般的な水性の

遮熱性塗料を用いた試験を実施した結果、実用化

に向けてレール特有の汚れへの対応や施工性に課

題があることがわかった。 
 

3.1 汚れによる影響 

 既設レールの表面には、錆、オイルおよび金属

摩耗粉３）などによる複合的な汚れが発生する。供

用箇所や周辺環境などによってその汚れの質や進

行具合などは大きく異なが、こういった汚れが塗

料面に付着することで赤外線域の反射効率が低下

し、温度上昇抑制効果を低下させる原因となる。 
そこで、塗料面の汚れ具合がどの程度、レール

の温度上昇抑制効果に影響するかを確認するため

に室内試験を実施した。 
 
(1)室内照射試験 
 長さ 20cm に切り取ったレールを供試体とし、垂

直、水平の 2 方向から等距離でランプ照射し加温

することで、汚れ具合による温度上昇抑制効果へ

の影響を相対的に評価した。図-2 は、汚れ具合毎

のレール温度の推移を示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 汚れ具合の再現としては、錆に近い色として茶

色のラッカースプレーを遮熱塗料面上に徐々に重

ね塗りし、その具合を明度（L 値）で確認するこ

ととした。L 値が小さいほど汚れ具合が高いこと

を示している。 
 試験結果としては、汚れ具合が高くなるととも

に温度低減効果が低下することがわかった。 
 
(2)汚れの除去について 
 汚れにより効果は低下するものの、それを除去

することにより塗料面が露出され、効果は回復す

ると考えられた。 
 しかし、一般の水性遮熱塗料を用いた場合、塗

料表面に汚れが固着し半年程度の経過でほぼ除去

できない状態となった。 
 供用による汚れの付着は不可避であり、塗装面

の自浄作用あるいは、簡単に汚れを除去できると

いった塗料の開発が重要であると考えられた。 
 
3.2 施工性 

試験施工として、人力による塗布（ハケあるい

はスプレーヤによる）を実施したが（写真-3）、バ

ラスト上という不安定な状態での中腰作業となり、

ある程度の距離を施工するとなると施工性や安全

性に問題が残った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、軌道内での作業は営業時間外の夜間作業

となる場合が多く、時間的制限を受けることが想

定された。 
従って、限られた時間内に安全かつ効率的に施

工できる機械が必要であると考えた。 
 
 

４．軌道レール温度上昇抑制工法の開発 

以上の課題について検討し、専用の塗料、塗布

機および洗浄システムを開発することとした。 
 

4.1 専用塗料 

供用により塗料面に付着するレール特有の汚れ

に対して、洗浄性の高い専用の遮熱性塗料を日本

ペイント（株）と共同開発した。 
 

(1)洗浄性 
洗浄性の向上には、自浄作用や親水性等の機能

を塗料に付加する手法があり、実軌道にて表-1 に

示す5手法の試作塗料を用いて比較評価を行った。

写真-4 は、4 ヶ月間供用した後、ウエスにて汚れ

を拭き取った状態の写真である。 
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図-2 汚れ具合（L 値）毎の温度上昇抑制効果比較 

 
写真-3 人力による塗布施工例 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その結果、自浄作用は殆ど効果がなく、塗料面

の硬度、平滑性、親水性を高めるために樹脂を添

加した塗料が最も洗浄性が高いことが確認できた。 
 

(2)密着性 
通常の塗装工程の場合、塗装前に塗装する面に

付着している錆汚れ等を除去するが、当該工法で

は時間的制約やコスト面を考慮し、工程を増やす

ことは難しいと判断した。 
レール汚れの大半が錆であることを踏まえ、下

地からの影響を最小限にすべく、ぬれ性や表面張

力などを調整した。 
 

(3)経済性 
試験結果より、フッ素樹脂を配合した塗料が最

も洗浄性が高いことが分かったが、非常にコスト

が掛かることが懸念された。 
 
そこで経済性を考慮し、今回の試験に基づいて

表面硬度、密着性、親水性を高めた樹脂の配合を

行い、ポリウレタン系をベースとしたレール専用

の遮熱性塗料を開発した。 
 

4.2 専用塗布機 

軌道上を走行しながら、レールの側面に塗料を

塗布する専用の塗布機械の開発にあたり、以下の 3
点に主眼を置いた。 

 
(1)人力による搬入、搬出可能 
 軌道周辺での機械使用には、架線や電気施設等

の破損といったリスクが伴う。また軌道上での作

業中、緊急的に軌道外へ退去する場合などを考慮

し、人力にて搬入、搬出ができるようにした。 
 
(2)レール側面（4 面）を同時に塗布可能 
 レール頭部を除くレール側面を一層仕上げで塗

装するために、ノズル、ポンプおよび施工速度な

どについて試験を行い選定した。レール塗布の概

念図を図-3 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 各ノズルは、それぞれ独立したバルブで操作可

能であり、1～4 面塗装は任意で選択可能である。 
 
(3)3 軌間に対応 
 国内には 3 種類の軌間があり、それぞれに対応

できるよう車軸にスペーサを脱着することで、車

輪間幅を可変できる構造とした（写真-5）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上を織り込み完成した専用塗布機を写真-6 に、

機械の主要緒元を表-2 に示す。 
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水性塗料

 
写真-4 4 か月供用後の洗浄性試験結果 

 
図-3 レール塗布の概念図 

走行スクータ　　　　　　塗料台車　　　　塗布台車  
写真-6 専用塗布機 

表-2 塗布機の主要緒元 

 

表-1 試作塗料の概要 

 



4.3 洗浄システム 

長距離にわたり洗浄作業を人力で行うことは容

易ではなく、機械施工が必要と考えた。そこでラ

イフサイクルコスト等を勘案し、装置本体は専用

塗布機をベースとする安価なシステムとして開発

を進めた。 

洗浄手法や洗剤に関して実軌道で様々な要素試

験を実施した。その結果、「洗剤発泡散布→特殊形

状ブラシによる汚れ掻き出し→スポンジによる拭

き取り→すすぎ」の一連の洗浄方法を連続的に行

う洗浄システムとし完成させた（図-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

当該システムは、専用塗布機に洗浄ユニットを

載せ替えた搭乗式であり、洗剤発泡ユニット、ブ

ラッシングユニットおよびすすぎユニットで構成

され、それぞれ人力で搬入、搬出可能である。 

洗剤の散布は、油汚れの堆積した箇所に有効で

あり、錆び汚れ程度では省くこともできる。 
 
4.4 本工法の特長 

(1)レール温度上昇抑制効果 
 レール温度上昇抑制効果を確認するために、切

り取りレールの照射試験（写真-7）を行い、表面

および内部温度を測定した（図-5）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-5 照射試験のレール温度測定結果例 

その結果、未処理のレールに比べ、表面、内部

温度ともに 10℃程度低減することを確認した。 
 
(2)保線作業の軽減 
 鉄道事業者は、営業路線のレール温度を管理し

保線作業に反映している。夏季においては、45℃
あるいは 50℃を基準とする場合が多く、その温度

を越えた段階で、緊急の保線点検を最優先で実施

することとなっている。 
従って、レール温度を下げることで緊急の保線

点検回数の低減が期待できるものと考えられる。 
 
(3)効率的な施工 
 専用塗布機を適用することで均一かつ効率的に

塗布可能である。 
 
(4)洗浄性に優れる 
塗料が洗浄性に優れるため汚れを除去しやすく、 

それにより継続的に効果を維持することができる。 
 
4.5 適用箇所 

 以下のような箇所を抽出し適用することが効果

的と考えられる。 
 
①レールの張り出しが多い区間 
②保線点検回数が多い区間 
③ポイント部（可動部）周辺 
 
５．実施例と効果 

平成 21 年度から現在まで、8 箇所の実軌道で実

施し、そのうち 4 箇所が機械施工（写真-8）であ

り、塗布機に関して所定の施工能力があることを

確認した４）。また、それぞれの箇所で温度測定や

洗浄性などについて追跡調査を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.1 レール温度上昇抑制効果 

全ての適用箇所で温度上昇抑制効果が得られた

ものの、施工箇所毎で効果にバラツキが生じた。

これは、日照条件や軌道・周辺環境などの影響に

よるものと思われる。その一例として、異なる 2
箇所の測定結果を図-6、7 に示す。 

洗剤発泡ユニット　　　　　　　　　　　ブラッシングユニット　　　　すすぎユニット  
図-4 洗浄ユニットのイメージ 

 
写真-7 室内照射試験一例

 
写真-8 塗布機による施工状況 



なお、温度測定は熱電対を遮熱処理レールと未

処理レールに設置し行った。設置位置は互いの温

度影響がない範囲で、供用環境が同じとなるよう

できるだけ近くにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 23 年 7 月 1～31 日までの期間で、レール最

高温度の日数を比較した結果を図-8 に示す。これ

より、45℃以上の日数が 21 日→12 日と半減されて

いることが確認できた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 洗浄性 

 洗浄性に関して、あえてオイルが混在する汚れ

の状態が厳しい区間を選定し、昨年度から継続し

て追跡調査を実施している。平成 23 年 7 月で供用

10 ヶ月となった状態で未洗浄部分の洗浄を行い、

どの程度汚れを除去できるかを、その前後の明度

を測定し比較を行った（写真-9）。 

 その結果、4 ヶ月間未洗浄の場合と比較すると若

干値は低くなるものの、初期値に対しては 90%程度

回復することが確認できた（図-9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに、洗浄によってどの程度温度上昇抑制効

果が回復するかを確認するため、洗浄の前後の同

じような気温となる 2 日のレール温度変化を比較

した（図-10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 結果としては、洗浄前で 3℃程度だった効果が、

洗浄後に 7℃程度となった。塗布直後で 7～10℃程

度の効果が得られていたことから、初期段階に近

い状態まで回復したものと思われる。 

 これらの結果から、汚れの質や進行具合にもよ

るが、洗浄頻度は年 1 回あるいはオイルなどが混

在する汚れの状態が厳しい箇所では年 2 回程度で

効果を維持・回復するといった運用が可能と考え

られる。 

 
図-6 実軌道レールの温度測定例① 

 
図-9 実軌道における洗浄性確認結果 

 
図-8 実軌道でのレール最高温度毎の日数比較 

 
図-7 実軌道レールの温度測定例② 

 
写真-9 洗浄性確認試験結果（オイル汚れ） 

 
図-10 洗浄による効果の回復 



 また、表面性状に関しては供用約1年を経過し、

目視による確認ではあるが、大きな変化は見られ

ない。 

5.3 レール洗浄の実施例と効果 

 施工から約 1 年が経過した施工箇所（約 300m）

において、洗浄システムを用いたレール洗浄を実

施した。 
 
(1)施工性 
 搬入や搬出などの時間を除き、1.5時間で約300m
の区間を洗浄完了したことから、施工能力として

は時間あたり 200m 程度であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)洗浄効果 
 洗浄後の明度を測定し結果、初期値 97 に対して

85（約 88%）まで回復した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．まとめと今後の課題 

(1)当該工法の評価 
これまでの施工実績から、実軌道において以下

のことが確認できた。 
① レールの温度上昇抑制に効果があること 
・温度上昇抑制効果は、3～8℃程度 

②供用による汚れに対する洗浄性 

・供用後 1 年経過時でも汚れが落ちる 
③洗浄によって効果を維持・回復できること 
・洗浄後、温度上昇抑制効果が 3℃→7℃に回復 
当該工法の最大の目的であるレールの温度上昇

抑制効果は、施工箇所により差があった。施工地

域の日射角度、湿度等の環境による影響、また、

バラスト、枕木等軌道全体からの輻射熱による影

響との関連も検討の余地がある。 
 しかし、いずれの施工箇所においても、レール

温度上昇時の緊急出動回数は温度低減効果により

大幅に減る結果となった。 
 
(2)施工方法 
専用塗布機および洗浄システムにより、長い適

用箇所において人力施工に比べ安全で効率的な連

続施工が可能になった。今後、夜間の限られた規

制時間内の施工に対応するため、機械のシンプル

化や準備・撤去作業の簡素化について更に改善す

る必要がある。 
 
７．おわりに 

遮熱塗料は、節電・省エネへの関心の高まりか

ら省エネ塗料などとも呼ばれホームセンターなど

でも手軽に購入できるほど一般に普及している。

こうした塗料の普及はその利便性から、環境ビジ

ネスに新しい方向性を見出すこととなり、当該工

法を開発するきっかけの一つともなった。 
レールの張り出しという重大事故に繋がる事象

の防止策の中で、現位置で任意の箇所に塗料を塗

ることで効果があるとすれば、その機動性と利便

性は様々な箇所に適応する可能性を秘めていると

考える。 
今回、当該工法の開発にあたって、鉄道保線業

務の実態の一部に触れることができたが、昼夜問

わず公共交通の安全を管理する努力に敬意を表す

とともに、当該工法がその一助となれば幸いであ

る。 
 最後に、実軌道での試験施工および追跡調査に

御協力頂いた鉄道事業者の皆様に誌面を借りて御

礼を申し上げます。  
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写真-11 洗浄前後の状況 

 
写真-10 洗浄状況（ブラッシングユニット） 



 

３４．新型二軸撹拌混合機の開発とフィルダム堤体改修工事への導入 
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１．はじめに 

築造年代が古いフィルダムやため池は老朽化に

加えて，大規模地震の逼迫性や気候変動などの新

たなリスクの顕在化によって早急な改修を必要と

するものが多い。しかしながら，最近では堤体改

修に必要となる良質な築堤土を現場近郊で入手す

ることが困難になっており，また貯水池内に堆積

した底泥土の外部廃棄処分も困難な状況にある。 
砕･転圧盛土工法はこの問題を解決すべく開発

されたもので、底泥土をセメント系固化材により

固化改良して築堤土に活用し，堤体改修と底泥土

の除去処分を両立させた環境負荷の少ない工法と

して注目されている。 
従来方法では，トレンチャー型撹拌混合機を使

用して底泥土の初期固化改良を行っているが，ト

レンチャー型の課題として，施工能力と耐久性の

向上が求められていた。そこで新たに二軸回転型

撹拌混合機：DAM(DoubleAxialMixing)機の開発

を行い，大原ダム堤体改修工事（滋賀県）におい

て，砕・転圧盛土工法の初期固化工程となる撹拌

混合作業を DAM 機によって実施した。 

本稿では，DAM 機の撹拌混合性能と耐久性につい

て施工実績を示し，今後の展望について報告する。 
 

２．砕・転圧盛土工法の概要 

 砕・転圧盛土工法の概念図を図-１に示す。貯水

池に堆積している底泥土とセメント系固化材を撹

拌混合して「初期固化土」を生成する。一定の初

期固化日数 ts を経過させた固化途上にある初期固

化土を規定の最大粒径 Dmax に解砕して「解砕土」

を生成する。解砕土を一定層厚 35cm 程度に敷均し

転圧（この状態を「砕・転圧土」という）して築

堤を行う。ts と Dmax を適切に管理することで所

要の強度と遮水性を有する築堤土を人工的に製造

することが可能である。ダムサイト近傍での材料

調達を可能にしたことで，経済的にも環境面にお

いても優れた工法である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 砕・転圧盛土工法の概念図 

 
３．砕・転圧盛土工法の施工方法 

 大原ダムの堤体改修工事では，池内の貯水を空

にした後に，仮設工として工事用進入道路、固化

ピットヤード、スラリープラントヤードを造成し、

準備工として基礎トレンチと既設堤体の掘削を済

ませてから、砕･転圧盛土工法による築堤を実施し

た。砕・転圧土の原料土には，低泥土に堤体掘削

土を加えた混合泥土を用いた。図-2 に仮設配置図

を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 大原ダムにおける仮設配置図 
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砕・転圧盛土工法の施工は混合泥土の初期固化，

解砕，築堤の各工程からなる。 
（1） 初期固化工程 

混合泥土の初期固化は、固化ピット内に底泥土、

掘削土の順で原料土を投入し，固化材をスラリー

化して添加しながら，DAM 機で撹拌混合を行う。

目標強度や施工性に応じて，ts＝2～4 日間の初期

固化を行う。写真-1 は固化材スラリープラントで

施工規模から 2 組を準備した。写真-2 は DAM 機

による初期固化状況である。 
（2） 解砕工程 

 解砕工程は初期固化期間 ts だけ経過した初期固

化土をバケット式解砕機により掘削して最大粒径

Dmax=200mm で解砕しながら不整地運搬車に積込

みを行うものである。 
解砕機は、0.8m3 級バックホウをベースマシンと

して、写真-3に示す最大力 200kN の押土プレート

を装着した格子バケットをアタッチメントとした

もので、Dmax に合わせた寸法をもつ格子バケット

で掘削した初期固化土を押土プレートにより格子

間から押出して解砕・積込みを行うものである。

写真-4 にバケット式解砕機による不整地運搬車へ

の初期固化土の解砕･積込み状況を示す。 

（3） 築堤工程 

築堤工程は解砕土をバックホウで一層毎に撒出

し、ブルドーザで一定層厚 ΔH=35cm 程度に敷均し

てから、15t 級振動ローラにより、N=8 回転圧して

1 層ごとに築堤するものである。写真-5 に敷均し

状況を写真-6に転圧状況を示す。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 固化材スラリープラント（2組） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 DAM 機による初期固化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 バケット式解砕機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 初期固化土の解砕・積込状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5 解砕土の敷均し状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-6 振動ローラによる転圧状況 
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４．新型二軸撹拌混合機（DAM 機）の開発 

(1)従来機の課題 

 底泥土の初期固化にはこれまでトレンチャー式

撹拌混合機（撹拌翼をチェーンでつなぎ環状にし

て取り付け、これを上下に動かしながら回転して

掘削撹拌する機械）を使用することが多かったが，

施工能力およびメンテナンス上の課題があった。 
 施工能力については，日施工量が 200～250m3／

日と施工規模の小さいため池の改修には十分であ

っても，施工規模の大きいフィルダムの堤体改修

には撹拌能力が不足することがある。 
 摺動部が多いため，撹拌翼の磨耗だけでなく，

チェーン，スプロケット，ガイドローラなど磨耗

による交換費用がかさむ，入り組んだ構造のため

日々の清掃メンテナンスに時間が掛かるなど，メ

ンテナンス上の課題もあった。 
(2)開発目標 

 撹拌性能を向上するためトレンチャー型機をそ

のまま大型化する方法も考えられるが、ベースマ

シンが大型化し通常のトレーラーによる運搬が不

可能になり汎用性が損なわれてしまう問題がある。

また、トレンチャー型機は、もともとヘドロのよ

うな超軟弱土の固化を目的に開発されてきた経緯

からわかるように、底泥土に掘削土を混合したよ

うな砂礫分の多い混合泥土を固化するには撹拌ト

ルクが不足する場合もある。そこで新型撹拌機は

まったく新しい構造で，以下に示す 4 つの項目を

開発目標とした。 

①ベースマシンは 1.4m3級バックホウを使用する。 

②撹拌能力は 400～450m3/日とする。 

③撹拌部が構造的に頑丈である。 

④メンテナンス作業を簡素化する。 

(3)DAM 機の概要 

DAM機による撹拌混合は深さ 2.5m×幅 5.0m程

度の固化ピット内で行う。ベースマシン 1.4m3 級の

バックホウに装着し，撹拌部分を鉛直方向および

前後方向に繰返し移動させながら，混合泥土とス

ラリー化した固化材を混合する。そのため図-3 に

示す可動域を確保した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 DAM 機を装着した固化改良機 

DAM 機の撹拌部は、図-4 に示すような門型の

フレーム構造となっており，撹拌用の回転軸を

上・下 2 段に配置している。駆動モータは門型フ

レームの上部に取り付けており，2 本の回転軸に

対して 2 つの駆動モータで個別に駆動する方式と

した。固化材の噴射口は下段の回転軸付近に 2 箇

所設けており，均質な混合撹拌が可能な構造とな

っている。（写真-7） 
撹拌翼は耐久性に優れるパドル型と、撹拌の均

一性に優れるチョッパー型の 2 種類とし、上・下

段の回転軸で使い分けることとした。下段軸は撹

拌部を底泥土中に押し込むため，パドル型のみを

使用することにした。上段軸には混合泥土の性状

に応じてパドル型あるいはチョッパー型のうちか

ら選択するものとし、砂礫分のような粗粒子を含

む底泥土、あるいは掘削土等を加えた混合泥土の

ように撹拌抵抗が大きい場合にはパドル型を、高

含水比な底泥土のように撹拌抵抗が低い場合には

チョッパー型を選択できるようにした。 

撹拌軸の回転方向は、撹拌中の抵抗を少なくす

るためや、多様な撹拌パターンが達成できるよう

に、上・下軸がそれぞれ独立に正・逆回転できる

ようにした。また、回転速度は掘削撹拌を伴う下

段軸を低速回転（最大56rpm）、撹拌抵抗が小さい

上段軸を下段軸の約1.3倍の高速回転（最大71rpm

）とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 DAM 機撹拌部構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7 撹拌軸およびスラリー噴射口 
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 写真-8 に DAM 機を施工重機に取付けた状況を

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-8 DAM 機取付状況 

 

５．DAM 機の撹拌性能確認試験 

(1)撹拌速度の影響 

DAM 機に要求される性能として，均一な初期固

化が可能であることを確認するため、撹拌速度を

変えた試験施工を実施した。試験施工は図-5 に示

した幅 5m×長さ 10m×深さ 2.5m の固化ピットを

準備し，長さ 2m 毎に 5 列に区分した P1～P5 のエ

リアでそれぞれ撹拌時間を変更して撹拌混合した。 

 固化材の添加量は室内配合試験を事前に行い，

目標とする一軸圧縮強度を 706kN/m2とし，このと

きの固化材添加量 126kg/m3が得られた。現場配合

強度は，室内試験時の混合条件と現場での混合条

件の相違を補正するため，室内配合試験の 1.5 倍

の割増し強度 1059kN/m2，このときの固化材添加量

から 168kg/m3を現場配合量として決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 撹拌性能試験，固化ピットの形状 

 

 固化ピットの区画 P1～P5 において撹拌時間を

t=12～40 分として撹拌速度を 150～37.5m3/h の範

囲で変化させた。固化材添加流量も撹拌時間に合

わせて変化させ，配合量がトータルで一定になる

ように撹拌混合を実施した。（表-1） 

 

表-１ 固化ピット内各区画の撹拌時間 

ピット 撹拌時間 撹拌速度 固化材
区分 ｔ 添加流量

（min） (m3/h) （l/min）

P1 12 150 462

P2 15 100 370

P3 20 75 277

P4 30 50 185

P5 40 37.5 139
 

 

ピット内の各列の強度を調べるために、固化材

を添加した直後のまだ固まらない状態にあるうち

に、ピット内各列の深さ約 50cm に内径 D=75mm
長さH=150mmの真鍮製シンウォールチューブを4
箇所埋設、翌日掘り出して採取し，上・下端面を

整形して供試体を準備した。供試体は試験室に保

管し、10 日目に一軸圧縮試験を実施した。 

試験から得られた強度 qu と撹拌時間 t の関係を

図-6 に示す。図中には目標強度と現場室内強度比

に相当する割増し強度の範囲を示してある。図か

ら、撹拌時間が増加するほど、強度のばらつきが

少なくなり、平均強度がやや増加する傾向にある。

撹拌速度が 100m3/h をこえると目標強度を下回る

箇所が発生していることが分かった。この結果か

ら実施工では 10％の余裕を考慮して，撹拌速度の

最大値を 90m3/h で管理することとした。 

図-6 撹拌時間と初期固化強度の関係 
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現場固化試験　OSダム混合泥土（nV=1.50 ）
　        初期固化土：t=tS=10日
　　　固化材：セメント系(高有機質土用)
　　　スラリー添加：w/c=1.0
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実施工：90m3/hr.以下

 

 



(2)ピット内の固化強度の均一性 

 固化ピット内の各位置で均一な初期固化ができ

ることを確認するため，平面内の各位置と、深さ

方向の強度分布を調査した。 

図-7に示す幅5m×長さ16m×深さ2.5mのピット

内で一定の撹拌速度 75m3/h により撹拌混合し、ピ

ット平面内の各位置 A1～A8 と、ピット中央部の位

置Bから供試体を採取して一軸圧縮試験を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 ピット内の固化強度の均一性比較 

 
 
 
 
 

 

 

 図-8 にピット内の平面的な強度の変動を調べた

試験結果を示す。試料採取位置 A1～A4 の結果を

白抜き記号（□◇○△）により、A5～A8 の結果を

黒塗り記号（■◆●▲）によりそれぞれ表示して

いる。各位置の強度分布は、目標範囲内にあるこ

とがわかる。また，図-9 に深さ方向の強度分布を

示す。こちらも強度はすべて目標強度範囲である

ことが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 固化ピット内の平面的な強度の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 固化ピット内深さ方向の強度分布 

 

６．DAM 機の施工実績 

 試験施工によってDAM機の撹拌性能を確認し，

初期固化工程に導入した。実施工で用いた固化ピ

ットは幅 5m×長さ 20m×深さ 2.5m とし（図-10）， 

1列分の改良幅を2mとして25m3毎に初期固化を行

う。撹拌速度 90m3/h を目安に 1列毎の撹拌時間を

17 分以上と規定し，スラリー供給流量を設定して

配合管理を行った。1 日の施工量は固化ピット 2

つ分に相当する 500m3を目安とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 固化ピットの形状 

 

月別の固化処理量を表-2 に示す。施工中に撹拌

羽根の交換を 1 回実施しており，第 1 セットの施

工量は10,651m3，第2セットの施工量は27,464m3，

トータル 38,115m3の初期固化改良を DAM 機によ

って実施した。 
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表-2 月別固化処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真-9 に羽根交換時の状況を示す。撹拌羽根の

交換作業は羽根 1 枚につき 4 箇所のボルトを取外

して，取り替えるだけの作業であるため，容易に

交換作業が行える。交換作業は羽根総数 37 枚を 2

名で半日程度であった。撹拌軸やフレーム部材の

損耗箇所はほとんど認められなかった。損耗部材

としては，撹拌翼と回転軸取付部の土砂シールの

みで済むため，メンテナンス工程はトレンチャー

型と比較して簡素化が図れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-9 DAM 機の撹拌羽根交換状況 

 

羽根磨耗量は 1000m3あたり 2mm 程度であった。

表-3に磨耗量の実績を示す。 

 

表-3 DAM 機の羽根磨耗量実績 

 

 

 

 

 

 

 

 稼働時間の平均は 6.5 時間で，従来のトレンチ

ャー方式と比較すると施工後の清掃作業に要する

時間が 0.5 時間短縮されたため，施工量の日平均

は 500m3/日以上の結果が得られた。表-4に施工実

績を示す。 

表-4 施工実績（日平均および時間平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 DAM 機の開発目標として掲げた撹拌能力を上

回る結果を得ることができ，品質においても十分

な撹拌性能を有することが確認できた。耐久性お

よびメンテナンス性も向上し，砂礫分を多く含む

混合泥土の固化処理にも対応できることが実施工

において確認できた。 

 

７．おわりに 

 二軸撹拌混合機（DAM 機）の開発経緯と大原ダ

ム堤体改修工事における施工実績を報告した。開

発目標とした撹拌性能を有し，品質においても均

質な撹拌混合が可能であることが確認できた。 

耐久性やメンテナンス性の向上を図るため，従

来とはまったく異なる構造を採用し，構造の簡素

化によって清掃時間を短縮できたことは結果的に

は大きなメリットであった。特に大規模なフィル

ダムの改修工事になるほど施工期間も長くなるた

め施工性，経済性の面で優位な撹拌混合装置であ

ると考える。 

 DAM 機は砕・転圧盛土工法の初期固化工程に使

用する目的で開発されたものであるが，砕・転圧

盛土工法に限定されるものではなく一般の土壌改

良工事への適用も可能である。今後の展望として

ガソリンスタンド跡地におけるベンゼン除去工事

など汚染土壌改良への適用など，適用範囲の拡大

を図っていきたいと考える。 
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撹拌羽根第1セット 撹拌羽根第２セット
月計 累計 月計 累計

（m
3
） （m

3
） （m

3
） （m

3
）

4月 2,285 2,285

5月 4,942 7,227

6月 3,424 10,651

6月 2,086 2,086

7月 9,720 11,806

8月 12,836 24,642

9月 2,822 27,464

稼動月

 

施工量 磨耗量 磨耗率

m3 mm mm/1000m3

第1セット 10,651 26 2.44

第2セット 27,464 46 1.67

合計 38,115 平均  36 平均  2.06  

月別 日平均 時間平均

施工量 m
3
／日 m

3
／ｈ

4月 2,285 5 457.0 76.2

5月 4,942 10 494.2 82.4

6月 5,510 11 500.9 83.5

7月 9,720 18 540.0 83.1

8月 12,836 23 558.1 85.9

9月 2,822 5 564.3 86.8

稼働日月

 



 

３５．自走装置を用いた樋門函体の３次元変位計測技術の開発 

 

 
 

(独)土木研究所 寒地土木研究所 ○小宮山 一 重 

(独)土木研究所 寒地土木研究所  牧 野 正 敏 

(独)土木研究所 寒地土木研究所  山 﨑 貴 志 
 
 
１．はじめに 

北海道には泥炭性軟弱地盤が広く分布（図-1）
しており，長期にわたり沈下する特性を有してい

る 1)。 

泥炭性軟弱地盤における河川構造物の樋門・樋

管では，地盤沈下により函体周辺に空洞が発生し，

その空洞が水みちとなり，洪水時には破堤を引き

起こし大きな災害を発生させる要因となる 2)。 

この対策として，建設省（現国土交通省）より，

「樋門の新設・改築にあたっては，原則として柔

構造樋門とするものであること」と通達 3)されて

おり，今後は柔構造樋門の設置数が増えていくと

想定される。 

柔構造樋門・樋管の建設では，動態観測として

函体沈下量と函体継手部の開きなどを盛土完了後

6 ヶ月程度まで人力で計測している。 

函体内には，沈下測定鋲と継手変位測定鋲が設

置されており，函体沈下量は沈下測定鋲の高さを

レベルとスタッフを用いて計測し，函体継手部の

開きは，継手双方に設置されている継手変位測定

鋲間を金尺などを用いて計測している（写真-1）。
しかし，計測値は 1 次元であるため変位方向が判

別しづらいという難点があるほか，函体高さが

1.5m 以下の小規模な函体内での計測作業は苦渋を

伴っている。 

平成 22 年度現在，国土交通省北海道開発局で管

理している樋門・樋管 1,480 箇所 4)のうち，函体の

高さ・口径が 1.5m 以下の数は約 800 箇所(54.1%)

と半数以上を占めている(図-2)。 

このことから，函体の詳細な動態把握と函体内

における人力作業の軽減を目的に，トータルステ

ーション（以下，TS という）と小型クローラ式自

走装置（以下，自走装置という）を用いて，函体

内の測定鋲の座標を 3 次元(X,Y,Z)で計測する「変

位計測技術」を開発した。 

 

 

 

 

図-1 北海道の泥炭性軟弱地盤分布図 1) 

 

 

写真-1 沈下測定鋲の沈下量計測状況（左側）と 

継手変位測定鋲間の開き計測状況（右側） 

 

 
図-2 北海道開発局管理の樋門・樋管における 

函体高さ，口径別割合 



２．変位計測システム概要 

測定鋲の座標を 3次元(X,Y,Z)で計測する方法と

して，TS を函体の外（吐き口側または呑み口側）

に設置し，測定鋲を直接視準する方法がある。し

かし，連結している函体では，撓みや継手部のゴ

ムが大きく変形している場合があるなど，測定鋲

を TS で直接視準することが困難であるため，函体

内で計測する技術が必要である。併せて，小規模

函体内における人力作業の軽減を図るために，小

型機械をベースにした函体内の測定鋲を計測する

システムとした。 

システム構成は，変位計測装置を搭載して函体

内を走行する「自走装置」，自走装置に搭載する計

測部の「変位計測装置」，変位計測装置の操作，座

標の算出を行う「変位計測ソフト」，計測したデー

タを管理する「帳票管理ソフト」とした（図-3，
図-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 変位計測システムによる計測イメージ図 

 

 

 

図-4 変位計測システム機器構成図 

 

2.1 自走装置 

変位計測システムのベースとなる自走装置は，

次の条件を満たす自走装置（写真-2）を用いて，

小規模函体内での計測作業を効率的に行うための

改造を施した（写真-3，表-1）。 

選定条件 

①防水性を有すること。 

②無線通信による遠隔操作が可能であること｡ 

③カメラ画像で函体内の状況を確認できること。 

 

 
写真-2 自走装置（改造前） 

 

改造箇所 

①計測装置搭載用キャリアの取付（伸縮式） 

②点検用カメラの移設 

③走行用カメラの増設 

④照明装置の増設 

⑤計測・照明装置用電源 BOX の増設 

 

 

写真-3 自走装置（改造後） 

 

表-1 自走装置主要諸元 

 本　体

寸　法 　W350×D452×H588～838mm（伸縮式）

質　量 　25.7kg

積載質量 　20.0kg以下

動力源 　ニッケル水素バッテリー(7.2V)×４本

駆動方式 　電気モータ×２個

走行速度 　最高　1.49km/h（24.8m/min）

　カラー　32万画素

　ﾊﾟﾝ（左右）±175度、ﾁﾙﾄ（上下）0～-120度

照　明 　LED 6.4W×3灯

　ニッケル水素バッテリー(7.2V)×４本

　（計測装置用２本、照明用２本）

保護等級 　IP67（クローラ部）

 操作装置

　防水型ノートパソコン

　コントローラ

 通信方法

無線LAN 　IEEE.802.11g

点検用
カメラ

操作装置

走行用
カメラ

　カラー　32万画素

計測装置・
照明用電源

乗越え可能
最高段差

80㎜

 

 

2.2 変位計測装置 

変位計測装置は，電動雲台，レーザー距離計等

を用いて構成した（写真-4）。また，測定鋲の座標

を計測するには，変位計測装置の向き，傾きを把

握する必要があることから，三角測量の原理を応

用し，レーザー距離計に取付けた三角板を用いて

端部 3 点を計測して測定鋲の座標を求めるシステ

ムとした（図-4）。 

函体外 

視準 

無線通信 

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ 
函体内 測定対象鋲 

自 走 装 置

カメラ視野 

計測値 

操作用 PC 

三角板 

 レーザー距離計 RS-232C 

変位計測装置 

函体 

沈下測定鋲 
継手ゴム 

視準 

継手変位測定鋲 

点検用カメラ 

走行用電源 BOX 

（内蔵） 

伸縮部 

点検用カメラ 
照明装置 

装置用 

電源 BOX 

走行用 

カメラ 

計測装置用 

キャリア 

走行用電源 BOX 

（内蔵） 



三角板には，端部 3 点の視準点として，測量で

用いられている反射シールを貼り付けた（写真-5）。
また，端部 3 点間の距離は極力離した方が計測精

度の向上に繋がるが，大きすぎると小規模函体内

での計測に対応することができなくなってしまう

ため，函体断面サイズに応じて三角板を使い分け

ることができるように，3サイズ（200mm×300mm，

200mm×400mm，200mm×700mm）を製作した。 
なお，変位計測装置の動作制御及び座標算出は，

変位計測ソフトで行う。 
 

 
写真-4 変位計測装置 

 

 
写真-5 三角板(200mm×700mm） 

 
2.3 変位計測ソフト 

変位計測ソフトは，電動雲台とレーザー距離計

の制御，座標の算出を行う。測定鋲の座標は，函

体の外（吐き口または呑み口側）に設置した TS 器

械点の座標（X,Y,Z）を基に，次の①～③の計測値

を用いて算出する。 
① TS と変位計測装置間の距離 
② 変位計測装置の方向角 
③ 変位計測装置と測定鋲間の距離 

2.4 帳票管理ソフト 

変位計測ソフトで算出した座標値を取込み，沈

下測定鋲と継手変位測定鋲の座標値を一つの帳票

で管理することができる。 
 

３．変位計測システム計測試験（動作確認試験） 
変位計測システムの自走装置の操作性及び計測

精度を検証するため，寒地土木研究所構内で，断

面形状 1.2m×1.2m，延長 50m の樋門を想定し，0
～50m 地点まで 10m 間隔で測定鋲を各 3 箇所ずつ

設置して，計測試験を行った（図-5）。 
測定鋲を TS で直接視準した計測値を真値とし

て計測値の差を検証した結果を表-2 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 試験イメージ図 

 

試験結果から，自走装置の無線通信による遠隔

操作及び点検用カメラ画像で測定鋲におけるレー

ザー光の照射状況を確認する方法で，50m 地点（自

走装置操作場所からは 60m 程度）までの計測を行

えることを確認した。 
計測精度は 0～40m 地点の平均値が約 3～4mm，

50m 地点の平均値が約 6mm となった。この計測精

度は，一般的に土木工事の GNSS 測量に用いられ

ている RTK 法の公称測定精度（±20mm+2×10-6

×測定距離）5)，スタティック法の公称測定精度（2
周波：±5mm+1×10-6×測定距離，1 周波：±

10mm+2×10-6×測定距離）5)と同等の精度であると

いえる。 
 

４．変位計測システム計測試験（現場適用性試験） 
変位計測システムの現場適用性試験を実樋門 4

箇所（表-3）で実施した。 

 

 

表-2 変位計測システム計測精度 

左 上 右 左 上 右 左 上 右 左 上 右 左 上 右 左 上 右
軸
方向

5.00 0.40 2.30 4.25 1.00 1.15 3.85 1.75 3.25 7.20 2.25 3.05 4.45 1.55 3.05 7.20 4.45 2.80 3.28

断面
方向

0.20 2.20 6.95 6.20 5.60 5.15 5.65 2.60 10.40 3.60 4.15 7.85 5.55 1.90 10.50 12.10 3.70 9.05 5.74

鉛直
方向

2.00 4.00 1.50 3.50 5.00 3.50 2.00 4.00 1.50 1.50 3.00 1.00 0.50 4.50 2.00 4.00 7.00 3.50 3.00

平均 2.40 2.20 3.58 4.65 3.87 3.27 3.83 2.78 5.05 4.10 3.13 3.97 3.50 2.65 5.18 7.77 5.05 5.12 4.01

平均 4.01

0m 10m 20m 30m
地点

平均
(0-50m)

2.73 3.93 3.89 3.73 3.78 5.98

40m 50m

 

※TS 直接視準による計測値を真値とした場合の差 

三角板 電動雲台 

レーザー距離計 

反射シール 

700mm 

2
0
0
mm
 

TS 

50m 

40m 

30m 

10m

0m

測定鋲右 

（継手変位鋲を想定） 

1.2m 

1.2m 

20m 

10m

軸方向 

横断方向 

鉛直方向 
測定鋲上 

（沈下測定鋲を想定）

測定鋲左 

（継手変位鋲を想定） 



計測精度を検証するため，計測は次の 3 種類に

よる方法で実施した。 

①変位計測システムによる計測 

②TS 直接視準による計測 

（TS で測定鋲を直接視準） 

③従来手法による計測 

（レベルとスタッフ及び金尺を用いる） 

 

ただし，②において TS から測定鋲が直接視準で

きない場合は，測量道具（ピンポールとプリズム

（写真-6）を測定鋲にあてて計測を行った。 

 

表-3 試験実施場所 

管理 

事務所名 
樋門名 断面形状 

水 深（cm） 

堆砂厚（cm） 

札幌河川 

事務所 
小沼川樋門 

Φ1.6×24.5m 

～1 連 

1～10 

7 

岩見沢河川 

事務所 
昭栄樋門 

1.5×1.5×92.0m 

～1 連 

11～17 

0 

千歳川河川 

事務所 

志文別樋門 
3.0×3.0×47.0m 

～2 連 

3～14 

0 

南８号樋門 
1.5×1.5×62.5m 

～1 連 

6～22 

0 

 

 

 
写真-6 ピンポールとプリズムを用いた計測状況 

 

試験状況を写真-7～11 に，「変位計測システムに

よる計測値」と「TS 直接視準による計測値」との

差を表-4 に，「変位計測システムによる計測値」及

び「TS 直接視準による計測値」と「従来手法によ

る計測値」との差を表-5 に示す。 
 

 
写真-7 函体内の変位計測装置を TS で視準している状況 

 

 
写真-8 樋門函体内（H=1.5m）計測状況 

        （遠くに見えるのが函体外の TS） 

 

 
写真-9 樋管函体内（内径 1.6m）計測状況 

 

 
写真-10 測定鋲にレーザー光を照射している状況(左) 

 

ピンポール 

プリズム 



 
写真-11 操作用 PC による測定鋲確認状況 

 

表-4 TS 直接視準による計測値との差 

（単位：mm） 

樋門名 

沈下測定鋲と継手変位測定鋲 

測定 

点数 

計測差 

軸 
方向 

横断 
方向 

鉛直 
方向 

平均 

小沼川樋門 
(延長 24.5m) 

18 0.1 2.9 3.1 2.0 

昭栄樋門 
(延長 92m) 

57 0.6 4.6 5.0 3.4 

志文別樋門 
(延長 47m) 

44 1.2 3.9 3.1 2.7 

南８号樋門 
(延長 62.5m) 

32 0.1 5.2 6.3 3.9 

平 均 値 － 0.5 4.2 4.4 3.0 

※TS 直接視準による計測値を真値とした場合の差の平均値 

 

表-5 従来手法による計測値との差 

（単位：mm） 

樋門名 

沈下測定鋲 継手変位測定鋲 

変位計測

システム 

ＴＳ 

直接視準 

変位計測

システム 

ＴＳ 

直接視準 

測定 

点数 

計測

差 

測定 

点数 

計測

差 

測定 

点数 

計測

差 

測定 

点数 

計測

差 

小沼川樋門 
(延長 24.5m) 

6 3.2 6 4.2 6 1.7 6 2.5 

昭栄樋門 
(延長 92m) 

12 2.3 10 5.8 21 5.6 20 4.6 

志文別樋門 
(延長 47m) 

14 3.4 10 0.6 15 5.5 11 1.7 

南８号樋門  
(延長 62.5m) 

8 9.4 8 1.9 12 4.6 12 5.6 

平 均 値 － 4.6 － 3.1 － 4.4 － 3.6 

※従来手法の計測値を真値とした場合の差の平均値 

※継手変位測定鋲は，二対で 1点とした 

 

試験結果から，自走装置を用いて，延長 90m 程

度の狭い函体内においても，無線通信による遠隔

操作及び点検用カメラ画像で測定鋲におけるレー

ザー光の照射状況を確認する方法で計測を行える

ことを確認したが，走行性等に関する課題が判明

した。課題については次項で述べる。 

計測精度については，「TS 直接視準による計測

値」との差（表-4）は，横断方向が 4.2mm，鉛直

方向が 4.4mm と軸方向の 0.5mm に比べ，大きい結

果となった。 

樋門別にみると，昭栄樋門及び南 8 号樋門での

差が横断方向と鉛直方向で大きくなっている。こ

の要因は，TS 直接視準による計測時に用いた測量

道具（ピンポールとプリズム）での計測は，ピン

ポールを手で持ち（写真-6），鉛直及び水平調整を

目視で行ったため，計測誤差が大きくなったと推

定される。 

よって，計測距離が 90m 未満程度であれば，計

測距離と誤差の相関関係は無いものと判断する｡ 

また，従来手法による計測値との差（表-5）で

は，計測手法の違いによる明確な差は現れなかっ

た。 

実樋門における変位計測システムの計測誤差は

次の要因で生じると考えられるが，GNSS 測量

（RTK 法，スタティック法）の公称測定精度と同

等であるため，変位量の管理には有効な精度とい

える。 

①変位計測システムの計測誤差 

（TS，レーザー距離計の機器の計測精度を含む） 

②TS による三角板計測時の視準誤差 
③レーザー距離計のレーザー光を測定鋲中心に

合わせる時の誤差 

④測定鋲表面の凹凸等によるレーザー距離計の

誤差 

⑤水流に起因する自走装置の振動による誤差 

 

５．課題及び対応策 
現場適用性試験から，次の課題が判明した。 

①函体内における自走装置の走破性及び防水性 

自走装置は 80mm 程度の段差を乗り越えるこ

とが可能だが，函体継手ゴムの変形により函体

底版の段差が大きい箇所(写真-12)や土砂が堆積

した箇所では，人力による走行の補助が必要で

あった。また，クローラ部は防水性能(IP67)を有

しているが，2 時間程度水没した状態では，走行

用電源 BOX キャップの取付部から，自走装置内

に水が侵入した場合があった。 

 
写真-12 函体継手ゴムの変形で生じた段差（H=120mm） 

継手ゴム 



 

②高い位置に設置されている測定鋲の計測誤差 

翼壁など，函体の外の高い位置に設置されて

いる測定鋲（写真-13）の計測は，レーザー距離

計との距離が遠くなるため，点検用カメラの画

像では測定鋲の中心に照準を合わせることが難

しくなり，計測誤差が大きくなる可能性がある

ことがわかった。 

 

 

写真-13 高い位置に設置されている測定鋲 

 

③測定鋲の形状による影響 

実樋門に設置されている測定鋲は，樋門毎に

「大きさ」や「形状」が異なっており（写真-14），
中心に凹凸がある測定鋲の計測では，レーザー

距離計のレーザー光が影響を受けて反射光を受

光できず，計測できない場合があり，自走装置

の位置をずらし，再計測を行った。 

 

   

   

写真-14 実樋門に設置されている測定鋲 

 

 

これらの課題の対応策として，次のことが考え

られる。 

①に対しては，本研究で用いた自走装置よりも

走破性，防水性が高い機種を用いることで，対応

が可能と考える。 

②に対しては，測定鋲が函体の外に設置されて

いるため，レーザー光の位置を直接目視で確認す

ることで，計測精度を維持できる。 

③対しては，測定鋲の設置時に，表面に凹凸が

無い形状を選定することで回避できる。 

 

６．おわりに 

柔構造樋門・樋管の動態観測において，沈下量

と継手部の開きの計測は人力で行われ，計測値（変

位量）は 1 次元で管理されている。また，小規模

な函体内での作業は，苦渋性を伴っている。 

本技術の開発により，測定鋲の座標を 3 次元

（X,Y,Z）で計測することが可能となり，函体の動

態を詳細に把握することができる。また，自走装

置を用いることで，函体内における人力作業の軽

減に寄与できるものである。さらに，河川工事に

おける情報化施工技術の一般化に向けた普及推進

が図られている 6)ことから，河川構造物の維持管

理においても 3 次元座標での管理が求められてく

ることも想定され，本技術の活用が期待できる。 

今後は，実樋門で計測を試行することにより，

樋門・樋管の維持管理に貢献していきたい。 
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３６．凍結防止剤散布作業時の連続路面すべり抵抗値計測試験について 
 
 
 (独)土木研究所寒地土木研究所 ○岸 寛人 
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１．はじめに 
積雪寒冷地では冬期の凍結路面対策として，凍

結防止剤散布車等を用いた凍結防止剤と防滑材の

散布が行われている。散布の実施形態には，凍結

箇所を事前に予測して散布する「事前散布」と，

凍結が発生している箇所に散布する「事後散布」

がある。このうち，事後散布の実施判断は，道路

巡回や凍結防止剤散布車オペレータの目視による

路面状態判別に基づいているが，「凍結しているの

か濡れているだけなのか」など判別が難しい路面

状態や個人差があるため，凍結箇所の見落としや

凍結していない箇所への過剰散布の可能性がある。

また，道路巡回等による路面状態判別から出動，

散布までに時間を要するため，すべりやすい路面

状態が続くことがある。 
そこで，当研究所では路面のすべり抵抗値を計

測することにより凍結路面を客観的に判別し，散

布が必要な箇所に的確に凍結防止剤等を散布する

技術の開発を行っている。本稿では，凍結防止剤

散布車に「連続路面すべり抵抗値測定装置（以下，

CFT-UT: Continuous Friction Tester - Under Truck）」
を取り付け，試験道路にて実施した 5 種類の路面

のすべり抵抗値計測試験の結果および，実際の凍

結防止剤散布作業中の路面のすべり抵抗値を計測

した結果について報告する。 
 

２．連続路面すべり抵抗値測定装置の概要 
路面のすべり摩擦係数の標準的な測定装置とし

て利用されている「すべり試験車」や「加速度計」

は，測定輪や測定装置を搭載した車両に制動をか

けて計測を行うため，断続的な地点での計測とな

る１）。一方，凍結防止剤散布車による散布作業は，

走行しながら実施するため，路面のすべり摩擦係

数を測定する度に制動をかける必要がある測定装

置を凍結防止剤散布車に適用することは現実的で

はない。そこで当研究所では連続的に路面のすべ

り抵抗値を計測できる CFT-UT の凍結防止剤散布

車への導入について検討を行っている。 
CFT-UT とそれを搭載した凍結防止剤散布車を

図-1 に示す。図-1 中央下が CFT-UT 本体であり，

測定輪とセンサが組み込まれたハブ，鋼製フレー

ム，装置の昇降と衝撃を緩衝する油圧ユニットに

より構成されている。凍結防止剤散布車へは図-1
上のように，後前軸の直前の位置に取り付けた。 

 

図-1 CFT-UT と CFT-UT を搭載した凍結防止剤散布車 

および計測原理 
 

表-1 CFT-UT 主要仕様 

 
CFT-UT の計測原理を図-1 右下に示す。CFT-UT

の測定輪は車両進行方向に対して傾きをもたせて

取り付けられている。そのため，走行中は常に斜

めに引きずられながら回転することになり，測定

輪の軸方向には横力が発生する。この横力をハブ

内のセンサにより計測し，すべり抵抗値（以下，

HFN: Halliday Friction Number）に換算する。HFN

CFT-UT 
制御・表示部 

CFT-UT 
測定輪 

進行方向 傾き 
1～2 ﾟ 

＜計測原理＞ 

横力 

測定輪 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
114        70        50       19 

寸　　法 (長さ)1.2m×(幅)1.3m×(高さ)1.2m

重　　量 約230kg(油圧ユニット約30kg)

測定タイヤ 205/65R15

測定可能
温度範囲

-54℃～121℃

出力データ
計測開始からの走行距離,

すべり抵抗値, ステアリング角, 速度
データ

出力間隔
0.1s, 1s, 2s, 5s, 10sから選択



は路面温度 0℃の乾燥路面を 90，無負荷状態を 0
とし，その間を 90 等分して路面のすべりを数値化

するもので，すべりやすい路面ほど小さい値を示

す。HFN は運転室内に取り付けられた CFT-UT 制

御・表示部（図-1 左上）に表示される。CFT-UT
はステアリング角（操蛇角）の計測も行っている。

これは CFT の構造および計測原理上，ステアリン

グ角の絶対値が 16 度以上では HFN が正しい値を

示さないため，この範囲の計測値を除外する必要

があるためである。なお，ステアリング角の除外

範囲は車両ごとに異なるため，キャリブレーショ

ン時に設定する必要がある。表-1 に示す HFN 以外

の出力データも CFT-UT 制御器に収集され，パソ

コン等と接続することにより，記録およびリアル

タイム表示ができる。 
 

３．すべり抵抗値による路面状態分類試験 
平成 22 年 1 月，苫小牧寒地試験道路にて，乾燥，

湿潤，圧雪，氷膜，氷板の 5 種類の路面を作成し，

CFT-UT を凍結防止剤散布車に取り付け HFN の計

測を行った。図-2 は乾燥－氷膜－乾燥と路面状態

が変わる試験区間を時速 20km で走行した場合の

計測結果である。乾燥路面から氷膜路面へ入ると

HFN が約 50 程度低下していることがわかる。また

同図で，ステアリング角が大きく下がっている部

分では HFN が変化していないが，これはステアリ

ング角が-16 度を下回り，HFN を除外したためで

ある。  
 

図-2 乾燥と氷膜路面における計測結果の一例 

（データ記録間隔：10Hz） 

 

図-3 路面状態別すべり抵抗値 

また，前述の 5 種類の路面について，すべり抵

抗値の計測試験を行い，路面別に集計した結果を

図-3 に示す。この図から，HFN＝50 付近を境に乾

燥や湿潤などの比較的すべりにくい路面と，圧雪

や氷膜，氷板などのすべりやすい路面を区別する

ことができる可能性がある。 
 
４．凍結防止剤散布作業時のすべり抵抗値計測試

験 
4.1 試験概要 

路面のすべりやすさと散布作業の関係の実態調

査を行うことを目的として，北海道深川市の一般

国道 12 号と 233号で実際の凍結防止剤散布作業を

行う凍結防止剤散布車に CFT-UT を取り付け，平

成 23 年 1 月～3 月にすべり抵抗値計測試験を行っ

た。主な計測項目は表-2 のとおりであり，これら

を計測するセンサ及び記録装置を凍結防止剤散布

車に取り付けた。凍結防止剤散布車のオペレータ

には，HFN とは無関係に通常の散布作業を行って

もらい，その内，散布スイッチ ON/OFF 信号等を

記録装置に記録した。 
 

表-2 主な計測項目 

 
本稿では，HFN と散布スイッチ ON/OFF 信号を

比較することで，路面のすべりやすさとオペレー

タの目視判別により散布した位置との関係につい

て調査を行った結果について述べる。 
4.2 解析手法 

散布作業は毎回，一般国道 12 号（往復約 34km）

および 233 号（往復約 40km）の決まった範囲で行

われる（図-4）が，GPS が計測する凍結防止剤散

布車の走行軌跡は少しずつ異なる。そこで，図-4
の地図上の範囲を格子状に区切り，各格子内の中

心座標（緯度・経度）をその格子の位置座標とし

て与え，同一格子内に含まれるデータは同一位置

のデータとして扱った。本解析では，地図の経度

方向距離を約 30km，緯度方向距離を約 20km，格

子幅を 40m に設定した。 
次に，HFN と散布スイッチ ON/OFF 信号の比較

手法について述べる。3 章で述べた，5 種類の路面

状態におけるすべり抵抗値計測試験の結果から，

すべりやすい路面とすべりにくい路面の閾値を
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HFN ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ角 

速度 

乾燥路面 乾燥路面 氷膜路面 

試験道路上のキロポスト 

計測項目 検出方法

位置座標 GPSによる

すべり抵抗値(HFN) CFTによる

散布スイッチ
ON/OFF信号

オペレータが散布スイッチを押したタイミン
グを検出

散布材放出信号
散布剤放出部に取り付けた光電センサに
より、散布材がセンサ前を通過したタイミ
ングを検出

路面温度 路面温度計による



HFN=50 とした。しかし，既出の図-2 に見られる

ように HFN は 1 秒に 10 回記録しており，小刻み

に変動する。そこで，HFN の閾値に下限値（HFN
＝45）と上限値（HFN＝55）を設け，その間は本

比較の対象外とし，さらに HFN データの 10 個毎

の移動平均を取り，データを平滑化した。そして，

これらの閾値を用いて，表-3 のようにデータを 5
つのパターンに分類した。表-3 の 1～5 のパターン

それぞれの出現回数を前述の格子内毎に集計し，

出現率として表すことで，「すべりやすくなりやす

い箇所（HFN＜45 の出現率が高い箇所）」や「すべ

りやすい箇所と散布している箇所は一致している

のか」などについて調査した。結果については 4.4
節で述べる。 

 

図-4 対象凍結防止剤散布車の作業工区と解析に用いた 

地図範囲および格子化イメージ（黒い実線）．破線枠

および枠内の(a)，(b)は 4.3 節の図-5 に対応 

 

表-3 すべり抵抗値と目視判別による散布箇所の比較の 

ためのパターン分類 

 
4.3 散布指定箇所調査 
当該工区の凍結防止剤の散布作業は，工区全体

に渡り，一様に連続的に散布するのではなく，道

路管理者により指定された区間に散布する「スポ

ット散布」という手法で行われている。指定され

ている散布箇所は，表-4 のように「散布箇所名，

起点（散布開始位置）と終点（散布終了位置）」な

どが記載された凍結防止剤・防滑材散布記録用紙

に一覧表となっており，実際の散布作業もこれに

基づき実施されている。当該工区内で指定されて

いる散布箇所数は，一般国道 12 号で 35 箇所，233

号で 65 箇所（両国道とも一部重複区間あり）であ

り，1箇所当たりの延長も最短 40mから最長 2300m
までとまちまちである。 

 
表-4 凍結防止剤・防滑剤散布記録用紙記載内容 

 
この散布指定箇所を 4.1節の計測試験結果に取り

入れるためには，表-4 の散布 KP に対応する緯度・

経度情報を与える必要がある。そこで GPS データ

ロガーとマーキングスイッチを用いて，走行しな

がら，散布箇所の起点/終点に到達したらマーキン

グスイッチを ON/OFF するという手法で現地調査

を実施した。結果は 4.2 節の調査結果と合わせて，

次節で述べる。 
4.4 結果と考察 

平成 23 年 3 月 4 日～28 日の期間で計測したデー

タを用いて，HFN と目視判別により凍結防止剤を

散布した位置を比較した結果を図-5 に示す。図-5
は，図-4 の地図を寝かせ，鉛直方向にデータを表

示し，これを斜め上方向から見た図とした。図中

の凡例は表-3 の呼称と対応しており，水平面の 2
つの軸は経度と緯度を表している。鉛直軸は，表

-3のパターン1～5が各グリッド内で現れた出現率

をパーセント表示したものである。出現率データ

は，図-4 の国道上工区の経路に乗るようにした。 
また，出現率データの下側に断続的に現れてい

る線は，4.3 節で述べた散布指定箇所調査の結果で

特定した箇所である。 
まず，図-5 の左上側の破線で囲われた範囲（a）

について述べる。HFN だけに着目してみると，HFN
≧55（パターン 1 と 2）の割合と HFN＜45（パタ

ーン 4 と 5）の割合がほぼ同じくらいになっている。

次に散布を行った位置（パターン 1 と 4）について

着目すると，範囲（a）では，非常にまばらになっ

ていることがわかる。これは 4.3 節で述べたスポッ

ト散布を行っているためであり，散布指定箇所調

査の結果と比較すると，おおよそ一致している。

また，範囲（a）左端の橋梁や中央付近のカーブ区

間などパターン 1 と 4（およびパターン 3）のみで

占められている区間は，HFN が高い場合でもほぼ

毎回散布が行われており，逆に，範囲（a）の左半

分にある平坦な直線路などパターン 2 と 5（および

パターン 3）で占められる箇所は，HFN が低い場

合であっても散布をすることがない区間であるこ

とがわかった（図-5 では，パターン 3 に含まれる

散布の有無は判別できないため，HFN 上限＝下限

＝50 の図を作成し，別途確認した）。その他の細か

呼称 パターン

ﾊﾟﾀｰﾝ1 HFN≧55　かつ　散布している

ﾊﾟﾀｰﾝ2 HFN≧55　かつ　散布していない

ﾊﾟﾀｰﾝ3 45≦HFN＜55

ﾊﾟﾀｰﾝ4 HFN＜45　かつ　散布している

ﾊﾟﾀｰﾝ5 HFN＜45　かつ　散布していない

起点 終点
1 道の駅 0.01 0.11 100 …
2 ○○横断歩道 0.53 0.69 160 …
3 … … … … …

延長
m

散布箇所名No
散布KP(km)

…



く分かれている箇所は，主に信号がある交差点で

ある。このように散布実態と指定箇所調査の結果

がほぼ一致している一方で，範囲（a）の右側 2 箇

所のように，指定されていない区間であるが散布

している箇所もあることがわかる。このようなケ

ースについては今後，実態について聞き取り調査

を行う予定である。 
次に範囲（b）について見てみると，HFN≧55 の

出現率（パターン 1 と 2）は 50～60%くらいであ

り，一般国道 233 号よりもすべりにくい状態が多

いという結果になっている。また，範囲（a）では

HFN によらず散布する橋梁やカーブ区間が存在し

たが，範囲（b）では少なくなっている。次に道の

駅から旭川側に 2 つの長い散布区間があるが，道

の駅から 1 つ目の区間は道路の南側に擁壁がある

区間で，日中でも日陰になる区間であり，2 つ目の

区間はこの工区の中では急勾配となっている箇所

である。この 2 つの長い散布箇所に挟まれた区間

は，指定された箇所ではないが，パターン 1～5 ま

での全パターンが現れていることがわかる。この

区間のように全パターンが現れている箇所は，オ

ペレータの経験などの主観に基づき散布を行って

いる箇所と考えられるが，CFT-UT を用いて HFN
を常時オペレータに提供し，散布の判断材料とし

て活用することで，パターン 1 や 5 を減らし，よ

り適切な散布作業を行える可能性がある。 

５．まとめ 
凍結防止剤散布車へ CFT-UT を取り付け，一般国

道で実作業中に HFN の計測を行い，オペレータの

目視判別に基づく散布作業との比較・集計を行い，

全体像を把握した。その結果，基本的には指定さ

れた散布箇所にスポット散布を行っているが，経

験等に基づき散布を行っていると思われる箇所も

あり，散布していても HFN が高い場合や，散布し

ていないがHFNが低い場合があることがわかった。

このような箇所についての実態調査を行い，その

結果と合わせて，CFT-UT を用いてオペレータの散

布判断支援を行うことで，より適切な散布作業を

行える可能性がある。また，除雪期間を通して HFN
を集計し，路線の各地点におけるすべりやすさを

定量的に把握することにより，すべりやすい箇所

の抽出や散布箇所の再検討にも活用できると考え

る。 
今後は，個別のデータの解析を行うとともに，

上記の活用についても検討を行っていきたい。 
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図-5 HFN と目視判別による散布箇所の比較（一般国道 12 号を旭川方向に，233 号を留萌方向に走行した場合．なお，

図右下の範囲（b）の右端の×印の箇所は，散布指定箇所調査時の計測ミスにより大きなずれが生じた箇所であ

り，考察には含めていない） 

ﾊﾟﾀｰﾝ1 HFN≧55　かつ　散布している

ﾊﾟﾀｰﾝ2 HFN≧55　かつ　散布していない

ﾊﾟﾀｰﾝ3 45≦HFN＜55

ﾊﾟﾀｰﾝ4 HFN＜45　かつ　散布している

ﾊﾟﾀｰﾝ5 HFN＜45　かつ　散布していない
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３７．道路改良工事における切削オーバーレイ工法への 

モバイルマッピングシステムの適用 
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関西工事測量株式会社 ○ 中庭 和秀 

関西工事測量株式会社  木寺 浩紀 
 
 
１．はじめに 

道路の舗装面は経年に伴い，摩耗によるわだち

掘れ，隆起や沈下あるいはひび割れなどが生じる．

そのため劣化した舗装などを修繕する道路改良工

事が必要に応じて行われる．道路改良工事には，

その目的により種々の工法がある．劣化し不陸な

どが生じた舗装面をある程度切削し，厚さ数 cm～

10cm 程度の舗装を行い道路を修繕する方法は，切

削オーバーレイ工法と呼ばれており，広く一般的

に使用されている． 

切削オーバーレイ工法では，図-1に示すように，

まず事前に通常20mおきの各断面において1mピッ

チに路面にマーキングを行い，一点ずつ水準測量

器を用いた手作業により，標高を計測する．本来

の道路舗装標高と実際の各点の標高との間には差

が生じているから，その差と切削すべき古い舗装

厚から実際の切削厚を定める．断面データは 20m

おきであるから，断面と断面の間の切削厚はオペ

レータが線形補間により調整しながら，路面切削

機により古い舗装面を切削する． 

この方法のうち，特に路面の高さを計測する作

業は，時間と労力がかかる上に，交通規制が必要

なため，自然な交通流を大きく妨げてしまうとい

う問題がある．また，測量において高さを誤って

高く計測した点があると，切削厚が必要以上に大

きくなり，そのため切削量のみならず，舗装工の

数量も必要量よりも多くなってしまうという問題

もある． 

また，交通規制をせずに路面の高さを計測する

方法としてノンプリズムトータルステーションや

固定式レーザースキャナを用いて計測を行う方法

も開発されているが，通行車両等によって光線が

度々遮断されるため交通量の多い道路での適用は

困難である．また，遠距離では路面と光線との角

度が浅くなるため誤差が大きくなる．そのため，

機器の移動回数が増えることにより，時間やコス

トの優位性を得ることは難しいと考えられる． 

一方，近年，モバイルマッピングシステム（以

下，MMS と記す）が注目され，普及し始めている．

MMS は，3 次元レーザースキャナ，GPS（全地球測

位システム），加速度計とジャイロスコープからな

る IMU（慣性姿勢計測装置），タイヤの回転から移

動距離を計測するオドメトリ，およびデジタルカ

メラを同軸上に装備した移動体（車両）測量器で，

走行しながら周囲の 3 次元点群データを効率的に

収集できるシステムである．写真-1～写真-4にMMS

の一例を示すこのシステムは，公共測量規定にお

ける 1/500 の精度を持ち，30 以上の自治体で公共

測量として採用している．MMS は，絶対精度（移動

体測量による座標取得の正確度）は 10 ㎝以下であ

るが，相対精度（座標取得の安定度）は 1cm 以下

と高いことから，道路の各横断面の形状を相対的

に精度よく計測できる．また，デジタルカメラに

よる画像と 3 次元点群データを重ね合せて表示す

ることにより，画像上の物体表面の任意の位置の

座標を周辺の点群データから内挿することにより

求めることができる． 

そこで，本研究では，MMS を用いて路面上の標高

値を計測することにより切削厚を自動的に求め，

これを情報化施工における路面切削機のマシンコ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 切削オーバーレイ工法の概念図 



ントロールのデータとして利用する新しい方法を

提案する．また，大阪大学吹田キャンパスの道路

上において，従来の水準測量器を用いた手作業に

よる計測値と本手法による計測値の差を求める実

験を行い，本提案手法の実務への適用性を検討す

る． 

２．MMS を用いた提案手法の概要 

本研究で提案する手法では，まず，図-2 に示す

ように事前に道路の側溝付近の路面上に約 10m 毎

に白ペイントなどで小さくマーキングする．この

マークは，MMS のデジタルカメラによって撮影さ

れることを前提とするため，撮影できないような

場所にマークをしないようにする．次に，MMS を

走行させながら，道路面上の点群データを得る．

点群データが取得できたらば，デジタル写真画像

と点群データを重ね合せることにより，白ペイン

トを施した約 10m 毎の横断面における点群データ

を取り出し，白ペイント上に人間が点をプロット

し，端点とする．白ペイントは左右両側に施して

あるので，両端点を結ぶことにより横断面が決定

される． 
次に，図-3 に示すように，横断面周辺の点群デ

ータから TIN（不整三角網：Triangulated Irregular 
Network）１）を発生させ，TIN と横断面の交線を計

算することにより，道路表面の横断形状が求まり，

1m ピッチの標高を求めることができる（図-4）．

しかし，ここで問題となるのは，MMS は鉛直方向

の絶対精度がやや低いために，これらの標高値に

は数㎝程度の誤差が含まれているということであ

る．一方で，MMS は横断方向の相対精度は高く，

その誤差は数 mm と小さいという性質がある．そ

こで，本研究では，白ペイント上の標高値を水準

測量器による方法で正確に計測しておき，両端点

における MMS により求めた標高値との差分を横

断面内で端点からの距離に応じて比例配分するこ

とにより，横断形状を補正することとした．白ペ

イントは道路の側溝付近であるから，水準測量器

による測量を行う際，交通規制を行う必要はない．

図-5 に示すように，両端点の距離を d，左端点お

よび右端点の MMS による求めた標高値と水準測

量器により求めた正確な標高値との間の差を各々，

EL，ERとすると，左端点から p の距離にある点に

おける MMS の標高の補正値 Epは， 

 
( ) L R

p
d p E pEE

d
 

  (1) 

となる． 
これにより求めた 1m ピッチの補正された路面標

高から切削厚を決定する． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 MMS の側方からの外観 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 MMS の車外搭載機器の上方からの外観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 MMS の車内搭載機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 MMS の車内搭載機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 白ペイントでマーキングした道路と MMS 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 点群データから発生させた TIN と端点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 TIN の横断面と端点の正確な標高 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 左端点から pの距離にある点の補正値を求める方法 

 
 
本手法の長所は，従来の手法で必要だった交通

規制を行わなくて済む点である．次に，端点での

水準測量器による計測はあるものの，1m ピッチの

横断方向の計測がなく，MMS で計測走行するだけ

で良いので，短時間で効率的に行える点である．

従来の方法では，野帳に記入したデータをパソコ

ンなどに入力する際にミスが頻発するが，本手法

ではそうしたリスクが少なくなり，ほぼ自動的に

路面形状を計測でき，切削厚を決定できることで

ある． 

３．計測実験 

本手法によって得られる横断面上の標高データ

の精度は数 mm と予測されるが，実際に計測した

ことがなかったため，実験により計測し，検証す

ることとした． 
実験対象は，大阪大学吹田キャンパスの S4 棟の

南側に位置し，歩道および街路樹，植込みなどを

有する片側 1 車線の道路とした（図-6，写真-5～

写真-7）．計測距離は，180m で，東側の起点から

100m の区間は直線で，その後，南にカーブしなが

ら登っており，車道の幅は 5.2～7.3m であった．測

点番号としては，起点をNo.0とし，10m毎にNo.1，
2，・・・とし，終点を No.18 とした．また，1m ピ

ッチの点は，左端点からの距離（整数）を測点番

号にハイフンを介して付した．例えば，No.1 の測

点で，左端点から 3m の距離の点は，1-3 となる（図

-7）． 
従来の水準測量器による手法では，Auto Level 

（Topcon AT-G3）と巻尺，スタッフを用いた（写

真-8，写真-9）．MMS による提案手法については，

三菱電機の MMS-X 220２）を用いた．本機器は，プ

ログレッシブスキャンデジタルカメラ 2 台（500
万画素，水平方向視野角 80°，垂直方向視野角
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64°），レーザースキャナ 2 台（前方向上向き 25°
および前方向下向き 25°）などをフォルクスワー

ゲン Golf Touran に搭載したものである． 
実験ケースとしては，MMS の走行速度を 20km/h

と 40km/h の 2 ケース，MMS に搭載している GPS
が５基以上の人工衛星を捕捉している場合を OK，

ビルディング等の障害物によって捕捉衛星が 5 基

未満を NG とする 2 ケース，起点から終点までの

方向を走行した場合を往路 a，逆を復路 b とした 2
ケースを設け，2×2×2 の総計 8 個のケースについ

て実験を行った． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 実験の対象とした道路の平面図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-5 測点 No.6 付近から起点方向を望む       写真-6 測点 10R 付近から測点 10L 方向を望む 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-7 測点 No.12 付近から終点方向を望む          図-7 測点位置の概略図（起点付近） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-8 1m毎の測点の設置状況（白ペイントが見える）  写真-9 Auto Levelによる1m毎の測点の標高計測 

 

 

表-1 実験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．実験結果と考察 
従来方法を正の値と仮定し，MMS による提案手

法による標高値との差を誤差とし，その誤差の絶

対値の平均を各測点の横断面毎に計算して整理し

たものを表-1に示す． 
実験結果を見ると，絶対値の誤差の平均は数 mm

であることがわかる．次に，GPS で人工衛星を 5
個以上捕捉している OK とそうでない NG との差

はあまりないことがわかる．これは，GPS の絶対

誤差は，本手法ではあまり影響がないことが原因

だと考えられる．また，MMS の速度が 20km/h と

40km/h の場合の違いもあまりないことがわかる．

これも GPS の絶対誤差の影響が小さいことによる

と考えられる． 
しかし，測点 No.10 の往路 a と復路 b のデータ

を比較すると，復路 b の誤差の方が大きい．これ

は，図-8に示すように，No.10 が往路から見れば，

ちょうど左カーブに入る場所にあり，往路では車

体がまだ傾く前であるのに対し，復路では，カー

ブの終わりに近い場所であるので，車体が大きく

傾いたままの状態であることが原因と推測される． 
また，測点 No.3 の誤差が他の測点よりも大きい

ことがわかる．これは，図-9 に示すように，No.3

の白ペイントを塗った部分に段差があったため，

実際の高さと周辺の点群データから内挿して求め

た白ペイントの位置の標高値に大きな違いが生じ

てしまったからである．こうした誤差が生じない

ようにするためには，白ペイントを段差のある位

置に塗るのではなく，図-10に示すように，端点と

なる位置から最低でも 10～15cm は離すことが必

要であることがわかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 測点 No.10 における往復のルートの違い 

 

(mm)

測点No. 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 平均

OK20a 2.8 7.0 2.8 18.4 8.8 2.6 4.2 3.8 5.2 3.4 2.7 5.8 5.2 5.2 3.3 3.2 3.2 4.2 5.8 5.1

OK20b 3.4 4.2 6.6 14.2 6.0 3.8 4.0 5.6 4.6 6.0 12.0 5.2 3.2 6.3 4.5 5.7 2.3 5.3 9.5 5.9
OK40a 4.6 7.8 1.8 24.0 10.2 5.4 2.2 5.2 7.0 4.6 7.0 8.5 6.8 3.2 3.0 2.5 2.2 8.8 9.5 6.5
OK40b 6.6 3.2 5.8 20.2 6.0 4.2 1.4 8.2 5.6 9.2 23.3 3.5 4.7 3.0 5.0 1.3 3.8 4.0 2.5 6.4

NG20a 5.0 6.2 3.6 10.8 11.0 3.4 5.4 5.8 18.4 5.8 3.9 8.5 3.2 3.7 3.0 5.8 9.7 11.0 6.5 6.9
NG20b 3.0 8.2 6.2 5.4 5.2 3.8 2.6 3.2 3.8 4.2 9.9 3.8 5.0 4.2 4.2 4.2 3.0 5.3 4.2 4.7
NG40a 6.4 9.6 5.2 5.4 16.2 3.2 2.0 6.4 5.0 6.2 3.9 5.5 3.2 2.0 2.3 2.8 5.3 3.7 6.5 5.3
NG40b 6.4 5.6 5.4 6.4 5.2 4.6 4.0 4.4 4.8 8.0 22.4 6.3 5.5 3.5 7.0 5.8 3.8 3.0 10.3 6.5



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 測点 No.3 の右端点の段差と誤差の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 段差付近で白ペイントを塗布する位置 

 
 

５．結論 

本論文では，道路改良工事の工法の一つである

切削オーバーレイ工法を用いる場合，従来の水準

測量器を用いた手作業では，交通規制が必要であ

り，時間と労力がかかることを指摘し，10m 毎に

白ペイントを路肩付近に塗った上で MMS を用い

て路面上のデータを計測し，処理を施すことによ

り切削厚を決定できる新しい手法を提案した．こ

の方法を用いることにより，ほぼ自動的に切削機

のマシンコントロールに必要なデータを作成する

ことができ，情報化施工に資するものと考えられ

る．誤差を評価するために，大阪大学内の道路で

計測実験を実施したところ，絶対値で誤差が数 mm
であることなどがわかった． 
今後の課題としては，さらに，種々の異なる条

件を持つ道路で計測実験を行い，誤差評価を実施

していくことが挙げられる．さらに，従来方法で

は，10m 毎の測点の横断面のデータしか得られな

かったが，MMS を用いた本手法では，測点の数を

もっと増やしても効率はあまり変わらないことか

ら，より精度の高い切削厚を決定する手法になり

得ると期待される． 
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３８．車載型移動体 3次元計測データを用いた IRI 値の算定について 
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１．はじめに 

効率的で高精度な道路施設の位置把握手法とし

て，三次元レーザスキャナーと GPS 等を搭載した

車両の走行による車載型移動体三次元測量技術が

注目されている 1)。この手法は，高精度で高密度

のデータを供用中の道路において車両走行の規制

などを行わず測量が可能であるなど多くの利点を

持つ。本論文ではこの測定手法により得られた道

路の三次元測量結果を用いて，道路の平坦性を評

価するための世界共通指標として導入されつつあ

る国際ラフネス指数（IRI）の算出を試みた。三次

元測量結果は精度の面から見ると IRI 算定におい

て規定されているクラス Iと同等のレベルとみな

すことができるため，極めて信頼性が高い IRI 値

を簡便で廉価に得られることが期待される。また

本手法の特徴として，1 回の走行で路面だけで無く

周囲の構造物の三次元情報も同時に計測されるた

め，それらの三次元位置情報を利用した複合的な

調査/補修計画の立案が可能になるという特徴が

ある。 

本論文では，実際の路面において行われた三次

元測量結果を元に路面走行位置に相当する計測デ

ータを抽出し，抽出されたデータから導いた IRI

値の有効性の検討を行った。 
 
２．移動体による空間情報の計測技術 

2.1 概要 

本技術の計測システムは GPS で車両の位置を

0.5s 間で算出し，IMU で車両の傾きやスピード，

方向を計算して，レーザスキャナデータで三次元

の座標を与えるとともに写真による画像データと

重ね合わせ現在の状況を把握するものである。使

用機材はレーザスキャナ・カメラ・IMU およびこ

れらを搭載する車両である，その概要を図-1 に，

計測状況を図-2 に示す。 
2.2 計測技術の特徴 

 一般車両と同様に走行しながら計測を行うこと

が可能で次のような特徴を備えている 2)。 
① 通行止めや規制の必要が無く，また作業員が通

路に立ち入る必要が無い。 
② 車両に機器を搭載し走行するだけで視認範囲

の全ての情報が取得できる。 

③ 一度データ取得を行えば，必要な時に必要な情

報を，現地に赴くこと無くコンピュータにより

観測したり図化することが容易にできる。 
④ 計測車両は，計測中も時速 60km 以上での走行

が可能であり，交通の流れに沿って計測を行う

ことができる。 
⑤ 航空測量では計測が困難であった道路沿線の

標識内容を認識するための地上からの写真も

同時に取得できる。 
⑥ 高密度点群により，任意の箇所での高精度な三

次元形状の把握と同時に，前方・広報・速報の

写真を短観核にて撮影することにより，点群だ

けでは把握できない道路表面の状況変化など

を認識することができる。 
⑦ 取得写真は全て GPS/IMU により高度な幾何情

報を持つので，写真計測による精密計測が可能

である。 
⑧ 高レンジ・スキャナ（最大 300m）により，道

路沿線法面・周辺建物および送電線などの形状

を，高密度・高精度三次元点群として取得でき

るので，これらに対し道路施設同様の計測が可

能となる。 
 

図-1 計測システムの概要 

 
 
 
 



図-2 移動体による計測状況 

 
2.3 他の計測手法との比較 
 平面図を作成する測量手法として従来から行わ

れているのは「現地測量」および「航空測量」が

一般的である。供用中の高速道路等において，従

来手法を用いる場合，前者は現地立ち入りが非常

に困難であり，後者においても精度を求めるなら

ば，現地補測が必要となる。また，トンネル部分

があると「航空測量」では図面化できない箇所も

多い。本システムでは，トンネルを含んだ路線計

測においても高精度の計測が可能である。 
 図-3 に計測された三次元点群データを示す。各

点群データは X,Y,Z 各座標および輝度で構成され

ている。輝度についてはたとえば路面上の白線等

レーザの反射率が高い値となりディスプレー上で

輝度に応じた表示をすることにより判別が可能に

なる。これらの点群データから路面だけで無く沿

線の状況も同時に取得でき，計測後には計画～維

持管理まで広範囲に利用が可能になる。計測自体

は 1 回で済むため，これらの作業を複合的に組み

合わせる事でコスト削減効果も期待できる。図-4

に三次元空間情報の利用のイメージを示す。 

 

 
図-3 計測された三次元点群データ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 三次元空間情報の活用 

 
2.4 計測精度の検証 
 三次元計測に先立ち本計測システムの精度の検

証を行った。検証方法は一般の路面を使用し，50m
を 10m ピッチに分け本システムで路面を 3 次元計

測し，得られた値を実測値と比較した。実測値と

計測値の照合は白線に反射テープを貼り付けるこ

とで輝度の変化により点群から容易に照合点を抽

出できるようにして行った。照合ポイントは 50m
区間に計 14 ポイント設けた(図-5)。 

 
図-5 精度検証のための計測ポイントの設置 

 
検証の結果，実測値との差は鉛直方向に対して

3mm 以内に収まることが確認された。 
 

2.5 IRI 値の算出 
IRI(International Roughness Index)は図-6に示すよ

うな車両の仮想振動モデルを想定した指数である。

このモデルがあるプロファイルを持つ路面を走行

したときの上下動の積算値を走行距離で除するこ

とによって求められる。 

このため，従来の路面の平坦性を表す指数より

50m 
計測ポイント 

三次元空間情報 

計画 

基図 

設計 

工事 

維持管理 

都市計画，ハザードマップの作
成，町並み検討等 

道路台帳,平面・横断図の作成等 

三次元 CAD 

情報化施工，出来高管理等 

IRI,道路施設の調査等 

 

車体 

車軸 

サスペンション 

タイヤ 

路面プロファイル 

IRI 

 
図-6 クオーターカーモデル 



ドライバーの乗り心地に近似の指数でユーザー視

点であり，測定が簡単で，経年変化が把握しやす

く，橋梁接手，マンホールなども含めた乗り心地

の評価が可能であるなどの利点を持つ。 
 IRI 値算定においてはその算出方法の違いによ

って表-1 に示すようなクラス分けが示されている

が，移動体三次元測量による計測精度としては表

-1 に示すクラス 1 に相当する。 
 

表-1 IRI の算出法によるクラス分け 

ｸﾗｽ 算出方法 

1 間隔 250mm 以下の水準測量で縦断プロファ

イルを測定し QC シミュレーションにより

IRI を算出する 

2 任意の測定装置で縦断プロファイルを測定

し QC シミュレーションにより IRI を算出す

る 

3 RTRRMS(レスポンス型ラフネス測定システ

ム)でラフネス指数を測定し，創刊式により

IRI に変換する 

4 パトロールカーに乗車した調査員の体感や

目視により IRI を推測する 

 表-2 に IRI 値によるラフネス尺度を示す。IRI を
用いることで、全く維持管理がされていない未舗

装路までの縦断方向のラフネスを同一尺度で表現

することが可能になる。 
表-2 IRI 値によるラフネス尺度 

IRI 値 路面の状況 

0～2 滑走路および高速道路 

0.8～3.5 新しい舗装 

2.0～6.0 古い舗装 

3.5～10.0 維持された非舗装道路 

4.0～11.0 損傷を受けた舗装道路 

8.0～ 荒い非舗装道路 

 
３．三次元計測データからの IRI 値算出方法 

IRI 値を算定するためには，計測の結果得られ

る三次元点群データから IRI 算定に必要な路面の

プロファイルの作成を行う必要がある。そのため

には座標データである三次元点群データを走行距

離をパラメータとして持つ路面のプロファイルデ

ータに変換する必要がある。 

路面のプロファイルの作成手法を図-7 に示す。 

図-8に三次元データから抽出した路面の座標デ

ータから走行軌跡およびタイヤ位置を設定してい

る様子を示す。設定が終了したら設定されたタイ

ヤ位置に相当する点群データの抽出を行う。図-3

に示したように点群データはタイヤ位置のみだけ

で無く広範囲のデータが含まれているので，一度

の走行だけでたとえば複数車線のデータを抽出す

ることが可能になり大幅なコストダウンが可能に

なる。タイヤ位置に関しては，今回は左タイヤに

相当する点群を抽出した。 

次に抽出されたタイヤ位置の点群データを設定

区間で分割する。区間長は IRI 値に指定されてい

る最大のサンプリング区間 0.25m3)とした。そして

各区間の中心点を導き，その中心からある範囲に

位置する点群データを抽出する。今回は半径 0.1m

の円を描き，その円の中に存在する点群を抽出す

ることとした。抽出した点群を平均しその区間の

路面の高さとし区間数に応じた距離をパラメータ

として持つ路面のプロファイルデータを作成した。 

図-9にタイヤ軌跡の点群データから各区間の路

面高さの抽出状況を示す。図-7 ではタイヤ軌跡の

点群は赤で，区間毎に抽出した範囲を青い円で示

している。抽出する座標の数は，計測時の速度に

よって点群データの密度が異なるため変化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 IRI の算出方法 

 

図-8 タイヤ位置の抽出（赤線：走行軌跡，青線：

タイヤ位置） 

 

図-9 タイヤ軌跡からの路面プロファイルの抽出 

今回のデータでは1区画毎に15～40個程度の座

標を抽出し区間の路面高さを算出している。 

このようにして作成した路面のプロファイルデ

ータを ProVal 3.14)を用いて IRI 値を算出した。 

①路面の抽出 

②走行軌跡抽出 

③タイヤ位置の
設定 

④タイヤ位置座
標の抽出 

⑥評価ポイント抽出 

⑤設定区間で分割 

⑦IRI 用データ（路面
プロファイル）の作成 

⑧ProVal による IRI 値
の算出 



４．三次元計測データからの IRI 値算定 

 実際に路面を走行して取得された三次元計測デ

ータからの IRI 値算定を行った。算定に用いたの

は以下の 3路線である。 

路面 A：郊外の工業地帯に位置する路面。路面の状

況を図-8に示す。図-10 に示すように路面に多く

のひび割れが生じており，荒れた路面に属すると

思われる。計測距離は 66m である。計測時の速度

は 30～40km であった。 

 

図-10 路面 A 

 

路面 B：古い街道筋の生活道路である。図-11 に路

面の状況を示す。車線は狭いが路面は維持管理が

行き届いており路面状況は良好だと思われる。生

活道路のため，排水施設関連のマンホール等が散

在している。計測距離は 50m である。計測時の速

度は 10～20km であった。 

 

図-11 路面 B 

 

路面 C：郊外の高速道路。高速道路のため路面の状

況は路面 A,B に比べると良好であると思われる。

図-12 に路面の状況を示す。計測距離は 112m であ

る。計測時の速度は 60～70km であった。 

表-2 に各路線の IRI 値を示す。IRI 値について

は各路面の全長における値を示している。 

表-2 を見ると路面にひび割れが多く高めの IRI

値が予想された路面 A において 4.3 という最も高

い IRI 値が計測され，最も路面状態が良いと思わ

れる路面Cでは 2.66という低いIRI値が計測され

ていることがわかり，概ね路面状況を的確に捉え

ているものと考えられる。またそれぞれの IRI 値

としても概ね妥当な値が得られていると考えてい

る。 

 

 

図-12 路面 C 

 

表-2 各路線の IRI 値 

路面 距離 IRI 値(m/km) 

路面 A 66m 4.3 

路面 B 50m 3.3 

路面 C 61m 2.66 

 

５．まとめと今後の課題 

 移動体による三次元計測データからタイヤ走行

部分に相当する座標のデータの抽出を行い，路面

のプロファイルを作成しProValを用いてIRI値を

算定した。 その結果，概ね路面の性状にてきし

た妥当な値を得ることが示された。 

 今後は，MCI 等の既存の路面性状を表す指標との

相関や，レスポンス型路面プロファイラーなどの

既存の IRI 値算定システムで得られた値との比較

検討を行い，三次元計測データからの IRI 値算定

についての妥当性の検討を行う予定である。また

三次元空間情報と組み合わせた IRI の活用法につ

いても検討を行う予定である。 
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１．３Ｄレーザスキャナを組み合わせた情報化施工技術 

 

株式会社コイシ   小原 文男 

株式会社コイシ  ○神矢 教子 

 

はじめに 

現在、情報化施工が普及しつつある中、弊社で取り

組んでいる３次元データの活用方法についてご紹介さ

せて頂きます。 

弊社では、平成１６年に３Ｄレーザスキャナを導入

しました。導入当初は、３次元計測についてほとんど

知られていませんでしたので、まず現場で認めてもら

うために計測デモを行ってきました。ようやくここ１，

２年で工事測量業務における三次元計測の割合も増え

浸透しつつある状況です。 

三次元データの活用例としては、身近なところでは

地域住民の方への情報公開（地元説明会）、施工現場完

成形イメージ等に使用されております。以前は、丁張

を掛けて説明をしていましたが、地形データに計画を

入れて初めて地元説明会に使用しました。また、施工

面においては、発注図や数量の確認に使用しておりま

す。 

 

 

特徴 ～３Ｄレーザスキャナのメリット～ 

1.施工範囲全域の詳細形状を把握 

2.作業環境の向上（高所作業・法面作業を回避） 

 このメリットを生かすことで、図面では分かり得な

い点を着工前に知ることができ、施工に重要な工期や

予算に関係する部分について早めの対策ができます。 

 ３Ｄレーザ計測と計画モデルの合成による確認 

 

 また、設計図面より作成した設計３Ｄモデル（施工

対象物の３Ｄモデル）から設計形状・寸法照査を行い、

工事の完成形や現況との擦り付け、施工問題点を可視

化することができます。 

施工エリア算出を各施工ステップに合わせた施工管

理モデルを作成することにより詳細な施工数量の算出

ができます。 

施工内容に合わせた施工管理データの取り出しが可

能となりますので、情報化施工の転圧管理システムの

データ、設備プラント等において計画時に工程毎の干

渉確認やマシンコントロールにも反映されます。 

 

まとめ 

３Ｄモデルは、用途の幅が広く、また効率の良い施工

現場に役立っていると思います。 

現在、３Ｄモデルで数量を拾った場合でも数量計算書

は必要となります。 

数量はソフト上での結果となりますので、各ソフトの

評価を求める意見もあります。 

ただ、評価だけに頼らず、数量をボクセル等の表示

で見える化で信憑性を持ったデータに仕上げる方法が

今後の３Ｄモデル活用の更なる発展に繋がっていくと

思います。 
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２．土砂と金属材料の接触における静電気帯電特性の追究と摩耗支配則の解明 

 

明石工業高等専門学校 都市システム工学科 

江口 忠臣 

 明石工業高等専門学校 専攻科 建築・都市システム工学専攻 

 ◯ 清水 光治 

 

1，背景 

 本研究は，日本建設機械化協会関西支部摩耗委員会

で新たな摩耗予測手法の可能性として，摩耗と静電気

帯電の関連性について指摘されたことから，建設機械

の安定した掘削性能維持を実現させるため，既往の研

究では解明しきれていない摩耗支配則について，静電

気帯電特性の面から解明を試みたものである． 
掘削ツールの性能維持は，現場の土砂と接触するこ 

とで起こる摩耗と密接に関係しており，摩耗支配則を 

解明することは安定した掘削作業を行うことができ， 

さらには不測の事態を未然に防ぐ重要な手段となる． 

しかし，現代の技術進歩においても，作業部分の金 

属に対し，土砂や岩石を構成する硬い鉱物粒子には摩 

耗を起してしまうのが現状である．  

現在までに多くの研究者によって摩耗関連データの 

蓄積が進められてきているが，従来の手法においては 

♦ 対地盤，対岩盤摩耗性は一律の予測が難しい 

♦ 耐摩耗性向上のために材料硬さだけでは対応できな 

  い 

♦ 一般的摩耗試験において精度を高めるためには長時 

  間，試験することが必要 

♦ 掘削時のリアルタイム耐摩耗性の把握は困難 

 などの問題点も存在する1）2）． 

物体同士の摺動場面において静電気の発生は常態で

あり，大きな摩耗が生じる掘削ツールと対象地盤・岩

盤との接触においても，同様の現象があるものと推測

される．  

以上の背景を念頭に，本研究では，物体同士の摺動

場面において発生する静電気を，摩耗支配則解明に利

用するための計測対象とする． 

2，実験方法 

 実験では，静電気分野において以前から用いられて

いる3），カスケード法・ファラデーゲージ法を組み合

わせることにより，金属側の帯電量を計測することを

可能にした．図−1は今回作成した，静電気帯電量計測

システムの概略図である．静電気実験の流れとしては，

適当量の標準砂をホッパから落下させ，傾斜板と接

触・摩擦しながら，ファラデーゲージの内側容器に捕

集していく．この場合は，標準砂と傾斜金属板との接

触・摩擦帯電を測定していることになる．適当量の標

準砂を滑落させた後，標準砂の供給を停止し，帯電量

の経時変化をみる. 

 

図−1 静電気帯電量計測システム 

 

3，試験材料の基本特性 

1)標準砂 

 今回用いた標準砂は，JIS規格であるセメントの物

理試験方法(JIS-R5201)によって定められた砂，豊浦標

準砂を使用した.  
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2)アルミニウム,ステンレス鋼 

 表−1は，今回用いた金属板の基本特性である． 

ステンレス鋼はオーステナイト系（18Cr-8Ni系）

SUS304を使用．また，アルミニウムは，純アルミニウ

ム板を採用している． 

表-1 金属材料の基本特性 

金属の種類 
弾性係数

（KN/mm2） 

ビッカース

硬度（HV） 

オーステナイト系

（18Cr-8Ni系）

SUS304 

193 68.3 

純アルミニウム

（99.0%）の性質 
162 51.7 

 

4，実験結果と考察 

 標準砂と金属が接触した際の静電気帯電傾向につい

て検証する．  

 

図−2 アルミニウム・ステンレス鋼 帯電結果 

 

 図−2に今回の実験で得られたデータの一例を示す．

アルミニウム・ステンレス鋼の帯電結果から，金属の

物性が異なることにより，その帯電量に違いが生じる

ことが確認できた． 

 また，金属の帯電傾向は接触を繰り返すことで飽和

状態となるが，実験回数を重ねるごとに，この飽和値

が低下していくことが両金属で確認された．これは回

数を重ねるごとに新生面が標準砂によって少しずつ摩

耗され，繰り返し接触した面では，新たな摩耗が起こ

りにくく，帯電量が低下していくということが考えら

れる．接触によって帯電量が多くなる理由としては，

以下の要因が考えられる.  

1) 物体同士の摩擦による有効接触面積の増大.  

2) 発熱によって表面の電子を励起し，表面の電子の分 

   布を変化させる.  

3) 表面にストレスがかかると，物質によっては圧電効 

  果(物体に力を加えると，力に比例して電圧が生じ 

   る現象)が起こる.これによって電界が形成され，電 

   子の移動に影響を及ぼす.  

4) 表面層の削り落としによる新生面の露出.  

5) 表面の破壊による電荷の放出． 

 以上のことが考えられ，接触時には金属表面が摩耗

することで電荷を持った物質が移動するため，その帯

電量も大きくなってくることは，当然考えられる事象

であり，実際に金属側の帯電で大きく影響しているの

は，摩耗現象であると考えられる. 

 

5,結論 

1) 標準砂と金属材料(アルミニウム,ステンレス鋼)

が接触した際の,金属側の帯電特性が確認され，静

電気による帯電量は金属側において飽和すること

がわかった.  

2) 土砂と金属板との接触を再現し，静電気帯電量を計 

   測する実験手法は,本研究で用いた静電気帯電量計 

   測法が有効であることがわかった.  

3) 金属材料は土砂との接触を繰り返すことで，帯電量 

  が減少していくことから，標準砂と金属間における 

   静電気帯電量に最も起因するのは，接触によって発 

   生する金属側の摩耗であり，表面層の削り落としに  

   よる新生面の露出と，表面の破壊による電荷の放出 

   が帯電量に影響する大きな要因だと考えられる． 

 

6，参考文献 

1) テラメカニックス研究会土砂摩耗対策委員会編:

土砂摩耗の話-建設機械作業部品-,2000. 

2) 社団法人日本トライボロジー学会編:摩擦・摩耗試

験機とその活用 ,p.p6-16,2007 

3) 静電気学会編:静電気ハンドブック,p417,2006. 
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３．形状効果によるビット応力低減法 

 

明石工業高等専門学校 都市システム工学科   江口忠臣 

明石工業高等専門学校 専攻科 建築・都市システム工学専攻 ○小田和也 

 

 

１．はじめに 

ここ数年の自然災害において土砂災害が多発してお

り，災害時の復旧作業に供する建設機械の掘削ツール

の性能は時間的制約の大きな緊急状況下で作業の成否

を左右する要因となる．作業時の掘削性維持は掘削ツ

ールの摩耗と密接に関係しており，摩耗支配則を解明

することは不測の事態を未然に防ぐ重要な手段となる．  

工期中，予想される悪条件下においても安定を保ち

得て，さらに所定の掘削性能を持ち続ける掘削工を実

現するためには，その要求に合致する掘削ツールの開

発が必要である．掘削ツールの強度設計には材料工学

的アプローチによる高強度素材開発，掘削対象とツー

ルの力学的相互問題解決および摩耗試験による摩耗予

測手法を基本としている． 

本研究では，破壊強度に着目した応力分散手法に加

え，摩耗に影響を与える応力成分を対象とし，形状効

果による破壊強度増大と摩耗進行抑止を同時に実現す

る理論の構築を図る．ここでは室内実験用プロトタイ

プビットの最適形状設計のためビットの特徴的な形状

を抽出し，それらを変化させる事によって数値実験に

より応力状態を解析した． 

 

２．解析方法 

図１はポイントアタックビットが装着された岩盤切

削機の切削ドラムである 1)．ビットの摩耗機構の解明

のためには，ビット表面の基礎的な応力分布状態を把

握しておく必要がある．本研究では，室内におけるビ

ット実負荷実験を行うためのプロトタイプを設計する

ため，摩耗要因として想定される応力について把握し，

最適形状を追究することを上位目的としている．ここ

では変量模型実験としていくつかの変量因子を取り上

げ，数値実験により最適形状決定に寄与する効果を検

討する．数値実験は有限要素法（ANSYS Workbench10.0）

による解析によって行った． 

ビットの応力状態の解析のために，ビットの特徴的

な形状を抽出する．ここでは図2に示すビット先端角

α，フィレット部半径R，ボディ幅2Bを抽出した．数

値実験におけるビットの拘束条件はホルダーに支持さ

れたビット下端，ホルダー円筒部とシャンク下面は単

純支持と，ビット先端の円錐面に分布荷重を作用させ

て各要素の組み合わせにより１２５パターンの基礎数

値実験を行い，効果を詳細に分析するための追加実験

も行った．  

 

 

図1 岩盤切削機の切削ドラム 1) 

 

図2 ビット形状と抽出要素 
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３．結果と考察 

最大主応力の応力分布例を図3に示す．最大主応力

においては，ビット先端で高い値を示し，斜面に沿っ

て応力は減少していく．そして一度上昇した後，再び

減少してビット先端部とボディの接続部付近で最大主

応力は0となる．その後負の値となり，フィレット部

で負の最大値を示す．最大せん断応力では先端部から

ボディへと応力は上昇し，フィレット部で最大値を示

す． 

 
図3 最大主応力の分布状況例 

 

フィレット部半径Ｒ,ボディ幅２Ｂの比であるＢ/Ｒ

の変化によるフィレット部最大主応力を図4に示す．

解析結果における応力はホルダー部に発生する応力と

の比(無次元)を用いて表している．図より最大主応力

はB/Rの指数関数で表され，非常に相関の高いものに

なっていることが読み取れる．つまり応力の減少傾向

は，大幅な減少から緩やかな減少へと変化している．

これはフィレット半径Rが減少することによって応力

集中が発生しやすい状況になっており 2)，ボディ幅 B

の増加による応力低減効果が相殺されているといえる．

従って，フィレット部の応力分散効果は制約された形

状においては合理的なＢ/Ｒが存在する． 

次に，ビット先端角αを変化させた場合の円錐面最

大主応力を検討する．ビット先端位置を0とし，円錐

面下端を１とした時の先端角ごとの結果が図5である．

この図から主応力0となる位置がビット先端角αの設

定によってコントロールできることがわかる．さらに，

設定されたビット先端角によっては主応力が0付近の

範囲が拡大しており，形状効果によって結果的に強度

増加をもたらす設計が可能となることがわかる． 

 

 

図4 B/Rの変化によるフィレット部最大主応力 

 

図5 ビット先端部最大主応力発生状況 

 

４． まとめ 

・シャンク部形状が固定される場合，発生する応力はボ

ディ幅 B の影響が大きく，応力分散効果は制約された

形状においては合理的なＢ/Ｒが存在する． 
・先端角α，フィレット半径 R，ボディ幅 B の組み合

わせによりビット先端部最大主応力が 0 となる領域が

発生する． 
 

参考文献 

1) 奥村組土木興業，低騒音・低振動・低粉塵岩盤切

削工法/岩盤切削機サーフィスマイナー，日本建設

機械化協会関西支部摩耗対策委員会第２３３回委

員会資料，2011 
2) 応力集中，西田正孝，森北出版，1967 
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４．アスファルトフィニッシャの敷均し制御システム「ラインリーダ」 

 

○鹿島道路 ㈱  木下洋一 

㈱トライテック 柴崎秀一 

   

概  要 

舗装工事において舗装面の高さを一定に保つための

基準となるもの、たとえばワイヤ、角材、構造物など

を利用しこれに倣って施工する (写真－１) 。橋梁部

など高欄が迫っていて基準が取れない場合など施工が

難しくなる。このようなとき側壁などに基準チョーク

ラインを引き、これを光学センサで読み取って高さの

基準としてトレースできるシステム「ラインリーダ」

を開発し、橋梁部舗装工事に採用した (図－１) 。 

      写真―１ 従来の施工 

       図―１ システム図 

原  理 

 カメラセンサが、上下に一回スキャンすると壁面に

描かれた赤色系のライン部分がピークとして検知され

る。これを進行方向に連続的にトレースしていくこと

で高さの基準として認識していく。 (写真－２) 

カメラから見てラインが上昇する傾向にあれば、敷均

し機械に高さ上げの信号を、下降すれば下げ信号を出

す仕組みである。ラインリーダは基本的には壁面があ

る施工エリアへの導入という目的で開発され、高欄が

ある橋梁やトンネル内の舗装施工など現場内に十分な

作業スペースが確保出来ない所で、簡単に高さライン

を引くだけで手間を掛けず、基準設置作業の煩わしさ

から開放されるシステムである。 

        写真―２ 原 理 

特  徴 

①ワイヤや冶具などの基準設置や撤去の手間が省ける 

②非接触でチョークラインを読み取って基準とする 

③壁沿いの狭い所でも使え、作業エリアが確保できる 

④従来の接触センサの代わりに同じ感覚で使用出来る 

⑤位置合わせに便利なレーザポインタとＬＥＤ照明を

備え、夜間でも使用可能である 

 

 

 

 

 

 

 

 

       写真－３ 施工状況 
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５．東日本大震災の復興と情報化施工 

情報化施工による震災復興貢献、除染作業の効率化とスピードアップ、品質と安全性向上の提案 

㈱トプコン  竹内 幸弘 

○野村 延啓 

 

１．はじめに 

東日本大震災の復興に関して８月２６日、内閣府・

原子力災害対策本部で決定された「除染に関する緊急

実施基本方針」で福島県の原子力発電所事故について

「今後２年間で福島県内の学校、公園など子どもの生

活環境を徹底的に除染」と記述された。震災の復興に

貢献する技術・工法として、学校等グランドの放射能

物質の除染作業への情報化施工の活用による、除染作

業の効率化、施工スピードアップによる工期短縮、品

質と施工精度向上、安全性向上の提案を行う。 

 

２．情報化施工と３Ｄ－ＭＣシステム 

情報化施工・３Ｄ－ＭＣ（３次元マシンコントロー

ル）は、３次元設計データを使用して建設重機の排土

板の高さ・傾斜を直接制御することにより建設現場に

おける施工の効率化、品質向上、安全性向上、省資源

化を実現する施工システムである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 情報化施工イメージ 

 

３．情報化施工対応土木用測量システム 

● Pocket-3D 

３次元設計データを取り込み、トータルステーション、

ＲＴＫ－ＧＰＳ，ｍｍＧＰＳで測量作業を行う土木作

業に特化したデータコレクタ用ソフトウェア。 

 

 

 

 

 

 

図-2 Pocket-3D(TS)      図-3 Pocket-3D(mm-GPS) 

 

４．高精度と高効率な施工を両立するｍｍＧＰＳ 
ポジショニング技術の発展により、１０ｍの高低幅を

もったレーザー発光器（ゾーンレーザー）を使用してＧ

ＰＳの高さ精度を補完し、高精度かつ複数機器の高効率

な運用を可能にしたｍｍＧＰＳが実用化。 
 
 
 
 
図-4 ｍｍＧＰＳ 高精度かつ複数重機と測量の併用が可能。 

 

５．３Ｄ－ＭＣ２（スクウェア） 
３Ｄ－ＭＣ２（スクウェア）は、新開発のＭＣ２センサ

ーから得られた「加速度と機体回転率」とＧＮＳＳ測位

データを結合させ、重機のブレードを高速・高精度で制

御を行うシステムである。従来３Ｄ－ＭＣでは、ドーザ

ーの最終仕上げを２速ハーフ以下の速度で行っていたが、

３Ｄ－ＭＣ２は３速での施工が可能で、仕上がりはグレー

ダに匹敵する滑らかさを実現する。 
 

 

 

 

 

図-5 ３Ｄ－ＭＣ２（スクウェア）ドーザー 
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６．情報化施工 ３Ｄ－ＭＣ/ＭＧ機器の構成 
● ３Ｄ－ＭＣ ＬＰＳシステム構成 

 

 

 

 

 

 

図-6 ３Ｄ－ＭＣ ＬＰＳ構成（ドーザー、グレーダー、ペーバー） 

● ３Ｄ－ＭＣ ＧＮＳＳ・ｍｍＧＰＳシステム構成 

 

 

 

 

 

 

図-7 ３Ｄ－ＭＣ ＧＮＳＳ構成（ドーザー、グレーダー、ペーバー） 

● ３Ｄ－ＭＧショベル / 転圧管理システム構成 

 

 

 

 

 

図-8 ３Ｄ－ＭＧショベル / 転圧管理システム構成 

 

６．情報化施工による除染作業の効率化の提案 
除染の作業は、施工の前後の測量を確実に実施し、

決められた範囲・深さの土壌を正確に確実に撤去する

必要がある。３Ｄ－ＭＣド-ザー、グレーダーによる施

工は、3 次元設計データを基準に自由に施工高さを決

めることが可能であり、また丁張り無しでブレード 

高さの自動制御により高精度な施工を効率よく、正

確に、安全に行うことが可能である。 

 

 

 

 

 

図-9 除染する学校グランドのイメージと情報化施工用データ 

（１）使用する情報化施工機材 

  ・測量機器（Pocket-3D）、TS,またはmmGPS 

    ・３Ｄ－ＭＣドーザー、グレーダー 

   ＬＰＳ、またはｍｍＧＰＳ 

（２）作業内容説明 

  ①Pocket-3D (TS, mmGPS)現況測量 

Pocket-3Dを使用し現場を10ｍメッシュで測量 

  ②現況測量から施工用3次元データ作成 

  測量データより施工用3次元設計データを作成 

(1)ドーザ用データ、(2)掘削穴用データ。 

  ③撤去土壌の仮保管範囲の掘削 

・３D-MCドーザ/グレーダー 

 保管用穴100mX10m地表0.1mの汚染されている

土壌を撤去。分別して保管。 

・３D-Xi GPS油圧ショベルで２ｍ深さ穴を掘削 

掘削土壌は、0.1m土壌撤去後の盛立てに使用。 

３D-Xi GPSショベルで、丁張り無しの施工可能。 

  ④汚染土壌を撤去、仮保管場所に埋めて保管。 

・３D-MCドーザ/グレーダー 

撤去範囲100m X 100mの深さ0.1mの土壌を 

３D-MCドーザ、グレーダで撤去。 

LPS またはｍｍGPSのシステムを使用。 

特に汚染濃度が高い地表2cmの土壌のみを 

先に撤去して分別保管することも容易に可能。 

施工と同時にPocket-3Dで施工高さを確認しな

がらの作業が可能。 

  ⑤測量後、汚染されていない土壌盛り立て 

  ⑥施工後の出来形測量。 

 

７．まとめ 

 除染作業は通常の施工以上に、確実で正確な作業が

要求される。正確な事前測量、計画、汚染土壌撤去、

埋め戻し、施工後の出来形測量、撤去した汚染土壌の

保管状況と範囲の記録が必要であり、情報化施工は、

これらの施工の効率化、品質・精度の向上、省力化、

安全性の向上を実現する。震災復興は非常に広い範囲

を短期間に施工する必要があるが、情報化施工による

施工のスピードアップと、精度向上は、震災の復興計

画の短縮に大きく貢献する。        以上 
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６．情報化施工と情報処理支援の事例 

高精度な出来形管理を実現するために 

福井コンピュータ株式会社     

土木測量事業推進室 大島 勝利 

 

 

■はじめに 

工事に関連する電子情報を活用し、作業の横断的な

連携により、施工全体の生産性および品質の向上を図

ることを目的とした「情報化施工」の実施状況は、下

記のような右肩上がりの伸び率を示しています。 

 

現在、全国で「情報化施工」を実施している現場で

は、「マシンガイダンス」「マシンコントロール」「トー

タルステーション(以下、TS)による締固め管理」「TS

出来形管理」という、代表的な４つの技術が使われて

いますが、このコーナーでは、「TS 出来形管理」に着

目し、その事例を紹介させていただきます。 

 

■「TS出来形管理」の概要とメリット 

「TS出来形管理」は3次元の座標値を使用すること

で、実測と設計の値の比較ができ、施工管理・検査に

用いる施工管理データを瞬時に得ることができます。 

これにより「計測作業の効率化」「帳票作成の効率化」

「計測時に設計値を参照し出来形不足を迅速に発見」

「検査の効率化」などのメリットが期待できます。 

 

 

次に、それぞれの工程の作業内容について説明します。 

 

■基本設計データ作成 

発注者から貸与された設計図書や線形計算書から設

計要素を抜粋し、X、Y、Z 座標で構成される3次元モ

デルいわゆる「基本設計データ」を作成します。 

具体的には次の6つの工程となります。 

(1)設計図書(CAD図面)の取込・照査 

設計図面に表示されている、寸法や勾配、標高など

の記載内容が合致しているかどうかの確認を行います。 

(2)主要座標入力(線形主要点、基準点等) 

TSを設置する基準点の座標や、平面線形を構成する

主要点座標を座標リスト、線形計算書などから取得し

ます。基本設計データ作成後、座標の追加はできませ

んので、近辺の座標なども漏れなく入力してください。 

(3)路線線形入力(曲線要素) 

線形計算書や図面を参照し、路線名、主要座標、曲

線要素、計算するべき始終点の測点位置を入力し、セ

ンター測点の線形を入力します。この段階では高さを

持たない平坦な平面線形が構築されます。 

(4)縦断計画入力(勾配変化点) 
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縦断図を参照し、主要点の高さや勾配などの要素を

入力します。なお道路土工の場合、路床(路盤)の位置

で出来形観測が行われますので、縦断図の「最終計画

高さ」ではなく、表層や路盤の厚みの分を差し引いた

位置を計画高として設定する必要があります。 

(5)横断計画入力(図面より取得) 

CAD横断図を参照し横断面の変化位置を取得します。

センターの位置からの距離や高低差を判別し3次元座

標化します。また同時に各ポイントに「幅」「基準高」

「法長」という「出来形管理項目」を設定します。 

(6)基本設計データ出力 

座標、平面線形、縦断計画、横断計画のデータを統

合します。これにより立体的なイメージで確認するこ

とが可能となります。この段階では、出来形計測を行

う測点のそれぞれのポイントに設計値が書きこまれた

「基本設計データ(XML)」となります。 

 

 

■現場端末による出来形計測 

従来はレベルや巻尺を使用して「高さ」あるいは「長

さ」を計測していました。「情報化施工」では、この計

測にTSを使用し、3次元化された測定ポイントの座標

値を組み合わせることで、標高(高低差)や長さ(法長)

などを算出し、出来形管理の数値として運用します。

具体的には次の5つの工程となります。 

(1)基本設計データ取込み 

設計値が書きこまれた基本設計データ(XML)を読込

みます。現場端末の画面上では、平面、縦断、横断の

2次元表示にそれぞれ切り替えて表示します。 

(2)計測機械の設置 

既知点への設置または、複数の既知点を視準する「後

方交会法」による設置のいずれかで行います。なお「後

方交会法」では夾角制限(30～150度)、距離制限(100m

以内）を考慮した器械の設置が要求されます。 

(3)計測断面・計測箇所の選択 

基本設計データ内の計測箇所を指定します。なお、

出来形管理を行う場所が既に計測済の箇所は入力済み

として識別できるため重複や計測漏れがなくなります。 

(4)出来形計測・記録 

出来形管理を行う測点は、3次元座標を持っているた

め、観測の際にその場所へ誘導できます。また、計測

した瞬間に設計値と実測値との差異を表示することで、

計測点の間違いを確認できます。また、発注者に対す

る「検査」も出来形管理用TSを用いて検測できます。 

(5)出来形計測データ出力 

出来形計測が完了後、施工管理データ(基本設計デー

タ＋出来形計測データ)をXML形式で保存します。その

データを元に出来形帳票作成を行います。 

 

 

■出来形帳票作成 

情報化施工では、上述の施工管理データを取り込む

だけで、出来形帳票が瞬時に完成します。豆図も自動

作成され、手入力も不要な為、入力ミスもなく、大幅

な作業効率アップにつながります。 

 

■最後に 

福井コンピュータでは、「TS出来形管理」の入口であ

る、基本設計データ(XML)の作成を始め、現場端末によ

る出来形計測、出来形帳票作成まで、情報化施工の一

連の業務をトータルでサポートします。 
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７．省燃費型エレクトリックドライブブルドーザの開発 

世界初 電動ブルドーザ「ＣＡＴ Ｄ７Ｅ」 

所 属   キャタピラージャパン株式会社 

○山本 茂太 

 

エレクトリックドライブブルドーザの開発 

ブルドーザとしては世界で初めてエレクトリックド

ライブを採用した中型ブルドーザ「ＣＡＴ Ｄ７Ｅ」を

開発した。このブルドーザは、ディーゼルエンジンで

発電機を駆動し、稼働に必要な電力を供給するエレク

トリックドライブを採用しており、パワーロスの少な

い高効率かつ省燃費の駆動が可能となったため、従来

機と比較して燃料消費量が２０％低減され、燃料1リ

ットル当たりの作業量である燃料生産性は２５％向上

した。 

発電された電力は車両用電源へ供給されると共に、

エアコンのコンプレッサ駆動、ラジエータやパワート

レインオイルを冷却するウォータポンプの駆動にも供

給される。このように補機類が全て電機駆動となり、

従来はエンジンからベルト駆動で行っていたものが完

全にベルトレスとなり、燃費低減，サービス性の向上

に大きく寄与している。 

またトルクコンバータ／トランスミッションといっ

た可動部品の削減により、パワートレインの寿命を５

０％延長することで運転／保有経費を抑制すると共に、

油脂、オイルフィルタの長寿命化によるメンテナンス

サイクルの長期化で、環境負荷も低減させた環境に優

しいブルドーザとなっている。 

 

 

安全性の追求 

ブレードを作動させる油圧シリンダを一本としたシ

ングルリフトシリンダと、運転席の窓枠を正面に一本

としたセンターポストキャブの採用により、センター

ポスト、プレクリーナマフラ、リフトシリンダが運転

席から見て一直線上に配置され、かつてないワイドな

作業視界を確保することで、大幅な安全性向上を実現

している。 

更に、オペレータが運転席に不在の場合、車輌の走

行システムまたは作業装置制御システムの操作を無効

にするオペレータ着座感知システムを新規採用。安全

に細心の配慮がなされていることも特徴である。 

 

燃料生産性に優れた本製品が広く建設工事で活用さ

れることにより、施工効率の向上が実現するため、工

期の短縮と環境負荷の低減が達成されると考えられる。

また、運転席からの視界が広く、各種安全装備が附属

していること、運転者の疲労軽減に配慮した設計によ

り、労働災害の低減にも寄与すると確信している。 

 

 

D7E ディーゼルエレクトリック パワートレイン

AC(交流)発電機

専用ケーブル＆コネクタ

パワーインバータ

アクセサリ
パワーコンバータ

Cat® C9.3 Engine

推進モジュール

ファイナルドライブ

・ACモータ（2個）
・ブレーキ
・ディファレンシャルステアリング
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８．加熱アスファルト表面処理工法 

リフレッシュシールＭｉｘ 

 

日本道路株式会社 ○久下 晴巳 

日本道路株式会社  荒尾 慶文 

 

技術の概要 

加熱アスファルト混合物に特殊改質剤を添加するこ

とで、いたんだ舗装路面を舗装厚さ1～2cmの薄層で効

率的に補修でき、既設舗装の延命、工期短縮と工事コ

スト縮減が可能な表面処理工法である。 

 

技術の特徴 

(1) 従来技術は切削と舗装という2工程を要したが、

リフレッシュシールMixは1～2cmの薄層で施工するこ

とにより切削工程が不要となる。その結果、工期の短

縮と切削廃材の抑制が図れる。施工は通常の加熱アス

ファルト舗装と同様に行うことができる。 

(2) 特殊改質剤中の改質剤と植物繊維の効果により、

既設舗装のリフレクションクラックの発生を低減する

と共にすべり抵抗性が確保できる。 

(3) 中温化効果により最小施工厚さ 5mm、平均施工厚

さ15mmの薄層でも、施工時の混合物の温度低下に伴う

表面の粗面化や混合物の引きずりが発生することなく

施工が可能である。 

      

特殊添加剤（リフレッシュサポートM） 

       

特殊添加剤の荷姿  

期待される効果 

(1) 薄層のため切削工程が不要であり、工期短縮と工

事費の低減が図れ経済的である。 

(2) リフレクションクラックの発生低減が２年間の調

査で確認できた。 

(3) すべり抵抗性を確保できる。 

(4) 施工前路面の凹凸を修正するため車の乗り心地と

騒音を改善する。 

(5) 騒音低減効果により沿道の環境を改善する。 

(6) 切削オーバーレイ工法と比較しCO2排出量を低減

する。 

(7) 予防的維持工法として適用することにより、ライ

フサイクルコストを低減する。 

 

 

施工前の状況（ひび割れ率60％）  

        

        １年後の状況（ひび割れ率16％）  
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１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日

※日あたり８時間として

本機(1.0m
3
級)

※分解型 ４日間の短縮
分解 空輸 組立

空輸 組立

日数

分解（工場）
従来型(0.5m

3
級)

※非分解型

９．空輸対応型油圧ショベルの開発 

～岩手・宮城内陸地震より学ぶ作業効率の向上～ 

国土交通省 東北地方整備局 東北技術事務所 副所長 ○ 鹿 野 安 彦 

 同        施工調査課長   伊 藤  圭 

同    施工調査課 施工調査係   増 田 陽 介 

 

１．開発概要 

平成20年6月14日に発生した岩手・宮城内陸地震

において、重機の陸路輸送が不可能な箇所(天然ダム

等)で応急復旧作業を実施しました。 

しかし、既存の空輸対応型ショベル(最大能力：

0.5m3)だと能力不足の課題が発生したことから、より

効率的・効果的な応急復旧作業の実現のため、既存の

空輸技術で空輸可能な大型の空輸対応型油圧ショベル

(1.0m3級)の開発を実施しました。 

 

２．本機の特徴 

①３ｔ吊ヘリコプターで空輸することを想定し、

１ブロックあたり２．７ｔ未満とし、１５ブロッ

クに分割 

②分解組立には特種な工具を使用せず、現地作業に 

おいて分解・組立にそれぞれ２日ずつで作業可能 

(工場での分解作業の場合１日で作業可能) 

③危険な作業環境下にある災害現場での作業を想

定し、遠隔操縦装置を搭載 

  ④多種多様な作業に対応可能なように、アタッチメ 

ントとして油圧ブレーカ、グラップルソーを保有 

空輸対応型油圧ショベル(1.0m3級)全景写真 

３．従来機と本機の比較 

 ①施工能力について、従来機(0.5m3 級：分解型)：

110m3/日に対し、本機(1.0m3 級：分解型)：260m3/

日であり、作業能力の向上を実現 

 ②従来機(0.5m3級：非分解型)と本機(1.0m3級：分解

型)との分解・組立日数の比較について、従来機の

１０日間に対し６日間と、ワンタッチカプラを用い

た分解・組立作業の簡略化により４日間の工期短縮

を実現し早期の作業着手が可能 

 

 

 

 

分解・組立日数の比較 

 

空輸対応型油圧ショベル(1.0m3級)分割図 

 

４．今後の運用 

本機を有効に活用するため「災害時の空輸対応マニ

ュアル」を策定し災害対応に備えています。また、本

機を活用した遠隔操作訓練を実施し、オペレータの人

材育成及び確保を図っています。 

グラップルソー装着時 油圧ブレーカ装着時

 



Ｓ１．曲線鋼管による既設トンネル補強工法の研究 

(社)日本建設機械化協会 施工技術総合研究所    横澤圭一郎 
(社)日本建設機械化協会 施工技術総合研究所    安井 成豊 
(社)日本建設機械化協会 施工技術総合研究所    藤田 一宏 
(社)日本建設機械化協会 施工技術総合研究所   ○近藤  亮 

 
１．はじめに 

近年，供用中の高速道路のトンネルにおいて，

舗装版が隆起する変状現象が報告されている。こ

れらの変状はいずれもインバートが設置されてい

ない箇所で生じていることから，新たにインバー

トを設置して断面閉合を行うことが最も効果的な

対策であると考えられる。 
しかし，インバートを設置するために供用中の

高速道路を長期間通行止めにすることは，現実的

には困難である。 
以上を背景として，トンネルの通行を確保しな

がらインバートを設置する施工方法を開発するこ

とを目的に，首都大学東京，高速道路総合技術研

究所，施工技術総合研究所の三者による共同研究

を平成 21 年度から開始した。 
共同研究の主な役割分担は，表-1 に示すとおり

である。このうち本稿では施工技術総合研究所が

担当した施工方法の検討について報告する。 
 

表-1 共同研究の役割分担 
役割分担

首都大学東京
解析手法の検討

解析による構造検討

高速道路総合技術研究所
実現場への適用性検討

経済性の評価
研究成果の総合とりまとめ

施工技術総合研究所
施工法検討

施工計画検討  
 
２．検討対象条件 

本研究が対象とするトンネル断面を図-1 に示

し，施工時の交通規制条件を表-2 に示す。 
 

表-2 施工時の交通規制条件 

 
 

 
図-1 検討の対象とするトンネル断面 

 
３．施工方法の検討 

前述の条件のとおり，既設トンネルにおいて片

側（一車線）の交通を確保したまま，インバート

の設置が可能と考えられる３種類の施工方法を立

案し，その適用性について検討を行った。以下に

その概要を示す。 
 
3.1 曲線ボーリング方式 

曲線ボーリング方式は，インバート部分に曲線

の鋼管をボーリングマシンにより打設して補強す

る方法である。本方式は既存の工法を組み合わせ

たものであり，技術的に大きな課題は特にないた

め，本研究が対象とする施工条件への適用性は比

較的高いものと考えられる。 
本方式の施工イメージを図-2 に示す。 

 
図-2 曲線ボーリング方式 

（施工イメージとシステム） 



3.2 チェーンカッタ方式 

都市部のトンネル施工法として，チェーンカッ

タによりトンネル外周部を切削し，コンクリート

を打設した後，切羽を切削する「NEW PLS 工法」

がある。チェーンカッタ方式は，この工法を応用

してインバート部分をチェーンカッタで切削後，

インバートコンクリートを打設する方法である

（写真-1 参照）。 
本方式の課題としては，チェーンカッタ機は軟

岩程度までの切削は可能であるが，硬岩の場合に

は切削が困難であることや，現存する機械が無い

ため，新たに機械を製作しなければならないこと

などが挙げられる。 

 
写真-1 チェーンカッタ 

 
3.3 パイプフロア方式 

パイプフロア方式は，トンネルの先受け工法と

して天端部に鋼管を打設するパイプルーフ工法を

応用して，図-3 に示すように，インバート部に直

線鋼管を打設して，底版部の補強を計るものであ

る。本方式は，特殊な機械を必要とせず，汎用の

機械で施工が可能である。ただし，課題としては，

覆工コンクリートと閉合しないため，構造系とし

て成立するか解析的な検討が必要である。 

 
図-3 パイプフロア方式（完成模式図） 

3.4 施工方法の選定 

上記３つの施工方式について，交通規制条件等

を踏まえて，実現場に対する適用性評価を行った。

その結果，曲線ボーリング方式を本研究の基本的

な施工方法として選定した。表-3 に適用性評価一

覧を示す。 
表-3 施工方式の適用性評価一覧 

 
 
４．施工性の検討 

4.1 曲線鋼管による補強工法の構造と施工手順  

本工法は，交通規制が困難で掘削が行えない道

路中央部は，曲線鋼管を挿入し，側壁部について

は，底盤を掘削してコンクリートを打設して鋼管

と一体化させる複合構造である。 
本工法の構造イメージを図-4 に示し，施工手順

を図-5 に示す。 
なお，本工法の複合構造については，構造解析

により従来のコンクリートによるインバートと同

等程度の抑止効果を有することを確認している。 

 
図-4 曲線鋼管による補強工法の構造イメージ 



 
図-5 施工手順図 

 
4.2 地山条件 

変状現象が報告されているトンネルは，昭和 60
年の設計要領で建設されたトンネルに多く見られ

ている。これらのトンネルでは当時，長期耐久性

に問題が生じる場合があると考えられている泥岩，

凝灰岩，蛇紋岩等の地質でも，当時は地山等級が

Ｃ級と判定されていれば，インバートが施工され

ていない事例があり，変状が生ずる要因のひとつ

とされた。 
以上のように，現在問題が生じているトンネル

は，施工時に地山等級Ｃ級と判断されたトンネル

でも生じている。したがって，本工法で想定する

地山等級はＣ級～Ｄ級とした。 

4.3 施工条件 

インバートの力学的機能，実現場の作業スペー

スなどを踏まえた本工法の施工条件を以下に示す。 
(1) 曲線鋼管のサイズ 
曲線鋼管のサイズは，力学的には太い径の方が

有利になるが，施工時の作業性，削孔機械の能力

等を総合的に考慮して，φ216mm の鋼管を施工

可能な最大径であると判断した。また，鋼管の曲

率半径は，既往のインバート対象事例を踏まえて

10ｍを施工条件に設定した。なお，この鋼管径

216mm および曲率半径 10ｍについては，構造解

析によりその補強効果を確認している。 
(2) 作業スペース 
想定するトンネル断面で，片側の交通確保を考

慮すると，掘削出来る作業スペースは，幅３ｍで

ある。 
 
4.4 曲線鋼管削孔実験 

前記までの条件を踏まえ，本工法の施工性を確

認するため，削孔実験を行った。 
(1) 実験の概要と目的 
本実験は，２車線断面相当のトンネルのインバ

ート中央部に約３ｍの長さの曲線鋼管を打設する

ことを想定し，打設箇所の地山を模擬した供試体

を作製した。この模擬地盤に実際に曲線鋼管を打

設し，削孔機械の能力，作業性を確認するととも

に，技術的な課題を抽出し，実現場への適用性に

ついて確認することを目的とした。本実験で確認

した主な項目は以下の通りである。 
 ①施工ヤード内での施工性の確認 
 ②鋼管接続方法の確認 
 ③作業サイクルタイムの確認 
 ④削孔精度の確認 

 
図-6 曲線鋼管の打設イメージ 



(2) 削孔機械 
削孔機械は，トンネル工事で使用するドリルジ

ャンボに搭載されているドリフタを改造して使用

した。削孔機械の主な仕様を表-4 に示す。 
表-4 使用した削孔機械の仕様 

型式 NS-2020-30

全長（mm） 799

全幅（mm） 390

全高（mm） 381

打撃数（bpm） 2200

出力（kW） 30

打撃力（kg-m） 23

回転数（rpm） 30/60

回転トルク（kg-m） 125/250

ロータリーパーカッション用ドリフタ

 
 
(3) 模擬地盤の製作 
模擬地盤には，軟岩，脆弱層，軟岩+脆弱層の

地山状況を想定して３つの実験ケースを設定した。

なお，試験体は６本の鋼管打設が行える寸法で製

作した。 

供試体（模擬地山）

5.5ｍ  
図-7 供試体（模擬地山） 

 
(4) 鋼管の接続方法 
作業スペース等の制約から，曲線鋼管は約１ｍ

の長さの鋼管を接続しながら施工する必要がある。

接続方法は，溶接，ネジ，圧着の３種類について

実施し，それぞれの作業性等について確認した。 
 
(5) 実験ケース 
実験は当初６本の鋼管を削孔する計画を立案し

たが，実験中に様々な課題が生じたため，これら

を解決するために再実験，追加実験などを実施し

最終的には８本の削孔実験を行った。 
実際に実施した実験ケースを表-5 および図-8

に示す。 

表-5 実施した実験ケース 

 

 
図-8 実施した実験ケースの概要図 

 
(6) 実験結果 
①施工ヤード 
写真-2 に示すように，３ｍ幅の作業スペースに

機械を設置して削孔することができ，概ね制約条

件の施工ヤードで作業が可能であることを確認し

た。 

 
写真-2 削孔作業の状況 



②鋼管接続方法 
鋼管の接続は作業時間的には，ネジによる接続

が最も早かったが，削孔時にゆるみが生じる状況

であった。結果的には圧着による接続が適用性が

高いと判断した。表-6 に接続方式の評価一覧を示

し，写真-3 に圧着による鋼管接続の状況を示す。 
表-6 接続方式の評価一覧 

 

 
写真-3 圧着による曲線鋼管の接続 

 
③作業時間 
作業時間の大半は削孔時間であり，その削孔時

間は地山の強度に大きく影響される。脆弱岩を想

定した一軸圧縮強度 1N/mm2 の箇所では３ｍの

鋼管の純削孔時間は 30分程度であるのに対して，

軟岩を想定した 24N/mm2 の強度の箇所では，約

200 分の削孔時間を要している。 
１本当たりの削孔サイクルタイムについて整理

したものを表-7 に示す。 
表-7 １本当たりの削孔サイクルタイム 

軟岩
1N/mm2 10N/mm2 24N/mm2

① 平均削孔速度（m/分） 0.10 0.03 0.02

② 削孔長（m） 3.3 3.3 3.3

③ 継足し回数（回） 3 3 3

④ 1回当り継足し時間（分） 15 15 15

削孔時間 32.8 126.9 214.3 ②÷①

継足し時間 45 45 45 ③×④

計 77.8 171.9 259.3

サ
イ
ク
ル
タ
イ
ム

想定地山
脆弱層 備考

(分)  

④打設精度 
打設精度の確認は模擬地盤を貫通した箇所の鋼

管の位置を測定して，計画の位置からのずれで評

価することにした。 
本実験で，幅約 3.3ｍの模擬地盤を貫通するこ

とができたケースは脆弱地山を想定した箇所の３

本であった。このうち目標到達位置と最もずれが

生じたケースを図-9，写真-4 に示す。このケース

では鋼管のセンターが目標よりも右に 165mm の

ずれが生じ，鉛直方向はほぼ計画どおりの位置で

あった。 

 
図-9 削孔精度の測定（脆弱層 10N/mm2） 

 
写真-4 鋼管貫通の状況 

 
５．まとめ 

5.1 実験で得られた知見 

今回の削孔実験により得られた知見を以下に示

す。 
①削孔時の機械データを分析した結果，効率的な

削孔を行うためには，最適な回転およびトルク

があると考えられる。ただし，これらの設定は

地山の状況によっても異なる可能性がある。 
②実験当初の段階では曲線鋼管のため，インナー

ビットを引き抜くことが困難であったが，その

後のビットの改造などにより，引き抜きを可能

にすることが出来るようになり，曲率半径 10
ｍ程度の鋼管であれば，十分に削孔可能である



ことを確認した。 
③鋼管の設置，ロッドの継ぎ足し，鋼管の継ぎ足

しの一連の削孔作業は当初想定した幅３ｍの

作業空間で支障なく作業が可能であることを

確認した。 
④鋼管の接続方法については，作業性，剛性・強

度，経済性で圧着が有利であるが，現状の圧着

機は大きく，ハンドリングが悪いため，コンパ

クト化するのが望ましい。 
⑤１本当りのサイクルタイムは，圧着継手の場合，

模擬地盤強度１N/mm2 で約 80 分，10N/mm2
で約 170 分，24N/mm2 で約 260 分であった。 

⑥削孔機械の据付・移動時間を加えると模擬地盤

強度が１N/mm2 の場合には，１本当たり２時

間程度で施工可能であり，１方=８時間とする

と，１方当たり４本となり，昨年度の検討結果

である 5.1 本/方の約 80％の速度となる。 
⑦削孔精度は，貫通した３ケースでは，右へ

165mm，右へ 114mm，左へ 65mm という結

果であり，１Ｄ程度未満であった。 
⑧鋼管の削孔作業は想定した作業スペースで行え

ることが確認出来た。 
⑨以上より、選定した曲線鋼管によるインバート

補強工法は、実現場へ十分に適用できるものと

考える。 
 
5.2 今後の課題 

本実験により，以下に示す改善項目，課題が判

明した。本共同研究は今後も継続して行い，これ

らの改善項目，課題の解決を図り，本工法の確立

を目指す予定である。 
①削孔能力の向上 
・インナービット形状を回転打撃による破砕効果

が上がる形状とする。 
・破砕した地山の取り込みをより容易にする形状

とする。 
・削孔速度を上げるためにドリフタの仕様を見直

す。 
・効率の良い排泥方法を検討する。 
②サイクルタイムの短縮 
・鋼管の接続回数を減らす。 
・圧着機とセンタライザーの配置を再検討する。 
・削孔機の位置合わせの精度を向上させる。 
③コストの低減 
・より安価な捨てビットを検討する。 
④作業ヤードの施工性向上 
・削孔機の高さを低くする。 
⑤作業ヤードの施工安全性向上 
・土留工の必要性および構造を検討する。 
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１．はじめに 

既存の橋梁では，交通量の増加や車両の大型化

による荷重の増大による繰返し荷重および塩害の

影響等によって，コンクリート構造物に損傷，劣

化が見られるようになり，最適な補修・補強工法

の選定と同時にその構造物の診断手法の確立が重

要となっている。 
コンクリート構造物を対象とした現行の計測手

法としては，一般的には変位や応力等によるモニ

タリングが実施されているが，この他に実構造物

への非破壊試験の一例として AE 法や超音波法が

挙げられる。これまでにも AE 法や超音波法に関

する研究が各方面で進められているが，形状・寸

法が大きい構造物の場合には非破壊検査手法とし

ての適用性が実用レベルまで至っていないのが現

状である。そのため，実務的で高精度な非破壊検

査技術による診断手法の確立が求められている。 
本研究は，塩害環境下にあるプレストレストコ

ンクリート構造物に脱塩工法を適用するにあたり，

実橋から撤去したプレテンション PCT 桁を用いて

載荷試験を行い，その電気化学的影響を各種非破

壊試験により評価するため，簡易 AE 計測システ

ムおよび超音波計測システムを独自に構築し，長

期載荷試験および静的破壊試験を実施し，その適

用性等の研究を行ったものである。 
 

２．試験概要 

供試体，載荷試験および計測システム等について

以下に説明する。 
 

 
図-1 載荷試験方法 

 

2.1 プレテン桁供試体 

供試体は，北陸自動車道金沢西 IC～小松 IC 間で

塩害劣化により架替を行ったスパン 14m の単純桁

であり，これに端部処理・整形等を行っている。

主な諸元は次に示すとおりである。 
 
＜主な諸元＞ 
1) 型式；プレテンション PC 単純桁 
2) 桁長；14,100mm（切断整形前）→13,100mm（整形後） 
3) コンクリート設計基準強度；49N/mm2 
4) PC 鋼材；PC 鋼より線 7 本より 9.7mm 
5) 脱塩工法の通電条件（ウエブと下フランジを対象） 

・連続通電方式 
・電流密度（最外部 PC 鋼材表面積当たり 5A/m2） 
・ファイバー方式（ほう酸と炭酸カルシウムの混合液） 

 
2.2 載荷試験方法 

載荷試験は，脱塩工法の通電期間に渡って静的

曲げ載荷を行う定荷重での載荷試験，および静的

曲げ破壊試験を行った。載荷試験方法は，電気油

圧サーボ式試験機を用い，図－1，写真－1 に示す

ように荷重分配桁(鋼桁；長さ 5m×幅 0.5m×高さ

0.7m)を用いた 3 等分点での 2 点集中載荷とした。 
 

 
写真-1 プレテン桁の載荷試験状況 

 



2.3 載荷試験条件 

図－2 に示す脱塩工法の通電期間において，載荷

荷重の最大値は，当初設計の最大設計荷重相当

192kN（PC 鋼材のσpy×0.65）とした。また，192kN
載荷試験後，徐々にクリープ現象と考えられるひ

ずみやたわみの増加が認められたため，載荷（通

電）10 日後からは載荷荷重を 150kN に低減し，約

2 ヶ月間（合計 57 日間）の荷重制御による静的曲

げ載荷試験を行った。 
脱塩後の静的曲げ破壊試験は，プレテン桁の変

形によって荷重が増加しなくなった最大荷重

559kN まで載荷試験を実施した。なお，この最大

荷重は，当初設計の曲げ耐力（500kN）以上であっ

た。 
2.4 測定項目と測定方法 

本試験の測定項目と測定方法は，次のとおりと

した。 
(1) ひずみ・たわみ（図－3(a)参照） 

桁下面コンクリート表面のひずみ測定は絶縁低

下防止，長期安定性を有するメタルベースの防水

型ひずみゲージを，桁たわみ測定は長期間の安定

性を考慮したひずみゲージ式変位計を用いて行っ

た。 
(2) AE （アコースティック・エミッション） 

載荷試験（連続通電）中に発生する可能性のあ

る PC 鋼材の破断検知等を行うため，たわみ型振動

子(圧電素子φ27mm，厚さ 0.5mm)を利用して試作

したAEセンサと簡易的なAE計測システムを構築

し，常時監視による連続的なモニタリングを行っ

た。 
AE センサの取付け位置は，図－3(b)に示すよう

に超音波計測を考慮し，プレテン桁下面（10 箇所）

と桁端部（2 箇所）の合計 12 箇所とした。なお，

載荷試験中の AE による破断検知等の連続的なモ

ニタリングは，プレテン桁下面の AE センサ（R0
～R9）を用いて行った。 
(3) 超音波（伝播時間・速度・波形） 

現状では桁中の PC 鋼材（より線）の付着強度の

低下やコンクリート中の変状を計測する手法とし

て，適切な非破壊試験方法が見当らないため，事

前にノイズ対策等の基礎実験を行い，新たな超音

波計測システムを構築した。 
この超音波計測の特徴は，超音波送受信装置か

ら試作した AE センサに超音波パルスを入力して

超音波を発生させ，他の AE センサでコンクリー

ト中を伝播してきた超音波の伝播時間（伝播速度）

や伝播波形（受信波形）等の特性から，プレテン

桁内部の変状の有無を推定するものである。 
2.5 計測システムの検討 

(1) ＡＥ計測システム 

1) ハイパスフィルタの設定 
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図-2 載荷試験の条件 

 

 
(a) ひずみおよびたわみの測定位置 

 
(b) AE 計測・超音波計測の測定位置 

図-3 測定位置 

 

 
図-4 AE 計測システムの構成 

 
フィルタの設定は，より正確に現象を把握する

ための基礎実験を通じ，最終的に 15kHz のハイパ

スとした。 
2) 簡易型 AE 計測システムの構築 

プレテン桁下面に設置した 10 個（R0～R9）の

AE センサのどれか 1 つが，しきい値（20mV/div）
を超えた場合にトリガを開始し，自動的に収録す



る図－4 に示すシステムとした。 
3) ＡＥ発生の位置標定 

AE の位置標定については，AE 波形の伝播時間

差と伝播速度から算出することとした。 
例えば，図－5に示すようなAE波形が受信され，

計算によって 2 次元位置標定を行う場合は，AE セ

ンサ 1)と 2)との伝播時間差をΔT1，伝播速度を V
とすると，標定位置 X は下式(1)によって求める。 

 
X = V ・ Δ T1 × 1/2                      
(1) 
ここに，ΔT1；伝播時間差 

V；AE 波のコンクリート伝播速度 
 
 (2) 超音波計測システム 

1) 超音波計測システムの構築 

脱塩工法の通電等の影響と考えられるプレテン

桁内部に生じたノイズ対策として，超音波装置か

らの受信信号にバンドパスフィルタを挿入し，図

－6 に示すような計測システムを構築した。 
2) 計測方法（透過法、並列法） 

図－7 に示すように透過法および並列法による

超音波計測を実施した。 
3) 受信波形の評価方法 

デジタルオシロスコープの画面では，図－8 に見

られるような受信波形が観測される。ここで，X
軸方向は時間軸（sec）を，Y 軸方向は受信波の電

圧（V）を示す。 
伝播速度(L/T)は，受信波形の伝播時間（T）と伝

播距離（センサ間の距離；L）から算出し評価する。 
受信波形は，図－8 に示すようにコンクリート部

材の劣化程度が超音波の伝播エネルギの損失度

（受信振幅の減衰）によって表現できるものと考

え，その損失度を受信波形の面積を計算すること

で評価する方法とした。単位は V・sec となる。 
 

３．試験結果および考察  

一定荷重での載荷試験中および静的曲げ破壊試

験時の AE・超音波およびひずみ・たわみ計測結果

について述べる。 
3.1 載荷試験（一定荷重下での脱塩工法期間中） 

(1) AE 計測 

約 2 ヶ月間の載荷試験期間中および静的破壊試

験の最大荷重時にプレテン桁から発生した AE 波

の受信記録の例を図－9 に示す。AE の検知結果の

特徴は，次のとおりであった。 
1) AE の発生位置 

AE センサ R0～R8 の範囲で図－9(a)，(b)に示す

AE の発生が認められた。 
2) AE の発生状況 

載荷試験の経過日数と AE 発生事象との関係を

図－10 に示す。この図からもわかるように，コン

 
図-5  AE 発生の位置標定 

 

 
図-6 超音波計測システムの構成 

 

 
(a) 透過法による計測方法 

 

(b) 並列法による計測方法 
図-7 超音波の計測方法 

 

 
図-8 受信波形の例 

 
(a)振幅小  

(b)振幅比較的大  
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図-9 AE 波の受信記録の例 

クリートの微少割れと推定される AE が試験経過

日数と共に増加し，累計30回の事象が検知された。 
以上の一定荷重の載荷試験後，脱塩工仮設材を

全て撤去して AE 発生（累計）の多い位置付近を

目視調査した結果，新たに桁軸方向に微細なひび

割れの発生があり，AE の位置標定結果とほぼ一致

することがわかった。 
(2) 超音波計測 

1) 透過法 

a. 図－11 に示す走時曲線から，試験前では距離と

時間との関係にほぼ比例関係が成り立つが，経

過（経時）と共に R3～T1 のセンサ間で伝播時間

が長くなる傾向を示しており，コンクリート部

材内部で何らかの劣化が進行しているものと考

えられる。 
b. 図－12 に示す T0 と T1 間（L=13.10m）での受

信波形（面積）の比率によると，コンクリート

部材内に AE で検知された微細なひび割れの発

生やたわみの増加によって，受信波形が徐々に

減衰（約 60%の減少）していく傾向が認められ

た。これは試験荷重および脱塩工法の通電等の

影響によるものと推定される。 
以上のように，透過法による走時曲線および受

信波形の変化から，コンクリート部材内部に微細

な何らかの変化，例えば，超音波を減衰させるマ

イクロクラックの発生 1)や剛性の低下等が発生し

ているものと考えられる。 
2) 並列法 

a. 図－13 に示すように各センサ間（1m 間隔）で

の超音波の伝播速度は 4566m/s～4762m/s であり，

各区間で若干のバラツキを有することが判明し

た。また，経時変化によると各センサ間の超音

波の伝播速度が 2～6%とわずかに低下する傾向

が見られた。 
b. 各受信波形には，桁断面方向のひび割れ発生等

による急激な振幅の減衰（大きな変化）は認め

られなかった。 
以上より，並列法による超音波の伝播速度や受

信波形に大きな変化が見られなかったことから，

桁下面での曲げひび割れ（桁断面方向）の発生は

ないものと判断される。 
(3) ひずみ・たわみ 

図－14 に示すように，荷重 192kN を載荷した直

後からひずみ・たわみの増加（クリープ現象）が

認められた。その後，荷重を 150kN に低減すると，

ひずみ・たわみ共にほぼ安定した値となり，大き

な変化は見られなかった。 
3.2 静的曲げ破壊試験 

静的破壊試験では、桁断面方向への目視による

ひび割れの発生荷重は 275kN で確認し，その後，

荷重の増大とともに曲げひび割れの本数が増加し， 
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図-10 AE 発生事象と経過日数との関係 
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図-11 伝播距離と伝播時間の関係 
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図-12 受信波形面積の経時変化(T0-T1 間) 
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図-13 各センサ間の超音波伝播速度の変化 
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(a) ひずみ経時変化 
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(b) たわみ経時変化 



図-14 ひずみ・たわみの経時変化 

最大荷重 559kN で PC 鋼材の破断と思われる音が

発生し、変形量の増大を確認した。 
(1) AE 計測 

1) AE の発生状況 

・図－15 に示すように，各試験荷重に対してしき

い値を超えて検知された AE の累計は 150 回以

上となった。 
・図－16 に示すように，試験荷重 550kN では R6
センサ付近で，最大荷重 559kN では R2 センサ

付近で振幅が大きく，持続時間の長い AE を検

知した。特に，図－16(b)の AE 波形は，PC 鋼材

の破断による AE 波の特徴と考えられる。 
2) AE 発生位置の標定（559kN 時；図－17 参照） 

R1 センサのフィルタ故障のため，正確な位置標

定は困難であるが，AE の発生箇所を含む AE セン

サ（R0 と R3）から概略の位置を試算した結果は， 
V=4000m/s とした場合には，X = 4000m/s × 80μs 
× 1/2= 0.16m と推定される。 
この位置標定結果は，後述する PC 鋼材のはつり

出し調査結果に示すように，PC 鋼材の破断推定位

置付近でより線の 1 本に破断が確認され，ほぼ一

致することが判明した。 
(2) 超音波計測 

1) 透過法 

＜走時曲線＞ 

・図－18 に示す走時曲線から，ひび割れ発生荷重

275kN 時には，R4～T1 の区間で超音波の伝播時

間が増大する傾向を示し，AE 発生事象の急増し

た現象とも一致する。 
・最大荷重 559kN では，曲げひび割れが発生して

いない T0-R0 間を除き，R1～R9，T1 センサの

全区間で伝播時間の大幅な増加が認められた。 
・特に，R2，R6 センサ付近では傾きの変化が大き

く，この位置では曲げひび割れの増加や開口，

PC 鋼線の破断等による変形量の増大等の影響

が現れたのではないかと考えられる。 
＜受信波形＞ 

・図－19 に示すように，ひび割れ発生位置の前後

（T0-R3，T0-R4）で比較すると，伝播経路にひ

び割れを含む T0-T4 間に受信波形の大幅な減衰

（面積比率が 45%）が認められた。 
・また，最大荷重 559kN では，多数の曲げおよび

せん断ひび割れ等の発生により，T0-R3 および

T0-R4センサ共に，受信波形が大幅に減衰した。 
2) 並列法 

＜伝播速度＞ 

・図－20(a) に示すように，載荷試験(57 日)後の伝

播速度は 4386～4630m/s で，ほとんど変化は認

められなかった。 
・また，275kN (ひび割れ発生)時には，曲げ区間(R3

～R7)で伝播速度の低下を生じ，目視でひび割れ

の発生が確認された R3-R4 間では，伝播速度 
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図-15 破壊試験時のＡＥ検知結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(a) 550kN 時     (b)559kN 時(PC 鋼材破断) 
図-16 プレテン桁から発生した AE 波形の例 

 

 
図-17 ＡＥ発生位置の標定（559kN 時） 
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図-18 走時曲線(透過法による) 
2941m/s と大幅な速度低下が認められた。ただし，

プレテン桁の除荷重時には，導入されているプ

レストレストによってひび割れが完全に閉じる

ことから，伝播速度に変化は生じなかった。 
・最大荷重 559kN 時の伝播速度は，桁全長に渡り

1087～2252m/s(23～50%)と大幅な速度低下が認

められた。 
＜受信波形＞ 

・受信波形の比率は，図－20(b)に示すように，最

大荷重 559kN 時には，センサ区間(R1～R8)で 29
～58%へ大幅な波形振幅の減衰が認められた。 
以上のことから，プレテン桁に曲げひび割れが

発生した場合には，超音波の伝播速度や受信波形

に大きな影響を及ぼすことが確認できた。すなわ

ち，桁を伝播する超音波（弾性波）の伝播速度や

受信波形の変化に着目することで，プレテン桁の

ひび割れ発生等の異常箇所の検出が可能であると

考える。 
(3) たわみ 

・図－21 に示すように，試験荷重 275kN でのたわ

みは約 25mm（約 11.0kN/mm）となり，試験荷

重とたわみとの関係はほぼ比例関係を示した。 
・試験荷重 300kN を超えたあたりから曲げ破壊荷

重の 559kN までの範囲は，たわみは約 140mm
（1.85kN/mm）となり，荷重とたわみとの関係

は約 5.9 倍に急増した。 
3.3 PC 鋼材のはつり出し調査 

PC 鋼材の破断が AE で推定されたプレテン桁

（切断片）を用いて，下フランジコンクリートの

はつり調査を行った。その結果，R1-R2 センサ間

から約 22cm の位置で，PC 鋼材（より線の 1 本）

の破断が確認され，本 AE 計測システムの有効性

が検証された。 
 
４．まとめ 
本研究では，独自に考案した簡易 AE 計測シス

テムおよび超音波計測システムを用いて PC コン

クリート部材の劣化進行過程での適用性検討を行

った。その結果，以下のことが明らかとなった。 
(1) 簡易 AE 法を用いた場合，静的曲げ破壊試験の

最大荷重付近でのみ PC 鋼材の破断が確認され，

システムの有効性が検証された。なお，この PC
鋼材の破断は脱塩工法が影響したものではなか

った。 
(2) 超音波法では，伝播速度，受信波形は，曲げひ

び割れの影響を大きく受けることから，プレテ

ン桁の劣化進行（健全性）の評価に，有効な手

法になりうると考えられる。ただし，プレテン

桁の除荷時に，導入されているプレストレスに

よってひび割れが完全に閉じる場合には，伝播

速度に変化は生じない。 

載荷条件

センサ位置

(a)150kN載荷時

(ひび割れ無し)
(b)275kN載荷時

(ひび割れ発生荷重)
(c)559kN載荷時

(曲げ破壊荷重)

T0-R3間
(L=5.05m)

1)伝播速度 3976m/s(100%) 3769m/s(95%) 2275m/s(57%)

2)受信波形の
　面積比率

100% 107% 11%

T0-R4間
(L=6.05m)

1)伝播速度 4033m/s(100%) 3580m/s(89%) 2030m/s(50%)

2)受信波形の
　面積比率

100% 45% 6%

備　考
・図中の縦目盛(V)は100mV/div，横目盛(H)は、500μs/divを示す。

 
図-19 受信波形の例(透過法による) 
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(a) 超音波伝播速度の変化(並列法による) 
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(b) 超音波受信波形の変化(並列法による) 

 

図-20 超音波の伝播速度および受信波形の変化 

図-21 荷重とたわみの関係 
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(a) 荷重－たわみ(275kN 時) 
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(b) 荷重－たわみ(559kN 時) 
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Ｓ３．掘削工事の概略設計への立方体地盤モデルの適用 
 

(社)日本建設機械化協会 施工技術総合研究所 ○竹本 憲充 
 
 
１．掘削工事における概略設計の概要と 

新手法の提案 

（１）地形設計の概要 

景観デザインの普及に伴い，河川の多自然設計をはじめ，

地形デザインの可能性が追求されている．しかし，3 次元

的に変化する地形の改変を設計として取り扱うのは容易で

はない．図－１は従来から多用される等高線によって切り

出された積層模型である．このような模型をベースに自由

にあるいは，ある工学的意図に沿って，地形を変えること

は模型の制作・修正等，多大な労力を要する． 
また，分水路の景観設計には図－２に示す 3D-CAD のサ

ーフェスモデルが用いられる．サーフェスモデルとは，境

界で閉じられた面の集合によって，地形を表現するモデル

である．サーフェスモデルを用いる利点は，改変した地形

データから解析用の入力データが容易に得られる，土工量

が算出できる，等であるが，形状の変更は，容易ではない． 
サーフェスモデルを用いた地形設計(従来法)の概要を，

図－３に示す．幾つかのデザイン案（たとえば A,B,C 案）

を検討し，その中から詳細設計の対象となる案（ここでは

B 案）を選び，景観性，機能性，経済性等を配慮した検討

を行い，最終案に至る． 

（２）新手法の提案 

従来法の問題点は，図－３にも示したように，各案に，

概略設計の段階でもサーフェスモデルを用いるため，デー

タ作成に多大な労力を要し，迅速に多くの案の比較検討が

できず，3 案を検討するだけでも容易ではない．このため，

本来，より多くの時間を費やして検討すべき，詳細設計の

時間が削られ，細部の検討が十分になされない恐れがある． 
そこで，筆者等は概略設計段階でサーフェスモデルの替

わりに図－４に示す立体体地盤モデルを用いる手法(提案

法)を考えた（図－７）．3 章で後述するように，地形を

離散的な立方体に置き換え，各要素に土質情報を付加す

ることによって，次のような利点があることが判る． 
a）迅速な 3 次元可視化 

不要な立方体を取り除くことで，容易に施工後の表面

形状の概要が理解できる．さらに，土質の種類を色分け

しておけば，掘削面の土質の概要も理解できる． 
b）土工量算出 

 取り除いた立方体の個数に 1 個の立方体の体積を掛け

ることで土工量の概要が把握できる． 
c）施工費算出 

 各立方体の土質に施工単価を掛ければ，施工費の概算

図－２ サーフェスモデル 

図－１ 積層模型 
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図－４ 立方体地盤モデル 

図－３ 従来法による設計の流れ 



が算出できる． 
ここで，強調したいのは，提案法において概略設計にの

み立方体地盤モデルを用いる点である．これにより図－５

に示したように，施工性や施工費を勘案しつつ，より迅速

の多くの案（たとえば，α，β，γ．．．）を検討できるだけ

でなく，検討時間を大幅に短縮できる．仮にβ案（立方体

モデル案）が採用されれば，概略設計の 2 段階目として，

概略設計の範疇で詳細な案(β1 案からβ5 案)の設計検討

を行う．詳細設計に移ると，従来法（図－３）と同様に，

サーフェスモデルを用い，サーフェスモデル案（Ｂ案）の

検討を行う．重要なのは，図－５では，詳細設計に残され

た時間が十分にあるだけでなく，従来法のＢ案では景観的

な検討しか行われていないのに対し，提案法で採用された

Ｂ案は同じ案であっても，大まかな施工上の担保がすでに

得られている点にある． 

３．立方体地盤モデルの作成手順 

（１）立方体地盤モデルの概要 

 本モデルは固有の ID，重心の 3 次元座標値(X,Y,Z)，土

質情報 S を保持する立方体の集合で地形形状を表現する．

立方体の辺長は作成時に任意の大きさを指定でき，使用目

的に合わせて変更できる．立方体の保持している土質情報

ごとに色を割り振り，土質分布を色情報によって表現する．

立方体の持つ各種の情報は ID を同期させた外部データベ

ースによって管理されている．データベースの情報を書き

換えることでモデル上の立方体に対して土質以外にも任意

の属性を追加することが可能である． 
（２）機能 

立方体地盤モデルは下記の機能を有する（図－６）。 
a）掘削形状表示機能 

立方体地盤モデルで表現された現況地形と，3D-CAD 上

に描いた 3 次元的な掘削範囲を重ね合わせることにより，

両者が重なる範囲にある立方体を消去し，掘削後の形状を

表現できる．  
b）土工量表示機能 

 モデル上での掘削形状の作成の際に，自動で消去した立

方体の個数を表示させる．立方体ひとつの体積は一律なの

で，消去した立方体の個数より，概算の土工量が算出可能

である．また，掘削個数の表示と同時に掘削した立方体の

ID，重心の 3 次元座標値(X,Y,Z)，土質情報 S を CSV ファ

イル形式で出力する．このデータより，土質別の掘削量等

を把握できる． 
c）土質分布表示機能 

 土質情報ごとに立方体に色を割り振ることで，掘削面の

土質分布を視覚的に把握できる．また，任意の縦断面・水

平断面で表示することで，地表面だけでなく内部の土質分

布も確認可能である． 

（２）立方体地盤モデルの運用 

b）立方体地盤モデルを用いた設計方法  

モデルの色分布より取得できる土質情報を参考にしな

がら，3D-CAD 上に中心線形を作成する．中心線形の作

成後，設計形状の作成を行う．作成した中心線形に沿っ

て，標準横断を入力し，設計形状のサーフェスを作成す

る（図－７）．作成した設計形状と，工事着手前の地形

を立方体モデル化したものを重ね合わせ、設計形状のサ

ーフェスの上にあるブロックを自動的に削除し，設計案の

立方体地盤モデルを作成する．各案共通の縦断勾配，横断

形状を用いているため設計案の違いは中心線形の違いだけ

である．そこで，中心線形だけを変えて，複数の設計案を

迅速に作成できる．モデル作成後，前掲の掘削形状表示機

能や土工量表示機能を用いて，形状，土工量，土質分布等

の観点から設計案の比較・選定を行う． 
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図－７ 設計形状の作成 

 

 

図－５ 提案法による設計の流れ 

形状
施工費
土質
景観
水理

詳細設計概略設計コンセプト決定

検討案数

B7B ・・・

時間

サーフェスモデル・・・

α

β
γ

ε

φ･･･

β β5・・・

形状

施工費
土質

立方体地盤モデル

形状
施工費
土質
景観
水理

詳細設計概略設計コンセプト決定 詳細設計概略設計コンセプト決定

検討案数

B7B ・・・

時間

サーフェスモデル・・・

α

β
γ

ε

φ･･･

β β5・・・

形状

施工費
土質

立方体地盤モデル

図－６ システム画面 

①

②

③ ①掘削形状表示

②土工量表示

③土質分布表示

①

②

③ ①掘削形状表示

②土工量表示

③土質分布表示



４．適用事例 

（１）目的 

本適用では，立方体地盤モデルで設計案の作成を行い，

案の比較を行うことで設計へ適用した際の立方体地盤モデ

ルの効果の確認を行う．設計案の検討を進め，立方体地盤

モデルでの検討の可能性を確認する． 
（２）適用対象地の概要 

九州で行われている分水路工事事業(図－８)に対し，立

方体地盤モデルを適用し設計検討を行う．対象とする分

水路工事計画は当初，河床幅 60m，延長 700m の大規模

な地形改変を伴う事業であった．計画当初の案である 1
次案に対し，周辺に存在する観光地からの分水路の眺望

が問題となったため，機能性以外のことも考慮した設計

を行う必要がある． 

（３）適用方法 

立方体地盤モデルで複数の案を設計し，設計案の比較検

討を行った．設計案が満足する必要のある要件は，流入口

の高さは当初設計どおりとする，縦断勾配＝1/120 とする，

横断面は単一形状（河床幅 20m，法面勾配 1:0.5，小段幅

2m）を用いる，の 3 点である．立方体は地形の概略が把握

できる大きさとし，一辺を 5m とした．土質に関しては，

既存の地質調査結果をもとに，土砂（シラス，シルト質），

軟岩（軟岩Ⅰ，軟岩Ⅱ）に分類した． 
設計案の検討は，平面図，鳥瞰図による形状の確認，景

観性の検討，土工量，施工費による比較を行う．土工量，

施工費は以下の式により算出される． 
 
(土工量)=(掘削個数) 
(施工費)=(土砂の掘削個数)+(軟岩の掘削個数)×10※ 

※軟岩の施工費用を土砂の施工費用の約 10 倍と設定 
 

景観性は，対岸からの分水路法面の露出によって検討を

行う．法面の露出は中ノ島の掘削量により判断する．中ノ

島が多く残っていれば，法面の露出が少なく，掘削量が多

くなるほど，露出が増加する． 
（４）設計案の比較検討 

a）α，β，γ案の設計 

 設計対象として 1 次案をもとにα・β・γの 3 案を作成

し，比較検討を行った．α，β，γ案の中心線形の特徴を

表－１，図－９に示す． 
表－２に各案の平面図，鳥瞰図，土工量，施工費，景観

性を示す．土工量に着目すると，中心線形が本線から大

きく遠ざかり，大きく弧を描いているため，延長も長く，

かつ比較的高地を掘削範囲に含むα案が最大となった．

一方，γ案は本川に近い位置をほぼ直線の中心線形で作

成しているため，1 次案に対して土工量が大幅に減少し

ている．β案は 2 案の中間的な結果となっている． 
 鳥瞰図では法面形状と土質分布に着目した．α案では

図の中央にシルトを表現する立方体が 2 個垂直に並んでい

る．1つのモデルで高さが 5mであるためこの勾配は 1:0.25
と急な可能性があり安定性に問題があることがわかる．こ

れはβ案にもみられ，それぞれ 2 箇所で確認した．つまり，

法面に対して他よりも特別な補強が必要であることがわか

る．また，β案の右上にシラスを表現する立方体が分布し

ており，平常時は安定しているが水を含むと極端に弱くな

るため，法面の崩壊が懸念される．これに対し，γ案では

中心線形の違いから，β案で問題となったシラスの露出が

わずかであり，また，法面の地質は軟岩が主であること，

分水路全区間で立方体が階段状に積み重なっていることか

ら，法面の安定性が高いと考えられる. 
表－２より土工量，施工費の観点からはγ案が優れてい

る．対象地が観光地であるということから，本川対岸から

の法面の見え方を考慮する必要がある．γ案は川側の標高

が山側よりはるかに低いため，法面の大部分が本川の対岸

から見えてしまう．したがって，景観的な観点からγ案は

不適となる．α案とβ案は中ノ島が残されているため，γ

案と比較して対岸側から見える法面が少なく，より現況に

近い景観が保存される．景観的に優れているα案とβ案の

比較では，法面の露出はα案の方が少ない．しかし，土工

量の観点から 2 案を比較すると，α案はβ案に比べ,土工量

が非常に大きい．したがって，土工量の観点からの比較に

より，β案を選定した. 
（５）考察 

立方体地盤モデルの概略設計への活用効果は以下のとお

図－９ 線形比較 

α案 β案 

1 次案 γ案 

図－８ 現場写真 

名称 特徴 

α案 1 次案に対し，川から遠い山側に大き  な弧
を描くように線形を設定 

β案 標高が低い箇所をたどる様に線形を設定（α
案とγ案の中間の線形） 

γ案 1 次案より川側を通り，分水路の入り口と出口
をほぼ直線で結ぶ 

表－１ α，β，γ案の中心線形 



りである. 
a）モデル作成時間の大幅短縮 

サーフェスモデルを用いた設計では，中心線形の決定は

等高線トレースを用いたスタディにより行う．等高線トレ

ースの作成は手作業で行うため，1～2 日の時間を要する．

また，3D-CAD による形状の 3 次元可視化も 1 案の作成に

2 日程度の時間がかかるため，設計案の作成に多くの時間

が必要となる．これに対し，立方体地盤モデルでは詳細な

地形サーフェスは不要であり，等高線トレース作業が省略

できるため，作業時間が短縮される．さらに，立方体地盤

モデルでの形状の 3 次元可視化に必要なデータは中心線形

と縦断，横断形状の 3 つのデータであるため，中心線形の

決定から掘削形状の作成まで 10分程度で行うことができ，

作業時間が飛躍的に短縮された． 
c）設計形状等のイメージ共有 

議論の場において立方体地盤モデルを使用しながら検討

を行い，検討の結果をその場で 3 次元可視化を行うことで

迅速に完成イメージを共有することが可能となると考える． 
d）鳥瞰図表示による簡易的な景観検討 

 本モデルで作成した 3 次元地形を様々な視点から表示す

ることにより，各設計案の景観性を簡易的に確認できる． 
e）土工量等算出の迅速化・容易化 

掘削個数を自動的に表示する機能により，容易に概算の

土工量が算出でき，概略設計の段階で土工量の把握が可能

となった．また，岩の割合や施工費，土質ごとの掘削量等

も算出でき，それらによる案の比較も行える． 
f）法面の安定性確認 

立方体の色情報より土質分布からの案の比較，検討が行

える．法面の立方体の色および積み方を見ることで，α，

β案の鳥瞰図にあるような構造的に問題がある断面を見つ

けることが出来る．この情報をもとに，地質に応じた法面

勾配となるよう，断面形状をきめ細かく変更するといった

対応が可能となる． 
g）比較検討できる設計案の多数化・評価の迅速化 

立方体地盤モデルを用いることで 1 つの案を短時間で作

成でき，概略検討において，多数の案を検討することが可

能になる．また、設計案の作成と同時に概算の土工量が算

出され，視覚的に土質分布を確認できることから，各設計

案の比較・評価を，土工量，施工費，景観性，法面の安定

性等，様々な観点から実施できる．詳細設計に移行するま

でに，複数の評価項目により最適な設計案が絞り込まれて

いるため，詳細設計の質が高まるとともに，詳細設計段階

での設計案の件数が減少し，全体的なコストを削減できる． 
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表－２ α,β,γ案比較表 

中ノ島 

急勾配 

シラス 

下流 

上流 

名称 α案 β案 γ案 

平面図 

   

鳥瞰図 

   

土工量 2610 2061 1667 

施工費 19575 15732 13439 

景観性 ◎ ○ × 
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１．はじめに 

遠隔操作が可能な建設機械を使用して人間が立

ち入ることなく作業を行う無人化施工は，これま

で雲仙普賢岳や有珠山の噴火災害を始めとする災

害復旧現場等の危険地域における工事で数々の実

績を上げてきた。また，近年，これまで想定して

いなかったような大規模災害の発生が増大してお

り，その復旧のために無人化施工の重要性はます

ます高まっている。 

もし，このような事態が起きた場合に迅速に対

処するためには，無人化施工機械システムを直ち

に調達できる体制を整備しておくとともに，これ

らの機械を操作できる技能者を平時から育成・確

保しておくことが重要である。しかしながら，現

状では無人化施工機械の操作技能に習熟している

かどうかを評価する明確な指標はまだない。 

本研究は，無人化施工機械の操作技能習熟度を

評価する指標を検討することを目的として，遠隔

操作型バックホウを用いた模擬作業試験を行い，

オペレータの無人化施工の経験の違いによる技能

の差すなわち作業効率や施工品質の違いを明らか

にしようとしたものである。なお、本試験研究は

国土交通省総合政策局より受託した「平成 22 年度

高度な技術を有する技能者の活用・育成推進に係

る検討業務」の一部として実施したものである。 
 
２．模擬作業試験の内容 

2.1 概要 

遠隔操作による模擬作業試験は，施工技術総合

研究所構内の作業試験場にて，施工機械から約 100
ｍ離れた場所に遠隔操作室を設置し，そこから直

接機械を見ることなく，車載カメラおよび外部固

定カメラのモニタ画面のみを見て所定の作業を行

うという方法で実施した。また，遠隔操作（無人

化施工）と搭乗運転（有人施工）との差を見るた

めに同じ模擬作業を搭乗運転でも行った。そして，

試験時の作業効率（時間，作業能力）や施工品質

を測定し，オペレータの技能の差を評価した。 
2.2 使用機器 

試験に使用した施工機械は，無人化施工で最も

多く適用されている遠隔操作型バックホウ（特定

小電力無線使用，搭乗運転可能）とし，バケット

容量 0.9m3 のものを使用した（写真-1）。 
カメラは車載カメラ 2 台（足元用と前方用）と

外部固定カメラ 2 台（施工機械をほぼ直角の 2 方

向から見る）の計 4 台を使用した。画像伝送用機

器は，車載カメラの画像伝送用無線には小電力デ

ータ通信システム（2.4GHz）を使用し，外部固定

カメラの画像伝送は有線式を使用した。 
遠隔操作室内にはモニタディスプレイを 3 台設

置し，中央の 1 台は車載カメラ 2 台の画像を切替

えていずれか 1 画面を表示し，左右のモニタには

外部固定カメラの画像を常時表示した（写真-2）。 
2.3 被験オペレータ 

オペレータは無人化施工の経験の異なる3名で，

搭乗運転に関してはいずれも10年以上の経験を持

つベテランである。3 名の無人化施工の経験年数は

以下のとおりである。 
・オペレータ A：無人化施工経験年数 10 年 
・オペレータ B：無人化施工経験年数 3 ヵ月 
・オペレータ C：無人化施工経験なし(練習 30 分) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1 試験に供した遠隔操作型バックホウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 遠隔操作室内のモニタおよび操作装置 
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左モニタ 
(外部カメラ) 



2.4 試験方法 

模擬作業試験の種類はバックホウの基本的動作

である①掘削積込作業試験，②均し作業試験，③

走行試験の 3 種類とした。それぞれの試験方法は

以下のとおりで，搭乗運転，遠隔操作ともこれら

を 3 回ずつ行った。 
(1) 掘削積込作業試験 

図-1に示した掘削範囲（一度掘り返した後，埋

め戻した地盤）を掘削し，左90°の位置に配置した

10tダンプトラックに掘削土を積み込み，元の位置

に戻るというパターンを5サイクル繰り返す。測定

項目は以下のとおりである。 
① 所要時間（サイクルタイム） 

5 サイクルの掘削積込動作（掘削，旋回，排土，

旋回）の所要時間を測定する。 
② 作業量（積込土量） 
空車状態および積込後のダンプトラックの質量

を測定し，5 サイクルの積込量を求め，①と合わせ

て作業効率（t/h）を求める。 
③ 施工品質（掘削位置決めの安定性） 
掘削範囲に対するバケットの左右方向のズレを

測定し，位置決めの安定性を評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 掘削積込作業試験のパターン 

 
(2) 均し作業試験 
図-2 に示すような放射状に設定した 5 本の目標

線にバケット中心位置を合わせ，バケットを立て

て水平引きを行う（爪で地面を均す）。なお，この

試験のみ外部カメラは１台とし，作業装置を側方

（左右いずれか一方）から見る位置に設置した。

測定項目は以下のとおりである。 
① 所要時間（サイクルタイム） 

5 本分の均し動作（助走，均し，戻し）の所要時

間を測定する。 
② 施工品質（均し跡の平坦性） 
均し跡を目標線の方向に 50cm 間隔でレベルで

測量し，平坦性を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 均し作業試験のパターン 

 
(3) 走行試験 
速度段は低速とし，図-3 に示す走行コースを目

標線に沿って直進，左 90°旋回，再び直進するパ

ターンとした。測定項目は以下のとおりである。 
① 所要時間 
一連の走行（最初の直進走行，左旋回走行，旋

回後の直進走行）に要した時間を測定し，走行速

度を求める。 
② 施工品質（操舵の安定性） 
目標線に対する走行跡（左側履帯の左端跡）の

ズレ量を 1ｍ間隔で測定し，操舵の安定性を評価す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 走行試験のコース 

 
３．試験結果および考察 

3.1 掘削積込作業試験 

(1) 作業効率（時間当たり作業量）  

図-4 は，横軸にサイクルタイムを，縦軸に 1 サ

イクル当たりの積込土量をとり，それぞれ 5 サイ

クルの平均値をプロットしたもので，一次回帰式

の傾きが作業効率（時間当たり作業量）を表す。 
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これによると，搭乗運転では 3 名とも熟練オペ

レータであるため，サイクルタイム，積込量とも

オペレータによる差はあまりない。これに対し，

遠隔操作では経験のないオペレータ C はサイクル

タイムが 4 倍程度に増えており，経験のあるオペ

レータ A，B と比較して作業効率は明らかに低い

（B，A，C の順）。 
また，表-1の搭乗運転に対する遠隔操作の作業

効率の比を見ると，経験のあるオペレータでも30
～50%程度とかなり低く，経験のないオペレータ

では24%で効率低下の度合いはより大きい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4 掘削積込作業試験におけるサイクルタイムと積込量 

 

表-1 掘削積込作業試験における作業効率の比 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 施工品質（掘削位置決めの安定性） 

図-5 は掘削時の掘削範囲（予定位置）に対する

バケットの左右方向のズレ量の 5 サイクルの平均

値および振れ幅（変動範囲）を示したものである。

この振れ幅の小さい方が掘削位置決めが安定して

いるといえる。また，各オペレータについて，搭

乗運転，遠隔操作各 3 回の試験のバケットの振れ

幅の平均値を比較したものが表-2 である。 
これより，全体として搭乗運転より遠隔操作の

方が掘削時のバケット位置の振れ幅（ズレ量の変

動範囲）が大きいことがわかる（1.5～4 倍程度）。

また，遠隔操作の経験のないオペレータ C は，搭

乗運転ではバケットの振れ幅が最も小さかったが，

遠隔操作では最も大きくなっている（B，A，C の

順）。 
(3) 技能習熟度の違い 

 遠隔操作による掘削積込作業試験では，遠隔操

作の経験のないオペレータは，経験のあるオペレ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 掘削時のバケットの左右方向ズレ量 

 

表-2 掘削時のバケット位置の安定性 

  （左右方向の振れ幅の平均値） 

 

 

 

 

 

 

ータと比較して，作業効率（時間当たり積込量）

および施工品質（掘削位置決めの安定性）のいず

れの面においても，やや低いことがわかる。 

また，ともに遠隔操作の経験のあるオペレータ

の比較では，経験年数の短いオペレータの方が経

験年数の長いオペレータより作業効率，施工品質

の両面で上回っていた。これだけで結論づけるこ

とはできないが，これは搭乗運転の経験が十分な

場合は，比較的短期間で遠隔操作技能を習得でき

る可能性があることを示唆しているともいえる。 

3.2 均し作業試験 

(1) 作業効率（サイクルタイム） 
搭乗運転および遠隔操作による均し作業試験の

平均サイクルタイムを図-6 に示す。遠隔操作時の

作業効率のオペレータによる差は搭乗運転時と同

じ傾向で，オペ A とオペ C が同等，オペ B のみサ

イクルタイムが長いという結果になり，遠隔操作

の経験量には比例していない。 
また，搭乗運転と遠隔操作のサイクルタイムの

比（所要時間比）および作業効率比を表-3 に示す。

搭乗運転に対する遠隔操作の作業効率の比は所要

ｵﾍﾟﾚｰﾀ
作業効率の比

(遠隔操作／搭乗運転)

A (熟練) 0.31

B (中間) 0.48
C (未熟練) 0.24
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時間比の逆数であり，これは 3 人のオペレータと

も 40％前後で，掘削積込作業試験と同様，非常に

低い値となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 均し作業試験の平均サイクルタイム 

 
表-3 均し作業試験のサイクルタイム，作業効率比 

 

 

 

 

 

(2) 施工品質（均し跡の平坦性） 

均し跡のレベル測量結果から直線回帰を行い，

回帰式からの差の標準偏差を示したものが図-7 で

ある。これは，均し跡の平坦性（凹凸の程度）を

示すものである。これより各均し跡の標準偏差の

全体の平均値を求め，オペレータ毎に比較したも

のが表-4 である。 
これによると，程度の差はあるが，いずれのオ

ペレータも搭乗運転より遠隔操作の方が数値が大

きくなっており，平坦性は低下している。また，

遠隔操作による均し作業試験の平坦性は，オペレ

ータ A と B は同等で，経験のないオペレータ C が

やや劣るという結果になっている。 
 

表-4 均し跡の平坦性（標準偏差の平均値） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 均し跡の平坦性（均し跡の一次回帰式からのバラツキ） 
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(3) 技能習熟度の違い 

遠隔操作による均し作業試験では，作業効率（サ

イクルタイム）はオペレータの遠隔操作の経験の

有無とは比例しなかったが，施工品質（均し跡の

平坦性）については遠隔操作の経験のないオペレ

ータは経験のあるオペレータに比べて低いことが

わかる。 
3.3 走行試験 

(1) 作業効率（走行速度） 
走行速度はエンジン回転数が支配的になるので，

搭乗運転と遠隔操作でエンジン回転数が同じ条件

における走行速度を比較した。その結果を図-8 お

よび表-5 に示す。これによると遠隔操作時の走行

速度は搭乗運転時の走行速度の 70～90％程度とな

り，掘削積込作業や均し作業に比べると，効率低

下はかなり少ない。 
遠隔操作時の走行速度はオペレータ B だけがや

や低く，オペレータ A と C は同等で，遠隔操作の

経験の有無には比例していない。 
なお，供試機械の最高速度（速度段：低速）の

仕様値は 3.5km/h であるが，旋回区間を始めとす

る操舵操作により全区間の平均では 3km/h 以下と

なったものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 走行試験時の走行速度 

 
表-5 走行試験時の走行速度および比率 

 
 
 
 
 
 

(2) 施工品質（操舵の安定性） 
各試験毎の走行目標線からのズレ量の平均値お

よび標準偏差を示したものが図-9 である。また，

これよりオペレータ別に搭乗運転，遠隔操作それ

ぞれの標準偏差の平均を求め，比較したものが表

-6 である。標準偏差は走行目標線からのズレ量の

バラツキの大きさ，すなわち操舵の安定性を表し

ている。 

これより，いずれのオペレータも搭乗運転に比

べて遠隔操作の方がズレ量のバラツキが大きい

（1.5～2.5 倍程度）ことがわかる。また，遠隔操作

におけるオペレータによる差は，A，B，C の順で

ズレ量のバラツキが少なく，操舵の安定性は遠隔

操作の経験量に比例している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 走行目標線からのズレ 

 
表-6 操舵の安定性（標準偏差の平均値） 

 
 
 
 
 
 
(3) 技能習熟度の違い 

 遠隔操作による走行試験では，遠隔操作の経験

量の違いは走行速度には表れなかったが，施工品

質（操舵の安定性）は経験量に比例した結果とな

った。 
3.4 遠隔操作時のオペレータの注視画面 

遠隔操作により作業（走行）試験を行っている

ときに各オペレータが中央と左右の 3 台のモニタ

のどの画面を見て遠隔操作を行っていたかについ

ても調査を行った。調査方法は遠隔操作室でオペ

レータを正面から撮影したビデオ映像をモニタ映

像と同期させて録画し，これを読み取って各モニ

タを見ていた時間率を求めた。この例として掘削

作業試験の掘削時および走行試験の旋回時のモニ

タ注視時間率を図-10 に示す。また，そのときのモ

ニタ画面の例（掘削積込作業試験：オペ A，走行

試験：オペ C）を写真-3 に示した。 
 例示したのは一部であるが，全体を総合すると，

オペレータ A はどれか１台のモニタ画面（走行試

験以外は車載カメラ映像）を集中して見る傾向が

強い。オペレータ B は最もよく見るモニタが中央
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写真-3 遠隔操作時のモニタ画面の例 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-10 掘削積込作業試験時（掘削時）のモニタ注視率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11 走行試験時（旋回後半）のモニタ注視率 
 
モニタ（車載カメラ映像）ではなく，左右のモニ

タ（外部固定カメラ映像）である場合が比較的多

く，その時々でモニタ画面を使い分けているとい

える。オペレータ C は均し作業試験以外はどの場

合も中央モニタ（車載カメラ映像）を見ている率

が最も高かった。これは自車を運転席以外の方向

から見る外部カメラの映像に慣れていない（有効

に活用していない）ことが理由として考えられる。 
 
５．おわりに 

 遠隔操作型バックホウの操作について，遠隔操

作の経験の違いによる技能の差を明らかにすべく，

模擬作業試験を行い，作業効率や施工品質につい

て測定・分析した。その結果，作業効率は必ずし

も経験の有無，年数に比例する結果とはならなか

ったが，施工品質については掘削積込作業，均し

作業，走行のいずれの試験においても，遠隔操作

の経験がない場合は熟練オペレータとは差がある

ことがわかった。 
 この技能の差がモニタからの視覚情報の活用に

習熟していないことに起因するものなのか，運転

席の操作レバー類とは寸法もストロークも異なる

遠隔操作器に慣れていないことによるものかは今

回の試験からは判断できないが，今後，無人化施

工の技能者を効率的に育成していくためには，視

覚情報の的確な活用を含めた遠隔操作技能の習熟

方法について検討することが必要になると思われ

る。 
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汎用建設機械を用いた
土の強度に関する実務的簡易推定手法の開発

平成２３年度 建設施工と建設機械シンポジウム

長崎大学大学院 杉本 知史

～社団法人日本建設機械化協会研究開発助成 成果報告～



研 究 の 背 景

切土・擁壁構築工事における法面の崩壊事例



切土工事における労働災害の現状

建設工事中の斜面崩壊による労働災害の年度別発生件数

建設業全体 1996年以降は減少傾向

斜面関連 引き続き増減を繰り返す傾向にある

（労働安全衛生研究所特別研究報告より引用 以下同）



切土工事における労働災害の現状

工期別災害件数(1989～2002) 作業人数別災害件数(1989～2002)

・短期の工事での災害件数が多い

・作業人数が少ないほど災害件数が多い



切土工事における労働災害の現状

災害の工事種別分類(1989～2002)

災害発生時に被災者が行っていた作業(1989～2002)

擁壁工が圧倒的に多い

掘削・床掘り：直接の掘削作業

型枠組立・解体
床均し・丁張り

掘削後の不安定な
地山付近での作業



切土工事における労働災害の現状

死亡原因：約3割が窒息／約2割が圧迫 土砂崩壊による生き埋め

被災者の死亡原因 (1989～2002)



切土工事における労働災害の現状

崩壊土量別の災害件数(1989～2002)

小規模な斜面の崩壊は、大規模なものと比べ瞬時に起こることが多い

退避等に時間的余裕が少ない



切土工事における労働災害の現状

災害発生時の降雨状況(1989～2002)

法面掘削後災害発生までの経過日数(1989～2002)

降雨を伴う災害が約半数を占める
土のせん断強度低下・gtの増加・Duの発生

降雨なしのケースも多い sh低下に伴う崩壊

掘削直後の災害が多いが、
崩壊まで2ヶ月近く要する場合

もあり素因・誘因に大きく影響
していると考えられる



• 施工箇所に孔内傾斜計を設置するには高額

• 伸縮計は変位が発生してから設置するので、

それでは遅い

• 施工中に崩壊の危険性がある地山の特性を知
る必要がある

研究の目的

身近にある建設機械で危険性の判定ができないか？



表層地盤の強度推定の必要性

切土掘削斜面における表層崩壊 概ね数mオーダーの範囲

多くの切土掘削工事の現場に配置している機材を使用できないか？

将来的に現地作業員が各自で判断できる仕組につなげる

バックホーを利用した表層掘削による
表層地盤の強度推定手法の開発

上記手法開発のため原位置で精度のよい土の強度評価を行う手法の開発

原位置一面せん断試験機の開発と性能の評価



表層地盤の強度推定の提案



表層地盤の強度推定の必要性

切土掘削斜面における表層崩壊 概ね数mオーダーの範囲

多くの切土掘削工事の現場に配置している機材を使用できないか？

将来的に現地作業員が各自で判断できる仕組につなげる

バックホーを利用した表層掘削による
表層地盤の強度推定手法の開発

上記手法開発のため原位置で精度のよい土の強度評価を行う手法の開発

原位置一面せん断試験機の開発と性能の評価



改良型原位置一面せん断試験の開発

載荷用ハンドル

垂直荷重計

せん断箱

供試体

せん断荷重計

変位計
電動モーター

供試体寸法：20×20×5 (cm)

●主な改良点
・礫混じりの地盤において、供試体寸法の影響を減らすようせん断箱を拡大

・大きな強度を有する土質に対して安定したせん断変位を与えられるよう
モーター駆動とした



改良型原位置一面せん断試験の概要

モーター

せん断荷重計

供試体

せん断箱

垂直荷重計

載荷用ハンドル

変位計



改良型原位置一面せん断試験の概要

モーター

せん断荷重計

供試体

せん断箱

垂直荷重計

載荷用ハンドル

変位計

せん断面



対象試料
風化土の土質試験結果

対象試料（風化土）

土粒子の密度 ρs (g/cm3) 2.84

最適含水比 wopt (%) 35.5

最大乾燥密度 ρdmax (g/cm3) 1.306



対象試料
まさ土の土質試験結果

土粒子の密度 ρs (g/cm3) 2.52

最適含水比 wopt (%) 12.0

最大乾燥密度 ρdmax (g/cm3) 1.913

対象試料（まさ土）
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攪乱試料の締固め条件
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実験ケース

まさ土

風化土

0.5 , 1.0 , 1.5

上載圧に相当する土被り深さ (m)

33.770
30.664
24.050

乾燥密度 (g/cm3)含水比 (%)飽和度 (%)

1.2

0.5 , 1.0 , 1.5

上載圧に相当する土被り深さ (m)

11.5280
9.3665
7.250

乾燥密度 (g/cm3)含水比 (%)飽和度 (%)

1.85



供試体作成方法

25cm

30cm

深さ：5cm

原位置一面せん断試験の精度評価のための実験

室内試験の結果と比較を行うため

締固め条件を統一した
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試験結果

飽和度Srと粘着力cの関係

飽和度の増加に伴い粘着力
に減少傾向が見られる

飽和度Srと内部摩擦角φの関係

50°付近でほぼ一定である
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粘着力に着目した表層地盤の強度評価を行う
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トレンチ（深さ1m） 1,000mm

4,000～5,000mm

バケットのみを回転させ、
トレンチ肩部を破壊する。

付近で現場一面せん断
試験を実施する。

予め1mピッチで標準貫入試験を実施 1m毎にバックホーによる模

擬せん断試験と現場一面せ
ん断試験を実施し、標準貫
入試験との対応を取る。

断面図

平面図

溝掘り箇所において６～８回の掘削実験を行う

同時にバックホウの油圧変動を測定

バックホウによる地盤の掘削方法
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トレンチ（深さ1m） 1,000mm

4,000～5,000mm

バケットのみを回転させ、
トレンチ肩部を破壊する。

付近で現場一面せん断
試験を実施する。

予め1mピッチで標準貫入試験を実施 1m毎にバックホーによる模

擬せん断試験と現場一面
せん断試験を実施し、標準
貫入試験との対応を取る。

断面図

平面図

原位置一面せん断試験機による検証

原位置一面せん断試験
バックホー掘削実験

(標準貫入試験）

バックホーによる掘削実験の様子

建設機械を用いた地山の強度推定に関する研究



掘削状況

バックホーによる地盤の掘削方法

・Eモード（軽負荷作業モード）

・アイドリング（ミニマムな回転数）

・フルレバー（バケット油圧全開）

・ブームとバケットの垂直性

・使用機械の最大油圧34.8MPa



アタッチメント 取付け状況

油圧モニタの信頼性確認のための油圧計測

油圧配管継手部にアタッチメントを挿入

圧力計により直接油圧を計測



油圧の相関は概ね１対１の値
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圧力計と運転席モニターの油圧表示値との関係

油圧モニターとシリンダーの油圧ゲージの関係

モニタに表示される値の利用は可能



バックホーによる掘削状況

H=0.5m H=0.9m

0.5mに対し0.9mの方が土塊の破壊領域が大きく、
毎回の掘削でばらつきが見られる



バックホーの油圧変動とバケット回転角の関係

バックホーの油圧変動の一例

0

2

4

6

8

10

12

0 10 20 30 40

バケット回転角度(deg)

油
圧

変
動

(M
P
a)

Nsw=60
H=0.5m

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

0 10 20 30 40

バケット回転角度(deg)

油
圧

変
動

(M
P
a)

Nsw=153
H=0.9m

・回転角が概ね５～20°程度で最初のピーク値が現れる

・最初のピーク値を以って掘削部全体が破壊したとみなす
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掘削深さと油圧の関係

油圧PBmax－N値の関係 粘着力C－油圧PBmaxの関係

・標準貫入試験の結果もしくはスウェー
デン式サウンディング試験から得られた
値を換算したN値に基づく

・原位置一面せん断試験から得られた
粘着力Cに対し油圧PBmaxが正の相関

を示した。
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今後の展開

性質の異なる土質におけるバックホーによる実験の実施

メーカー・機種・バケットサイズ間の適用範囲・取得データ
の検証

建機メーカーの協力に基づくシステムの構築

大分類の土質間で生ずる油圧変動の傾向の把握
軟弱地盤の支持力評価への応用

簡単な換算で汎用性のある評価法の検討

モニター上での警告表示等、作業員も判断が可能なツール



電波送受信技術を活用した
建設機械位置測定システムの開発

京都大学大学院 工学研究科
都市社会工学専攻

西山 哲



【研究目的】“IT情報化施工”を高度化する技術の構築

＜現状＞
GPS等の各種測量機器を建設機械に設置することにより
効率的な建設機械の配置の適正化，仕上げ作業の高効率化
が実現している．



＜課題＞
使用している測量機器には次の問題点がある．
・コストと座標計測精度が相反する関係にある．
・GPSを使用する場合，現場の位置によっては衛星情報が取得できない．

＜本研究の狙い＞
安価で高精度の建設機械用測量システムの開発を行い，

IT施工技術の広範囲な普及を図る．



受信機

小型受信機

受信機

受信機

小型発信機

建設現場周辺 数ｋｍ四方に受信機を設置

４つの受信機における電波の位相差から
建設機械の3次元位置座標をリアルタイム
にmm単位の精度で算出

受信機データも電波で収集：
ワイヤレスのシステム

小型発信機

本研究による建設機械座標計測システムの概念



・小型の発信機を建設機械に搭載する．
・現場周囲に設置した受信機で電波を受信し，建設機械の位置を求める．

：発信機の3次元座標を算出する原理はGPSと同じ．
・GPSは衛星と受信機間のさまざまな擾乱によって高精度化が困難．
・本研究では発信機と受信機が共に地上にある．

電波の擾乱を受けないため，3次元座標を高精度に計測可能．
携帯電話に見られる小型で安価な機器でシステムが構築できる．

本研究による建設機械座標計測システムの概念



波長＝ ＝ ＝ 12.2cm
周波数 2.45GHz
光速 30万km/s

1波長＝12.2cm

検出する位相差
波形２波形１

位相差１°＝ ＝0.34mm
360°

波長12.2cm

周波数2.45GHzの電波の位相差を観測して変位を測る。

ミリメートル・オーダーの変位計測を実現

本研究による建設機械座標計測システムの概念



本研究による建設機械座標計測システムの概念

1つの発信機から発信された電波を，最低4つの受信機を使っ

て計測する．

受信機から等しい距離となる等位相差面を描き，

その交点を算出することで発信機の位置を正確に決定する．

発信機



計測検証実験の概要



■ 発信機
寸法：約W:34mm×H:96mm×D:20mm
発信機単体で技適を取得（免許不要）

発信機収容箱

寸法：約W:120mm×H:160mm×D:92mm

■ 受信アンテナ

ｱﾝﾃﾅ部の寸法：約W:104mm×104mm

■ 受信機
寸法：約W:380mm×H:450mm×D:240mm

■ 計測装置
寸法：約W:680mm×H:650mm×D:290mm

構成装置



Tx#1 X方向変位
計測結果
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Tx#1 水平方向移動による
座標計測結果
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実験結果の概要
：発信機を水平移動させて位置を計測



Tx#1 Y方向変位
計測結果
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Tx#1 奥行き方向変位
計測結果
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実験結果の概要
：発信の位置の長期的変化を計測



発信機の位置測定

実験結果の概要
：システム配置の影響

受信機の配置と精度の関係
＊

発信機

Rx#1 4 7

10
1316

＊
発信機

Rx#1 4 7

10
1316



発信機の位置測定

実験結果の概要
：システム配置の影響

受信機の配置と精度の関係
 

＊
発信機

Rx#6 7

8

9
10

11

＊
発信機

Rx#6 7

8

9
10

11



＊
発信機

Rx#111213141516

＊
発信機

Rx#111213141516

発信機の位置測定

発信機の位置測定

実験結果の概要

機器配置が制限される場合
：フィルターを導入することで

計測精度を向上させる



発信機

計測検証実験２の概要

受信機



X軸位置変化 250m相当
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計測検証実験２の結果
＜受信機直線配置＞



計測検証実験２の結果
＜受信機L字配置＞
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Z軸 位置変化 500ｍ相当
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計測検証実験２の結果
＜左：受信機直線配置＞
＜右：受信機L字配置＞



計測検証実験の結果

(A) センサを直線配置した場合の等位相差面の交点 (B) センサを直行配置した場合の等位相差面の交点

センサ配置により方向依存性が異なる

発信機位置②

同じセンサ組合せで
も発信機位置により
依存度は異なる

位相誤差を含んだ
等位相差面(イ)

等位相差面(ア)

発信機位置①
位相誤差を含んだ
等位相差面の交点

↓
交点の面積広がり

↓
測位誤差の方向依存性

位相誤差を含んだ
等位相差面

等位相差面

発信機位置①
(エ)

(オ)

(A) センサを直線配置した場合の等位相差面の交点 (B) センサを直行配置した場合の等位相差面の交点

センサ配置により方向依存性が異なる

発信機位置②

同じセンサ組合せで
も発信機位置により
依存度は異なる

位相誤差を含んだ
等位相差面(イ)

等位相差面(ア)

発信機位置①
位相誤差を含んだ
等位相差面の交点

↓
交点の面積広がり

↓
測位誤差の方向依存性

位相誤差を含んだ
等位相差面

等位相差面

発信機位置①
(エ)

(オ)



DOPとrmsの関係
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計測検証実験の結果
：機器の配置の定量的な指標＝DOP

計
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度

あらかじめ計測精度を見積もることが可能
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開発の成果

簡易な市販の無線機器にて，高精度の位置座標測定
を可能にする計測手法を構築できた．

・計測原理の妥当性を実証．
・要求精度に対して機器配置を設計できる指標を構築
・耐環境性，安定性を確認

今後の課題
・実務用システムの開発：計測結果のモニター法の構築
・実務における実用性の検討

謝 辞

社団法人日本建設機械化協会の研究開発助成制度により
本研究開発を実施できましたこと心より感謝致します．



 

試験施工報告:津波堆積物(ヘドロ)再資源化による人工地盤造成 
 
 

東北大学大学院環境科学研究科 ○ 高橋  弘 

(株)森環境技術研究所 森 雅人 
 
１．はじめに 

2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地

震では，日本における観測史上最大のマグニチュ

ード 9.0 を記録した．この地震により場所にって

は波高 10m 以上の大津波が発生し，沿岸部に未曾

有の被害をもたらした．大震災により発生したガ

レキは，宮城県，岩手県および福島県の 3 県合計

で約 2,500 万トンと推定され，これとほぼ同程度

の津波堆積物(ヘドロ)が宮城県内で生じていると

言われている 1)．現在，可燃物は焼却処分し，金

属類などは分別してリサイクルに回すなどの処理

が行われているが，津波堆積物については処理が

ほとんど行われていない．約 2,500 万トンと推定

される津波堆積物を埋め立て処分することはほぼ

不可能であり，有効活用せざるを得ない状況にあ

る．仙台市では，被災した東部地域の復興ビジョ

ンとして，海岸に防潮堤や海岸防災林などによる

防災公園緑地を整備し，その内側に高盛土の幹線

道路を建設する骨子を発表しているが 2)，高盛土

の幹線道路建設などに津波堆積物を利用するなど，

津波堆積物の積極的な再利用が期待される．ただ

し，津波堆積物を再利用するにしても，国土交通

省「高速道路のあり方検討委員会」による緊急提

言 3)に見られるように盛土の耐震性は必要不可欠

であると考えられる． 

ところで，申請者らは建設汚泥やヘドロなどの

高含水比泥土のリサイクル率の向上を目指し，泥

土に古紙破砕物と高分子系改良剤を混合して良質

な土砂を生成する「繊維質固化処理土工法」を開

発した 4)．本工法は，既に 780 件，48万 m3を超え

る実績を有しており，2004 年に発生した中越地震

の際にも，芋川河道閉塞により発生した大量の軟

弱泥土を原位置で処理し，迅速な災害復旧に貢献

した実績がある 5)． 

今回，三井物産環境基金「東日本大震災復興活

動支援」を受け，塩釜市の中倉最終処分場および

仙台市若林区の農地で津波堆積物の再資源化に関

する試験施工を実施した．本報ではその内容につ

いて報告する． 
 
２．塩釜市中倉処分場における津波堆積物の処理 

塩釜市の中倉処分場は，2011 年 7 月末を持って

計画の容量に達するため閉鎖の予定であった．し

かし，今回の大震災を受け，津波によるガレキの

一次集積所として現在も稼動せざるを得ない状況

になり，2011 年 9 月現在でも可燃物や金属類，コ

ンクリート，ガラスなどに分別する作業が行われ

ている．大量の津波堆積物も同様に運び込まれて

おり，今回，約 400m3 の津波堆積物を用いて再資

源化のための試験施工を 2011 年 8 月 22 日～9 月 2
日に実施した． 
2.1 室内試験 
室内試験の目的は，試験施工の際の古紙破砕物

およびセメント系固化材の配合量を決定すること

である．配合量決定のための室内試験は一軸圧縮

試験とし，ここでは改良土の強度および破壊ひず

みについて改良目標を設定した． 
強度については以下のように目標値を設定した．

まず建設機械の走行に必要なトラフィカビリティ

ーを確保し，かつ第 2 種処理土を満足するため，

コーン指数を qc=800kN/m2 以上とした 6)．さらに

現場施工と室内試験の強度比を考慮して室内試験

で満足すべき強度を算出した．この強度比とは室

内試験と現場施工における条件の違いを調整する

もので，施工機械と室内試験用混合機械の撹拌性

能による混合程度の相違，養生温度の相違に起因

する強度の差および改良区域での土質のバラツキ

や含水比の相違による現場強度の変動をも含めて

経験的にカバーするものである．ここでは，強度

比を 0.65 とし，コーン指数を qc=800÷0.65＝1231 
kN/m2以上とした．さらに，コーン指数 qc と一軸

圧縮強さ qu との関係を示す次式 7)を用いて，一軸

圧縮試験における強度の目標値を123kN/m2と決定

した． 

10c uq q                   (1) 

また破壊ひずみは従来の研究 8)にならい，5％以

上とした． 
ところで，今回の津波堆積物が，これまで本工

法で扱ってきた泥土と大きく異なるのは，様々な

大量のガレキ(木くず，ガラス，ビニールなど)が混

入していることである(図-1 参照)．特にレジ袋のよ

うなビニール類が顕著であった．そこで，初めに

篩いを用いてガレキの除去を行った．ガレキ除去



後の津波堆積物の含水比，湿潤密度，塩分濃度お

よび pH を表-1 に示す． 

 
図-1 津波堆積物に含まれる種々のガレキ 

 

表-1 津波堆積物の物理特性測定結果 

含水比 
[％] 

湿潤密度

[g/cm3] 
塩分濃度

[％] 
pH 
[－] 

68.0 1.48 0.3 8.5 
 

試験施工における古紙破砕物およびセメント系固

化材の最適配合量を決定するため，古紙破砕物の

添加量を 25kg/m3 および 45kg/m3 の 2 種類とし，そ

れぞれの添加量に対してセメント系固化材の添加

量を 50，100 および 150kg/m3 として試料を作成し，

一軸圧縮試験を実施した．試料の作成には直径

5cm×高さ 10cm のモールドを用いたが，紙面の関

係上，試料作成手順は割愛する． 
図-2 に一軸圧縮試験結果を示す．強度の目標値

をクリアするセメント系固化材の最小添加量は，

古紙の添加量が 25kg/m3 の場合は 81kg/m3，45kg/m3

の場合は 75kg/m3 であった．いずれの場合も破壊

ひずみは 5％を超えることが確認された．経済性を

考慮し，本施工では古紙破砕物の添加量を 25kg/m3，

セメント系固化材の添加量を 81kg/m3 と決定した． 
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図-2 一軸圧縮試験結果（塩釜市中倉処分場） 

2.2 試験施工概要 

試験施工では，室内実験と同様に，初めに津波

堆積物に含まれる種々のガレキを除去する作業か

ら行った．本施工では，日立建機(株)の協力を得て

自走式スクリーン VR408 をお借りし，ガレキの分

級作業を行った．作業の外観および分級の様子を

図-3 および図-4 に示す．ビニールの破片などに付

着した津波堆積物が団子状になりやすいため，小

量ずつ投入し，分級を行った．ガレキは図-3 の右

のコンベアからダンプトラックのベッセルに直接

投入した．スクリーンを通過したヘドロは，図-3
左のコンベアから排出し，地表面に堆積させた． 
ところで，この現場の津波堆積物は，ガレキの

量とヘドロの量がほぼ同程度であったため，約

400m3 の津波堆積物を分級した結果，ガレキが除去

されたスクリーン下のヘドロの量は約 200m3 であ

った． 
次に，この約 200m3 のヘドロを繊維質固化処理

土工法により改良した．改良は 9 月 1 日および 2
日の 2 日間で実施した． 

 

 
図-3 作業の外観（日立建機 VR408(左)，右のパワーショベ

ルは ZAIS200） 

 
図-4 スクリーン上の様子 

 

目標値 



まず水槽に所定量(12.3m3)の津波堆積物を投入

した．次に投入した津波堆積物に対して，25kg/m3

の添加量になるように古紙破砕物を添加し，攪

拌・混合を行った(図-5)．古紙破砕物と津波堆積物

がほぼ均一に攪拌・混合された後，室内実験で決

定した添加量(81kg/m3)になるように，セメント系

固化材を添加した(図-6)．一連の攪拌時間は，おお

よそ 40 分程度であった．改良土は，処分場におけ

る廃棄物の覆土として全量再利用される予定であ 
 

 
図-5 古紙破砕物のを攪拌・混合 

 

 
図-6 セメント系固化材の添加 

 

 
図-7 ショベルによる改良土の転圧 

るが，改良終了時には廃棄物の厚さが所定の厚さ

にまで達していないため，後日，覆土として再利

用されることになった．そのため，改良土はパワ

ーショベルにより水槽から取り出され，ショベル

脇に仮置きすることにした．図-7 は改良土をパワ

ーショベルで転圧している様子を示す． 
中倉処分場は最終処分場であるため，法的な受

入れ時の有害物質の含有や溶出試験の義務付けは

無いが，確認のため中倉処分場の津波堆積物を用

いて土壌環境分析を実施した．土壌環境基準 27 項

目のうち，フッ素のみがやや高い値(0.8mg/L 以下

という基準に対して 1.0mg/L)を示した．そこで，

改良後の土壌をサンプリングし，現在，フッ素の

み再度分析中である． 
ところで，中倉処分場の津波堆積物は濃い黒色

を呈していた．一般に泥土が黒色を呈する場合，

硫化鉄を含むか有機物による影響と考えられる．

そこで，XGT 分析(X 線分析顕微鏡)を実施した結

果，最も多く含まれる元素はSiであり，次いでFe，
3 番目が S であった．このことより，中倉処分場

の津波堆積物は硫化鉄を多く含むことによる黒色

であると推察される． 
 

３．仙台市若林区藤塚における津波堆積物の処理 
仙台市若林区は太平洋に面し，約 6km の海岸線

を有する．名取川を境に北が仙台市若林区，南が

名取市である．平坦な土地が多く，周辺で高台と

言えば，海岸線から約 2km 内陸を海岸線とほぼ平

行に走る仙台東部道路(高速道路)程度である．3 月

11 日の大津波は仙台東部道路まで達したが，仙台

東部道路が高盛土の高速道路であったため，ここ

で津波が止められ，被害の拡大を防ぐ防波堤の役

目を果たすことになった．仙台東部道路の東側は

水田や農地が広がっていたが，その多くが津波を

かぶる被害を受け，農地の上に大量のガレキや津

波堆積物が残される大災害となった(図-8)． 
 

 
図-8 大量のガレキが堆積した水田(仙台東部道路仙台東

IC 付近) 



 
図-9 水田の土壌に堆積した津波堆積物（仙台市若林区） 

 
この地域の津波堆積物の特徴は，図-9 に見られ

るように津波によって巻き上げられたと考えられ

る海岸砂が農地表面を数 cm 程度覆い，その上に粘

土層が数 mm 堆積しているという点である．著者

らの調査では，砂質系堆積物の厚さは 7～10cm 程

度であり，粘土質系の堆積物の厚さは 5mm 程度で

あった． 
ところで，硫化物を含む海底の泥土が，津波に

よって巻き上げられ，大気さらされると空気中の

酸素によって酸化され，様々な反応の末に最終的

に硫酸を生成すると言われている 9)．硫酸が生成

されると土壌が酸性化し，また硫化鉄と硫酸が反

応すると，硫化水素の発生も懸念されるため 9)，

迅速な津波堆積物の除去が農地の復元のためにも

極めて重要であった． 
さらに，上述したように仙台市の復興ビジョン

では，高盛土の幹線道路を建設する計画案も示さ

れていることから，筆者らは，農地に堆積した津

波堆積物を除去し，その津波堆積物を繊維質固化

処理土工法で改良し，高盛土の幹線道路建設のた

めの地盤材料として再利用することを提案する． 
震災から約 5 ヶ月が経過すると，ガレキの撤去

もある程度進んで来たことから，仙台市若林区藤

塚の農地をお借りし，津波堆積物の剥ぎ取り→繊

維質固化処理土工法で改良→改良土を用いて人工

地盤を造成する一連の施工を確認する試験施工を

仙台市若林区藤塚の農地において 2011 年 9 月 5 日

～9 日に実施した． 
3.1 室内試験 

室内試験の目的は 2.1 で上述した内容と同じで

あるので割愛する．また目標値としては，建設機

械の走行に必要なトラフィカビリティーを確保し，

かつ第 2 種処理土を満足するため，コーン指数を

qc=800kN/m2以上としたが，津波堆積物の堆積状況

を考慮し，強度比は 0.8 とした．従って，コーン指

数は qc=800÷0.8＝1000 kN/m2以上となり，さらに 

 
図-10 津波堆積物サンプリングの様子 

 
コーン指数 qc と一軸圧縮強さ qu との関係を示す

(1)式を用いて，一軸圧縮試験における強度の目標

値を 100kN/m2と決定した． 
  図-10 に津波堆積物サンプリングの様子を示す．

8 月上旬のサンプリングの時点で，自動車などの大

型のガレキはほぼ撤去されているものの，図-10 に

示されるように，木くず，ビニール，瓦の破片，

トタンなど様々なガレキ類が撤去されずに残って

いる状態であった． 
仙台市若林区藤塚における津波堆積物の含水

比，湿潤密度，塩分濃度および pH を表-2 に示す． 
 

表-2 津波堆積物の物理特性測定結果 

含水比 
[％] 

湿潤密度

[g/cm3] 
塩分濃度

[％] 
pH 
[－] 

8.8 1.44 0 7.8 
 

津波堆積物のサンプリングは梅雨明けの 8 月に

行ったため，津波堆積物の表面は乾燥し，図-10 に

示されるようにひび割れた状態であった．そのた

め，サンプリング時の含水比は 8.8％と非常に低い

値であった．また懸念された塩分濃度であるが，

堆積した当初は海水の塩分濃度に近い値を示した

と考えられる．実際，地権者の話では，震災直後

の晴れの日は地表面が塩分で白くなっていたとの

ことである．しかし，今回，懸念された塩分は検

出されず，塩分濃度は 0 であった．これは，梅雨

のシーズンを経て 8 月にサンプリングした結果，

ほとんどの塩分が梅雨の降雨により洗い流された

結果であると推察される． 
次に試験施工における古紙破砕物およびセメ

ント系固化材の最適配合量を決定するため，古紙

破砕物の添加量を 25kg/m3および 50kg/m3の 2種類

とし，それぞれの添加量に対してセメント系固化

材の添加量を 50，100 および 150kg/m3 として試料

水田の土壌 

津波堆積物 



を作成し，一軸圧縮試験を実施した．含水比が

8.8％と非常に低い値であるため，本室内試験では

含水比が 40％になるように加水調製して試料を作

成した．試料の作成には直径 5cm×高さ 10cm のモ

ールドを用いたが，紙面の関係上，試料作成手順

は割愛する． 
図-11 に一軸圧縮試験結果を示す．強度の目標

値をクリアするセメント系固化材の最小添加量は，

古紙の添加量が 25kg/m3 の場合は 64kg/m3，50kg/m3

の場合は 52kg/m3 であった．いずれの場合も破壊

ひずみは 5％を超えることが確認された．経済性を

考慮し，本施工では古紙破砕物の添加量を 25kg/m3，

セメント系固化材の添加量を 64kg/m3 と決定した． 
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図-11 一軸圧縮試験結果（仙台市若林区藤塚） 

 

3.2 試験施工概要 

本試験施工では，若林区藤塚の農地に堆積した

津波堆積物をブルドーザのブレードを制御した情

報化施工で剥ぎ取り，剥ぎ取った津波堆積物を繊

維質固化処理土工法で再資源化し，改良土を用い

て小規模の模擬堤防を原位置で造成する一連の工

程を確認することを目的とした．ここでは，キャ

タピラージャパン社の協力を得て，情報化施工の

ためのブルドーザーおよびトロンメル(分級機)を
お借りし，施工を行った． 
施工場所は仙台市若林区藤塚の農地であり，施

工前は図-12 に示すように津波堆積物の上に雑草

が覆い茂っている状態であった．そのため，初め

に除草作業を実施し，その後，ブルドーザーを用

いて津波堆積物の剥ぎ取り作業を実施した．図-13
に使用したブルドーザーを示す． 
本試験施工の面積は約 3,000m2 であり，約 15cm

の厚さで津波堆積物の剥ぎ取りを行った．従って，

剥ぎ取った津波堆積物の量は約 450m3 である．剥

ぎ取った津波堆積物の中には，木くず，瓦の破片

など様々なガレキ(ゴミ)が含まれていたため，次に

図-14 に示すトロンメルを用いて分級作業を行っ

た．図-14 の左のベルトコンベアからガレキが除去 

 
図-12 施工前の現場の様子（仙台市若林区藤塚） 

 

 
図-13 津波堆積物の剥ぎ取りに用いたブルドーザー 

(キャタピラージャパン社 D3K) 

 
図-14 ガレキの除去に用いたトロンメル 

 
された津波堆積物が排出され，右のベルトコンベ

アからガレキ(ゴミ)が排出される．分級の結果，ガ

レキの混合割合は約 2 割であり，450m3 の 8 割に相

当する約 360m3 の津波堆積物を繊維質固化処理土

工法により改良した． 
上述したように，若林区の農地に堆積した津波

堆積物の厚さは約 10cm 程度であり，また 8 月の好

天により津波堆積物はかなり乾燥状態であった．

そこで，効率良く古紙を撹拌・混合するために，

目標値 



初めに加水調整を行った．バキュームカーで現場

に水を搬入し，ピット(水槽)に所定の水量の水を入

れた後，所定の量の津波堆積物を水槽に投入して

水と混合した．含水比は室内試験と同じ 40％にな

るように調整した．その後，室内試験で決定した

配合量に元に，古紙破砕物の添加量が 25kg/m3 に

なるように，またセメント固化材の添加量が

64kg/m3 になるように添加し，撹拌・混合を行った．

全体の撹拌時間は約 30 分であった． 
改良が終了した土砂はパワーショベルによりピ

ットから排出され，直ちにブルドーザーにより敷

地の境界まで運ばれ，小規模の模擬堤防造成が行

われた．小規模の模擬堤防は，底面の幅 3m，天端

の幅 1.5m，高さ 1m の台形形状である．図-15 に施

工後の農地の様子を示す．津波堆積物が約 10cm の

厚さで堆積し，雑草が覆い茂っていた農地は海岸

側にミニ堤防を有する農地に復元された． 
 

 
図-15 施工後の現場の様子（仙台市若林区藤塚） 

 
４．むすび  

2カ所の試験施工を通して，津波堆積物に繊維

質固化処理土工法を適用し，生成された改良土を

用いて人工地盤を造成できることが確認できた．

本試験施工の結果を広く情報発信し，迅速な復

旧・復興に貢献したいと考えている． 
なお今後，気仙沼市でも試験施工を実施する予

定である．詳細については別途報告したいと考え

ている． 
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